
地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果

（平成２１年度補正予算分）

資料２ 



北海道 北網 1 京都府 中丹 89
南檜山 3 丹後 90

青森県 西北五地域 5 大阪府 泉州 91
青森地域 6 堺市 93

秋田県 大仙・仙北 7 兵庫県 阪神南 95
北秋田 9 北播磨 98

山形県 庄内、最上 10 奈良県 奈良、西和 101
置賜 12 中和、南和 103

茨城県 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 和歌山県 新宮 105
筑西・下妻 17 和歌山 106

栃木県 県南 19 鳥取県 東部 107
県西 21 西部 109

群馬県 東毛地域（桐生、太田・館林） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23 島根県 西部（大田、浜田、益田） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 111
西毛地域（高崎・安中、藤岡、富岡） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 東部（雲南、隠岐、安芸市） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 112

埼玉県 西部第一 27 岡山県 高梁・新見、真庭 115
利根 29 津山・英田 118

千葉県 香取海匝 31 広島県 広島 122
山武長生夷隅 33 福山・府中 123

東京都 多摩 35 山口県 萩 124
区東部 36 長門 125

神奈川県 東部地域 37 徳島県 東部Ⅰ 127
西部地域 39 西部Ⅱ 130

新潟県 魚沼 41 香川県 高松 132
佐渡 42 中讃 134

富山県 富山 44 愛媛県 宇摩 136
高岡 46 八幡浜・大洲 138

石川県 能登北部 48 高知県 安芸 140
南加賀 51 中央、高幡 141

福井県 福井・坂井 54 福岡県 京築 143
嶺南 56 八女・筑後 145

山梨県 富士・東部 58 佐賀県 北部 147
峡南 60 西部 148

長野県 上伊那 62 長崎県 離島 150
上小 64 佐世保、県北 151

岐阜県 飛弾 66 熊本県 阿蘇 152
南部 69 天草 156

静岡県 中東遠 73 大分県 中部、豊肥 159
志太榛原 74 北部、東部 161

愛知県 尾張 75 宮崎県 北部、日向入郷 163
東三河 77 都城北諸県、西諸 165

三重県 中勢伊賀 79 鹿児島県 鹿児島 167
南勢志摩 81 奄美 168

滋賀県 東近江 83 沖縄県 宮古、八重山 169
湖東、湖北 86 北部 173
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（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

北海道医師養成確保
修学資金等貸付事業

104,440

地域医療指導医派
遣システム推進事業

40,000

総合内科医養成研修セ
ンター運営支援事業

46,696

特設講座設置事業 240,000

女性医師等勤務環境整備事業 167,384

特設講座設置事業 365,920

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

電子レセプト情報等データ
ベースシステム整備事業 44,500

地域連携クリティカルパス
広域活用システム整備事業 52,000

遠隔画像診断システム等整備事業 260,672

広域医療支援センター
薬局整備等事業

65,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

（平成21年度補正予算にかかる計画分）

北海道の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果

・近年の恒常的な医師不足を背
景に、中核病院の多数の医師の
退職により深刻な医師不足問題
が生じていることから、各種医師
確保対策を講じることが必要

・旭川医科大学の地域枠の学生２０名に対し、新規貸し付
けを行った。
・北海道大学病院で１３名の医師をトレーニングし、７名の
医師を地域の中核病院へ派遣した。
・道内２３医療機関をセンターに指定し、２９名の医師が研
修を受けている。
・旭川医科大学に循環器医療再生フロンティア講座を設置
した。
・札幌医科大学に道民医療推進学講座を設置した。
・これまで北海道大学病院ほか５か所で、再就業に不安を
抱える女性医師等に対する相談窓口を設置するとともに、
研修を実施したほか、出産・育児等と勤務との両立ができ
るよう短時間正規雇用を導入し勤務環境を整備した。
・札幌医科大学と北見赤十字病院が連携した特設講座
（札幌医科大学内にオホーツク医療環境研究講座、北見
赤十字病院内にオホーツク医療環境研究室）を設置した。

・平成２８、２９に卒業予定の地域枠学生計２０名の確保が見込ま
れる。
・延１９名の指導医の地域の中核病院での勤務が見込まれる。
・２９名の医師の総合内科医としての養成が見込まれる。
･地域医療問題に関するセミナーの開催や地域の医師不足の医
療機関への診療支援の実施など、地域医療を担う医師の養成や
地域の医師不足の医療機関への安定的な医師派遣システムの
構築などについて研究が進められており、今後の地域医療の確
保につながることが期待される。
・地域医療従事者のキャリア形成のためのセミナーの開催や地域
の医師不足の医療機関への診療支援の実施など、地域医療を担
う医師の養成や地域医療供給体制の構築の確立などについて研
究が進められており、今後の地域医療の確保につながることが期
待される。
・平成２２年度、２名の医師が復職するとともに、２名の医師が短
時間正規雇用制度を利用するなど、さらなる女性医師の復職が
期待される。
・地域医療を担う後期研修医を養成することで、圏域内の公的医
療機関における医師不足の解消が期待されるほか、認定看護資
格者の増員や新たな心臓リハビリテーション指導士の確保が図ら
れる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・患者の受療動向や医療圏ごと
の疾病の状況を把握する仕組み
を構築することが必要
・各医療機関が病病・病診連携
を推進による業務の効率化、医
療情報の共有化を図るとともに、
遠隔地域に派遣される医師への
バックアップ体制を構築すること
が必要
・急性期と回復期・維持期の機
能分担を進めるための地域連携
クリティカルパスのより一層の活
用や、在宅医療の提供体制を整
備することが必要

・北海道大学病院でレセプト情報等のデータベースシステ
ムを構築した。
・地域連携クリティカルパス運営協議会を設置し、脳卒中
広域連携型パスの開発と試行を行うとともに、急性心筋梗
塞のパス開発に着手した。
・北見赤十字病院に遠隔画像診断システム等を整備し
た。
・札幌市内に全道的視点から地域の薬局の医療活動を支
援する地域医療支援センター薬局を設置した。

・電子レセプトデータに基づく、診療内容、受療動向を分析するシ
ステムを構築し、必要とされる診療の内容を把握するとともに、受
療動向等の分析を行い医療計画の策定に活用するほか、市町村
等にフィードバックすることで、各医療機関の役割分担と連携強化
を進め、医療資源の適切な配分による圏域内での効率的な医療
体制を構築することが期待される。
・北海道全域で使えるパス開発・試行を通して、4疾病領域間、地
域間の情報共有が進んでおり、今後、再発予防のための協力体
制強化が期待される。
・北見赤十字病院を核として、医療情報の共有化を図るとともに、
遠隔地域に派遣される医師へのバックアップ体制を構築すること
が可能となる。
・無菌製剤の供給体制、薬剤師の在宅医療等に関する実務を含
む専門研修体制、地域の薬局等への薬剤師の派遣体制が整備
され、在宅医療の推進を図られる。

北網医療圏 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

救急医養成促進事業 12,000

小児三次救急医療
体制整備促進事業

295,050

循環器・呼吸器診療
機能強化整備事業

787,900

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

周産期救急ドクターカー配備事業 15,534

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
北網地域医療再生事業
運営委員会運営経費 2,000

地域医療連携体制総合調整事業 904

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・急性心筋梗塞など、循環器疾
患に対応する医療機能の強化
に加え、24時間体制で心臓血管
外科手術が可能な急性期医療
機関を整備することが必要
・重症の小児救急患者の対応を
一手に担う地域の中核病院の負
担軽減を図ることが必要

・３医育大学と連携し、救急医の養成や派遣の具体的な検
討を行う「救急医養成連絡会議」を設置し、協議している。
・小児救急における中核的病院（旧小児救急医療拠点病
院）の５医療機関に５名の医師を配置した。
・道立北見病院で循環器・呼吸器医療機能整備基本構想
の策定に着手した。

・「救急医養成連絡会議」を開催し、救急医の養成や派遣におけ
る実態調査を行うことで、今後の救急医の養成への効果が期待さ
れる。
・旧小児救急医療拠点病院に専門医を配置することで、三次医療
圏域における小児救急医療体制の確保が図られている。
・オホーツク第三次保健医療福祉圏における循環器･呼吸器医療
の課題解決に向け、現状と課題の調査分析、将来の患者数の予
測などを行ったことにより、循環器･呼吸器医療機能の整備の方
向性を明らかにするとともに、今後、循環器・呼吸器診療機能の
強化が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・ハイリスク分娩が増加傾向にあ
ることから、広大な圏域に対応し
た周産期医療体制を充実するこ
とが必要

（平成２４年度実施事業） ・救命救急センターであり、周産期母子医療センターでもある北見
赤十字病院にドクターカーを配置することで、より迅速な救急患者
対応が可能となり、救急医療の確保が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・計画の円滑な推進を図るため、
対象地域の情報等の収集、分析
を行うとともに、事業の達成状況
について検証を行い、必要に応
じて指導・助言を実施

・圏域内の関係機関・団体等を構成とする委員会を設置
し、計画に基づく事業の着実な推進及び評価を実施した。
・道内の関係機関・団体等を構成とする北海道総合医療
協議会を開催し、計画に基づく事業の着実な推進及び評
価を実施した。

・計画に基づく事業の着実な実施が図られる。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

北海道医師養成確保
修学資金等貸付事業

104,440

地域医療指導医派遣
システム推進事業

320,000

総合内科医養成研修セ
ンター運営支援事業

542,264

特設講座設置事業 240,000

新人看護師臨床実践能
力向上研修支援事業

27,968

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

電子レセプト情報等データ
ベースシステム整備事業 20,500

ＩＴネットワーク化推進事業 1,070,200

・近年の恒常的な医師不足を背
景に、中核病院の多数の医師の
退職により深刻な医師不足問題
が生じていることから、各種医師
確保対策を講じることが必要

北海道の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・旭川医科大学の地域枠の学生２０名に対し、新規貸し付
けを行った。
・北海道大学病院で１３名の医師をトレーニングし、７名の
医師を地域の中核病院へ派遣した。
・道内２３医療機関をセンターに指定し、２９名の医師が研
修を受けている。
・旭川医科大学に循環器医療再生フロンティア講座を設置
した。
・札幌医科大学に道民医療推進学講座を設置した。
・新人看護職員に対する研修実施病院等へ延259カ所へ助
成するとともに研修責任者等の指導者への研修を実施し
た。

・平成２８、２９に卒業予定の地域枠学生計２０名の確保が見
込まれる。
・延１９名の指導医の地域の中核病院での勤務が見込まれ
る。
・２９名の医師の総合内科医としての養成が見込まれる。
･地域医療問題に関するセミナーの開催や地域の医師不足
の医療機関への診療支援の実施など、地域医療を担う医師
の養成や地域の医師不足の医療機関への安定的な医師派
遣システムの構築などについて研究が進められており、今後
の地域医療の確保につながることが期待される。
・地域医療従事者のキャリア形成のためのセミナーの開催や
地域の医師不足の医療機関への診療支援の実施など、地域
医療を担う医師の養成や地域医療供給体制の構築の確立な
どについて研究が進められており、今後の地域医療の確保
につながることが期待される。看護の質の向上と新任期の離
職率の低下が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・総合内科医を派遣する場合の
診療支援の環境整備、離島医療
の診療支援及び各医療機関の
役割や機能に応じた病院・診療
所間の連携強化を図る上で、ＩＴ
ネットワークを導入することが必
要

・北海道大学病院でレセプト情報等のデータベースシステム
を構築した。
・道立江差病院を核に、圏域内全ての自治体病院と民間医
療機関に電子カルテや地域連携システムを導入した。

・電子レセプトデータに基づく、診療内容、受療動向を分析す
るシステムを構築し、必要とされる診療の内容を把握するとと
もに、受療動向等の分析を行い医療計画の策定に活用する
ほか、市町村等にフィードバックすることで、各医療機関の役
割分担と連携強化を進め、医療資源の適切な配分による圏
域内での効率的な医療体制を構築することが期待される。
・道立江差病院を核に、圏域内の離島を含む自治体病院と
民間医療機関が電子カルテや遠隔医療（画像伝送システム）
等のＩＴネットワーク基盤を整備したことで、病病連携や病診
連携が一層推進されるほか、各国保病院等の医師への専門
医からの診療支援、業務支援等などが図られる。

南檜山医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

南檜山周産期環境研究講座 80,000

助産師外来・産婦人科サテ
ライトクリニック設置事業 15,590

周産期母子医療センター整備事業 76,125

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
南檜山地域医療対策協議会
運営経費 2,000

地域医療連携体制総合調整
事業 913

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・北海道立江差病院では、常勤
医師不在のため、分娩、緊急手
術等ができない状況となってお
り、早期に分娩を再開することが
必要

・札幌医科大学に周産期環境研究講座を設置した。
・道立江差病院への助産師外来設置及び奥尻町へのサテ
ライトクリニック設置に向けてた助産師の研修受講などを実
施した。

・市民公開講座や圏域病院への診療支援の実施など、地域
において産科医師が安全に分娩作業を行うための方法や周
産期医療を担う産科医師の養成に関する研究などが進めら
れており、今後、圏域での分娩再開につながることが期待さ
れる。
・妊産婦相談の実施や助産師の研修受講の実施などによ
り、円滑な分娩再開と助産師外来及び産婦人科サテライトク
リニックの円滑な実施につながることが期待される。
・地域周産期母子医療センターが整備されていない二次医療
圏に周産期センターを整備することで、地域の周産期医療の
確保が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・計画の円滑な推進を図るため、
対象地域の情報等の収集、分析
を行うとともに、事業の達成状況
について検証を行い、必要に応
じて指導・助言

・圏域内の関係機関・団体等を構成とする委員会を設置し、
計画に基づく事業の着実な推進及び評価を実施した。
・道内の関係機関・団体等を構成とする北海道総合医療協
議会を開催し、計画に基づく事業の着実な推進及び評価を
実施した。

・計画に基づく事業の着実な実施が図られる。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
弘前大学への寄附講座設置 208,000
女性医師等の働く環境の整備 30,000
医師を支える質の高い看護師の
育成支援 20,000

計 258,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
広域連合立医療機関の医療
情報ｼｽﾃﾑ化・ﾈｯﾄﾜｰｸ化 700,000

地域医療連携の推進 10,000

計 710,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
重要な診療科の充実・確保
(西北中央病院の医療機器整
備）

300,000

为要な診療科、救急体制の
充実（つがる総合病院の医療
機器整備）

1,232,000

計 1,532,000

青森県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

人口10万対の医療施設従事医
師数が、全国平均の半分に満た
なく、慢性的に医師が不足して
おり、特に自治体病院の勤務医
が尐ない。このため、専門的医
療機能が低く、医療を提供でき
ない分野も多い。

つがる西北五広域連合が平成22年11月に弘前大学へ寄附
講座を設置し、圏域の重要な疾患に係る研究・診療、医学
生や研修医の教育・人材育成を実施している。
平成23年度から、つがる西北五広域連合が自治体病院に
対し、女性医師等の離職防止や再就労支援のため、雇用、
勤務環境整備に係る事業を試行的に行っている。
平成23年度から、圏域における認定看護師の育成支援を
行っている。

弘前大学への寄附講座の設置により、圏域における糖尿病
性腎炎や内視鏡的治療の研究等の取組が行われた。また、
西北中央病院に糖尿病診療に係る第三内科が新設され、同
大学からの非常勤医師が派遣されている。さらに、同大学の
医学生に対する講義「地域医療学」及び地域医療実習の充
実が図られ、平成23年度から西北中央病院での地域医療実
習が拡充された（学生受入：H22－1名、H23－31名）。今後、
新たな中核病院となるつがる総合病院を中心に勤務医等の
増加が期待される。
さらに、今後、女性医師等の勤務環境の整備により、離職防
止や再就労が期待される。
認定看護師については、H23年度1名育成予定であり、平成
24年度以降増加が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

圏域の医療機関における役割分
担や医療連携が進展していな
い。

平成24年度に連合立化する５自治体病院において、平成
23年度から順次、統一的な医療情報ｼｽﾃﾑを導入するとと
もに、ﾈｯﾄﾜｰｸ化を図り,医療情報共有を進めている。
平成22年度から圏域内の医療関係者により、地域連携パ
スの導入・推進や医療情報共有に係る検討、調査、セミ
ナーなどを行っている。

平成23年度には、新たな中核病院へと引き継がれる西北中
央病院、病院として継続する鯵ヶ沢中央病院、金木病院に先
行的にシステムを導入し、平成24年度以降、システム整備、
ネットワーク化が進められる。
平成23年度には、地元医師会が西北中央病院で平日夜間
救急医療に週１回参画するようになった。さらに、今後、連合
立自治体医療機関間のネットワークと民間医療機関との医
療情報共有などによる医療連携が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

圏域内での専門医療機能が低
く、医療が提供できない分野が
多い。
病床過剰地域である一方、自治
体病院の病床利用率が低い。自
治体病院の経営が悪化してい
る。

平成22年度から、西北中央病院における圏域に重要な疾
患（糖尿病等）に係る診療科の診療体制の整備を進めてい
る。
平成23年度から、新たな中核病院となるつがる総合病院の
整備が進められている。（基金事業としては、25年度に医療
機器整備に充当予定）

平成22年度に西北中央病院に眼科医１名が常勤化し、眼科
分野における診療機能等が大幅に向上した。今後、さらに、
泋尿器科等の診療体制の充実が期待される。
平成25年度中に開院予定のつがる総合病院では、救急医療
や急性期医療を为体に高度・専門医療から一般医療を提供
し、圏域における中核医療機能を担うことが期待される。

西北五医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

MFICUの医療機器整備 114,277

NICUの増床・機能強化 441,846

NICUの増床による運営経費の
増加に対する財政支援 16,750

周産期・障害児医療管理システ
ムの構築 61,255

周産期医療の特徴・改善等に係
る研究委託 80,000

弘大医学部等に対する専門
医確保のための事業委託 120,000

地域周産期母子医療センター等
の医療機器整備等 286,284

計 1,120,412

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
国立病院機構青森病院における
重症心身障害児病棟の増床整備 355,625

弘前大学医学部等に対する専門
医確保のための事業委託 40,000

総合相談支援センターの設置運
営 50,000

県立医療療育センターの福祉型
施設への転換・改修 933,963

計 1,379,588

青森県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

深刻な医師不足により周産期医
療及び障害児医療は立ち行か
ない状況となってきているため、
限られた医療資源を有効に活用
し、周産期医療から療育まで切
れ目のない体制を早急に立て直
す必要がある。

・総合周産期母子医療センターにおいてＮＩＣＵを６床増床す
ることとし、これまで３床の増床が終了したほか、MFICUの
医療機器整備が２３年度で完了予定である。
・周産期医療の専門医確保対策として、総合周産期母子医
療センター、弘前大学等への委託事業を進めている。
・地域周産期母子医療センターにおいて、２２年度に医療機
器整備を終了している。

・総合周産期母子医療センターのMFICU機器整備、ＮＩＣＵ３
床増床等により、機能強化が図られているが、今後のNICU３
床増床を行うことにより更なる機能強化が期待される。また、
地域周産期母子医療センターの機器整備により機能強化が
図られ、総合周産期センター等との連携体制が強化されてい
る。医師確保対策においては、入局者の増加傾向も見られる
が、変動もあるため、継続して取組むことにより今後の医師
数増加が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

重症心身障害児施設・肢体不自
由児施設とも満床状態であり、
新規入所に対応できない。
医療機能が分散し、医師確保が
困難であり、医療サービスの安
定的継続的な提供に不安を来
す。
在宅療養児童に対するサービス
が需要に対応しきれておらず、
充実が望まれる。
利用者の需要が医療・福祉の両
分野にまたがるため、総合的な
相談・調整をワンストップで行う
窓口の設置が望まれる。

・県立医療療育センターの福祉型施設転換に向けた施設機
能検討組織（青森圏域等療育機能検討会議）を設置し、重
症心身障害児施設（国立病院機構青森病院）に集約する医
療機能と、福祉型施設に転換する県立医療療育センターが
担う医療機能等を明確にした。
・県立医療療育センターの福祉型施設転換に向けた改修・
増築工事に係る実施設計委託を実施した。
・国立病院機構青森病院に対して重症心身障害児病棟増
床整備のための設計委託に要する経費の補助を行った。

・重症心身障害児施設（国立病院機構青森病院）への医療
機能の集約化により、重症児等を受け入れる病床が4０床確
保される。
・既存の県立医療療育センターを、一部医療機能を残した福
祉型施設に転換することにより、８０名程度入所可能な体制
が確保される。
・障害のある児等に対する医療、介護及び福祉サービスに関
する相談受付や情報提供、調整等に対応する総合的な窓口
が設置される。

青森医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療シュミレーションセンター整備事業 482,616
地域勤務手当支給事業 21,150
医師配置計画等策定事業 19,652
医療秘書等配置促進事業 116,194
救急医療の適正受診の普及・啓発事業 5,544
認定看護師養成事業 9,950
院内保育所整備事業 40,377

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療連携体制調整事業 10,433
地域連携クリテカルパス導入事業 1,707

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急勤務医支援事業 17,572
診療所医師診療参加支援事業 2,747

秋田県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

人口当たり医師数が尐なく、地
域医療を維持するため、医師確
保が喫緊の課題。
また、勤務医の負担軽減と、女
性医師の就労環境整備が必要。

秋田大学医学部の医療シュミレーションセンターの整備を
支援。
医師不足地域の医療機関に従事する医師に対する手当を
支給。
二次医療圏・診療科毎の必要医師数の調査を実施。
医療秘書等業務への従事を支援。
救急医療の適正受診に対する普及啓発を実施。
認定看護師養成研修経費を助成。

秋田大学医学部の定員が１１５名から１２５名に増加。
人口１０万人対医療施設従事医師数（大仙仙北医療圏）が１
３８．５から１４１．９に増加。
医療秘書１５３名を２２病院に配置。
認定看護師が５名増加。
医療シュミレーションセンターの整備による教育研修環境の
充実など、医師にとって魅力ある医療現場を創出することで、
県内の医療水準の維持向上や医師数の増加が見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医療機関の機能分化と連携、地
域連携パス等の導入を図り、回
復期以降を担う医療機関への転
院体制整備が必要。

保健所内に地域医療支援センターを設置。
脳卒中クリティカルパスの導入に向け、導入検討委員会を
設置し、運用マニュアルの作成等を実施。

仙北組合総合病院及び秋田県立リハビリテーション・精神医
療センターが地域連携診療計画管理料等の施設基準を平成
２２年７月に取得。
地域連携パスの導入などにより、急性期から回復期、維持期
への転院がスムーズに行われることで、患者及び家族の転
院不安の解消や、診療内容に関する説明の統一化、待機日
数の短縮などが期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

中核病院の狭隘化等により救急
医療体制が不十分であり、施設
の整備が必要。
救急医療を担う病院勤務医の疲
弊が著しいため、医師の意欲低
下を防ぐことが必要。

休日及び夜間の救急手当てに対する助成を実施。
救急医療センターで医師会の会員が当番制で行う診療応
援に対し助成を実施。

休日及び夜間に救急医療に従事する医師の処遇改善を図る
ことで勤務意欲の改善が期待される。

大仙仙北医療圏 



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
訪問リハビリテーション等体制強化事業 22,000
在宅医療推進事業 2,843
在宅療養支援（歯科）診療所強化事業 20,000
訪問看護ステーション整備事業 31,525
基幹薬局整備事業 11,333
有床診療所短期入院病床確保事業 20,030
医療情報ネットワークシステム整備事業 90,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
仙北組合総合病院改築支援事業 1,568,107
緩和ケア病棟従事者育成事業 6,220

診療所、訪問看護ステーション、老人福祉施設等の従事者
をメンバーとした研修会を開催。
在宅療養支援診療所及び在宅療養支援歯科診療所、訪問
リハビリテーションの設備整備等に対し助成を実施。

チーム医療を進めるための研修会を開催。（３回）
地域医療連携シンポジウムを開催。（１回）
在宅療養支援診療所の増加や診療所と訪問看護ステーショ
ンの連携など、かかりつけ医を中心とした在宅ケアシステム
の構築が見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

中核病院である仙北組合病院
の老朽化、狭隘化が進み耐震性
も十分ではない。医療技術の進
歩に適応し、災害時の拠点とな
るよう病院の改築が必要。
専門的知識を持った医師を確保
し、質の高い緩和ケアを提供す
ることが必要。

仙北組合総合病院の改築事業に着手。 救急医療や高齢化の進行による疾病構造の変化に対応した
がん、脳血管疾患等に対する機能の充実強化が見込まれ
る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

在宅医療に取り組む診療所、訪
問看護ステーションの増加、多
職種協働の在宅ケアシステム構
築が必要。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療連携寄附講座設置事業 472,794
地域医療従事医師修学資金貸与事業 50,400
北秋田市民病院医療情報システム高度化事業 246,250

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療資源集約化支援事業 530,272
診療情報共有化システム導入事業 10,666
病診連携推進事業 1,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ドクターヘリ導入事業 699,114
救急医療体制整備事業 321,000
救急勤務医支援事業 20,265

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
訪問診療体制強化事業 40,505
訪問看護体制強化事業 29,745
無菌製剤設備導入推進事業 2,860
地域医療支援センター設置事業 74,129
遠隔診療システム研究事業 1,000

秋田県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

病院統合により新たに開設され
る北秋田市民病院では医師数を
確保できず一部病棟を休止。
地域医療を担う医師の数を増や
すとともに安定的に医師を配置
する仕組みづくりが必要。

秋田大学に地域医療連携学講座を設置し、医師不足が深
刻な10病院へ11名の医師が診療応援に当たっている。

北秋田市民病院の常勤医師数１４→１８
秋田大学医学部の定員増加に伴う奨学金制度を創設するこ
とで、将来にわたる持続的な医師の確保が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

病院の再編統合に伴い、北秋田
市民病院の機能見直しが必要。
勤務医の負担軽減のため、北秋
田市民病院と診療所の役割分
担が必要。

医療資源の集約化に伴い、北秋田市民病院において必要
となる施設の改修や医療機器の整備等の施設設備整備、
米内沢総合病院の改修等の規模縮小に伴う経費に対し助
成を実施。

北秋田市民病院の療養病棟設置に伴う稼働病床の増加。
（１７４→２２２）
公立米内沢病院の診療所化の実現。（平成２３年４月１日）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

この圏域は三次救命救急セン
ターへの搬送時間が特に長い。
三次救急へのアクセス改善を図
るとともに、県北部の救急医療
体制の強化が必要。

平成２４年１月からドクターヘリの運航を開始。
大館市立病院による救急医療機器整備への助成を実施。
救急勤務医手当の支給及び非常勤医師確保に対する助成
を実施。

ドクヘリ運用開始に伴う搬送時間の短縮等により、救命率の
向上や後遺症の軽減に大きな効果が見込まれる。
大館市立病院の圏域重症患者の受け入れ比率が増加。（３．
８％→６．３％）

訪問看護ステーションの設置に関する経費を助成。
北秋田市民病院に地域医療支援センターを設置。

訪問看護ステーションを２カ所に設置。
医師、訪問看護師、ケアマネージャー等関連する職種の連携
を進めることにより、過疎地域の在宅医療体制の強化が見
込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

病院の再編統合が進む中、高齢
化の著しい地域の医療体制を診
療所が担っている。

北秋田医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
看護師等養成所の取組み
に対する支援等 65,790

派遣医師支援システム構築
事業 0

県立新庄病院等における医
師公舎の改築等 224,442

医師の勤務環境改善を図る
医療機関への支援 12,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
脳卒中・心筋梗塞発症登録
評価研究事業

15,023

最上地域における検査画像
共有システムの整備

278,981

庄内・最上地域における医
療情報共有・参照機能の整
備 129,042

庄内・最上地域における医
療情報共有・参照システム
の運用 4,466

急性期疾病等の地域連携ク
リティカルパスの構築・在宅
医療の推進 33,600

山形県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・医師・看護師の確保は地域の
大きな課題となっている。
・地域の医療機関の医師公舎は
老朽化が著しく、適切な居住環
境を提供できていない。

・看護師等養成所の新設に係る初度経費を助成した。
・看護師確保に関するマスメディア等の媒体を通じた周知広報
の強化により、ナースセンターの利用促進、潜在看護師の再
就業促進及び就職ガイダンスへの参加促進を図った。
・県立新庄病院の医師公舎を改築した。
・舟形町診療所の勤務医住宅を改築した。
・戸沢村中央診療所の勤務医住宅を改修した。

・将来的に地域医療を担う質の高い看護師の育成に貢献し
た。
・ナースセンターによる再就業者数はH22-23累計で341人、看
護学生を対象とした就職ガイダンスへの参加者数はH23にお
いて160人となり、県内医療機関における再就業の促進と新人
看護職員の確保に貢献した。
・勤務医の住環境の改善により、医師確保を図るための環境
整備が推進された。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・脳卒中や急性心筋梗塞など生
活習慣関連疾患が多いが、対策
を検討するためには既存の統計
データだけでは不十分である。
・最上地域における公立病院・
診療所では放射線画像の診断
に時間を要しており、高次の救
急医療を必要とする疾患にも迅
速に対応できる医療提供体制が
必要である。
・医療連携をさらに推進していく
ためには、患者情報のさらなる
共有と、急性期から回復期を経
て在宅療養に至るまでの総合的
な医療連携を構築する必要があ
る。

・山形大学医学部に医療情報部疾患登録室を設置した。
・最上地域、庄内地域酒田地区、庄内地域鶴岡地区において
地域の病院、地区医師会等の関係者によるITを活用した地域
医療連携体制を検討推進する協議会を設立し、地域医療連携
システムの検討に着手した。このうち酒田地区では基幹病院
である日本海総合病院他2病院に医療情報共有参照機能を整
備し、当地区の地域医療情報ネットワーク「ちょうかいネット」と
して運用が開始された。
・庄内地区在宅歯科診療ネットワーク協議会を設置した。
・在宅歯科診療に係る市民公開講座と研修会を開催した。
・在宅歯科診療機材の共同運用のためポータブルレントゲン
装置を設置した。
・鶴岡市立荘内病院を山形県がん診療連携指定病院に指定
するとともに、在宅療養や緩和ケア等の連携事業を助成した。
・最上地域では最上保健所が、庄内地域酒田地区では酒田地
区医療情報ネットワーク協議会が、庄内地域鶴岡地区では鶴
岡地区医師会が中心となり、連携パス普及を目指し、新たな連
携パス作成や研修会等を実施した。
・保健所が中心となり、最上地域及び庄内地域酒田地区にお
ける在宅医療についての実態調査やシンポジウム、研修会等
を実施した。

・平成22年度は3,476件の脳卒中と632件の心筋梗塞を登録。
脳卒中及び心筋梗塞発症の地域差の原因究明や、予防法と
治療法の向上が期待される。
・「ちょうかいネット」については、これまでに56施設が参加し、
1,882名の患者が登録（H24.2.8時点）。今後は「ちょうかいネッ
ト」の鶴岡地区への展開及び参加医療機関の拡大並びに最上
地域における検査画像共有システムの整備が進むことによ
り、医療機能連携の仕組みが強化され、地域住民に切れ目の
ない医療サービスが提供されることが期待される。
・在宅歯科診療に係る市民公開講座と研修会の開催により、
地域住民に対する普及啓発や歯科医師の技術向上が図られ
た。また、ポータブルレントゲン装置の貸出しにより、在宅歯科
診療の充実を図られた。
・がん患者等に在宅医療を提供するための医療・福祉・介護の
連携ネットワークの強化に貢献した。
・「緩和ケアサポートセンター」が行う相談事業の充実、緩和ケ
アの早期からの提供に貢献した。
・地域連携パス参加病院の割合が増加している。（県全体で
H21末:61.4％→H23末:78.2％、目標:90％）
・在宅医療についての研修会等を通して、地域の多職種によ
る顔の見える関係が構築された。今後は、医療連携の仕組み
が強化され、地域住民に切れ目のない医療サービスが提供さ
れることが期待される。

庄内・最上医療圏 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
日本海総合病院における三
次救急医療機能の整備 299,346

日本海総合病院における救
急機能の体制強化支援 375,382

基幹病院における二次救急
医療機能の強化 299,877

高度救急搬送体制の検討
218

ドクターヘリの配備・運航
532,294

高度救急搬送体制整備事
業（高規格救急自動車） 70,000

高度救急搬送体制整備事
業（メディカルコントロール指
導医）

551

大人の救急電話相談整備
事業 47,278

初期救急医療体制整備事
業 14,628

小児救急医療体制支援事
業 15,339

初期救急医療環境整備事
業 15,225

精神科救急情報センター運
営体制の整備 37,747

災害時救急医療提供体制
整備事業 28,771

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・庄内・最上地域には脳卒中、急
性心筋梗塞などの重篤救急患
者の救命蘇生診療を行う三次救
急医療機関が整備されていな
い。
・救急隊出動から医療機関収容
まで30分以上を要している割合
が4割前後となっており、救急搬
送の迅速化が課題である。
・救急告示病院に軽症患者が集
中し、重篤な患者に適切な診療
を提供できなくなることが懸念さ
れる。また、勤務医に過剰な負
担が生じている。
・庄内地域では平日夜間診療が
行われていない。また、小児救
急患者の対応可能時間帯の拡
大が課題となっている。
・精神科患者の緊急時の受入れ
や、救急告示病院等で治療を終
えた精神科患者の搬送の調整
等において困難が生じる場合が
ある。
・最上地域にはDMATがなく、当
地域で局地災害が発生した場合
には迅速な対応が困難である。

・日本海総合病院に救命救急センターを設置（平成23年4月開
設）するとともに、ヘリポートを整備した。
・山形県高度救急医療搬送体制検討委員会を開催（4回）して
高度救急医療搬送体制のあり方について検討を行い、平成23
年3月に検討結果報告書をとりまとめた。
・最上広域市町村圏事務組合消防本部に高規格救急自動車2
台を配置した。
・指導医及び検証医を対象とする病院前救護の研修を実施す
る。
・平成23年9月に大人向け救急電話相談を開設した。
・庄内地域における平日夜間の診療体制が整備された（鶴岡
地区は平成22年10月から、酒田地区は平成23年4月から）。
・国庫補助要件を満たさない小児科医常勤による救急医療体
制をとっている病院（日本海総合病院、荘内病院）に助成して
いる。
・庄内地域酒田地区・鶴岡地区の休日夜間診療所における医
療機器の整備に助成した。
・県立鶴岡病院内に精神科救急情報センターを設置し、休日・
夜間における運営を開始した（平成24年2月）。
・DMAT指定病院の器材の整備・更新を行った。

・日本海総合病院は、庄内地域及び最上地域をカバーする三
次救急医療機関として機能することとなった。また、ドクターヘ
リ導入後は、受入病院としての役割を果たしていく。
・高度救急医療搬送体制のあり方の検討結果報告書を受けて
「ドクターヘリ導入に係る基本方針」を策定した。ドクターヘリの
導入により救命率向上や後遺症の軽減等に効果が期待され、
平成24年11月の就航に向け準備を進めている。
・搬送に長時間を要している中で、高規格救急自動車の活用
により、救急救命士による特定行為等の高度な救命処置が可
能となり、救命率のアップに繋がる。
・指導医及び検証医を対象とする研修の実施によりメディカル
コントロール体制が充実強化され、傷病者の救命効果の向上
が期待される。
・大人の救急電話相談の認知度の上昇と相談件数の増加によ
り、医療機関の適正受診や救急病院の負担軽減につなげてい
く。
・平日夜間診療体制への助成や休日夜間診療所の設備整備
への助成等により、初期・二次・三次救急の適切な役割分担
や、病院勤務医の負担軽減につなげていく。
・精神科救急情報センターの開設により、今後、緊急に医療を
必要とする精神障がい者等の疾病の重篤化の軽減や、不要
不急患者の受診の軽減が図られる。
・災害時医療提供体制の強化が図られた。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師確保等地域医療の充
実・強化のため、山形大学に
寄附講座を設置

240,900

医学生等に対する修学資金
制度の拡充 547,825

病院実習の開催
3,876

県外在住者等への情報提
供・ＰＲ強化 16,790

「やまがたメディカルサポー
ター」（仮称）制度の創設 16,600

各種ガイダンスの開催
37,681

ドクターバンク事業の強化
17,253

医師の勤務環境改善支援
1,200

医師の勤務環境改善を図る
医療機関への支援 35,000

置賜地域の基幹病院におけ
る医師確保対策 368,993

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
置賜地域における医療情報
共有・参照機能の整備 103,824

医療情報共有・参照機能に係
るシステム運営、コミュニケー
ション機能に係る運営等

2,147

ＩＴを活用した在宅医療連携シ
ステムの整備 10,000

地域連携クリティカルパス推
進事業 3,300

山形県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・置賜地域は人口10万人当たり
の医師数が全国平均及び県平
均を下回り、医師確保が喫緊の
課題となっている。

・医師等を養成・確保していく総合的な仕組みを構築するた
め、山形大学医学部に「地域医療システム講座」を設置した
（平成22年4月）。
・大学医学部卒業後に県内の公立病院等に勤務する意思
を有する医学生に対して、大学に在学する期間中、修学資
金を貸与した。
・医学部進学への動機付け等のため、高校１年生を対象
に、医師等の魅力を紹介するセミナーを開催した。
・県のイベント等に参加した医師・医学生に対し、山形県の
地域医療の情報を発信した（医学生等180名程度にメール
等で定期的な情報発信を実施）。また、インターネット広告
等を掲載し、広報活動を強化した。
・本県出身又は縁のある首都圏在住の医師等に対して、県
内の医療情報等を提供し、県との人的ネットワーク構築を
図っている。
・研修医確保のため、臨床研修医や医学生に対して、県外
で開催されるプログラム説明会等へ参加した。
・山形県ドクターバンクへの登録医師数を増加させるため
に、医学系雑誌等に広告を掲載した。
・山形県医師会が为催する女性医師シンポジウムへの共
催金を負担した。
・小国町立病院の医師公舎を整備した。
・公立置賜総合病院の院内保育所を整備した。また、医師
等研修施設の設計を行った。
・米沢市立病院の院内保育所を改築した。

・新設した特定診療科専修コース（4年次から小児科、産婦人
科、外科、救急医学のいずれかを選択するもの）のH23新規
採択者2名。再生基金を活用した修学資金貸与者は、①地域
医療枠26名、②特定診療科枠1名、③山形大学枠14名、④
短期貸付枠35名、⑤後期研修医枠１名、計77名。将来、県内
医療機関で働く医師の確保が図られている。
・セミナー参加総数86名（医師48名、看護師38名）の約9割が
「セミナーに参加して志望が強くなった」と回答。
・広告掲載により、県や委託先である山形県医師会に対する
問い合わせが増加している。
・医師公舎の整備により、勤務医の環境改善が図られる。
・研修施設の整備により研修機能が充実され、初期研修医
数の増、ひいては地域における医師数の増が期待される。ま
た、医療スタッフの確保、離職防止を図ることにより、医療
サービスの向上が図られる。
・院内保育所の改築により、定員数の増、24時間保育への対
応等が実施されるため、勤務医確保への波及が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・医療情報の共有・連携が限定
的であり、地域全体に拡大する
必要がある。
・地域連携パスの運用病院が5
病院にとどまっており、対象疾病
と運用医療機関の拡大が求めら
れる。

・地域の病院、地区医師会等の関係者によるITを活用した
医療連携体制を検討推進する組織を設立し、各種地域医
療連携システムの検討に着手した。公立置賜総合病院に
は医療情報共有参照機能を整備し、当地域の地域医療情
報ネットワーク「OKI-net」として一部稼動した。また、米沢地
区医師会が運営する診察検査予約システムの機能強化を
実施した。
・連携パスの普及を含めた、当地域の医療連携体制を推進
する検討組織を設立し、現状把握のためのアンケート調
査、研修会等を実施した。

・「OKI-net」については一部稼動ながらも、既に34施設が参
加し、319名が登録（H24.1.31時点）。今後は、OKI-netへの参
加医療機関の拡大や、米沢市医師会を中心としたITを活用し
た在宅患者連携システムの整備が進むことにより、医療機能
連携の仕組みが強化され、地域住民に切れ目のない医療
サービスが提供されることが期待される。
・地域連携パス参加病院の割合が増加している。（県全体で
H21末:61.4％→H23末:78.2％、目標:90%）

置賜医療圏 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
高度救急搬送体制整備事業

70,000

休日・夜間診療所整備事業
17,663

初期救急医療体制整備事業
3,660

小児救急医療体制支援事業
1,667

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
高度周産期医療体制強化事
業 312,365

周産期医療対策事業
14,569

高度周産期医療体制強化事
業 187,809

高度周産期搬送体制強化事
業 25,998

県立障がい児施設整備事業
48,000

妊婦遠隔健診支援システム
構築事業 220,000

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域の医療機関への応援医
師の報酬額の充実に対する
支援

60,000

山形大学医学部と連携したへ
き地医療支援モデルの構築 57,532

地域の医療機関の診療を支
援するへき地医療拠点病院
に対する支援

66,413

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・高規格救急車の配置数が尐な
く、病院前救護等において迅速
で適切な対応が困難な場合があ
る。
・軽症救急患者が基幹病院に集
中し、病院勤務医の過重労働を
生み、重症救急患者の対応に支
障をきたす懸念があることから、
初期救急医療体制の整備・充実
を図り、二次・三次救急医療機
関との適切な機能分担を図る必
要がある。

・高畠町消防本部に高規格救急自動車1台を配置した。
・西置賜行政組合消防本部に高規格救急自動車1台を配置
した。
・米沢市及び南陽市の休日夜間診療所における医療機器
の整備に助成した。

・搬送に長時間を要している中で、高規格救急自動車の活用
により、救急救命士による特定行為等の高度な救命処置が
可能となり、救命率のアップに繋がる。
・初期・二次・三次救急の適切な役割分担、病院勤務医の負
担軽減につなげていく。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・産婦人科医師が不足し、一部
の公立病院では分娩の取扱い
を休止している。
・リスクの高い妊産婦や新生児
を適切に管理する周産期・救急
医療体制が求められる中で、住
民が安心して地域で出産できる
体制の提供が困難になってきて
いる。

・県立中央病院にMFICU（母体・胎児集中治療管理室）を整
備した。
・県立中央病院を「総合周産期母子医療センター」に指定
（平成22年4月）するとともに、県内3施設を「地域周産期母
子医療センター」に認定し、高度専門的な周産期医療に対
応できる体制を構築した。
・新生児専用ドクターカーを整備した。
・平成22年度に県と関係6病院からなる「置賜地域周産期医
療情報連携プロジェクトチーム」を組織し、検討会議を開催
した。

・総合周産期母子医療センターを整備するとともに、地域周
産期母子医療センターの体制強化と医療連携体制を整備す
ることで置賜地域ひいては本県の周産期医療の充実が図ら
れる。
・総合（地域）周産期母子医療センターを拠点として、新生児
や母体の搬送体制を整備するとともに、研修会や講演会等を
開催することで、周産期医療関係者の資質向上と周産期医
療体制の充実が図られる。
・置賜地域周産期医療情報連携システムの整備により、同地
域の周産期医療提供体制の充実強化に資することが期待さ
れる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・置賜地域は人口10万人当たり
の医師数が全国平均及び県平
均を下回り、医師確保が喫緊の
課題となっている。

・本県へき地医療拠点病院4病院に対し、代診医派遣への
助成と、地域医療支援等経常的な取組みへの助成を実施
した。

・代診医を派遣しやすい環境整備と地域医療支援に関する
取組みを促進することにより、へき地医療拠点病院の機能強
化を図った。



（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療再生計画の推進

8,935

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・地域医療再生計画に基づき
様々な事業に取り組むため、全
体の進捗管理が必要である。

・全体の進捗管理を行っているほか、地域医療再生計画の
見直しについて有識者会議を開催した。また、地域におけ
る計画推進のため、住民向け講演会や医療従事者向け研
修会を実施した。

・計画の進捗管理や推進の取組みを行うことにより、事業の
円滑な実施が図られる。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

筑波大学への寄附講座の設置 595,080

医師循環支援センター整備費補助 113,284

医師修学資金貸与事業 18,000

県立中央病院外来ブース増設事業 29,135

医師修学資金修学生支援事業 2,287

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

地域連携推進事業 9,448
診療所医師診療協力支援事業 356

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

ドクターヘリ運航委託事業 455,866

救命救急センター運営費補助 181,672

休日夜間急患センター運営費補助 7,336

救命救急センター整備費補助 53,994

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
東京医科歯科大学への寄附講座の設置 459,656
チーム医療支援映像システム整備事業補助 268,785
教育研修設備整備費補助 3,948

茨城県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師の絶対数の不足及び県北・
県央地域をはじめとした医師不
足地域の医療機関における医師
確保が急務

○地元の筑波大学に寄附講座「地域医療システム講座」を
設置し，医師不足地域の中核病院等へ医師を配置した。
○寄附講座の設置に伴い，寄附講座終了後の持続的な医
師派遣システムを研究する施設を筑波大学に整備した。
○筑波大学の医学生に対し，医師修学資金を貸与した。

○筑波大学の教育拠点病院である県立中央病院に９名，大
学本学に３名，地域医療研修ステーション（医師不足地域の
診療所等）に３名，合計１５名の医師を配置した。
○Ｈ22からＨ23の２ヶ年で筑波大学に医師循環支援センター
を整備した。
○筑波大学医学生２名に月額１０万円の医師修学資金を貸
与するとともに，全修学生向けの病院見学会を開催した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

各地域における医師不足が深刻
であり，一次医療機関，二次医
療機関等の連携を強化すること
が必要

○地域の医師会，病院関係者からなる委員会を設置し，医
療連携のための取り組みに対し助成した。
○救急病院に開業医が勤務し，軽症患者の診療を行う場
合の人件費を助成した。

○H22から委員会を立ち上げ，２年間で地域連携を進める９
つの取り組みに対し助成した。
○診療所医師の診療協力に取り組む１０医療機関に対し助
成した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急搬送患者受入等の政策医
療を担う中核病院等における救
急医療体制の整備が急務

○本県独自（これまでは千葉との共同運航）のドクターヘリ
の運航を行った。
○救命救急センターの運営に対し助成した。
○休日夜間急患センターの運営に対し助成した。
○H２４に救命救急センターの整備に対し助成する予定。

○Ｈ22年７月から県全体をカバーしつつ県北地域を念頭に置
いた本県独自のドクターヘリの運航を開始した。
○Ｈ22から救命救急センターの運営を開始した水戸済生会
総合病院に対し運営費を助成した。
○Ｈ22から休日夜間急患センターの運営を開始した２診療所
（水戸及びひたちなか休日夜間診療所）に対し運営費を助成
した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

小児・周産期や救急などの診療
科偏在が顕著であり，特に小
児・周産期医療の確保は急務

○東京医科歯科大学に小児・周産期に係る寄附講座「小
児・周産期地域医療学講座」を設置し，土浦協同病院に医
師を配置した。
○遠隔地医療支援システムの整備により，小児・周産期医
療に係る人材育成支援を行った。
○寄附講座の設置に伴い，土浦協同病院に教育研修設備
を整備した。

○大学本部に６名の教員を配置するとともに，大学の教育拠
点病院である土浦協同病院に８名の医師を配置した。
○大学及び土浦協同病院，土浦協同病院及び県内の１０医
療機関を結ぶ遠隔地医療支援システムを整備した（症例検
討やカンファレンスに活用）。

水戸，日立，常陸太田・ 

ひたちなか医療圏 



（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
北茨城市立総合病院整備補補助 212,500

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
がん診療支援映像システム整備事業 75,620
看護師の救急ライセンス研修事業 4,029
地域医療再生計画推進事業 9,004

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

質の高いがん医療が受けられる
ための体制の構築が必要

○がん診療遠隔支援システムを整備した。
○看護師の救急ライセンス研修に対し助成した。
○地域医療再生計画を推進した。

○Ｈ22に筑波大学を中心に，県内の１３医療機関を結ぶネッ
トワークシステムを整備し，運用を行った。
○看護師が行うBLS研修・ACLS研修に係る経費の一部を助
成した。
○地域医療再生計画を推進するため，関係機関との調整を
行った。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

へき地や無医地区があるにも関
わらず十分な医療が提供できて
おらず，医療提供体制の整備が
必要

○Ｈ25に北茨城市立総合病院へ設備整備の助成する予定 ○へき地医療支援拠点病院である北茨城市立総合病院の
設備整備に対し助成する予定



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
寄附講座設置事業 508,065
医師修学資金貸与事業 177,750
高校生医学セミナー事業 23,674
産科医等育成支援事業 81,746
後期研修医確保事業 832

計 792,067

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
Ｗｅｂ型電子カルテ整備事業 211,400
(仮称）地域連携支援センター事業 69,600

計 281,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
新中核病院整備事業 1,000,000
救急医療機能強化事業 422,490

計 1,422,490

茨城県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本県の医師数は人口10万対
ワースト2位、中でも当該医療圏
は全国平均の半分以下で医師
確保が喫緊の課題

○寄附講座「地域医療再生プロジェクト部門講座」を自治医
科大学に設置した。
○寄附講座「地域医療支援システム」を日本医科大学に設
置した。
○東京医科大学に寄附講座「地域医療人材育成寄附講
座」を設置した。
○筑波大学など医科大学に地域枠を設置した。
○医学部進学を目指す高校生を対象に医学セミナーなどを
開催した。
○後期研修医確保のための補助事業を実施した。

○筑西市民病院をモデルとして、総合診療医を4名派遣し、
中核病院の医療再生を研究し、この成果を全国に普及させ
る予定。
○東京医科大学茨城医療センターに教員6名を配置し、今
後、後期研修医を確保し、医師不足地域の中核病院へ派遣
していく。
○また、日本医科大学の寄附講座で医師3名を確保し、県西
地域などの医師不足地域に3名の医師を派遣。
○筑波大学など4大学に20名の地域枠を確保（H23年度現
在）し、入学者に対して修学資金を貸与している。
○後期研修医を確保するため臨床研修病院に対する補助制
度設置。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

圏域内の医療連携体制が確立
されておらず、軽症患者までもが
隣接医療圏や県外へ流出してい
る。（入院患者の自足率が50％
以下）

○この地域の基幹病院となる新中核病院の整備に向けて、
関係者により協議しているものの、新病院の基本計画が決
まっておらず、具体的な医療連携体制の構築について協議
ができていない。

○当該地域では、脳卒中や急性心筋梗塞対応できる急性期
医療機能が十分でないことから、公立2病院の再編統合によ
る新中核病院の整備及び民間病院の機能強化を図ることと
している。
○特に、公立2病院の再編統合による新中核病院について
は、管制塔機能や地域医療支援機能を持たせるため、Ｗｅｂ
型電子カルテ導入や患者の紹介・逆紹介及び医療従事者の
確保などを支援する「（仮称）地域医療支援センター機能」を
付加する予定にしている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

急性期医療機能が不足してい
る、特に緊急を要する急性心筋
梗塞に対応できる病院がなく、
脳卒中への対応も十分でない。

○城西病院（輪番制病院）に対し、施設の耐震化とあわせ
て、救急医療機能を充実強化するための設備整備を支援。
○公立2病院の再編等による新中核病院の整備に向けて、
関係者において、建設場所及び既存病院のサテライトの方
向性を取りまとめた。

○2次救急病院である民間病院に対し、施設の耐震化に併
せて診療機能の充実・強化を行った。
○公立2病院の再編統合による中核病院の整備に向けて調
整を行い、建設候補地やサテライト化の方向性を取りまとめ
た。
○今後、関係大学などの協力を得ながら有識者による新病
院建設委員会に参画し、新中核病院の整備を支援する。

筑西・下妻医療圏 



（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療再生計画推進事業 4,443

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

回復期リハビリテーション機能及
び在宅医療（在宅支援）機能も
十分に確保できていない。

○筑西・桜川地域の医療体制のあり方検討会議を開催し
た。
○地域医療再生計画を推進した。

○当該地域の医療体制を充実・強化するため、回復期や在
宅機能など脆弱な医療体制を強化するための検討を進め
る。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
学生に対する普及啓発等事業 600
研修プログラム構築事業 5,000
医師確保コーディネーター活動支援事業 200
医師派遣システム等構築事業 5,000
医師派遣大学協議会開催事業 400
女性医師支援センター設置運営事業 14,000

勤務環境改善支援事業 60,000
メディカルクラーク教育プログラム開発支援事業

1,600
看護師短時間正職員制度導入促進事業 60,000
助産師確保連絡協議会設置事業 1,200
助産師養成所設備整備事業 12,000
助産師養成施設修業派遣支援事業 30,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
県南医療圏連携ネットワークシステム整備支援事業

301,200
県南地域医療再生コンソーシアム運営事業

1,912

寄附講座設置事業 550,000
（二次医療機関診療機能強化支援事業） ［1,300,000］

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
休日夜間急患センター医療従事者研修支援事業

988
ドクターヘリ要員研修支援事業 6,000
二次医療機関診療機能強化支援事業 1,300,000

栃木県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急医療や周産期医療をはじ
め地域医療に携わる病院勤務
医、看護師等の医療従事者が
不足しており、これらの人材を安
定的に確保する仕組みの構築
等が喫緊の課題

○高校生等を対象とする病院見学会等の開催に要する経
費を３団体に対し助成。
○魅力ある研修プログラムの研究・構築を実施。
○有効な医師派遣方法やキャリア形成方法等の研究を実
施。
○女性医師の就業支援等を実施。
○病院が独自に取り組む勤務環境改善対策等を支援。
○国際医療福祉大学に対し、メディカルクラークを育成する
ための教育プログラムの研究・構築を委託。
○看護職員に係る短時間正職員制度を導入する２医療機
関に対し助成。
○助産師確保連絡協議会を設置し、助産師確保体制の構
築を図った。
○助産師養成施設の開設を促進するため、設備整備を支
援。
○勤務看護師の助産師資格取得を促進するための助成を
実施。

○高校生等の病院見学会参加により、医師志望学生の増加
が期待出来る。
○本県独自の魅力ある研修プログラムの構築により、研修
医の確保が期待出来る。
○魅力ある医師派遣システムの構築により、医師の確保に
期待が出来る。
○女性医師の就業支援により、医師確保に期待が出来る。
○病院勤務医の確保・定着促進に期待が出来る。
○魅力あるメディカルクラーク教育プログラムを構築すること
により、病院勤務医の事務作業が軽減されることが期待出
来る。
○看護職員の離職防止、定着促進に期待が出来る。
○助産師確保対策協議会における協議・検討により、助産
師の確保に期待が出来る。
○助産師養成所の設備整備を支援することにより、助産師
確保に期待が出来る。
○勤務看護師の助産師資格取得促進により、助産師養成に
期待が出来る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域完結型の医療提供体制の
整備を促進するため、各医療機
関の役割分担と相互の連携を
推進し、切れ目のない医療の提
供を目指した医療連携体制を構
築する必要がある

○ＩＴ等を活用した診療情報等の共有化など施設間のネット
ワークの構築・整備を検討するため、医療連携検討促進会
議を開催。
○自治医科大学及び獨協医科大学に寄附講座を設置。

○圏域内の二次医療機関を核として、診療所、介護・福祉施
設等の役割分担と連携を推進するとともに、大学病院とも連
結したネットワークシステムを構築し、連携医療機関が一体
となり一貫した医療体制の整備を図る。
○地域医療に係る寄附講座を設置し、調査研究を行うととも
に、地域の中核病院に活動拠点を設置し、診療を通じた支
援や研究等を実施。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

初期救急医療（休日夜間急患セ
ンター）の診療日が限定的であ
ること、診療時間が短いことな
ど、その機能が十分とは言えな
い地域もあり、なお一層の整備・
充実が課題

○休日夜間急患センターにおける医療従事者に対する研
修への支援。
○ドクターヘリ要員に対する研修等の実施。

○県医師会に委託し、小児科診療医師研修事業を実施し、
センター機能の充実強化を図った。
○ドクターヘリ要員の資質向上に寄与。
○下都賀総合病院及び小山市民病院の二次医療機能の存
続・充実や連携機能の充実等を図るため、同病院の建てか
え整備を行うとともに、救急センター等の施設整備を行い、
急性期医療の充実・強化を図る。

県南医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療機能分化促進事業 120,000

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
訪問看護推進事業 900
（看護師短時間正職員制度導入促進事業） ［60,000］

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療団体活動支援事業 3,000
県民協働推進事業 26,000

※　［　　］＝複数のカテゴリーに属する事業費については、従たるカテゴリーに［　　］で記載しました。

○在宅医療を推進するため、看護職員の資質向上対策を
実施。

○在宅ターミナルケアを実施することにより、在宅での看取り
の推進が期待出来る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域の中核病院における分娩
取扱が休止している状況にあ
り、周産期医療体制の充実・強
化をはじめ、総合周産期医療機
関である２大学病院や産科診療
所との連携等を促進する対策を
講じる必要がある

○産科診療所の医師の高齢化・後継者不足などによる分
娩取扱施設の減尐を食い止めるため、産科診療所の施設
整備を支援。

○産科診療所機能強化支援事業について、平成22年度に１
診療所、平成23年度３診療所に対し支援を行い、診療機能
の充実強化を図った。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域医療の確保・充実は、医療
機関や行政の取組だけでは実
現できないことから、地域住民と
の協働により、地域医療を守り
育てる県民運動につなげること
が必要

○地域医療に係る県民協働事業として実施した医療機関
における各種イベント等に対し助成。
○県域メディアを活用した普及啓発活動を実施。

○医療機関内での各種イベント、講演会等の開催や、市民
講座等への医師派遣、メディアを活用した普及啓発を実施す
ることにより、医療機関と住民との連携が期待出来る。
○県域メディアを活用した普及啓発活動を実施することによ
り、地域医療について広く県民への理解促進が期待出来る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

在宅医療を支える在宅療養支
援診療所や訪問看護ステーショ
ン等の整備・連携体制の強化等
を促進する対策を講じる必要が
ある



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医学部入学定員増による医師確保養成事業 195,000
看護師教員養成講習会開催事業 26,000
看護学生等支援事業 10,500
助産師養成所設備整備事業 6,000
助産師再就職促進事業 10,500

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
県西医療圏連携ネットワークシステム整備支援事業

451,200
県西地域医療再生コンソーシアム運営事業 2,322
寄附講座設置事業 300,000
（二次医療機関診療機能強化支援事業） ［1,300,000］

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
休日夜間急患センター医療従事者研修支援事業 988
二次医療機関診療機能強化支援事業 1,300,000

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療機能分化促進事業 110,000

栃木県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急医療や周産期医療をはじめ
地域医療に携わる病院勤務医、
看護師等の医療従事者が不足
しており、これらの人材を安定的
に確保する仕組みの構築等が
喫緊の課題

○獨協医科大学の地域枠学生５名（毎年）に対し、修学資
金を貸与。
○助産師再就業促進事業については、県看護協会に委託
し助産業務に関する実態調査を実施するとともに、就業支
援事業を実施。

○医学部入学定員増による地域枠（獨協医科大学）の設定
により、県が人事権を持ち、医師不足の状況に応じて確実か
つ機動的な配置が可能な医師養成に貢献。
○潜在助産師等のため、就業支援研修を実施することによ
り、潜在助産師の活用促進が図られ、引いては産科医等の
勤務環境改善が期待出来る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域完結型の医療提供体制の
整備を促進するため、各医療機
関の役割分担と相互の連携を推
進し、切れ目のない医療の提供
を目指した医療連携体制を構築
する必要がある

○ＩＴ等を活用した診療情報等の共有化など施設間のネット
ワークの構築・整備を検討するため、医療連携検討促進会
議を開催。
○自治医科大学及び獨協医科大学に寄附講座を設置。

○圏域内の二次医療機関を核として、診療所、介護・福祉施
設等の役割分担と連携を推進するとともに、大学病院とも連
結したネットワークシステムを構築し、連携医療機関が一体と
なり一貫した医療体制の整備を図る。
○地域医療に係る寄附講座を設置し、調査研究を行うととも
に、地域の中核病院に活動拠点を設置し、診療を通じた支援
や研究等を行っている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

初期救急医療（休日夜間急患セ
ンター）の診療日が限定的であ
ること、診療時間が短いことな
ど、その機能が十分とは言えな
い地域もあり、なお一層の整備・
充実が課題

○休日夜間急患センターにおける医療従事者に対する研
修への支援。

○休日夜間急患センターにおける医療従事者に対する研修
については、県医師会へ委託し、小児科診療医師研修事業
を実施し、センター機能の充実強化を図った。
○上都賀総合病院の二次医療機能の存続・充実や連携機
能の充実等を図るため、同病院の建替整備を行うとともに、
救急センター等の施設整備を行い、急性期医療の充実・強化
を図る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

分娩取扱施設が尐なく、圏域内
で分娩が出来ない状況があり、
周産期医療体制の充実・強化
や、大学病院や診療所との連携
等を促進する対策を講じる必要
がある

○産科診療所の医師の高齢化・後継者不足などによる分
娩取扱施設の減尐を食い止めるため、産科診療所の施設
整備を支援。

○産科診療所機能強化支援事業について、平成22年度及び
平成23年度にそれぞれ１診療所に対し支援を行い、診療機
能の充実強化を図った。

県西医療圏 



（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
（二次医療機関診療機能強化支援事業） ［1,300,000］

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
（看護師教員養成講習会開催事業） ［26,000］
（看護学生等支援事業） ［10,500］

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療機関等対話促進事業 87,490

※　［　　］＝複数のカテゴリーに属する事業費については、従たるカテゴリーに［　　］で記載しました。

○看護師等養成所に対し、カウンセラーを巡回訪問。 ○看護師等養成所８箇所に対し、カウンセラーを派遣し、離
職防止するとともに県内への定着を図る。
○看護教員の養成対策として平成２４年度から２ヵ年間講習
会を開催し、県内の看護教員の確保を図る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域医療の確保・充実は、医療
機関や行政の取組だけでは実
現できないことから、地域住民と
の協働により、地域医療を守り
育てる県民運動につなげること
が必要

○地域医療に係る県民協働事業として実施した医療機関に
おける各種イベント等に対し助成。
○県域メディアを活用した普及啓発活動を実施。

○医療機関内での各種イベント、講演会等の開催や、市民
講座等への医師派遣、メディアを活用した普及啓発を実施す
ることにより、医療機関と住民との連携を促進する。
○県域メディアを活用した普及啓発活動を実施することによ
り、地域医療について広く県民への理解促進を図る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

県内５つの医療圏の中で無医地
区数及びへき地診療所数が最
多であり、へき地医療拠点病院
の機能強化を含め、医師、看護
師等の医療従事者の確保が喫
緊の課題

○へき地医療拠点病院である上都賀総合病院の充実・強
化を図るため、同病院の建てかえ整備への支援。

○現在、上都賀総合病院の建替整備を進めており、へき地
医療拠点病院としての機能強化及び地域完結型の医療提供
体制整備の促進を図る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

在宅医療を支える在宅療養支援
診療所や訪問看護ステーション
等の整備・連携体制の強化等を
促進する対策を講じる必要があ
る



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師確保修学研修資金(総合医) 13,260

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
東毛地域医療機関相
互ネットワークの構築 0

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急適正利用啓発事業 5,000
群馬大学三次救急体制整備事業 360,000
精神科救急医療充実強化事業 60,000
総合太田病院建設事業 530,500

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ＮＩＣＵ･ＧＣＵ増床と
施設拡充整備事業 250,000

群大ＧＣＵ増床施設整備事業 60,000
産科･小児科機能連携強化事業 200,000
小児医療ｾﾝﾀｰＮＩＣＵ
増床･病棟改修事業 96,680

小児医療ｾﾝﾀｰＰＩＣＵ
増床人材確保事業 61,930

新生未熟児､重度障害児等
支援体制整備事業 57,330

分娩･新生児施設整備事業 150,000
館林厚生病院改築事業 225,000

群馬県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

病床数の尐ない病院や県央部から
遠い病院において医師不足は深刻で
あり、これらの病院で特に求められて
いる総合医の育成が必要である。

総合医を目指す研修医４名に対して医師確保修学研修資金を
貸与した。

総合医４名の確保が見込まれる。
今後、地域の基幹病院の医師不足解消が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域内の基幹病院や各医療機関、
医師会、行政等の連携を強化し、持
続的な医療提供体制を構築する必要
がある。

H22.9.7に東毛地域医療再生計画説明会を開催した。 各事業の進捗状況や地域全体として取り組む普及啓発事業
の実施方法等について情報共有を図った。
今後、基幹病院、各医療機関、医師会、行政等の連携強化に
より、持続的な医療提供体制構築が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域内の三次救急患者に対応する
ため、地域救命救急センターの設置
等が必要である。また、軽症患者の
救急適正利用を図るための普及啓発
が必要である。

地域救命救急センター設置に向けて、H22.10月に総合太田病
院建設本体工事に着手した（当該基金は医療機器整備に充
当予定）。
精神科救急医療充実強化のため、三枚橋病院本館新築工事
に着手した。
地域内の行政機関や医師会が連携して、救急適正利用の啓
発事業を行った（路線バスや公用車へのラッピング、啓発冊子
の購入配布、講習会開催等）。

今後、総合太田病院の地域救命救急センター整備、群馬大学
医学部附属病院のＩＣＵ整備等により、県全体の救命救急セン
ター受入率向上、県外搬送の減尐、救急搬送時間の短縮等が
期待される。
三枚橋病院整備により、精神科二次救急及び三次救急への
対応力向上が期待される。
地域内の小児二次輪番患者数に占める軽症患者の割合が減
尐しており、今後の継続により、救急病院の医師の疲弊防止
が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

ハイリスク分娩を取り扱う医療機関に
患者が集中しており、新生児搬送の
応需不可能日を解消する必要があ
る。

小児医療センターのＮＩＣＵを３床整備した（12→15）。
群馬大学医学部附属病院のＧＣＵを５床整備した（6→8→
11）。
桐生厚生総合病院のＮＩＣＵを３床（9→12）、ＧＣＵを３床（12→
15）整備中（24.4月から運用開始予定）。
希望の家療育病院の重症心身障害児用病床を15床整備した
（125→140）。
桐生厚生総合病院で、分娩・新生児施設整備、産科・小児科
機能連携強化のための医療機器整備を実施中。

当該計画実施後、24.4月運用開始も含め、県内のＮＩＣＵ６床、
ＧＣＵ８床が整備された。
これにより、県内の周産期医療体制の対応力向上が期待され
る。
なお、新生児搬送の応需不可能日は減尐傾向にある（H22→
H23）。

東毛地域(桐生､太

田･館林医療圏) 



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ＮＩＣＵ･ＧＣＵ増床と施設
拡充整備事業【再掲】 (250,000)

群大ＧＣＵ増床施設
整備事業【再掲】

(60,000)

産科･小児科機能連携
強化事業【再掲】 (200,000)

障害児歯科･ﾊﾝﾃﾞｨ
ｷｬｯﾌﾟ歯科充実 30,300

小児医療ｾﾝﾀｰＮＩＣＵ増
床･病棟改修事業【再掲】 (96,680)

小児医療ｾﾝﾀｰＰＩＣＵ増床
人材確保事業【再掲】 (61,930)

新生未熟児､重度障害児等
支援体制整備事業【再掲】 (57,330)

分娩･新生児施設
整備事業【再掲】 (150,000)

館林厚生病院改築事業【再掲】 (225,000)

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
館林厚生病院改築事業 400,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

館林厚生病院の小児科常勤医確保
による入院機能復活と、同病院のＮＩ
ＣＵ後方支援病床整備が必要であ
る。また、小児医療センターの心臓外
科手術増加に伴い、ＰＩＣＵ運用病床
を増やす必要がある。

H24年度からの館林厚生病院改築工事開始に向けて設計作
業中。
H22年度から小児医療センターＰＩＣＵ運用病床を６床から８床
に増床するため、医師１名、看護師７名、臨床工学技士１名を
増員している。

今後、館林厚生病院改築と合わせて、同病院の入院機能確保
が図れれば、他の小児患者受入医療機関の負担軽減が期待
される。
小児医療センターのＰＩＣＵ運用病床増床により、小児循環器
系疾患にかかる県内の医療体制強化につながっている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

館林厚生病院感染症病棟の老朽化
により、新型インフルエンザ等の感染
症流行に対応できる施設整備が必要
となっている。

H24年度からの館林厚生病院改築工事開始に向けて設計作
業中。

今後、館林厚生病院の感染症病棟整備により、新型インフル
エンザ等感染症流行への対応力向上が期待される。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療人養成講座(寄附講座) 224,000
群大地域医療枠修学資金 235,782
医学生修学資金 225,000
医師確保修学研修資金(総合医) 2,087
ぐんまレジデントサポート推進 6,000
医師Ｕターン推進 3,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
西毛地域医療支援センター運営 0

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急担当医療クラーク 107,107
画像情報システム整備 359,100
医療機器整備(MRI､CT) 330,000
下仁田厚生病院改築事業 165,394
富岡甘楽休日診療所建設事業 115,030
公立七日市病院改築事業 97,500

群馬県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

病院勤務医師数が減尐してお
り、公立碓氷病院や下仁田厚生
病院では診療科の休止や外来
の縮尐が生じており、医師確保
が必要である。

群馬大学医学部附属病院に地域医療推進研究部門(寄附
講座)を設置した。
群馬大学地域医療枠学生に対し貸し付けを行った（22年度
12名、23年度24名）。
県内外の医学部５、６年生に対し貸し付けを行った（22年度
35名、23年度32名）。
総合医を目指す研修医４名に対して医師確保修学研修資
金を貸与した（執行は東毛地域に計上）。
ぐんまレジデントサポート協議会を立ち上げ（H23.6.13）、研
修医や医学生向けのセミナーを開催した。
県外から転入し県内の病院に勤務する医師３名に研究資
金を貸与する予定。

地域医療に対する医学生の関心が高まるとともに、将来地域
医療を担う医師の育成に貢献。
群馬大学地域医療枠から平成２８年、２９年にそれぞれ１２名
の卒業予定が見込まれる。
県内の臨床研修医を平成２３年度２０名確保し、２４年度には
１５名、２５年度には１８名を予定。
総合医４名の確保が見込まれる。
ぐんまレジデントサポート協議会による臨床研修プログラム
連携推進の取組により、さらなる臨床研修医の確保が期待さ
れる。
県外から転入する医師への研究資金活用により、医師不足
病院への即戦力の医師確保が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域の救急医療に関する課題
等についての協議の場を設置
し、関係機関の連携協力体制を
構築する必要がある。

H22.6月に「西毛地域医療連携推進協議会」を設立後、同協
議会内に、「画像情報ネットワークシステム部会」（４回開
催）、「救急担当医療クラーク部会」（２回開催）を設置して、
具体的事業の検討を行った。H24.1月には２回目の協議会
を開催し、各事業の中間報告を行った。

複数の病院間で実施する事業を円滑に導入することができ、
関係機関の連携協力体制構築につながった。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域外への救急搬送が多いた
め、地域内で対応できる体制と、
救急病院の応需情報をリアルタ
イムで更新するシステムが必要
である。医療機関と消防との連
携強化を図るため、基幹病院等
の施設や設備を整備する必要が
ある。

高崎総合医療センターほか基幹２病院に救急担当医療ク
ラークを配置、救急医療情報システムへの応需情報入力を
開始。
高崎総合医療センターほか６病院で導入する画像情報シス
テムについては、部会を４回開催し、仕様の詳細を検討後
入札、H24.4月運用開始に向けて準備中。
公立藤岡総合病院、公立碓氷病院、鬼石病院でＭＲＴ、ＣＴ
等の機器及びＰＡＣＳを整備。
下仁田厚生病院改築工事は、H23年度２８％の進捗。
富岡甘楽休日診療所建設は、H24年度着工に向けて土地
取得にかかる調整と設計を実施。
公立七日市病院改築工事は、H23年度１０％の進捗。

救急担当医療クラークによる応需情報入力により、救急医療
情報システムの有効活用と、医療機関と消防の連携強化が
図られている。
Ｈ24.4月からの画像情報ネットワーク運用開始により、各病
院に整備した医療機器の有効活用が図られるとともに、医療
機関と消防との効果的な連携が期待される。
下仁田厚生病院改築はH26.3月竣工予定、亜急性期の救急
医療への対応力向上が期待される。
富岡甘楽休日診療所建設は、H25.3月竣工予定、公立富岡
総合病院に隣接することで同病院の負担軽減、受診者の利
便性向上が期待される。
公立七日市病院改築は、H25.12月竣工予定、リハビリ機能
の充実と公立富岡総合病院との機能分担が期待される。

西毛地域(高崎･安中､

藤岡､富岡医療圏) 



（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
高精度放射線治療システム設置 630,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

がん放射線治療の分野では、群
馬大学と地域の中核病院が連
携して、病院間のネットワークを
形成し、高精度の治療機器を利
用した専門医を育成することが
必要である。

H24.3月設置完了予定。 今後、高精度放射線治療装置を活用して、群馬大学と連携し
た専門医や放射線技師の育成強化が期待される。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

埼玉県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本県の救急医療においては、救急搬送困
難事例が増加し、いわゆる「たらい回し」
が生じている。
これは、救急担当医の不足により救急医
療の維持が困難になり、結果として救急
医療から撤退する医療機関が相次ぎ、救
急医療機関の絶対数が減尐したことに起
因するものである。
このため、救急担当医等の確保策を講じ
ることにより、救急医療の維持、充実に努
める必要がある。

・救命救急センター・周産期母子医療センターに勤務
する医師及び看護師の学会参加費などの研究活動
費を助成した（８病院）。

・救命救急センター・周産期母子医療センターに勤務する医
師及び看護師について、日々進歩する最新の医療技術を身
につけることが容易となり、結果として当県内における医師等
の確保に貢献することが可能となる。

救命救急・周産期センター医
療従事者処遇改善事業費 126,207

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本県の周産期医療は崩壊寸前であり、こ
れは、約100 床のNICU 病床が不足して
いることや周産期医療に関わる医師や看
護師の不足に起因する。
特に医師数については、年間分娩数あた
りの産婦人科医師数や病院勤務小児科
医師数は全国最低レベルであり、過酷な
勤務状況が医師の脱落を招くという悪循
環に陥っている。
また、NICU の不足により、妊婦母体搬送
の15％以上が近隣都県に搬送されてお
り、隣接する東京都のNICU 入院児の約
9％は本県の病児である。
本県の周産期医療の再生を図るために
は、周産期母子医療センターに従事する
医療スタッフの確保策を講じて周産期医
療全体の底上げを行うとともに、より多く
の医療スタッフ確保が可能な医療機関に
おいて、NICUの大幅な増床を行い、ハイ
リスク分娩に伴う母体搬送の多くが県内
で完結する体制づくりが急務である。

・埼玉医科大学総合医療センター総合周産期母子医
療センターのNICU等を増床するための増改築工事に
着手した。

・埼玉医科大学総合医療センター総合周産期母子医療セン
ターの増床により、ハイリスク妊産婦の受入体制を強化する
ことができる。

総合周産期母子医療セン
ター施設・設備整備費 1,984,400

　63床→138床＜＋75床（NICU＋30床、GCU＋30床、MFICU
＋15床）＞

・埼玉医科大学総合医療センターに地域療育支援施
設を４床設置し、運用を開始した。

・埼玉医科大学総合医療センターの地域療育支援施設を運
用することで、NICUに入院している乳幼児の円滑な退院を促
進するとともに、自宅で生活していく上で必要な知識取得を
支援することができる。

地域療育支援施設設置及び
運営費補助事業 57,888

・埼玉医科大学総合医療センターに日中一時支援施
設（NICU退院児ショートステイ用）を４床設置し、運用
を開始した。

・埼玉医科大学総合医療センターの日中一時支援施設を運
用することで、NICUを退院して在宅療養へ移行した乳幼児の
保護者の労力の一時支援を行うことができる。

NICU退院児ショートステイ支
援事業費 16,968

・さいたま赤十字病院において母体救命機能の強化
について検討している。

・さいたま赤十字病院において母体救命機能が整備されるこ
とにより、当県の同機能が強化される。

救命救急センター（母体救
命）施設整備費 212,988

西部第一医療圏 



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
関連事業名

              （基金投入額：単位千円）

・所沢・朝霞地区においては、多くの小児
救急患者が都立清瀬小児病院を受診し
ているが、当該病院は平成２２年３月に再
編統合により廃止されることとなってお
り、所沢・朝霞地区における小児救急体
制の確保は喫緊の課題となっていた。

・所沢市市民医療センターにおいて、小児救急医療
提供体制を充実強化するための施設改修を実施し
た。

・所沢市市民医療センターにおいて、24時間365日体制の小
児初期救急医療提供を目指している。

小児救急医療施設施設整備
費 25,000

・小児重症患者を受け入れる医療体制が
十分に整備されていないため、小児に多
い「不慮の事故」が発生した場合の搬送
先医療機関の選定が困難な事例が増え
ている。

・埼玉医科大学総合医療センターに小児集中治療室
を２床設置し、運用を開始した。

・埼玉医科大学総合医療センターの小児集中治療室を運用
することにより、重篤な小児救急患者の受入体制を強化する
ことができる。

小児救命体制緊急整備費 76,549



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師派遣事業 171,875
臨床研修医研修資金貸与事業 100,800
地域枠医学生奨学金貸与事業 264,000
救急指導医等派遣事業 45,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療連携ネットワークシステム構築事業 1,081,256

埼玉県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

利根保健医療圏では、県や全国
平均と比較して人口１０万人当
たり従事医師数が尐なく、地域
医療の確保のためにはその傾
向に歯止めをかける必要があ
り、医師の確保は喫緊の課題で
ある。また、県平均も全国平均と
比較して低い水準にあることか
ら、県全体としても医師の確保
は喫緊の課題である。このた
め、医師確保のための多様な支
援策が必要となっている。

（医師派遣事業）
地域の小児救急拠点病院である、深谷赤十字病院、所沢
市市民医療センター、春日部市立病院へ小児科医を派遣
することで、二次輪番空白日の解消・小児救急体制の充実
を図った。
（臨床研修医研修資金貸与事業）
県内の臨床研修医(２５名）に対し研修資金を貸与した。
（地域枠医学生奨学金貸与事業）
埼玉医科大学の地域枠の学生１５名に対し奨学金を貸与
した。
（救急指導医等派遣事業）
埼玉医科大学に北部地域の救急医療に関する研究を目的
とした寄附講座を設置した。

（医師派遣事業）
２２年度に７４回、２３年度に１２２回（見込み）小児科医師を
派遣し輪番空白日の解消を図り、春日部市立病院は輪番復
帰することができた。
（臨床研修医研修資金貸与事業）
臨床研修医に貸与することにより、医師確保が特に必要な
産科、小児科、救急科医の確保が期待できる。
（地域枠医学生奨学金貸与事業）
３３年度には地域枠の卒業生５５名が確保できる見込みと
なっており、将来、地域医療に従事する医師として期待でき
る。
（救急指導医等派遣事業）
北部地域の救急医療に関する調査研究や救急科医師の育
成を図ることが可能となり、同地域の救急医療体制の再構
築を推進することができる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

患者ニーズが専門医・大病院志
向に変化していることから、特定
の病院への患者の集中による
地域医療の機能不全が生じて
いる。かかりつけ医機能を中心
とした日常的な医療を基盤とし
ながら、必要な時に機能分化し
た地域の医療機関などが役割を
分担し、地域の限られた医療資
源を効率的・効果的に活用し、
地域全体で安心できる医療を提
供することが大きな課題である。

高度利用機器の共同利用を図るため、以下の整備に対し
助成を行った。
行田総合病院　…　ADCT
久喜総合病院　…　リニアック
加須市医療診断センター　…　MRI、CT、マンモグラフィ
済生会栗橋病院　…　ポータブルX線装置、超音波診断装
置　ほか
また、通信回線を活用した地域の病院・診療所と中核的医
療機関を相互に接続するネットワークの構築及び「かかり
つけ医カード」の発行等に対する助成を行った。

圏域内の中核的医療機関に高性能の検査機器及び医療機
器が整備されたことにより、予約・紹介・逆紹介を受けるなど
して実施する検査や診断において、より高精度でより高度な
医療提供が可能となった。
また、医療連携ネットワークシステムの構築により、二重検
査の防止などによる患者負担の軽減及び検査待ち・入院待
ちの期間短縮の効果が期待できるとともに、地域において日
常的な医療から高度専門的な医療までを、切れ目なく安心し
て受けることができるようになる。

利根医療圏 



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児専門拠点病院整備事業 837,069

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

利根保健医療圏における小児
科専門病院は、土屋小児病院
のみであり、小児救急輪番の空
白日が生じるなど小児救急医療
体制に不備が生じている。この
ため、土屋小児病院を２４時間３
６５日体制の小児専門拠点病院
として整備する必要がある。

久喜市にある土屋小児病院が、現行の２５床から４０床に
増床し新築移転するための施設整備に対し、助成を行っ
た。整備は順調に進捗しており、平成２４年６月に新規開設
予定である。

小児専門拠点病院の開設により、一般の小児科では入院診
療が困難、または常時監視・治療を必要とする患者の入院
診療を行うとともに、２４時間３６５日体制で小児救急医療を
実施することができる。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①医師修学資金貸付事業 130,000
②看護師等修学資金貸付事業 30,000
③千葉県医師キャリアアップ・就職
支援センターの設置・運営事業 250,000

④看護師のスキルアップ事業 20,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①拠点病院の機能強化・地域医療
支援機能の対策費 900,000
②医師派遣・かかりつけ医連携経費 105,000
③地域連携病院の機能再編対策費 600,000
④千葉県共用地域医療連携パス
の普及推進事業 10,000
⑤地域医療機関ITネット整備事業 115,000
⑥地域住民と医療関係者・行政の
協働推進事業

50,000

千葉県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

①大学病院や臨床研修指定病
院などに、研修医が集まらない
ため地域の医療機関に派遣して
いた医師の引き上げが起こり、
地域の医師不足が深刻になって
いる。
②資格を持ちながら就業してい
ない「潜在看護職員」が多くお
り、また、就業者も医療の高度化
が進む中で、自らの看護技術に
不安を抱いている。

①千葉大学、日本医科大学及び順天堂大学の地域枠の学
生１４名に対し、修学資金の新規貸付を行った。
②県内及び県外の看護師養成所に在籍する学生１２名に
対し、修学資金の新規貸付を行った。
③千葉大学附属病院内の一部を改修し、国内最大規模の
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ施設を有する「千葉県医師キャリアアップ・就職
支援センター」を設置した。
就職支援システム、研修会管理システムを整備した。

①平成２６年に卒業予定の地域枠学生３名、平成２８年に卒
業予定の地域枠学生４名及び平成２９年に卒業予定の地域
枠学生７名の確保が見込まれる。
②平成２４年に卒業予定の看護学生１名、平成２５年に卒業
予定の看護学生４名、平成２６年に卒業予定の看護学生４
名、平成２７年に卒業予定の看護学生２名、平成２８年に卒
業予定の看護学生１名の確保が見込まれる。
③千葉県医師キャリアアップ・就職支援センターを設置し、平
成２３年度中に１０４名の研修医等を対象とした医療技術セミ
ナー、及び７０名の教育担当者を対象としたシミュレーション
教育に関する開所記念セミナーを開催する予定である。な
お、センターでは専任医師１名を配置し、研修プログラム等を
開発しており、医療従事者のスキルアップが期待される。
また、センターのホームページを開設し、千葉県ドクターバン
ク等各種事業の広報及び受付を開始し,た。今後医師の県内
就職支援に効果が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

①本地域の基幹病院となる旭中
央病院に患者が集中しており、
医療機能に支障をきたす可能性
がある。
②地域の医療機関相互の役割
分担と連携・ネットワーク化が課
題である。

①②旭中央病院に、地域連携病院（自治体病院）への医師
派遣や医師研修等の拠点となる地域医療支援センターを
設置した。
③旭中央病院を拠点病院と位置付け、地域連携病院の役
割分担を明確化し、役割に応じた機能強化を図るため機器
整備等を実施している。

④地域医療連携に係るシンポジウムを開催した。（平成２２
年度：２医療圏合同で１回）
地域医療連携協議会を開催した。（平成２３年度：医療圏内
で２回予定）
⑤医療機関ＩＴネットのシステム開発を実施している。（平成
２３年３月～）
⑥地域住民や医療関係者のニーズ等を把握するため、地
域への取材を実施した。
情報発信ポータルサイトを開設した。
リーフレット等の制作・配布による情報発信・啓発のための
準備を進めた。
県民意識調査、医療従事者意識調査を実施した。
有識者による評価会議を開催した。

①②旭中央病院に設置している地域医療支援センターにお
いて、地域連携病院へ６人分の医師（常勤医・非常勤医）を
派遣するとともに、医師等のスキルアップを目的とした研修施
設・設備も整うなど、地域で医師を確保する環境が整備され
た。
②③地域連携病院において、医師の派遣を受けることや機
器整備を行うことにより、2次救急やリハビリテーション機能の
強化など役割の強化が見込まれる。

④⑤共用パスやＩＴネットの普及を通じて、医療機関相互の役
割分担と連携・ネットワーク化の推進が図られる。
⑥地域住民と医療関係者・行政が地域医療の現状について
理解を深め、三者が一体となって地域医療を守る取組が進
められる。

香取海匝医療圏 



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
在宅医療推進事業 290,000東京大学に寄附講座を設置し、高齢化の進む柏市豊四季

台団地をモデルフィールドに
・在宅医療従事者への研修試行プログラムの実施
　　平成23年5月から10月まで（講義・演習及び実習、開業
医６名、他職種24名参加）
・在宅医療・ケアシステムモデル確立手法に関する研究
・試行結果を踏まえ、より汎用性のある教育研修プログラム
の研究
などを進めている。

　
モデル地域（柏市）での在宅医療（ケア）のシステム化を果た
し、県内他地域への普及・整備の拡大が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

今後全国第２位のスピードで急速に
高齢化が進むことに伴い、医療を必
要とする高齢者の大幅な増加が見
込まれる中、病院を退院した患者が
安心して住み慣れた地域で生活を送
れるよう在宅医療提供体制を整備す
る必要がある。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①医師修学資金貸付事業 130,000
②看護師等修学資金貸付事業 30,000
③千葉県医師キャリアアップ・就職
支援センターの設置・運営事業 250,000
④地域病院への医師派遣を目的と
した寄附講座設置事業 320,000

⑤看護師のスキルアップ事業 20,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①千葉県共用地域医療連携パス
の普及推進事業 10,000
②地域医療機関ITネット整備事業 115,000

千葉県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

①大学病院や臨床研修指定病
院などに、研修医が集まらない
ため地域の医療機関に派遣して
いた医師の引き上げが起こり、
地域の医師不足が深刻になって
いる。
②資格を持ちながら就業してい
ない「潜在看護職員」が多くお
り、また、就業者も医療の高度
化が進む中で、自らの看護技術
に不安を抱いている。
④重症患者の圏外搬送率が高
く、重症患者の受け入れ体制の
整備が必要。

①千葉大学、日本医科大学及び順天堂大学の地域枠の学
生１４名に対し、修学資金の新規貸付を行った。
②県内及び県外の看護師養成所に在籍する学生１２名に
対し、修学資金の新規貸付を行った。
③千葉大学附属病院内の一部を改修し、国内最大規模の
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ施設を有する「千葉県医師キャリアアップ・就職
支援センター」を設置した。
就職支援システム、研修会管理システムを整備した。

④千葉大学と覚書を取り交わし、医師（准教授２名、助教４
名）を雇用し、救急医療の先進病院で研修を実施した。

①平成２６年に卒業予定の地域枠学生３名、平成２８年に卒
業予定の地域枠学生４名及び平成２９年に卒業予定の地域
枠学生７名の確保が見込まれる。
②平成２４年に卒業予定の看護学生１名、平成２５年に卒業
予定の看護学生４名、平成２６年に卒業予定の看護学生４
名、平成２７年に卒業予定の看護学生２名、平成２８年に卒
業予定の看護学生１名の確保が見込まれる。
③千葉県医師キャリアアップ・就職支援センターを設置し、平
成２３年度中に１０４名の研修医等を対象とした医療技術セ
ミナー、及び７０名の教育担当者を対象としたシミュレーショ
ン教育に関する開所記念セミナーを開催する予定である。な
お、センターでは専任医師１名を配置し、研修プログラム等
を開発しており、医療従事者のスキルアップが期待される。
また、センターのホームページを開設し、千葉県ドクターバン
ク等各種事業の広報及び受付を開始した。今後医師の県内
就職支援に効果が期待される。
④平成２４年度に地域の病院へ救急医を派遣する。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域の医療機関相互の役割分
担と連携・ネットワーク化の推進
が課題である。

①地域医療連携に係るシンポジウムを開催した。（平成２２
年度：２医療圏合同で１回）
地域医療連携協議会を開催した。（平成２３年度：医療圏内
で２回予定）
②医療機関ＩＴネットのシステム開発を実施している。（平成
２３年３月～）

共用パスやＩＴネットの普及を通じて、医療機関相互の役割
分担と連携・ネットワーク化の推進が図られる。

山武長生夷隅医療圏 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①圏域における救急医療の拠点
整備（３次救急） 465,000
②圏域における救急医療体制の
底上げ（初期・２次救急） 500,000
③圏域における転院搬送体制の
底上げ（回復期リハ） 200,000
④救急医療のコーディネートシステ
ムの構築 360,000

⑤救急医療に携わる担当医師・看
護師の確保・研修事業

100,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

①圏域における救命救急医療
の拠点整備（三次救急）が必要
である。
②初期、２次救急については、
医師、看護師等の医療資源の
不足により、病院群輪番制等に
空白日や空白時間が生じてお
り、医療人材の確保が喫緊の課
題となっている。
市町村等の行政側と委託先の
医師会等において、初期、２次
救急の運営に当たっての役割
分担が明確になっておらず、一
層の効率化が望まれる。
初期救急で対応可能な軽症患
者が２次救急に集中するのを防
ぐ対策が必要である。
２次救急医療の一層の機能強
化を図るため、施設設備整備を
行う必要がある。
③急性期治療を終了した救急患
者の受入先となる回復期リハビ
リテーション病床の不足により、
患者が救急病院に留まってしま
い、救急医療体制の効率的・効
果的な活用に支障をきたしてい
る。
④救急搬送時間が県内平均よ
りも長く、また搬送時間が年々
長時間化している救急医療の
コーディネートシステムの構築が
課題である。
⑤医師をはじめとした救急医療
従事者が不足していることから、
救急医療従事者のスキルアップ
を図ることにより、各病院が指導
体制などを整え、魅力ある病院
にしていくことが課題である。

①地域の救急医療の拠点として、整備が進められている東
金九十九里地域医療センター（平成２６年４月開院予定）に
対し、認定看護師の資格取得のための支援事業を実施し
た。
②新たに医師等を確保した場合の人件費等に対する支援
を実施することとした。
在宅当番医や病院群輪番制の運営における行政と医師会
の役割分担を整理するなど、運営体制を強化した。
夜間等に医療機関へ患者が集中するのを防ぐため、２４時
間の電話相談事業を開始した。
２次救急医療機関の施設（救急棟の建設）及び設備整備を
実施することとした。
③県内１病院に回復期リハ病棟（39床）を整備した。
④医療機関と消防機関を集め、救急コーディネートのルー
ル等について検討を実施した。
地域住民や医療関係者のニーズ等を把握するため、地域
への取材を実施した。
情報発信ポータルサイトを開設した。
リーフレット等の制作・配布による情報発信・啓発を実施し
た。（平成２３年度：医療圏内で全戸配布予定）。
地域医療フォーラムを開催した。（平成２３年度：医療圏内
で２回）
県民意識調査、医療従事者意識調査を実施した。
有識者による評価会議を開催した。
⑤高度救命救急センターの最先端の医療技術を学べる環
境を整備するため、県救急医療センターに研修用のスペー
ス及びシミュレーション機器等の整備を行った。
救急医療に携わる看護師を対象とする研修について、ニー
ズ調査の実施や説明会の開催を行った上で、BLS研修を2
回（参加者25名）、外傷初期看護勉強会を2回（参加者103
名）、外傷初期看護セミナーJNTECプロバイダーコース1回
（参加者36名）を開催した（23年度末までの予定を含む。合
計で5回開催、164名参加となる見込。）。

①平成２６年４月の開設に向けて看護師の確保が見込まれ
る。
②平成２３年度より医師等の人材確保に対する支援を実施
したところ、山武、夷隅地域において新規医師等の採用が行
われた。
山武地域の小児、夷隅地域の救急において、新たに外部か
ら医師を招聘し、医療体制の強化が図られた。
山武地域において広域行政組合と医師会の役割分担が明
確になったほか、夷隅地域において新たに事務員を採用し、
運営体制の強化が図られている。
夷隅地域において平成２３年６月から２４時間の電話相談を
開始したが、６月から１２月までの半年間に約１０００件の相
談実績があった。
夷隅地域において救急関連の設備整備が行われた。
また、来年度以降、長生地域において救急棟の整備が本格
的に行われる予定である。
③回復期リハビリの整備は、急性期を脱した患者の受入先
となることが期待され、そのことにより救急医療資源の効率
的・効果的活用を図ることができるとともに、患者の機能回
復・速やかな社会復帰にも資する。平成24年度は170床の整
備を見込み、全国回復期リハビリテーション病棟連絡協議会
の設定する目標値：人口10万人対50床を確保できる見込み
である。
④救急コーディネートのルール構築により、医療機関と消防
機関の連携が一層強化され、迅速かつ効率的な救急搬送
体制が期待される。
地域住民と医療関係者・行政が地域医療の現状について理
解を深め、三者が一体となって地域医療を守る取組が進め
られる。
⑤救急医療に携わる看護師を対象とする研修を実施したこ
とにより、当該地域の看護師の救急医療への対応知識・技
術の向上、救急搬送された外傷患者の初期対応にあたる看
護師のスキル向上等の効果が見込まれる。
また、今後は医師等を対象とする研修についても順次開催
する予定であり、各病院の救急医療に係る体制強化等の効
果が見込まれる。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療を担う医師養成事業 634,579

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
母体救命対応総合周産期母
子医療センターの設置 74,473

多摩周産期医療ネットワーク
グループの構築 11,195

周産期母子医療施設整備費補助
323,689

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
休日・全夜間診療事業(小児)
参画等支援事業 538,807

小児救急医師確保緊急事業 595,013
子ども救命センター(仮称)の創設 119,763
小児医療ネットワークモデル事業 159,973
小児医療普及啓発事業 1,236
救急専門医養成事業(小児) 35,590
小児救急医療対策協議会 5,682

東京都の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

全国的な医師不足の中で、都内
においても特に小児医療、周産
期医療を担う医師が減尐してい
る。限られた医療資源を有効に
活用するとともに、小児医療及
び周産期医療を担う医師を確保
する取組を推進していく必要が
ある。

平成23年度において､　順天堂大学・杏林大学・東京慈恵
会医科大学の地域枠の学生45名に対して医師奨学金（特
別貸与）を貸与している。
○平成21年度入学生
　順天堂大学5名
○平成22年度入学生
　順天堂大学10名、杏林大学5名
○平成23年度入学生
　順天堂大学10名、杏林大学10名、東京慈恵会医科大学5
名

医師奨学金（特別貸与）を貸与した地域枠の学生が今後卒
業し、地域で不足している周産期、小児、救急、へき地医療
に従事することが見込まれる。
○平成27年度　　5名
○平成28年度　15名
○平成29年度　25名

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

産科及び産婦人科の医師数・標
榜医療機関数が全国平均を下
回る。
母体救命に対応するスーパー総
合周産期センターがない。
NICU等の整備が進んでいない。

平成23年1月に都立多摩総合医療センター・都立小児総合
医療センターをスーパー総合周産期センターに指定。
多摩全域を1グループとし、さらに医療資源や連携の実情
を踏まえ６つのサブグループに分け、地域連携会議を開
催。
NICU増床に伴う施設整備費補助を１施設、設備整備補助
を２施設に対して実施するなどして、NICU等の整備促進を
図った。

母体が迅速に救命処置を受けられる体制を確保した。
多摩地域における一次、二次、三次の医療機能分化を図り、
搬送条件を共有化する等の連携体制が強化された。
NICU増床に伴う補助の拡充やGCUの整備費補助の実施に
より、NICUの受入体制の拡充を図られた。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

人口当たりの病床数や医師数
が都平均を下回っており、特に
中核的機能を有する病院が尐な
い中、小児医療の確保が大きな
課題

地域の小児二次救急医療機関に対する支援として大学か
らの医師派遣を実施
平成22年8月に「こども救命センター」として都立小児総合
医療センターを指定
平成22年度より都立小児総合医療センターと小児二次救
急医療機関間において情報システムを活用したネットワー
クを構築するほか、小児二次救急医療機関と地域の診療
所等との連携モデル事業を実施
小児医療に関する普及啓発を実施
小児の救命処置を行える小児科医等を養成

重篤な小児に対する救急医療体制の整備
休日全夜間に小児救急を実施する二次医療機関の新規参
画及び見込
小児二次救急医療機関の小児科病床数の増
ネットワークを活用した二次と三次の連携モデル事業の推進
地域の診療所と二次医療機関の連携による小児初期患者
に対する適切な診療体制の推進

多摩医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
NICUからの円滑な退院に向
けた取組への支援 41,253

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
休日・全夜間診療事業(小児)
参画等支援事業 164,977

小児救急医師確保緊急事業 223,232
子ども救命センター(仮称)の創設 109,187

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
感染症対応病棟の整備 1,961,351

東京都の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

産科及び産婦人科の医師数・標
榜医療機関数が全国平均を下
回る。
NICU等の整備が進んでいない。

既存のNICUの有効活用を図るため、都立墨東病院を中心
に、在宅移行が望ましいNICUの入院児を対象に、在宅移
行支援等のモデル事業を平成22年度・平成23年度の2年
間で実施。

モデル事業を通じ、NICU入院児支援コーディネーターの必
要性、院内での連携体制の重要性、地域における在宅移行
支援体制の整備の必要性等、NICU等入院児の在宅移行に
あたって有効な方策や課題等が明らかになってきた。
今後、モデル事業の検証等を踏まえ、必要な支援体制につ
いて整備を進めていく。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

人口当たりの病床数が都平均を
下回っており、特に小児人口が
増加する中、小児医療の確保が
大きな課題

地域の小児二次救急医療機関に対する支援として大学か
らの医師派遣を実施
平成22年8月に「こども救命センター」として東京大学医学
部附属病院を指定
小児医療に関する普及啓発を実施
小児の救命処置を行える小児科医等を養成

重篤な小児に対する救急医療体制の整備
休日全夜間に小児救急を実施する二次医療機関の新規参
画見込

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

東京都区東部保健医療圏にお
いては、人口当たりの一般病院
数が全国平均を下回り、新型ｲﾝ
ﾌﾙｴﾝｻﾞ等新興感染症に対応で
きる医療機能が不足している。

墨東病院に新たに感染症の外来及び入院診療を行うため
の新棟を建設するため、老朽化した看護宿舎を解体した。
墨東病院に新たに感染症の外来及び入院診療を行うため
の新棟の実施設計を行った。

墨東病院に新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等新興感染症発生時における地
域連携について協議する『区東部感染症会議』を平成22年
度に設置しこれまでに4回開催し、墨東病院、地元医師会、
保健所、福祉保健局、病院経営本部など関係者が集まり、
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等新興感染症発生時における関係機関の連
携役割分担の検討等を行った。

区東部医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療医師修学資金貸付
事業 88,800

大学医学教育環境改善緊急
支援事業 150,000

後期研修医等確保支援事業 69,901
産科等研修医手当支援事業 4,983
産科医師等分娩手当支援事
業 124,072

新生児担当医手当支援事業 2,965
産科医師等勤務手当支援事
業 4,506

女性医師等勤務環境改善支
援事業 40,738

医師事務作業補助者配置支
援事業 1,057

潜在医師等再教育・再就業
支援事業 39,125

東洋医学西洋医学連携促進
事業 21,890

院内助産所等開設支援事業 71,114

院内学童保育施設運営補助
事業 91,184

特定院内保育施設整備事業 37,334
看護師等養成力推進事業 265,479

地域医療寄附講座開設事業 800,000

神奈川県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　産科・産婦人科を为たる診療
科とする医師が減尐している。ま
た、周産期母子医療センターに
おいては新生児を専任とする常
勤医師数の平均が５名に満たな
い中で、24時間の配置体制がと
られており、周産期を担う医師は
厳しい勤務環境にあり、医学生、
後期研修医、勤務医等とライフ
ステージに応じた支援の充実
や、医科大学と連携した安定的
な医師の確保が喫緊の課題。

・医学系大学１大学の定員増に対応するため、修学資金を
５名分拡充した。
・県内３医科大学の教育環境の改善に必要な設備等の整
備に対する支援を行った。
・内科、外科、小児科、産科、麻酔科、救急科の６診療科の
学会等の参加費用及び特別講座等の開催にかかる費用を
県内４医科大学に支援を行うとともに、日本産婦人科学会
神奈川県支部等の研修会にかかる費用について、神奈川
県産婦人科医会に対して支援を行った。
・神奈川県周産期救急医療システム受入病院及び専攻医
指導施設において、診療報酬のハイリスク分娩管理加算に
該当する分娩を取り扱った場合の手当及び産科等の専攻
医に係る指導医に対する指導医手当を支給する医療機関
（計５箇所）に対しての所定額の支援を行った。
・病院勤務の医師の過重負担の軽減及び女性医師の出産
等と勤務との両立を可能とし、医師の離職防止・復職支援
をはかるため、短時間勤務制等の多様な勤務形態の導入
に取り組む病院に対して支援を行った。（４箇所）
・助産師外来・院内助産所開設に係る・施設・整備の整備を
行う医療機関（３箇所）に対しての支援を行った。また、助産
師を育成する研修事業を県立衛生看護専門学校において
行った。
・病院等（36施設）が行う院内学童保育事業の運営費に対
し、支援を行った。
・看護師等養成施設（５施設）における演習器材の整備や
実習指導教員の人件費に対し、支援を行った。
・県内医科４大学に対して、講座開設に必要となる教授等
の配置に係る人件費、設備整備等の経費に対する寄付に
よる支援を行った。

・産科医師数については、本県が実施している「産科医療及
び分娩に関する調査」の結果では、常勤医師数は３年続けて
増加している。
・また、厚生労働省が実施している「医師・歯科医師・薬剤師
調査」でも、県内の産科医師数は、平成18年度を底として医
療機関従事医師数、病院勤務医師数とも増加している。
・今後、医学系大学２大学の定員増（８名）も見込まれる。（計
13名）
・寄附講座の活用により、平成23年度は内科、産婦人科等計
34名の常勤医師が派遣された。
・医師のライフステージに応じた支援により、県内の医療を担
う医師の確保と働き続けることができることが、期待される。

東部医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域周産期医療体制確保事
業 96,714

周産期母子医療強化対策事
業 36,499

周産期後方支援病床等整備
事業 240,115

NICU機能整備事業 69,096
周産期救急県外搬送患者戻
り搬送受入確保事業 22,093

周産期救急医療システム強
化モデル事業 20,785

新生児眼科医療機器設備整
備支援事業 39,890

医療施設発電設備設置事業 139,694

県民救急理解推進事業 3,568

地域医療再生計画推進事業 18,398

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

身近なところで出産の場が見つ
からないという状況が生じている
一方で、ハイリスクと考えられる
新生児の出生が増加しており、
ＮＩＣＵも増加しているものの高い
稼働率にあり、入院が長期にわ
たる児も存在していることから、
新たな分娩施設開設、ＮＩＣＵの
機能整備支援や後方支援施設
の整備が喫緊の課題。

・分娩取扱い施設の開設（１箇所）に対して支援を行った。
・周産期母子医療センター(２箇所)において、看護師、臨床
心理士、薬剤師の配置の支援を実施。

・東京都と連携し、県内及び都内の産科施設において妊産婦
の搬送が必要となり、自都県内で受け入れ医療機関が見つ
からず、やむを得ず都県域を越えた搬送を行う場合の調整
の仕組みを整え、24年1月から試行。
・救急隊により搬送された未受診妊婦を円滑に受け入れるこ
とへの支援を通じ、患者受入ができる施設の増加が見込ま
れる。
・看護師等の配置への支援により、周産期母子医療センター
の体制強化が図られることにより、ハイリスク分娩患者の受
入数増加が見込める。



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
３疾病地域連携事業 96,051
ターミナルケア推進事業 4,305
緩和ケア病棟整備事業 100,544
地域連携推進事業 127,876

在宅歯科医療推進事業 108,150

地域医療連携強化等相談体
制確保事業 5,160

離山間地域医療振興事業 48,552

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急医療機関確保事業 577,154
輪番病院参加促進事業 140,000
救急医療情報センター整備
事業 47,868

救急医療体制連携強化研究
事業 67,389

救急医療情報システム改修
事業 29,990

休日急患診療所拡充事業 95,113

眼科救急機能強化事業 62,351

耳鼻咽喉科救急機能強化事
業 58,235

精神科救急機能強化事業 161,152

医療施設発電設備設置事業 296,021

神奈川県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

高齢化の進行に伴い４大疾病へ
の対応や在宅医療の充実が課
題。

・脳卒中及び糖尿病の地域連携パスについて、モデル的な
様式を作成した。
・緩和ケア病棟については、１病院整備を行った。
・３か所の在宅療養支援診療所に対し、医療機器の整備や
連携の取組に支援を行った。
・４つの歯科保健センター等に訪問診療機器の整備等に対
し、支援を行った。
・公立診療所５か所における医療機器の整備に対し、支援
等を行った。

・共通様式により各病院の連携が取りやすくなった。また共通
様式があることで、今後多くの病院が参加しやすくなることが
期待できる。
・県内の緩和ケア病棟未整備圏域の解消に向けて前進した。
・医療連携に役立つ機器導入・更新により、病院間の効率的
な連携体制の構築に寄与した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

二次救急医療を中心に救急医
療提供機能の低下が見られ、ま
た、地域内に基幹的、中核的な
医療機関が尐ないことから、既
存の医療施設に過度の負担が
生じており、中等症以上の患者
の受入を行う拠点的病院の整備
や専門診療科の輪番体制の構
築、また、二次救急医療施設を
下支えする特殊診療科、初期救
急の再整備及び、大規模災害の
発生時等も診療機能を十分に維
持できる体制の確保が喫緊の課
題。

・新たに二次救急輪番病院群への参加をする医療機関（１
箇所）を確保した。
・休日急患診療所において、休日の医科の診療時間を準夜
（午後６時から午前０時の３時間以上）に拡大（13箇所）、電
話相談対応(３１箇所）などを行った。
・１医療圏において、通常の二次救急体制の輪番のほか、
専門科疾患（脳卒中及び心筋梗塞）に対応する輪番を構築
し、運用を開始した。
・ドクターヘリの早朝、薄暮時の時間延長に係る検証につい
て実施した。

・専門科輪番の運用により、これまでオンコール等により待機
していた医師の負担軽減や当該疾患に対し、確実に受け入
れ体制が医療機関の確保によりスムーズな救急搬送が期待
される。
・休日急患診療所の機能強化により、二次救急医療機関へ
の流入の抑制が見込める。
・輪番体制の確保が困難だった地域において、輪番体制の
構築の負担が緩和された。
・今後の効率的かつ安定的な運航の検証を経て、ドクターヘ
リの時間延長の実施が期待される。

西部医療圏 



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児救急電話相談拡充事業

14,243

小児救急機能強化事業 175,614

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
適正受診推進事業 19,912
地域医療再生計画推進事業 18,651
県民救急理解推進事業 3,568
医療情報共有事業 20,000
医師等勤務環境改善緊急支援事業 222,101

小児救急医療施設の整備及び役割分担による医療機関の
機能集約化を行う中核的病院（１病院）の運営費に対し支
援を行った。

中核的病院が対象範囲としている人口50万人を超す地域に
おいて、拠点化がはかられることにより、医療機関の集約
化、効率的な医療提供体制の推進が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

住民向けの啓発や相談機能の
強化を図る必要とともに、県民自
らが医療情報を管理・活用でき
る取組みが課題。

・事業推進を図るための協議会等の開催拡充や県民への
普及啓発を行った。

・再生計画事業の内容を周知するリーフレットを配布すること
で、県民に一定程度の周知が図られた。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

小児救急患者の受入が一般救
急の負担となっていることから、
小児救急機関の拠点化による小
児患者の広域受入体制の整備
が喫緊の課題。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師修学資金貸与事
業 83,000

研修医確保事業
114,766

寄附講座設置事業
57,000

看護師等修学資金貸
与事業 57,000

院内保育所設置事業
80,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
魚沼基幹病院（仮称）整備事業

427,064

地域医療研修ｾﾝﾀｰ整備事業
554,000

臨床研究ｾﾝﾀｰ整備事業 370,000

地域医療連携ﾈｯﾄﾜｰｸ構築事業
566,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
遠隔診療支援システム構築事業

92,170

ヘリポート整備事業 95,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
当医療圏での事業を推進するため、魚沼医療関係者、行
政関係者等が魚沼地域で定期的に会議、打ち合わせを
行った。

頻繁に会議等を開催することで、関係者の意思疎通が図られ、事業の
推進に貢献している。

地域医療再生計画事業推進事業

4,000

新潟県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足が深刻な当県において、
県内医師数の増加と地域偏在の
解消は県政の最重要課題の１つと
なっており、地域医療の維持・充
実のため、早急に効果的な対策を
講ずる必要がある。
また、県内の看護師等学校養成
所新卒者の県内就業を促進する
とともに、開設時間の延長や必要
に応じ夜間保育も実施可能な院内
保育所の整備を進める必要があ
る。

・新潟大学の地域枠の学生１０名及び順天堂大学の地域
枠の学生４名に対し新規貸し付けを行った。（全県）
・良医育成新潟県コンソーシアムで研修医確保のため、病
院見学・実習会、臨床研修フォーラムを実施した。（全県）
・H24から新潟大学医歯学総合病院内に地域医療学講座
を設置するための検討を行った。（全県）
・看護学生３０名に対し新規貸し付けを行った。（全県）
・魚沼基幹病院（仮称）の整備に合わせ院内保育所を整備
する。

・平成３０年までに卒業予定の地域枠学生２８名の確保が見込まれる。
（全県）
・新潟県で研修を実施する研修医の増加を見込んでいる。（全県）
・新潟大学医学生の県内定着率の向上、将来的な地域医療従事者の
増加を見込んでいる。（全県）
・平成２８年度までに卒業予定の看護学生８０名の確保が見込まれる。
（全県）
・看護師等の子育環境を改善することにより、看護職員の離職防止や
就業支援の促進が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　限られた医療資源の中で魚沼医
療圏の医療水準を向上させるた
め、急性期の入院を担う病院と慢
性期の入院医療を担う病院との機
能分担や連携強化が必要
　また、高齢化による住民の疾病
リスクが増加していることから、医
療機関相互の連携により、住民の
予防医療、疾病管理を行う体制の
整備が必要

・魚沼基幹病院（仮称）の実施設計を完了し、平成23年度
内に建設に着手する予定
・H23から地域医療研修の実習先の手配などを調整する専
門職を地元医師会に３名配置し、23名の研修医を受入
・H24.1に新潟大学に寄附を行い「健康増進医学講座」を設
置。平成24年3月末までに臨床研究拠点を先行整備し、研
究を実施する予定
・H23に地域医療連携ﾈｯﾄﾜｰｸ設立準備委員会を設置し、
システム概要を決定する予定

・基幹病院の開設により、三次救急や高度医療等これまで魚沼に不足
していた拠点的な医療の確保が期待される。
・研修医の受入体制の整備により、医療圏の医師確保やH27の医療再
編に向けた円滑な移行が期待される。
・臨床研究機能を整備し、将来的に全国からコホート研究を志向する
医師を魚沼地域に集積することにより、研究の発展や医師の確保が期
待される。
・地域医療連携ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑの導入により、地域全体で住民の疾病
管理を行う体制が整備される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　最寄りの救命救急センターまで
30分以内に搬送できる人口の割
合は2割に満たないことから、三次
救急医療に対応できる体制の整
備が必要
　併せて一次、二次、三次救急の
相互の連携体制の構築が必要

・基幹病院の建設に併せてヘリポートを整備する予定 ヘリポートの整備により、特に重篤な救急患者を魚沼医療圏域外へ速
やかに搬送することが可能

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

魚沼医療圏 魚沼医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師修学資金貸与事業

83,000

研修医確保事業
114,766

寄附講座設置事業
57,000

看護師等修学資金貸与
事業 57,000

院内保育所設置事業
40,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
当圏域は離島・へき地という地理的特性
から医療資源が不足している地域であ
り、今後、地域医療を維持・発展させてい
くためには、現在ある医療資源を最大限
に活用できる体制を構築する必要があ
る。
また、高齢化により、他の圏域に比べて
生活習慣病死亡率が高くなっており、今
後も住民の疾病リスクが増加することが
懸念されることから、地域全体で住民の
疾病管理を行う体制を構築する必要があ
る。

・地域医療連携ネットワーク構築の初期工程に着手した。
（遠隔診療支援システム、在宅医療支援システムと一体的
に構築）

佐渡総合病院の電子カルテ情報を中心として、各病院、診療
所の患者情報、薬局等のレセコン情報を集約することで、住
民がどの医療機関を受診しても、共通の診療情報の下で、
診断・治療が受けられる環境が整備され、また、患者の情報
をどの医療機関においても時系列で把握することが可能とな
り、地域全体で住民の疾病管理を行うことが見込まれる

遠隔医療支援システム、
地域医療連携ネットワー
ク、在宅医療支援システ
ム構築事業

1,626,250

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
遠隔医療支援システム、
地域医療連携ネットワー
ク、在宅医療支援システ
ム構築事業（再掲）

1,626,250

ドクターヘリ導入検討事
業 517,984

新潟県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足が深刻な当県において、県内医
師数の増加と地域偏在の解消は県政の
最重要課題の１つとなっており、地域医
療の維持・充実のため、早急に効果的な
対策を講ずる必要がある。
また、県内の看護師等学校養成所新卒
者の県内就業を促進するとともに、開設
時間の延長や必要に応じ夜間保育も実
施可能な院内保育所の整備を進める必
要がある。

・新潟大学の地域枠の学生１０名及び順天堂大学の地域枠
の学生４名に対し新規貸し付けを行った。（全県）
・良医育成新潟県コンソーシアムで研修医確保のため、病
院見学・実習会、臨床研修フォーラムを実施した。（全県）
・H24から新潟大学医歯学総合病院内に地域医療学講座を
設置するための検討を行った。（全県）
・看護学生３０名に対し新規貸し付けを行った。（全県）
・平成２４年度に佐渡総合病院に院内保育所を整備する。

・平成３０年までに卒業予定の地域枠学生２８名の確保が見
込まれる。（全県）
・新潟県で研修を実施する研修医の増加を見込んでいる。
（全県）
・新潟大学医学生の県内定着率の向上、将来的な地域医療
従事者の増加を見込んでいる。（全県）
・平成２８年度までに卒業予定の看護学生８０名の確保が見
込まれる。（全県）
・看護師等の子育環境を改善することにより、看護職員の離
職防止や就業支援の促進が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

二次救急医療体制については、３病院の
輪番制により終日対応しているが、救急
搬送は佐渡総合病院に集中しているの
で、一次救急医療体制の充実及び輪番
制参加病院の連携強化が必要である。
また、三次救急医療体制については、隣
接する新潟医療圏等との連携により、佐
渡医療圏における準三次救急医療等を
確保する必要がある。

・遠隔診療支援システム構築の初期工程に着手した。（地域
医療連携ネットワーク、在宅医療支援システムと一体的に構
築）

・ドクターヘリ基地病院を新潟大学医歯学総合病院に決定
し、所要の施設整備を実施した。

・ICTを活用して、佐渡総合病院を中核とした島内医療機関を
相互に連携し、さらに新潟大学医歯学総合病院と連携するこ
とにより、救急医療等が支援されることが見込まれる。

・ドクターヘリの導入により、救命率の向上等救急医療提供
体制の強化が期待される。

佐渡医療圏 



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
慢性疾患を有する高齢者等が地域や家
庭で療養しながら生活することができるよ
う、病院、診療所及び薬局間の連携、医
療機関と介護・福祉事業所等が連携した
一連の対応が必要である。

・在宅医療支援システム構築の初期工程に着手した。（地域
医療連携ネットワーク、遠隔診療支援システムと一体的に構
築）

システム導入により、看護師等が遠方まで出かけて看護又
は介護事業者等が日々の介護をする際、バイタルセンサー
等の情報通信機器を介して、医師等が健康状態を確認し、
医療や看護が行き届いた在宅診療を支援可能となることが
見込まれる。

遠隔医療支援システム、
地域医療連携ネットワー
ク、在宅医療支援システ
ム構築事業（再掲） 1,626,250

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療再生計画事業
推進事業 4,000

当医療圏での事業を推進するため、佐渡医療関係者、行政
関係者等が佐渡島内で定期的に会議、打ち合わせを行っ
た。

頻繁に会議等を開催することで、関係者の意思疎通が図ら
れ、事業の推進に貢献している。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
富山大学看護学科生に対
する修学資金貸与 87,000

救急医療トリアージシステ
ム構築事業 12,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
新川医療圏一次急患セン
ター設置事業 250,000

富山市救急医療センター
移転改築事業 600,000

救急医療適正受診住民啓
発事業 11,000

救急歯科診療体制整備事
業 33,000

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
中央病院ＭＦＩＣＵ等整備
事業 534,162

中央病院ＮＩＣＵ増床整備
事業 695,504

周産期医療施設設備整備
事業 142,334

ＮＩＣＵ等退院サポート事業
15,000

ＮＩＣＵ後方体制整備事業
20,000

富山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

産科医、小児科医、内科・外科
医の減尐などにより、周産期医
療、救急医療に従事する医療従
事者の負荷が大きくなっている。

富山大学医学部看護学科等（富大優先枠）の学生40名に
対して、貸付を行った。
緊急度判定支援システムCTAS2008日本語版を県内の救
急告示病院等46施設に導入し、システムの具体的使用方
法に関する研修会を3回開催した。

平成23年度３名、平成24年度２名、平成25年度17名、平成
26年度18名の学生が卒業見込であり、これらの者が県内
就業の予定。
救急判定支援ステムの普及により、医師をはじめとして救
急現場での医療従事者の負担軽減が見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急医療機関の負担を軽減し、
新川医療圏から富山医療圏へ
の患者流入の減尐を図ることが
課題

富山市救急医療センターの移転改築（H23年10月完成）を
行った。
JR駅前での街頭PR（1回）やラジオスポット放送（2社）を通じ
た救急医療適正受診啓発活動を行った。
小児救急医療ガイドブックを改定し（H23年11月発行）、
10,500冊を配布した。
富山県歯科医療総合センターに歯科CTを整備した（H22年
度）。

救急医療センターの充実により、23年11、12月の受診患者
数が前年に比べ11％増加したことにより、2次輪番病院の
負担が軽減されたと予想される。
二次救急病院の口腔外科部門の救急負担が軽減された。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

富山市民病院のNICU休止によ
り、弱体化している富山医療圏
の周産期医療体制の整備が喫
緊の課題

県立中央病院のNICU増床事業（9→12床）を行った。
県立中央病院のMFICU等整備（23→29床）を行った。
地域周産期母子医療センター等の医療施設設備を整備し
た（H22年度3病院、H23年度2病院）。

県内の周産期医療の機能強化と役割分担の促進により、
周産期医療体制が充実した。

富山医療圏 



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療系ショートステイ病床
確保事業 30,000

在宅医療支援センター支
援事業 30,000

在宅歯科診療の充実

8,000

薬局の無菌製剤設備整備
事業 10,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
中新川郡地域医療連携シ
ステム整備事業 10,000

医療再生計画進捗管理、
効果検証 12,000

富山医療圏、新川医療圏で医療系ショートステイ病床を４
床確保。
新川医療圏に在宅医療支援センターを設置し、在宅医療を
推進する開業医のグループ化やその活動を支援した。
新川医療圏で在宅歯科診療のための機材整備を行った。
県薬剤師会が開設する薬局に、クリーンルームを整備し、
無菌製剤の技術的研修を行った。（22薬局、25名の薬剤師
が受講）

医療系ショートステイ利用者数　　延べ24名（H23.4.1～
9.30）
開業医グループ数　　3グループ（参加医師数23名）
介護家族の負担軽減や在宅医療の促進により、急性期か
ら、慢性期、在宅医療へ切れ目なく医療が提供され、急性
期病院の負荷軽減効果が期待される。
今後、在宅医療において求められる無菌調剤（中心静脈栄
養やがん疼痛緩和のための麻薬の調整等）に地域の薬局
が応えることができるようになる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

中新川郡の医療資源を有効活
用し、富山市に立地している県
立中央病院への軽症患者の集
中を軽減することが課題

かみいち総合病院と、中新川地区の診療所との間で、患者
の紹介・カルテ参照等の円滑な病診連携を図るため、「地
域医療連携システム」を整備した（H23年度完成予定）。

かかりつけ医、在宅医、専門医の連携が強化され、中新川
郡での地域完結型医療が促進されることにより、県立中央
病院への患者集中の緩和が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

急性期病院から、慢性期病院、
在宅医療へ切れ目なく医療が提
供されるよう、在宅医療の推進
が課題



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

地域医療確保修学資金
（富大・金大枠）

214,630

地域医療再生修学資金 200,520

富山大学医学科への寄附
講座

160,000

臨床研修医確保対策事業 58,800

女性医師等支援事業 21,450

総合医育成支援事業 6,750

富山大学看護師教育施設
設備支援事業

453,850

富山大学看護学科への寄
附講座

250,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
高岡市急患医療センター
整備事業 300,000

砺波医療圏救急輪番病院
連携強化事業 685,000

救急医療適正受診住民啓
発事業 11,000

富山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

産科医、小児科医をはじめ、内
科医や外科医の減尐などによ
り、周産期医療のみならず、一
次・二次救急医療に従事する医
師の負荷は大きくなっている。看
護師についても、二次救急や周
産期医療を担っている公的病院
を中心に、就業者の確保と離職
防止が求められている。

・　富山大学及び金沢大学の定員増により入学する医学生
（特別枠等）23名に対して新規貸付を行った。
・　公的病院等の勤務を希望する医学生や小児科、産科、
救急科等の勤務を希望する医学生51名に対して新規貸付
を行った。
・　富山大学医学部医学科に「地域医療支援学講座」を開
設した。
・　富山県臨床研修病院連絡協議会を設置し、医学生に対
するＰＲの拡充など、各病院が一体となり初期臨床研修医
の確保対策に取り組んでいる。
・　県医師会と連携し、女性医師等に対する相談窓口の設
置、県内病院への巡回相談（５病院）、勤務環境改善に取り
組む病院への助成（２病院）を行ったほか、女子医学生等
の定着支援を図るための講演会等を開催した。
・　総合医を育成する研修プログラムを有するへき地医療拠
点病院（南砺市民病院）に対する助成を行った。
・　富山大学看護学科の入学定員の20名増（H22年度から）
にあわせ、看護学科研究棟を増築整備するとともに、「高度
専門看護教育講座」及び「在宅看護学講座」を開設した。

・　地域医療確保修学資金の貸与者（富大、金大の特別枠
等）については、平成29年度以降に順次初期臨床研修を終
了予定、地域医療再生修学資金の貸与者については、まず
平成25年度に３名が初期臨床研修を終了予定であり、小児
科や産科等の診療科で勤務予定。
・　「地域医療支援学講座」では、地域医療の現場等に出向
きながら教育を行っており、地域医療の課題を理解し、その
解決に資する医療従事者の育成が期待される。
・　H23年度の初期臨床医マッチングでは、マッチ者が62名と
なり、前年度の46名から大幅に増加したところである。引き続
き一定数の臨床研修医の確保を図ることにより、将来の医師
の確保につながることが期待される。
・　女性医師に対する相談体制が整備されたことにより、女性
医師の離職防止が期待される。また、H24.1に開催した講演
会には、約50名の医学生や臨床研修医が参加したところで
あり、女子医学生や女性医師の県内定着に結びつくことが期
待される。
・　南砺市民病院において、H23年度に３名の後期研修医が
プログラムに沿って研修を開始したところであり、特にへき地
での地域医療で求められている総合医の育成が図られる見
込みである。
・　これまでに、H23.4に供用がされた新しい看護学科研究棟
を活用しながら、「高度専門看護教育講座」では４回の研修
会、「在宅看護学講座」では講演会や２回のセミナーを開催
し、多くの看護学生や看護職員等が参加しており、周産期医
療や在宅医療等を担う看護職員の育成、定着やスキルアッ
プが期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急医療機関の負担軽減、砺波
医療圏から高岡医療圏への患
者流入の減尐を図ることが課題

高岡市急患医療センターの移転改築に向け準備中（H24年
度着工予定）
砺波医療圏内の二次救急病院の電子カルテ様式の統一、
情報共有システムの運用を行った（H22年度より）。
JR駅前での街頭PR（1回）やラジオスポット放送（2社）を通じ
た救急医療適正受診普及活動を行った。
小児救急医療ガイドブックを改定し（H23年11月発行）、
10,500冊を配布した。

二次救急病院の負荷軽減、砺波医療圏から高岡医療圏への
軽症救急患者の流入軽減が期待される。

高岡医療圏 



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療系ショートステイ病床
確保事業 30,000

在宅医療支援センター支
援事業 30,000

在宅歯科診療の充実

8,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
画像診断システム導入事
業 70,000

高岡医療圏、砺波医療圏で医療系ショートステイ病床を４
床確保。
高岡医療圏に在宅医療支援センターを設置し、在宅医療を
推進する開業医のグループ化やその活動を支援した。
高岡医療圏で在宅歯科診療のための機材整備を行った。

医療系ショートステイ利用者数　　延べ29名（H23.4.1～9.30）
開業医グループ数　　1グループ（参加医師数9名）
介護家族の負担軽減や在宅医療の促進により、急性期か
ら、慢性期、在宅医療へ切れ目なく医療が提供され、急性期
病院の負荷軽減効果が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急医療を担う医療機関におけ
る読影医不足を補うため、医療
機関相互の診断画像送付・読影
診断依頼を行う体制整備が課
題。

システム導入にむけて検討中

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

急性期病院から、慢性期病院、
在宅医療へ切れ目なく医療が提
供されるよう、在宅医療の推進
が課題となっている。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
寄附講座設置事業

720,000

地域医療ネットワーク構
築推進事業 37,500

・臨床研修医の確保
・医師が生涯にわたり研鑽を積
むことができる研修施設の整
備

・医学研修シミュレーションセンター（金大病院CPDセンター
（仮称））の整備推進（H23基本構想策定・実施設計、H25春
開設予定）
・石川県臨床研修推進協議会を設置し、県内大学・臨床研
修病院との連携・協力の下、「若手医師の集い」の開催や、
研修会を実施

・医師の養成・確保及び県内全体の医療水準の向上
　・石川県内臨床研修医の採用人数推移（人）
　　　　　　 H16　H18　H22　H23
　　　　　　  97　  53　   97 　 94
・能登北部地域で地域医療研修を行った研修医数
　　H19：0人　H20：7人　H21：17人　H22：19人　H23：41人

金大病院CPDセンター
（仮称）整備推進事業

48,000

地域医療施設環境整備
事業 1,019,000

能登北部地域総合診療
強化事業 15,000

診療情報共有化推進事
業 100,000

救急医療研修体制強化事業 38,000
地域医療施設環境整備事業 66,500
緊急医師確保修学資金貸
与事業 60,000

石川の地域医療人材養成
支援事業 12,000

・女性医師の勤務環境の改善 ・石川県女性医師支援センターにコーディネーター４名を配
置（コーディネーターによる相談対応、病院訪問活動等を実
施）

・石川県内病院の女性医師支援取り組み状況（H20→H22)
　院内保育所の設置　13病院→14病院
　病児・病後児保育の実施　4病院→11病院
　育児短時間勤務制度の導入　27病院→37病院
　当直免除等の導入　38病院→45病院

女性医師就業継続支援
事業

2,000

看護師等修学資金貸与事業 101,000
看護師等養成所実習器材整備事業 63,000
看護の魅力啓発事業 2,500
新人看護職員研修事業費 500
多様な勤務形態導入支援事業 12,000
公立病院内保育所施設設備整備事業 14,500
ナース情報ステーション事業 7,000
認定看護師育成支援事業 20,500
専門的看護実践力研修事業 13,000

石川県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・能登北部地域等における医
師確保対策

・寄附講座の設置（能登北部地域等での診療支援を兼ねた
実地研究を実施、金沢大学附属病院５講座、金沢医科大学
病院１講座。）
・地域医療ネットワーク構築に向けた研究等に対する支援
（脳卒中・認知症・小児医療の診療支援を兼ねた実地研究を
実施（金沢大学附属病院））

・能登北部地域等での診療支援
　H22：20人（常勤8人、非常勤12人）
　H23：26人（常勤14人、非常勤12人）

・医師の招聘環境の整備
・医師のバックアップ体制の強
化

・能登北部４病院の機能強化
　・医療機器や電子カルテの整備
　・へき地医療研修センター、医師住宅の整備
・能登北部地域における若手医師総合診療の指導体制強
化のための研究等の支援（総合診療に携わる指導医による
研究会の設置、ワークショップ開催等）
・医療機関の診療情報の共有化について、先行事例等をも
とに調査・検討

・医師の確保及び若手医師等の指導体制の強化

・救急医療を担う人材の確保 ・救急医を養成する研修プログラムの策定及び医療機器の
整備（石川県立中央病院）

・救急医の養成・確保、研修環境の充実

・地域医療を担う医師の確保と
キャリア形成支援

・緊急医師確保修学資金貸与制度の拡充
（金沢大学医学類特別枠既存の５人をH２２から５人増員）
・特別枠入学者に対する地域医療実習・進路相談の実施等

・医師の養成・確保
　・緊急医師確保修学資金新規貸与枠
　　H21：5人　H22～：10人
・地域医療を担う医師のキャリア形成支援と一体的な医師確保
・医学部進学者数
　　H20：48人　H21：88人　H22：89人　H23：87人

・看護師数の減尐に伴う看護
師確保対策

・看護師修学資金貸与制度の拡充（既存の10人をH22から
10人増員）
・認定看護師の資格取得支援など

・看護師修学資金新規貸与枠
　～H21：10人　H22～：20人
・能登北部4病院での被貸与者就業人数
　H20：2人　H21：2人　H22：10人　H23：7人
・認定看護師養成数
　H22：18人　H23：32人

能登北部医療圏 



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・医療連携体制の構築 ・地域医療ネットワーク構築に向けた研究等に対する支援

（脳卒中・認知症・小児医療の診療支援を兼ねた実地研究を
実施（金沢大学附属病院））

・地域医療ネットワークの構築
・脳卒中の地域連携クリティカルパスを用いた連携
　参加医療機関数　53か所
　パス発行数：2164件

地域医療ネットワーク構
築推進事業（再掲） 37,500

がん診療連携協力病院体制整備事業 24,000
マンモグラフィ読影医師育成事業 2,000
細胞検査士育成事業 3,000

・能登北部４病院の機能分担と
連携強化

・能登北部４病院の機能強化
　・へき地医療研修センター、医師住宅の整備
　・医療機器や電子カルテの整備
・医療機関の診療情報の共有化について、先行事例等をも
とに調査・検討

・医師確保のための環境整備及び救急医療機能の強化
・医師のバックアップ体制の強化及び医療機関間の連携強化

地域医療施設環境整備
事業（再掲）

1,019,000

診療情報共有化推進事
業（再掲） 100,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

16,000

救急医療研修体制強化事業
（再掲） 38,000

地域医療施設環境整備事業
（再掲） 66,500

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
新生児集中治療室等設備整備事業 10,500
地域連携機能強化整備事業 1,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・質の高いがん医療提供体制
の構築

・公立能登総合病院・恵寿総合病院をがん診療連携拠点病
院に準じたがん診療連携協力病院に指定（外来化学療法室
等の整備、地域合同カンファレンスの開催など）
・がん診療連携拠点病院等で乳がん医療に従事する医師に
対する読影講習会の開催など

・より身近な環境でより質の高いがん診療が受けられる体制を
整備
・がん診療連携拠点病院等の機能強化及びがん診断精度の向
上

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・能登地域における救急医療
連携体制の強化

・能登北部４病院、七尾市２病院にスマートフォンを用いた遠
隔画像伝送システムを整備

・能登北部４病院から七尾市２病院への脳卒中患者の円滑な救
急搬送

能登北部地域医療連携
設備整備事業

・救急医療を担う人材の確保 ・救急医を養成する研修プログラムの策定及び医療機器の
整備（石川県立中央病院）

・救急医の養成・確保、研修環境の充実

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・高度周産期医療提供体制の
強化

・石川県立中央病院等のNICUの整備など
（石川県立中央病院：9床→12床
　金沢医科大学病院：6床）

・NICU30床整備（H22石川県内出生数9,602人）
　石川県立中央病院：12床
　金沢大学附属病院：6床
　金沢医科大学病院：6床
　金沢医療センター　：6床



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・医療連携体制の構築 ・地域医療ネットワーク構築に向けた研究等に対する支援

（小児医療等の診療支援を兼ねた実地研究を実施）
・小児医療ネットワークの構築（能登北部４病院の一人医長の
支援）

地域医療ネットワーク構
築推進事業（再掲） 27,500

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
在宅医療連携システム推進事業

17,500

在宅歯科診療設備整備事業 13,000
リハビリテーションセンター機能強化事業

61,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・在宅医療連携体制の強化 ・医師・薬剤師等が連携したモデルチームに対する支援や研
修会の開催など（県医師会、県薬剤師会（モデルチームの
立ち上げH23：4チーム））
・在宅歯科診療機器の整備　など

・モデルチームの拡充及び地域の支援組織（連携拠点）の設置
など在宅医療ネットワークの構築



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・臨床研修医の確保
・医師が生涯にわたり研鑽を積
むことができる研修施設の整備

・医学研修シミュレーションセンター（金大病院CPDセンター
（仮称））の整備推進（H23基本構想策定・実施設計、H25春
開設予定）
・石川県臨床研修推進協議会を設置し、県内大学・臨床研
修病院との連携・協力の下、「若手医師の集い」の開催や、
研修会を実施

・医師の養成・確保及び県内全体の医療水準の向上
　・石川県内臨床研修医の採用人数推移（人）
　　　　　　 H16　H18　H22　H23
　　　　　　  97　  53　   97 　 94

金大病院CPDセンター
（仮称）整備推進事業

482,000

救急医療研修体制強化
事業 38,000

地域医療施設環境整備
事業 1,231,500

緊急医師確保修学資金貸
与事業 60,000

石川の地域医療人材養成
支援事業 12,000

・女性医師の勤務環境の改善 ・石川県女性医師支援センターにコーディネーター４名を配
置（コーディネーターによる相談対応、病院訪問活動等を実
施）

・石川県内病院の女性医師支援取り組み状況（H20→H22)
　院内保育所の設置　13病院→14病院
　病児・病後児保育の実施　4病院→11病院
　育児短時間勤務制度の導入　27病院→37病院
　当直免除等の導入　38病院→45病院

女性医師就業継続支援事
業

2,000

看護師等養成所実習器材整備事業 63,000

看護の魅力啓発事業 2,500
新人看護職員研修事業費 500

多様な勤務形態導入支援事業 12,000
公立病院内保育所施設設備整備事業

14,500
ナース情報ステーション事業 7,000
認定看護師育成支援事業 20,500
専門的看護実践力研修事業 13,000

・診療情報共有化のためのIT基
盤の整備

・医療機関の診療情報の共有化について、先行事例等をも
とに調査・検討

・医師のバックアップ体制の強化及び医療機関間の連携強化 診療情報共有化推進事
業 300,000

石川県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・救急医療を担う人材の確保 ・救急医を養成する研修プログラムの策定及び医療機器の
整備（石川県立中央病院）

・救急医の養成・確保、研修環境の充実

・地域医療を担う医師の確保と
キャリア形成支援

・緊急医師確保修学資金貸与制度の拡充
（金沢大学医学類特別枠既存の５人をH２２から５人増員）
・特別枠入学者に対する地域医療実習・進路相談の実施等

・医師の養成・確保
　・緊急医師確保修学資金新規貸与枠
　　H21：5人　H22～：10人
・地域医療を担う医師のキャリア形成支援と一体的な医師確保
・医学部進学者数
　　H20：48人　H21：88人　H22：89人　H23：87人

・看護師数の減尐に伴う看護師
確保対策

・認定看護師の資格取得支援など ・認定看護師養成数
　H22：18人　H23：32人

南加賀医療圏 



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・南加賀地域の救急医療体制
の強化

・地域の救命救急拠点として南加賀地域救急医療センター
(仮称)を整備　など
H23～建設（H24.11開設予定）

・南加賀地域の救急患者の円滑な受け入れや、二次救急医療
機関の体制強化など救急医療ネットワークの構築

地域医療施設環境整備事業
（再掲） 1,231,500

糖尿病診療ネットワーク
推進事業 20,000

地域医療ネットワーク構
築推進事業 17,500

マンモグラフィ読影医師育成事業 2,000

細胞検査士育成事業 3,000

・機能分担と医療機関間の連携
強化

・医療機関の診療情報の共有化について、先行事例等をも
とに調査・検討

・医師のバックアップ体制の強化及び医療機関間のさらなる連
携強化

診療情報共有化推進事
業（再掲） 300,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・南加賀地域の救急医療体制
の強化

・地域の救命救急拠点として南加賀地域救急医療センター
(仮称)を整備　など
H23～建設（H24.11オープン予定）

・南加賀地域の救急患者の円滑な受け入れや、二次救急医療
機関の体制強化など救急医療ネットワークの構築

地域医療施設環境整備事業
（再掲） 1,231,500

救急医療研修体制強化事業
（再掲） 38,000

地域医療施設環境整備事業
（再掲） 1,231,500

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
新生児集中治療室等設備整備事業

106,500

地域連携機能強化整備事業 1,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・医療連携体制の構築 ・糖尿病地域連携パスの普及や研修会の開催、開業医に
対して栄養士の派遣を実施
・地域医療ネットワーク構築（脳卒中・小児医療）に向けた研
究等に対する支援

・糖尿病の地域連携クリティカルパスを用いた連携
　参加医療機関数：201か所
　パス発行数：323件
・脳卒中の地域連携クリティカルパスを用いた連携
　参加医療機関数　129か所
　パス発行数：1133件

・質の高いがん医療提供体制
の構築

・病院を地域がん診療連携拠点病院に準じたがん診療連
携推進病院に指定（外来化学療法室等の整備、キャンサー
ボード、地域合同カンファレンスの開催など）
・がん診療連携拠点病院等で乳がん医療に従事する医師
に対する読影講習会の開催など

・がん診療連携拠点病院等の機能強化及びがん診断精度の向
上

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・救急医療を担う人材の確保 ・救急医を養成する研修プログラムの策定及び医療機器の
整備（石川県立中央病院）

・救急医の養成・確保、研修環境の充実

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・高度周産期医療提供体制の
強化

・石川県立中央病院等のNICUの整備など
（石川県立中央病院：9床→12床
　金沢医科大学病院：6床）

・NICU30床整備（H22石川県内出生数9,602人）
　石川県立中央病院：12床
　金沢大学附属病院：6床
　金沢医科大学病院：6床
　金沢医療センター　：6床



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・医療連携体制の構築 ・地域医療ネットワーク構築に向けた研究等に対する支援

（小児医療等の診療支援を兼ねた実地研究を実施）
・小児医療ネットワークの構築 地域医療ネットワーク構

築推進事業（再掲）
27,500

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
在宅医療連携システム推進事業

17,500
在宅歯科診療設備整備事業 13,000
リハビリテーションセンター機能強化事業

61,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・在宅医療連携体制の強化 ・医師・薬剤師等が連携したモデルチームに対する支援や
研修会の開催など（県医師会、県薬剤師会（モデルチーム
の立ち上げH23：4チーム））
・在宅歯科診療機器の整備　など

・モデルチームの拡充及び地域の支援組織（連携拠点）の設置
など在宅医療ネットワークの構築



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療連携システム構築
事業 574,000

広域･災害救急医療情報シ
ステム改修事業 33,000

県立病院診療機能強化事業
787,250

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
精神科救急情報センター設
置事業 70,000

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
MFICU施設･設備整備運営事
業 168,000

県立病院総合周産期母子医
療センター機能強化事業 87,413

福井県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

外来患者が病院に集中する傾
向があり、重症患者に対する
対応等病院が本来担うべき役
割に支障をきたす恐れ、かか
りつけ医と中核病院等の間で
診療情報の共有が不十分であ
り、重複検査・投薬等の恐れ

平成22年度から県下全域を対象とする医療情報連携シ
ステムを構築するために検討会を設置し、先進事例の
視察、医療機関への意向調査および事業者によるシス
テムプレゼンテーション等を実施し、必要な検討を
行った。
平成23年度に広域災害・救急医療情報システムと周産
期医療システムを統合するために必要な改修を実施し
た。
平成23年度に福井県立病院の診療機能強化に必要な最
新の320列CTの整備を行った。

医療情報連携システムが構築されることにより、県下全
域での医療情報連携が促進され、質の高い医療の提供に
寄与する。
救急医療情報システムと周産期医療システムが統合され
たことにより、周産期の合併症患者の搬送先選定に必要
な情報を迅速に入手することが可能となる。
県全体の基幹病院であり、救命救急センターとして三次
救急を担うである福井県立病院に最新の画像診断機器が
整備されたことにより、診断・治療の迅速化が図られ、
一層質の高い医療が提供可能となった。

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

一般相談や緊急性が低い受診
等により精神科輪番病院の負
担が増大していることから、
患者の症状等状況に応じて適
正な医療機関に振り分け、円
滑な医療が提供できる精神科
救急対応機能の強化が課題

平成22年6月に福井県精神科救急情報センターを設置し
た。
精神科救急情報センター連絡調整委員会を開催し、円
滑な事業の運営について検討した。

平成23年の1年間に1,695件の相談があり、188件受診・
入院に結びついた。
緊急性の低い相談が約7割を占めるが、電話相談対応す
ることにより緊急性の低い受診を減らすことができ、円
滑な医療の提供につながっている。

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

総合周産期母子医療センター
に患者が集中し、MFICU・NICU
がほぼ満床状態になるなど負
担が増大していることから、
病院に勤務する産科医等の負
担軽減が課題

平成22年度に福井大学医学部附属病院にMFICUを3床整
備した。

平成24年度中に福井大学医学部附属病院を総合周産期母
子医療医療センターに指定することにより、2 つの総合
周産期母子医療センター体制とすることで患者の受入体
制の強化および医療の質の向上が図られる。
福井県立病院に集中していたハイリスク妊婦等の患者の
集中の緩和および医療従事者の負担の軽減が図られる。

福井・坂井医療



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児初期救急センター設置
事業 30,000

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ふくい在宅あんしんネット
モデル事業 4,850

クリティカルパス普及・プ
ライマリケア研修事業 14,352

在宅医療推進基幹薬局整備
事業 6,353

在宅歯科診療推進設備整
備・研修事業 31,309

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
がん検診体制整備事業

152,042

県がん医療センター設備整
備事業 480,041

療養介護事業所施設整備事
業 61,390

主治医・副主治医等多職種間の連携による在宅医療体
制のモデル事業を実施した。
地域における診療連携を推進するため、開業医等を対
象にクリティカルパスやプライマリケアに関する普及
研修を実施した。
基幹となる薬局に無菌調製に必要なクリーベンチ等を
整備した。
県歯科医師会にポータブルの歯科診療機器を整備する
とともに、在宅歯科診療を担う歯科衛生士を対象に技
能向上研修を行った。

地域で在宅医療を担う多職種間の連携が深まり、県下全
域において在宅療養者へのチーム医療の実践が見込まれ
る。（モデル事業の実践地区：県下全域7地区）
地域の開業医等による診療連携や在宅医療の実践が推進
され、病院から在宅への円滑な移行が期待されるととも
に、現在地域で診療にあたっている医師の技能向上にも
貢献。
薬剤師や歯科医師等の多職種による在宅医療の実践が推
進されることによる、在宅療養環境の向上が見込まれ
る。

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

高齢化の進展によりがんの罹
患数、死亡数とも増加傾向に
あるが、がん検診受診率の伸
び悩みや受入れ体制が不足し
ていることからがん検診の受
診率向上が課題
重度障害者に対する適切な医
療を提供する施設が県内にな
く、患者や家族の負担が大き
いことから、県内で医療を提
供できる体制整備が課題

がん医療センターに平成22年度「大腸がん」、平成23
年度「肺がん」のチーム医療に必要な設備の整備を
行った。
平成23年度に2台のマンモグラフィの整備を行った。
平成23年度の国立病院機構あわら病院建替えに際し、
県内のニーズに合わせ療養介護事業所10床と医療型短
期入所4床分の助成を行った。

平成22～23年度、約10,000人に「大腸がん」のチーム医
療を提供することが見込まれる。また、平成23年度、約
1,000人に「肺がん」のチーム医療を提供することが見
込まれる。平成24年度以降も肝臓がん、乳がん、子宮が
んと平成25年度までに順次整備し、専門医等による高度
ながん治療の提供に貢献が期待される。
平成23年度にマンモグラフィを2台整備、平成24年度に
マンモグラフィやがん検診車の整備を予定しており、受
診者の利便性を高めるとともにがん検診の受診率の向上
に寄与し、がんの予防、早期発見への貢献が期待され
る。
児童福祉法改正による重症心身障害児施設からの移行と
合わせ、平成24年4月に県内初の療養介護事業所80床を
開設、短期入所を4床増床予定であり、医療を必要とす
る重度障害者支援体制の充実が期待される。

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

小児の軽症患者が病院へ集中
し、小児科病院勤務医の負担
が増大していることから、病
院勤務医の負担を軽減し、病
院と診療所が患者の症状にあ
わせて診療を分担できる体制
づくりが課題

平成23年4月に休日・平日夜間の小児患者の初期救急を
担う福井県こども急患センターを設置した。
県民に対するシンポジウムや地区別に講習会を実施
し、小児医療に対する普及啓発に努めた。
　・シンポジウム　1回、参加者数　約330人
　・講習会　26回、参加者数　約1,300人

平成23年4月～平成24年1月までの福井県こども急患セン
ターの患者数は9,876人。10ヶ月経過時点で、当初の年
間患者数見込み8,000人を超え、小児初期救急のニーズ
に応えている。
また、その間の小児夜間輪番病院（5病院）の患者数
は、前年の約4分の3に減尐しており病院勤務医の負担軽
減にもつながっている。

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

専門的医療を提供する医療機
関、容態の急変時に患者の入
院を受け入れる医療機関およ
び在宅主治医の間、さらには
介護施設との情報共有や体制
が十分でないことから、在宅
医療を推進する体制づくりが
課題



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
研修医に魅力ある研修・派
遣システム構築事業 300,000

研修環境整備支援事業
418,794

全国規模の研修会の福井県
での開催 10,000

救急医・家庭医キャリア
アップコース事業 391,669

医師確保修学資金拡充事業
87,105

医師、研修医、看護師確保
PR事業 57,671

医師、看護師の働きやすい
環境整備助成事業 201,000

ナースサポーター設置事業
14,183

新人看護職員研修事業
29,205

キャリアアップ研修実施・
支援事業 19,009

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療情報システム整備促進
事業 660,991

遠隔画像診断システム整備
事業 54,000

地域医療連携システム構築
事業 78,000

福井県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

近年の恒常的な医師不足を背
景に、周産期や救急等地域に
必要な医療を提供している公
的病院を中心に深刻な医師不
足問題が生じていることか
ら、医師確保対策が喫緊の課
題

福井大学医学部に「地域医療推進講座」を設置し、出
張講義や県内臨床研修医合同研修会の開催や福井大学
医学部附属病院医師の公的医療機関への派遣を行っ
た。
平成22年度～23年度に、県内臨床研修病院等にシミュ
レータ等の研修機器を10病院、遠隔地症例検討システ
ムを10病院に導入した。
県立病院に県内の公立病院、診療所への派遣を組み込
んだ救急医・家庭医の専門医資格認定の後期研修コー
スを設置した。
平成22年度以降、福井大学の地域枠（福井健康推進
枠）の学生19人に新規貸付を行った。
医師・研修医・看護師確保PR事業では、大手求人サイ
トへのフリーページ掲載やPRグッズの作成・配布、雑
誌（2冊）への広告掲載を行った。
ナースバンクにナースサポーターを設置した。
中小規模の病院に採用された新人看護職員を対象に集
合研修を実施した。
訪問看護ステーションの管理者に対する研修を実施し
た。

「地域医療推進講座」の活動として、出張講義（年間約
100回）、合同研修会(平成23年度　研修医77人参加）を
開催。研修医から「とても勉強になる。来年度も是非開
催してほしい」等、高い評価を得ている。平成23年度、
福井大学から医師10人を派遣。
臨床研修医マッチング数は、平成22年度57人から23年度
59人に増加。
救急医・家庭医の後期研修コースについては、23年度に
7人の研修医を確保。県内医療機関に3人の研修医を派
遣。
研修機器の導入では、各病院・研修医が必要とする機器
を導入することで、よりよい研修環境が整備された。
遠隔地症例検討システムでは、県内の研修医がそれぞれ
の病院で研修を受けたり、研修医同士での情報交換をす
ることが可能となった。現在、福井大学が発信するコア
レクチャーから開始し、今後は、順次病院・診療所間で
の症例検討や会議での活用をすすめていく。
平成27年度に卒業予定の地域枠学生9人、28年度に10人
の確保が見込まれる。
PR事業では、若者をターゲットとした雑誌への特集記事
を掲載することにより看護師のPRができ、看護師への興
味・関心を高めることに寄与している。求人サイトで
は、閲覧件数が（平成23年度4～12月平均） e-
doctor609件、e-resident142件という状況であり、福井
県の求人情報等を提供し、医師確保につながっている。
ナースサポータによる求人施設と求職者のきめ細かな
マッチングを促進することにより、看護職員の再就業者
数は381名見込まれる。
中小規模の病院に採用された新人看護職員の55名が集合
研修を受講し、医療安全や臨床能力を習得することによ
り、新人看護職員の離職率は5.6％から4.1％に減尐し
た。
訪問看護ステーションの管理者研修には、県内55ヵ所の
ステーションから管理者が参加し、経営分析や評価を行
うことで経営能力の向上を図った。

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

嶺南地域の中核となる病院に
おいて診療情報の電子化が進
んでいないことから効率的な
医療提供体制の整備や連携強
化が課題

平成23年度に社会保険高浜病院に電子カルテシステム
を導入した。

嶺南地域の中核的な病院（平成23年度に1病院、平成25
年度に2病院（予定））の診療情報の電子化が促進され
たことで、医療機関相互での診療情報の共有・活用など
地域の連携強化がより一層促進されることが期待され
る。

嶺南医療圏 



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
市町の療育体制整備事業

7,000

嶺南医療圏における療育体
制整備事業 102,714

県こども療育センター地域
支援機能強化事業 55,460

小児療育機能強化のための
人材育成事業 8,199

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
在宅医療体制整備事業

5,000

平成23年度に地域療育拠点児童デイサービス事業所
「小浜市立母と子の家」の施設整備を行った。
平成23年10月から県こども療育センターの職員を嶺南
地域に派遣し、発達障害児に対する相談等の支援を行
なった。
発達障害児に対する支援のノウハウを学ぶ研修の支援
を行った。

嶺南地域の地域療育拠点病院・児童デイの小児用訓練室
が整備されることにより、こども療育センター職員の派
遣と合わせて、嶺南地域におけるこども療育センター機
能が確保され、嶺南地域の小児療育機能の強化が図られ
る。

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

在宅医療に取り組む薬局が尐
ないことから在宅医療体制の
整備が課題

地域における公的な薬局への施設整備について検討を
行っているが、現段階では調整未了。

現状では調整困難と考えられるため、事業廃止を予定。
今後、計画を変更し他の事業に振り替える予定。

関連事業名
         （基金投入額：単位千円）

発達障害児の増加等により、
小児療育の専門スタッフや療
育訓練が可能な小児専用訓練
室の確保が課題



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療従事医師確保事業 57,000
地域医療臨床研修支援事業 240,000
病院群臨床研修システム整備事業 25,000
コメディカル育成支援事業 25,000
就業看護師研修センター整備事業 95,972

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療連携協議会運営事業 28,845
患者情報共有システム整備事業 230,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療体制機能強化促進事業 722,910
歯科救急拠点整備事業 88,326

山梨県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

人口当たりの医師及び看護師
数は県平均と比較して大きく下
回っている。特に東部地域につ
いては、平成１４年度と比較し、
地域内の病院の常勤医師が２
／３程度まで減尐したことを踏ま
え、地域に従事する医師の確保
を図ることは喫緊の課題となっ
ている

①大月市立中央病院の常勤医確保に向け、関連大学病院
等と協議を実施
②大学への寄附講座設置について、関係機関と協議を実
施
③山梨赤十字病院を基幹型病院とする臨床研修病院群に
よる臨床研修プログラムを作成
④各病院の为催により、圏域内のコメディカルを対象とした
研修会を開催
⑤山梨県立大学に、認定看護師の資格を取得できる講座
を開設するため施設改修を実施

①常勤医確保により、救急患者の受入体制充実、休診中の
診療科の再開等の効果が期待できる。
②寄附講座の設置により、複数の指導医及び研修医が医療
圏内の病院に派遣されることで、休止中の診療科の再開や
救急受入体制の強化などの効果が期待できる。
③臨床研修医の確保及び当該研修医の地域定着が期待で
きる。
④研修体制の整備により、コメディカルの地域定着が期待で
きる。
⑤平成２３年度は、定員にあたる３０名が受講

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

当医療圏の計画目標である「医
療圏全体で医療が完結できる体
制の確保」を実現するために
は、医療機関の連携体制を構築
することが必要である。

①地域医療再生計画に係る事業について協議・検討する
ため、市町村や医療関係者、住民代表等により構成される
協議会及び専門分野を検討する専門部会を設置
②患者情報共有システムの整備に向け、関係機関と協議
検討を行い、平成２３年度に基本設計に着手

②調剤、検査、画像等の患者情報の共有化により、医療施
設間の連携が円滑になり、効率的な診療が可能となるととも
に、救急時における迅速な医療情報の提供も期待できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

圏域内に救命救急センターがな
く、また東部地域については、管
外への救急搬送率が県平均に
比べ高いことから、各病院の救
急医療機能を引き上げ、圏域内
で概ね対応できる体制を構築す
ることが喫緊の課題である。

①都留市立病院及び上野原市立病院の救急受入体制を
強化するため、X線TV装置やMRIなどの医療機器を整備
②富士吉田市立病院の高度救急機能を強化するため、血
管連続撮影装置等の医療機器を整備
③歯科救急拠点検討委員会を設置し、歯科救急拠点に整
備する機能や施設の運営方法の検討するとともに、建設予
定地を選定

①②圏域内での救急搬送患者受入率の向上や、患者搬送
時間の短縮が図られ、救急医療体制が強化される。
③医療圏内に歯科救急拠点が整備されることで、富士・東部
地域の住民が歯科救急医療を受けやすくなる。

富士・東部医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療体制機能強化促進事業 169,941

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
在宅歯科診療設備整備事業 4,800
基幹薬局体制整備事業 6,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療体制機能強化促進事業 806,206

①在宅歯科診療に必要なポータブル診療ユニットを整備
②地域の基幹薬局に無菌調剤設備を整備

①②在宅における歯科診療や点滴療法が推進され、在宅医
療体制の充実が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

周産期母子医療センターである
県立中央病院までの距離が遠
いことから、圏域内で一定リスク
の出産に対応できる体制を整備
すること、医師不足から分娩取
扱い医療機関が無くなった東部
地域において分娩を再開するこ
とが喫緊の課題である。

・山梨赤十字病院に分娩監視装置等の医療機器を整備 ・山梨赤十字病院の周産期医療機能の向上により、より高い
リスクの出産についても、同病院での対応が可能になること
が見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

高度な医療体制が整備されてい
る中北医療圏から遠い位置にあ
るため、各病院が得意とする医
療機能を引き上げ、医療圏内で
各種医療を概ね完結できる体制
を構築することが喫緊の課題で
ある。

①大月市立中央病院に循環器治療関連医療機器を整備
②都留市立病院に人工透析及び乳がん検診関連医療機
器を整備
③富士吉田市立病院にがん治療関連医療機器を整備
④山梨赤十字病院に心疾患治療関連器量機器を整備

各病院の医療機能が向上し、各種疾患についての患者受入
体制が強化される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

在宅医療に対するニーズの高ま
りに対応し、歯科や薬局が在宅
医療に参入できる体制を整備す
ることが喫緊の課題である。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療研修支援事業 240,000
地域医療再生医師修学金貸与事業 18,720

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療連携協議会設置事業 51,479
連携に伴う施設改修・設備整備等事業 706,349
連携に伴う運営費補助事業 20,000
病院間循環シャトルバス運行促進事業 30,000
患者情報共有システム整備事業 210,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急医療機能強化事業 646,000
救急患者情報システム整備事業 200,000
小児救急医療体制強化事業 200,000

山梨県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

人口当たりの医師数が県下で最
も尐なく、医師数の減尐も続い
ており、医療圏内で十分な医療
を提供することが難しい状態で
あることから、医師確保対策が
喫緊の課題である。

①大学への寄附講座設置について、関係機関と協議を実
施
②北里大学の地域枠の学生２名に対し、医師修学資金の
新規貸付けを実施

①寄附講座の設置により、複数の指導医及び研修医が医療
圏内の病院に派遣されることで、基本的な医療提供体制や
救急受入体制の強化などの効果が期待できる。
②地域枠学生が、卒業後山梨県の地域医療に従事する見
込みである。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

診療所が尐なく、病院の担う役
割が大きい地域であるが、医師
不足により十分な医療を提供す
ることが困難となっている。この
ため、医療機関の連携を強化
し、限られた医療資源を効果的
に活用できる体制を整備するこ
とが喫緊の課題である。

①地域医療再生計画に係る事業について協議・検討する
ため、町や医療関係者、住民代表等で構成される協議会
及び専門分野を検討する専門部会を設置
②峡南北部地域については、関係町が新病院設置協議会
を設立し、病院の経営統合に向けた具体的な検討に着手。
峡南中南部地域は各病院が为として担う役割について整
理
③患者情報共有システムの整備に向け、関係機関と協議
検討を行い、平成２３年度に基本設計に着手

②病院の経営統合や機能分担を進めることにより、限られた
医療資源を医療圏内で効率的に活用できる効果が見込まれ
る。
③調剤、検査、画像等の患者情報の共有化により、医療施
設間の連携が円滑になり、効率的な診療が可能となるととも
に、救急時における迅速な医療情報の提供も期待できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

圏域内ではあらゆる疾病の全て
の救急患者に対応できないこと
や、救急搬送に時間を要してい
ることから、安定的に救急患者
を受け入れられる体制を整備す
ることが喫緊の課題である。

①平成２４年度からのドクターヘリ運航に向け、県立中央病
院の施設整備を実施
（H24以降の取り組み）
②ドクターヘリの地域搬送拠点としての場外離着陸場整備
や、甲府地域医療センターの小児初期救急機能強化を、平
成２４年度から実施する。

①平成２４年４月からのドクターヘリ稼働により、患者搬送時
間の短縮が図られ、救命率の向上が期待される。
②場外離着陸場の整備により、ドクターヘリによる救急搬送
体制がより強化される。
②小児初期救急機能の拡充により、インフルエンザ等の感
染症患者への十分な対応が可能となる。

峡南医療圏 



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
在宅医療支援協議会設置事業 2,000
在宅医療支援センター設置事業 40,000
在宅健康管理システム整備事業 25,637
地域医療従事者育成支援事業 7,212
地域医療従事者研修奨励金 9,000
在宅歯科診療設備整備事業 4,800
在宅歯科医師育成事業 12,000
基幹薬局体制整備事業 6,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
巡回検診車整備事業 70,803

①在宅医療に係る諸課題を、多業種間で協議し、総合的な
対応方針を検討する協議会組織を設置・運営
②飯富病院内に在宅医療支援センターを設置し、在宅医
療全般に対する相談や関係機関の調整を行うとともに、効
率的に在宅医療を行うための通信機器を整備し貸出を実
施
③地域医療を志す医療従事者を育成するための研修プロ
グラムを作成。上記研修プログラムにより研修を行っている
医療従事者１名に対し、研修奨励金を交付
④在宅歯科診療に必要なポータブル診療ユニット整備や、
在宅歯科診療に従事する歯科医を育成するための研修実
施を支援
⑤地域の基幹薬局に無菌調剤設備を整備

②平成23年末現在の実績
      相談件数２６件
      在宅医療関係機関の調整５６件
      研修会等の開催２２回
     テレビ機能付き携帯電話の整備５６台
③地域医療従事者育成研修プログラムの修了者が、その知
識・技能を生かし地域医療に従事する見込みである。
④⑤在宅における歯科診療や点滴療法が推進され、在宅医
療体制の充実が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

高齢化が進む過疎地において、
住民の健康を維持するため、検
診体制の充実を図る必要があ
る。

・巡回検診車の整備について、関係者との協議を実施 ・きめ細かな巡回検診の実施により、過疎地域においても健
康管理体制が維持できる見込である。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

県下で最も高齢化、過疎化が進
行している地域であり、今後さら
に訪問診療などの在宅医療に
対する需要が高まることが予想
されるため、在宅医療の提供体
制をより充実する必要がある。



（医師等確保） 2,500,000

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
信州大学との連携による研修医、指導医等
の確保並びに看護師の確保事業 252,517
研修センター（仮称）の整備事業 185,390
医学生修学資金等貸与事業 60,000
後期研修医確保・支援事業 160,000
研修病院合同説明会合同参加事業 28,000
看護人材育成事業 12,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療再生推進協議会の設置・運営事業 5,343
地域医療支援リハビリテーションセンターの
整備事業 152,000
ＯＴ、ＰＴ等の育成によるリハビリ機能の向上
事業 21,000
県立こころの医療センター駒ヶ根との連携に
よる認知症共同診療体制の整備事業 20,000
回復期機能強化辰野総合病院施設整備事業 600,000
地域連携を推進する地域医療支援センター
の設置・運営等事業 215,000

他の医療圏との連携事業 200,000

長野県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師数、看護師数等が全国平均
や県平均を大きく下回る状況に
あり、医師、看護師等の医療従
事者の確保が喫緊の課題

・信州大学医学部附属病院と公立３病院（伊那中央病院、
昭和伊南総合病院、辰野総合病院）等が協定を締結し、医
師確保を行った。
・上伊那医師会附属准看護学院の実習施設拡充のための
設計を行った。
・上伊那地域看護師等奨学資金貸与制度を創設し、32名に
貸与した。
・内視鏡手術トレーニングセンター計画について、ウェットラ
ボからドライラボに変更し、医師・看護師等医療従事者のス
キルアップのための機能を加えた研修センター（仮称）とし
て整備を行うこととし、設計に着手した。
・信州大学、東京医科歯科大学の定員増に伴い、修学資金
の新規貸与者数を５名分拡充した。
・後期研修医が多く在籍するなど人材育成能力を有する病
院に対し後期研修医の養成・確保に係る経費等を助成し
た。（８病院）
・臨床研修医・後期研修医の確保のための研修病院合同
説明会に参加した。
・県看護大学への認定看護師養成課程設置のため施設等
の整備を行い、平成23年６月に開講した。

・平成23年から伊那中央病院に常勤医１名、昭和伊南総合
病院に常勤医１名、非常勤医１名を確保した。計画終了後も
安定的に医師確保ができるよう今後検討していく。
・准看護学院の実習施設拡充により入学者数が８名増加し、
また、看護師等の奨学資金の貸与者数も今後30名程度とな
るため将来の看護師確保につながる見込み。
・研修センター（仮称）について平成24年度に工事着手し、平
成25年度竣工予定。医学生や地域の医療スタッフなども利用
可能な施設とし、研修医・医師等の確保はもとより地域の医
療従事者のスキルアップにつなげていく。
・医学生修学資金の貸与者数の拡充により、今後、より多く
の医師不足病院等への医師の配置や県内で従事する医師
の確保が見込まれる。
・平成24年採用の臨床研修医マッチングの結果、マッチ数が
前年を３名上回り、充足率も増加した。
・県看護大学の認定看護師養成課程に県内医療機関等から
要望の強かった「皮膚・排泄ケア」「感染管理」の２講座を開
設し、39名が受講。地域における医療の質の向上につなげ
ていく。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

深刻な医師等の減尐により、こ
れまで上伊那医療圏を支えてき
た公立３病院による医療提供体
制の維持が困難な状況にあり、
公立３病院の機能分担と連携、
公立３病院以外の病院等との連
携の促進、さらには近隣医療圏
との連携などが急務

・上伊那地域医療再生推進協議会及び同作業部会を開催
し、事業の調整及び機能分担と連携のための協議・検討を
行った。
・昭和伊南総合病院に回復期医療を担う「地域先進リハビ
リテーションセンター」を設置するため病棟改修を行った。
・「地域先進リハビリテーションセンター」を担うＯＴ・ＰＴを養
成するため信州大学医学部附属病院とＯＴ・ＰＴの相互派遣
を行った。
・亜急性期、回復期から在宅医療の充実のための辰野総
合病院の移転新築工事に着手した。
・診療情報共有のためのネットワーク整備手法を検討する
とともに、病院の電子カルテ導入・改修等の整備を行った。
・隣接医療圏の飯田市立病院の機能充実のための施設整
備に係る設計を行った。

・救命救急センター指定替え（昭和伊南総合病院→伊那中央
病院）を含む上伊那地域の新たな救急医療体制について作
業部会で検討し、推進協議会に報告、合意を得た。
・昭和伊南総合病院の「地域先進リハビリテーションセン
ター」を平成24年４月に開設予定。引き続きＯＴ・ＰＴの育成等
を行い、上伊那地域におけるリハビリテーション医療の拠点
として充実を図る。
・昭和伊南総合病院に認知症診断機器（SPECT）を平成24年
度に整備予定。認知症外来を開設し、県立こころの医療セン
ター駒ヶ根との共同診療体制の構築を図る。
・辰野総合病院について、平成24年秋に新病院での診療開
始予定。
・診療情報共有のためのネットワークについて、信州大学が
構築した「信州メディカルネット」への参加を決定。上伊那地
域だけでなく県内医療機関との情報共有を図る。
・飯田市立病院の機能充実のための施設整備について、平
成24年度に工事着手、竣工予定。

上伊那医療圏 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域救急医療センターの拡充・運営事業 183,750
救急医療機器の更新・充実事業 370,000
地域カード等の活用事業 10,000

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
開業助産所等への設備整備費補助の拡充
事業 5,000
小児後方支援機能の拡充事業 20,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本医療圏内における高度救急医
療体制は、伊那中央病院にその
機能が集中し、体制が限界。現
在、救命救急センターの指定を
受けている昭和伊南総合病院は
医師の引き上げ等により実質的
に機能していない状況。本医療
圏の救急患者を可能な限りカ
バーするためには伊那中央病院
の体制強化、他の公立病院の二
次救急医療体制を維持する必要
がある。

・救命救急センターを昭和伊南総合病院から伊那中央病院
に移すことで地元合意が得られた。
・伊那中央病院への救命救急センター指定に伴う施設整備
の設計に着手した。
・伊那中央病院の三次救急医療への対応及び昭和伊南総
合病院の二次救急医療の維持のための医療機器整備を
行った。

・救命救急センター指定替えを含む上伊那地域の新たな救
急医療体制について作業部会で検討し、推進協議会に報
告、合意を得た。平成24年４月から伊那中央病院を救命救急
センターに指定する見込み。
・伊那中央病院への救命救急センター指定に伴う施設整備
について、平成24年度工事着手、平成25年度竣工予定。
・伊那中央病院及び昭和伊南総合病院における救急医療機
器整備により、新たな救急医療体制への円滑な移行を図る。
・住基カード等を活用した患者情報共有の仕組みを構築し、
特に緊急時における患者情報の取得による適切な医療の提
供につなげる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

公立病院における分娩取扱い中
止や里帰り出産の制限など、周
産期医療体制の立て直しが急
務。助産師の活用や助産所との
連携が必要。

・開業助産所の設備整備費の助成を行った。（９施設） ・助産所における分娩取扱い件数が増加する見込み。
・昭和伊南総合病院において、伊那中央病院などの小児急
性期病院の急性期後の小児、又は産院若しくは助産所にお
ける乳児の後方支援病院としての機能を整備する。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

信州大学との連携による研修
医、指導医等の確保 551,503

看護師を目指す学生に対する支
援事業 46,980

医学生修学資金等貸与事業 60,000
後期研修医確保・支援事業 160,000
研修病院合同説明会合同参加事業 28,000
看護人材育成事業 12,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療連携ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ
事業 626,208

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
初期救急体制整備事業 147,759
第二次救急医療体制の確保
事業 188,338

救急医療体制整備事業 200,000

長野県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医療圏内の医師数が全国平均
及び県内平均と比較して絶対的
に不足しており、早急に医療従
事者の確保及び安定的雇用の
仕組みを構築する必要がある

・信州大学医学部附属病院と信州上田医療センター及び市
町村等が協定を締結し、医師確保を図った。
・信州大学医学部附属病院との連携により研修医、指導医
等を確保し、がんの診療体制の整備をはじめ上小医療圏の
医療の向上を図るのため、長野病院内に医師の教育セン
ターを設置し運営を開始をするとともに、センターの施設整
備を行った。
・看護職、准看護職を目指す学生に対し修学資金を貸し付
け看護師確保に努めた。
・後期研修医が多く在籍するなど人材育成能力を有する病
院に対し後期研修医の養成・確保に係る経費等を助成し
た。（８病院）
・臨床研修医・後期研修医の確保のための研修病院合同
説明会に参加した。
・県看護大学への認定看護師養成課程設置のため施設等
の整備を行い、平成23年６月に開講した。

・信州大学附属病院から信州上田医療センターへ常勤換算
で7名の医師の派遣を受けた。今後も安定的に医師確保が
出来るよう取り組んでいく。
・准看護学科30名、看護学科41名の生徒に対して貸付を行
い、将来の看護職確保に繋がる見込み。
・信州大学、東京医科歯科大学の定員増に伴い、修学資金
の新規貸与者数を５名分拡充した。
・医学生修学資金の貸与者数の拡充により、今後、より多く
の医師不足病院等への医師の配置や県内で従事する医師
の確保が見込まれる。
・平成24年採用の臨床研修医マッチングの結果、マッチ数が
前年を３名上回り、充足率も増加した。
・県看護大学の認定看護師養成課程に県内医療機関等から
要望の強かった「皮膚・排泄ケア」「感染管理」の２講座を開
設し、39名が受講。地域における医療の質の向上につなげ
ていく。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

限られた医療資源を有効活用す
るため、病・病連携、病・診連携
のネットワークを構築する必要が
ある。

・診療情報開示システムを前提として、信州上田医療セン
ター及び東御市民病院に電子カルテシステムを導入した。
・地域医療連携ネットワークシステムとして、信州上田医療
センターに診療情報開示システムを構築した。

・今後、公的３病院（信州上田医療センター、東御市民病院、
依田窪病院）すべてに電子カルテ及び診療情報開示システ
ムが整備され体制が整うのに伴い、診療所の地域医療連携
ネットワークへの参加を推進することにより、病・病連携、病・
診連携の促進につなげていく。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急医療体制の整備不足等に
より、本医療圏内での救急患者
の収容不能件数が倍増してお
り、隣接する医療圏の医療機関
への負担が増しているため、輪
番病院及び後方支援病院の整
備に加え、救命救急センターで
ある佐久総合病院の負担軽減
が必要である。

・内科初期救急ｾﾝﾀｰの設置及び運営により成人救急患者
の受入体制を整備した。
・二次救急医療体制の確保を図るため、救急搬送による収
容患者実績への補助や輪番後方病院としての信州上田医
療センターへの補助を行った。
・休日歯科救急ｾﾝﾀｰの設備整備を行った。

・医療圏内の救急医療体制の整備により、医療圏外への搬
送件数が減尐してきている。（圏外搬送割合　H21：18.68％
H22　17.18％）
・佐久総合病院の再構築に伴い連携を深め、三次救急医療
の確保をはかっていく。

上小医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
上田市産院移転新築事業 319,642
東御市民病院院内助産所整
備事業 10,333

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
第二種感染症指定医療機関
整備事業 149,237

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

産科医不足等により本医療圏に
おける周産期医療体制の機能
低下は顕著であり、分娩を取扱
いできる医療機関の整備が急務
である。

・東御市民病院院内助産所の建設に伴い、設備整備を行っ
た。
・上田市立産婦人科病院（上田市産院より名称変更）の移
転新築を行った。

・東御市民病院院内助産所が平成23年11月に開設されたこ
とにより、助産師を活用した分娩が推進される。
・上田市産婦人科病院の移転新築工事が本年３月に完了
し、４月から診療を開始する。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本医療圏には、第二種感染指定
医療機関がないため、早期に整
備し、医療圏内における感染症
対策の万全を図る必要がある。

・信州上田医療センターに感染症対策施設の整備を行った。・信州上田医療センターが第二種感染症指定医療機関の指
定を受け、インフルエンザ対策設備も整備されたことから、医
療圏内の二種の感染症対策が整った。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師育成・確保コンソーシア
ム事業 123,811

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・飛騨地域における为要病院である久美愛厚生病院の
　ヘリポート整備に対し、助成を行った

・飛騨地域におけるドクターヘリ運航体制の整備充実が
　図られた

ドクターヘリ導入事業（運航体
制整備） 350,429

・平成25年度実施予定 ・医療の地域格差解消、医療の質及び信頼性の確保を
　図るため、通信技術を応用した遠隔医療体制を整備予定

遠隔医療等設備整備事業
51,095

・平成24年度以降実施予定 ・救急車等へ情報端末を配備し、救急医療情報システムに
　より収集された救急医療機関の応需情報を車内で参照す
　るとともに、他の消防本部の救急搬送情報を共有すること
　により、適切な医療機関選定と迅速な救急搬送を可能と
　する情報システムを導入する予定

広域災害・救急医療情報シス
テム再開発事業

100,000

・ＣＫＤ予防対策検討会の開催
　　　H24.3.6
・ＣＫＤの社会的認知度を高めるための普及啓発
  県民への普及啓発講演会の開催
　　　→ H23.9.29　多治見市にて開催
　　　　　H24.2.23　 池田町にて開催
　　　　　H24.2.24　 高山市にて開催
　各保健所による保健従事者への研修会の開催
　　　→　５保健所が実施
・下呂市におけるモデル事業の実施
  ①地域の実情に合わせたＣＫＤ医療連携体制の
　　構築に向けた検討会の開催
　　　H23.10.6
　　　H24.3.8
  ②生涯を通じたＣＫＤ予防体制の整備
　　　市内医療機関コメディカルを対象とした研修会開催
　　　H24.2.7　金山会場　参加者22名
　　　H24.2.8　下呂会場　参加者33名

・県民へのCKD講演会や各保健所による保健指導従事者
　への研修会等により、CKDの社会的認知度を高めること
　ができ、健診受診の必要性や潜在的患者の早期発見、
　早期治療へとつながった

　　　・クレアチニン検査を特定健診項目に導入した市町村数
　　　　→　42/42市町村　（H22　39/42市町村）
　　　・GFRに基づいた保健指導の実施
　　　　→　29/42市町村　（H22　18/42市町村）

慢性腎臓病予防対策事業

4,162

岐阜県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●医療人材の育成と県全体へ
の供給

岐阜県南部地域計画による医学
生修学資金制度と連動した医師
不足への対応

・初期臨床研修医セミナーの開催
・臨床研修医指導医講習会の開催
・後期研修を行う研修医に対しキャリアパスを作成、提示

・初期臨床研修に必要な知識・技術の習得が図られた
・指導医の確保による臨床研修体制の充実した
・県内の医療機関で研修を行う研修医が確保された

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●南部地域とのネットワークを活
用した医療の確保

地理的条件に制約されない広域
的な支援ネットワークを構築

関係機関の連携及び医療機関
の適切な利用

飛騨医療圏 飛騨医療圏 



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・思いがけない妊娠相談窓口カードの作成
・総合療育拠点の基礎調査
・総合療育拠点整備調査
・慢性閉塞性肺疾患（COPD）対策

・思いがけない妊娠相談窓口カードの作成
　 妊娠早期から必要な母子保健施策等による支援に繋げ、
未受診妊婦やハイリスク妊婦の発生を予防
　　中高女子生徒等を対象したカード（10,880枚作成、中高
　　女子生徒等4,930人配付。ほか商業施設等に設置）
・総合療育拠点体制のあり方検討
・慢性閉塞性肺疾患（COPD）対策
 　岐阜県COPD対策推進会議を設置（委員16名、23年度2回
開催予定）。県内における現状と課題を明らかにし、その改
善に向けた方策を検討

圏域別医療分野普及啓発事
業

3,022

・平成24年度以降実施予定 ・飛騨圏域のがん医療の拠点となる病院におけるデジタルマ
ンモグラフィシステムやNRI等のがん診療設備整備を支援し、
がん医療の提供体制を充実する。

がん医療均てん化推進事業

48,000

・がん診療連携拠点病院への岐阜県がん連携パスコーディ
ネーターの配置（１病院）により、５大がん等の地域連携クリ
ティカルパスの検討、運用の推進をはかった。
・がん患者サロンは、病院独自事業として実施

・平成２３年度中に、飛騨地域のがん診療連携拠点病院にお
いて５大がん（胃、肺、大腸、肝、乳房）の地域連携クリティカ
ルパスの作成に至り、運用を開始した。今後は、地域での運
用の推進に努める。

がん診療連携拠点病院連携
強化事業

7,054

・医療機関への研修会実施により、生活習慣病連携パス
　への更なる理解を促進

・代表者会議により、地域医療連携の現状や課題が整理で
　きた（開催回数：２回予定）
・連絡会議や研修会により、関係者間の理解促進が図られ
　た（開催回数：４回予定）

生活習慣病医療連携推進強
化事業

463

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・重篤救急患者の医療を確保する救命救急センターの
　設備整備費を助成
　　※ベッドサイドモニター等（高山赤十字病院）

・重篤救急患者に対する高度な治療を行う救命救急セン
　ターの治療機能が充実した

救命救急センター設備整備
事業

58,964

・第二種感染症指定医療機関の施設整備に助成 ・飛騨二次医療圏において必要な感染症指定医療機関を
　確保し、感染症のまん延防止と感染症患者に対する良
　質かつ適切な医療の提供を図った

感染症指定医療機関施設整
備費補助金 4,599

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●地域課題に対応した医療機
能・連携体制の充実強化

救急医療体制等の充実強化



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・助産演習モデルセット、デジタルベビーテーブルの整備
　に要する経費の補助

・助産師外来（１施設）の設備整備が図られた 助産師外来設備整備事業
7,333

・高山赤十字病院の周産期医療施設の設備整備に助成 ・飛騨地域で唯一の三次周産期医療機関である高山赤十
　字病院の設備を整備し、体制の整備を促進した

周産期医療施設設備整備事
業 21,555

・高山赤十字病院の小児医療施設の設備整備に助成 ・飛騨地域で唯一の三次周産期医療機関である高山赤十
　字病院の設備を整備し、体制の整備を促進した

小児医療施設設備整備事業

12,439

・平成24年度以降実施予定 ・妊婦救急搬送マニュアルにおいて、かかりつけ医がいな
　い（若しくは遠方）の妊婦の救急搬送については、救急
　隊は搬送元から近い二次周産期医療機関に搬送するこ
　とと定めており、二次周産期医療機関の体制を整備して
　おく必要があり、体制の整備を促進した

二次周産期医療施設設備整
備事業

4,336

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・平成25年度実施予定 ・小児初期救急医療センターの設備整備に対する助成を行

　い、小児救急医療体制の維持・確保を図る
小児初期救急医療センター
設備整備事業 4,820

・平成24年度から実施予定 ・小児救急医療拠点病院の運営費に対し助成を行い、
　入院治療を必要とする小児重症救急患者の医療を確保
　する

小児救急医療拠点病院運営
事業 12,404

・平成25年度実施予定 ・小児救急拠点病院の設備整備費に対して助成を行い、
　入院治療を必要とする小児重症救急患者を必ず受け
　入れる体制を整備する

小児救急医療拠点病院設備
整備事業 7,000

・小児救急医療患者の医療機関の適正な受診に繋げる
　ため小児救急電話相談事業を実施（実施時間の拡大）

・相談時間の拡大により、児救急医療患者の医療機関の
　適正な受診が促進された

小児救急電話相談事業
35,079

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
下呂温泉病院再整備事業

1,643,435

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●地域課題に対応した医療機
能・連携体制の充実強化

周産期医療体制の充実強化

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●地域課題に対応した医療機
能・連携体制の充実強化

小児（救急）医療体制の整備

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●各種対策の実効性を確保する
ための県立下呂温泉病院の再
整備

（高山赤十字病院への各種機能
や負担の集中の解消）

・基本設計（平成22年度）
・ヘリポート可能性調査（平成22年度）
・地盤調査（平成22年度）
・実施設計（平成23年度）
・用地造成（平成23年度）
・下呂温泉病院再整備に向け、着実に事業が推進された

・下呂地域の中核病院である県立下呂温泉病院の再整備
　が促進された



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・地域医療を担う医師を養成するため、医学生に対する
　修学金制度の新設
　【第１種修学資金】
・岐阜大学医学部医学科地域枠入学者（25名分）

・50名の医学生に修学資金の貸付を行った 岐阜県医学生修学資金事業

471,750

・養成数：22年度 8病院21人、23年度 9病院21人(予定)
（平成24年度までは、緊急雇用創出事業で実施）

・病院勤務医の負担軽減による医師不足の解消に
  繋げることができる

医師事務作業補助者設置支
援事業 269,542

・女性医師等窓口相談員研修会の開催
・女性医師等就労支援講演会の開催

・県医師会、地域医師会等に相談窓口を設置し、相談員
　を配置した
・女性医師等の就労支援事業の周知を図った

女性医師就労支援センター創
設事業 9,832

・就労環境改善に関する講演会・シンポジウムの開催
・就労環境評価マニュアルによる自己評価等に関する研
　修会の開催

・就労環境マニュアル研修会や講演会等により、就労環境改
善の必要性を周知し普及が図られた（参加延べ人数：研修会
27人、講演会273人）

看護職員就労環境改善事業

2,836

・研修参加者：22年度114人、23年度158人(予定) 計272人
（平成24年度までは、緊急雇用創出事業で実施）

・潜在看護師等に対する実習型研修の実施により、看護師
　不足の解消に繋げることができる

潜在看護職員再就業支援研
修事業 6,305

病院内保育所
施設整備支援事業（国補） 7,415

病院内保育所
施設整備支援事業（単独） 8,826

・認定看護師資格取得に要する経費の補助 ・認定看護師（延べ４５人）の資格取得を支援し、看護職員の
資質向上が図られた

認定看護師資格取得支援事
業 20,718

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ドクターヘリ導入事業
（運航経費） 405,997

ドクターヘリ導入事業
（各種研修経費） 2,737

ドクターヘリ導入事業
（基地病院施設整備） 209,510

岐阜県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●医療人材の育成と県全体へ
の供給

飛騨医療圏計画の医師育成・確
保コンソーシアムと連動した医師
不足の解消

総合的な医療人材確保対策の
推進

・遊具、保育用備品の整備に要する経費の補助
・施設の整備に要する経費の補助

・病院内保育所の施設（１施設）や設備（延べ１４施設）の充
実が図られた

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●圏域間連携を視野に入れた
医療機能・連携体制及び広域搬
送体制の強化

ドクターヘリの導入による広域搬
送体制の強化

・平成２３年２月９日本格運航開始
・基地病院への運航経費及び施設整備へ助成
運航開始からの出動実績（H23.2.9～H24.1.31)　２２０件
＜内訳＞
現場救急出動件数　　１２０件
病院間搬送出動件数 １００件

・ドクターヘリの導入により、早期に治療に着手しなければ
  ならないケースや、緊急に高度な治療を必要とするケース
  に対応が可能になり、広大な面積を有し、山間地域も多い
  岐阜県の救急医療体制が格段に充実強化された

岐阜県南部地域 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・平成25年度実施予定 ・岐阜地区周辺の対象児童に対して、専門医による二次検

　診を実施する検診センターを設立予定
心臓二次検診センター
設立事業 3,000

・重篤救急患者の医療を確保する救命救急センターの
　設備整備費を助成
　※ＩＣＵ患者ベッド等　（岐阜大学医学部附属病院）
　※患者生体情報モニター等（中濃厚生病院）

・重篤救急患者に対する高度な治療を行う救命救急セン
　ターの治療機能が充実した

救命救急センター
設備整備支援事業（国補）

164,767

・重篤救急患者の医療を確保する救命救急センターの
　設備整備費を助成
　※デジタルＸ線テレビシステム　（大垣市民病院）

・重篤救急患者に対する高度な治療を行う救命救急セン
　ターの治療機能が充実した

救命救急センター
設備整備事業（単独） 122,325

・平成25年度実施予定 ・岐阜県総合医療センターに先端医療設備を整備し、飛騨
　医療圏では実施困難な高度医療を提供する

高度先進医療機能
強化設備整備事業 6,173

・平成24年度実施予定 ・地域の救急医療の中核的役割を担う民間の二次救急医
　療施設が行う、救急医療に必要な設備整備に対して助
　成を行う

中核救急医療機関
設備整備補助金 152,250

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・総合周産期母子医療センターの運営に対する財政支援
①ＭＦＩＣＵ病床の機能維持と医療提供体制の強化
②他科診療科との連携強化
③母体搬送受入れ促進

・総合周産期母子医療センターとして、地域周産期母子医
　療センターと連携を図りながら、２４時間体制で救急搬送
　されてくる妊婦の受入れが可能となった

総合周産期
母子医療センター運営費

213,715

・周産期医療施設の設備整備の更新 ・三次周産期医療機関は、周産期医療の要であるため、常
　に高度で適切な医療を提供できる体制を整備しておく必要
　があるが、医療機器の整備は、各医療機関の財政的な負
　担が大きいため、補助を行うことにより、負担を軽減し、体
　制の整備を促進した

周産期医療施設設備整備事
業

55,979

・小児医療施設の設備整備の更新・新規整備 ・三次周産期医療機関は、周産期医療の要であるため、常
　に高度で適切な医療を提供できる体制を整備しておく必要
　があるが、医療機器の整備は、各医療機関の財政的な負
　担が大きいため、補助を行うことにより、負担を軽減し、体
　制の整備を促進した

小児医療施設設備整備事業

127,520

・二次周産期医療施設の設備整備の更新 ・妊婦救急搬送マニュアルにおいて、かかりつけ医がいない
　（若しくは遠方）の妊婦の救急搬送については、救急隊は
　搬送元から近い二次周産期医療機関に搬送することと定
　めており、二次周産期医療機関の体制を整備しておく必要
　があり、体制の整備を促進した

二次周産期医療施設整備事
業

25,484

・黄疸計、新生児ベッドの整備、助産師外来用電子カルテ
　端末増設に要する経費等への補助

・助産師外来（延べ４施設）の設備整備が図られた 助産師外来施設整備事業
14,284

・総合及び地域周産期母子医療センターを基幹とした圏域
  単位による新生児蘇生法に関する講習会を開催

・新生児蘇生法インストラクターの養成と为に一次周産期医
　療センターを対象として、各圏域で新生児蘇生法講習会を
　開催することにより、県内における新生児死亡率の低下に
　寄与した

地域周産期医療体制強化事
業

14,661

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●関係機関の連携による救急搬
送体制の維持

人口集中地域の医療需要への
着実な対応と、広域的なネット
ワークを通じた他の医療圏への
支援との両立

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●関係機関の連携による周産期
医療ネットワークの有効性の維
持

人口集中地域の医療需要への
着実な対応と、広域的なネット
ワークを通じた他の医療圏への
支援との両立



（小児(救急)医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・夜間の小児軽症救急患者の医療を確保する小児初期
　救急センターの設備整備費に対して助成
　※超音波画像診断装置整備設置（中濃厚生病院）

・小児初期救急センターとして必要な設備が整備され、夜
  間の小児の軽症救急患者対する救急医療提供体制の
  充実が図られた

小児初期救急センター
設備整備事業（国補）

2,947

・夜間の小児軽症救急患者の医療を確保する小児初期
　救急センターの設備整備費に対して助成
　※デジタル超音波診断装置整備設置（岐阜市民病院）

・小児初期救急センターとして必要な設備が整備され、夜
　間の小児の軽症救急患者対する救急医療提供体制の
　充実が図られた

小児初期救急センター
設備整備事業（単独）

5,250

・入院治療を必要とする小児重症救急患者の医療を確保
　するため、小児救急医療拠点病院の運営費に対して助成
　※県立多治見病院

・24時間体制で当該地域の入院治療を必要とする重症の
　小児救急患者に対する医療が確保された

小児救急医療拠点病院
運営事業

28,149

・入院治療を必要とする小児重症救急患者を必ず受け入
　れる体制を整備するために必要な、設備整備費に対し
　て助成
　※一般Ｘ線装置（大垣市民病院）

・24時間体制で当該地域の入院治療を必要とする重症の
　小児救急患者に対する医療が確保された

小児救急医療拠点病院
設備整備事業

10,500

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
・有床診療所ネットワークシステムの構築（運営会議20回、
講演・説明会7回）、ホームページの作成

・有床診療所ネットワークシステムにより県南部地域の有床
診療所を中心とする連携体制を構築することができた
　岐阜地区を中心とした医療機関等にシステムが周知された
　全県下へのネットワークの拡大のための基礎が構築された

有床診療所ネットワーク構築
事業

8,400

・岐阜県歯科医師会の郡市歯科医師会支部単位での
　連携会議開催及び医療機器等購入

・各地域関係者の連携会議により要介護者の口腔ケアの
　必要性の意識が向上した。また、口腔ケア機器の整備に
　より、在宅の歯科診療が実施できるようになった

包括的口腔ケアシステム実践
体制整備事業 15,000

・県下全体の取組について検討、評価、活動支援を行う連
絡会議の開催
開催回数：1回（H22)
・県下の関係職種対象（医療・介護・地域包括支援センター
等）の全体研修会の開催（サポート体制構築についての共
通理解と各圏域の情報交換等）
開催回数：１回　出席者140名（H22)
・モデル地区において認知症サポート医を中心とした介護と
医療の連携体制の構築に向けた検討会の開催
・認知症サポートホームページの開設、管理運営

・県内の介護・医療関係者の認知症に関する意識が高まる
　とともに、モデル地区を中心に介護と医療の連携体制の
　構築の取組が始まった

認知症サポート体制構築事業

12,500

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●関係機関の連携による小児救
急搬送体制の維持

人口集中地域の医療需要への
着実な対応と、広域的なネット
ワークを通じた他の医療圏への
支援との両立

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

●地域の医療機関の連携、在宅
医療の推進

かかりつけ医と病院との連携、
健診から在宅医療までを視野に
入れた連携体制等の推進



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
圏域別医療分野普及啓発事
業

12,087

医療分野普及啓発事業

3,651

・がん診療連携拠点病院への岐阜県がん連携パスコー
　ディネーターの配置
・がん患者サロン相談員の配置によるがん患者サロンの
  開設
・がん看護に携わる看護師に対する緩和ケア研修会の
　開催

・平成２３年度中に、すべてのがん診療連携拠点病院におい
　て５大がん（胃、肺、大腸、肝、乳房）の地域連携クリティカ
　ルパスの作成に至り、運用を開始した
・がん患者サロン相談員の設置により、がん患者・家族に対
　するピアサポートの充実に貢献した
・緩和ケア研修会の開催により、がん診療連携拠点病院及
　び地域のがん看護に携わる看護師が、緩和ケア看護に関
　する知識を高めるとともに、連携のきっかけづくりができた
　（参加者８２名）

がん診療連携拠点病院連携
強化事業

57,085

・生活習慣病連携パスへの参画医療機関の増加、パス
　発行疾病の増加、パス発行数の増加等により、パス利
　用による地域医療連携体制の拡大

・各圏域代表者会議により、連携推進体制の進捗管理を実
　施できた（会議開催：４圏域全域）
・コーディネーターの配置が、医療機関等での医療連携ス
  タッフの増員となり、パス運営が充実した
　（委託によるコーディネーター配置：３圏域）
・各圏域によってパスの運用状況は様々であるがその地域
  の実情に応じた推進体制を図った

生活習慣病医療連携推進強
化事業

28,805

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・思いがけない妊娠相談窓口カードの作成
・総合療育拠点の基礎調査
・総合療育拠点整備調査
・慢性閉塞性肺疾患（COPD）対策
・慢性腎臓病（CKD）対策

・思いがけない妊娠相談窓口カードの作成
　 妊娠早期から必要な母子保健施策等による支援に繋げ、
未受診妊婦やハイリスク妊婦の発生を予防
　　一般女性対象カード（118,300枚作成、ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱに配付）
　　中高女子生徒等対象カード(106,990枚作成、岐阜県南部
　　域内の中高女子生徒等58,640人配付。ほか商業施設等
　　に設置）
・総合療育拠点体制のあり方検討
・慢性閉塞性肺疾患（COPD）対策
 　岐阜県COPD対策推進会議を設置（委員16名、23年度2回
開催予定）。県内における現状と課題を明らかにし、その改
善に向けた方策を検討
・慢性腎臓病（CKD）対策
　岐阜県CKD医療連携会議を設置（委員18人、23年度５回開
催）。岐阜県CKD医療連携マニュアルを作成配付（4500冊）。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
研修プログラム作成運営事業 440,000
家庭医療センター整備事業 400,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
循環器・脳卒中センター、糖
尿病拠点施設整備事業 930,000

腫瘍センター整備事業 220,000
中東遠地域医療再生支援セ
ンター運営事業 120,000

現袋井市立袋井市民病院
整備事業 80,000

電子カルテシステム導入事業 230,000

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域健康医療支援セン
ター運営事業 80,000

静岡県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

当医療圏における医師数は医師
数は著しく尐なく、減尐傾向にあ
り、県平均も全国平均と比して低
い水準にあることから、県全体と
しても医師の確保は喫緊の課題
となっている。

家庭医養成研修プログラムを構築し、家庭医の養成と確保
を図った。
菊川市と森町に家庭医療センターを整備した。

平成22年度は、研修医３人を受け入れ、平成23年度は、研
修医６人を受け入れた。
平成24年度には、研修医４人を新たに受け入れ、更なる充実
を図ることとしている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

当医療圏における、公立病院間
の機能分担、医療連携は必ずし
も十分ではないため、病院の統
合・再編や明確な機能分担・強
化、病院と診療所との連携など
により持続可能な体制確保が必
要である。

平成24年度に着工する循環器・脳卒中センター、糖尿病拠
点施設整備整備について打合せを行った。
磐田市立総合病院に「腫瘍センター」を整備した。
当医療圏において、地域医療再生支援センターを設置・運
営した。
平成23年度に市立御前崎総合病院に電子カルテシステム
を導入した。

掛川市立病院と袋井市立病院を統合することで、急性期医
療機能の拠点化・集約化を図る。
圏域内のがん診療連携拠点病院を整備。
中東遠地域医療再生支援センターにおいて地域医療を支え
るＩＴを活用した医療連携の強化に着手する予定である。
H25に機能移転する袋井市民病院に療養病床を整備し、掛
川市・袋井市新病院の機能補完を図る。
当医療圏における病病・病診の医療連携強化を推進し、情
報の有効利用、診療の効率化を図る。

平成22年度は「地域健康医療支援センター」１箇所、平成
23年度には2箇所を整備した（累計3箇所）。

掛川市内に在宅医療、訪問看護・介護、相談・支援等の拠点
となる「地域健康医療支援センター」を整備、運営し、在宅医
療体制を確保する。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

当医療圏においては、病院間の
機能分担や他の病院、診療所と
の連携が必ずしも十分とは言え
ない状況であり、在宅診療や訪
問看護・介護の総合的な在宅支
援の推進を図っていく必要があ
る。

中東遠医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ふじのくに地域医療支援セン
ター運営事業 768,800

児童精神医学寄附講座設立事業 120,000
医学修学研修資金（特別枠） 1,111,200

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
志太・榛原地域病院間診療
ネットワーク事業 110,000

志太・榛原地域医療連携体
制整備事業 49,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
志太・榛原地域救急医療セン
ター運営事業 306,000

志太・榛原地域救急医療セン
ター改修・機器整備事業 35,000

静岡県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

当医療圏における医師数は医師
数は著しく尐なく、減尐傾向にあ
り、県平均も全国平均と比して低
い水準にあることから、県全体と
しても医師の確保は喫緊の課題
となっている。

平成22年度にふじのくに地域医療支援センターを設置し、
理事会及び支部会議において医師確保対策の検討を行っ
た。
浜松医科大学に児童精神医学寄附講座を設置した。
浜松医科大学の入学定員増への対応及び本県と関連のあ
る大学との連携強化のため、新たに基金を活用して、平成
22年度から毎年４３人への医学修学研修資金の貸与を行う
こととした。

専門研修医の確保を軸に、医師支援制度等センターを運営
し、専門医研修ネットワークプログラムを50診療科作成し募
集を開始した。
浜松医科大学の児童精神医学寄附講座に平成22年度に6
名、平成23年度に2名の研修医を受け入れた。
基金充当以外の分も含めて平成21年度から25年度までの５
年間で５００人への医学修学研修資金の貸与を計画してい
る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

当医療圏において急性期医療を
担っていた榛原総合病院及び焼
津市立総合病院の診療体制の
縮小等から、医療圏内の初期医
療、二次医療の体制を見直し、
機能分担と連携強化を図る必要
がある。

当医療圏の病院間の情報共有等、診療のネットワーク化を
図るため、事業検討会を開催した。
地域医療を支える住民フォーラムを実施するとともに、連携
事業の検討会を開催した。
合同研修会の開催に向けた準備を開始した。

当医療圏における４病院の医療連携等の推進を図る。
当医療圏における医療関係者で組織する協議会にて、本計
画の進捗管理と医療連携を推進する。
合同研修会の実施及び今後計画されるＩＴを活用した合同カ
ンファレンスにより連携が強化される見込みである。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

当医療圏において急性期医療を
担っていた榛原総合病院の診療
医療体制の縮小等から、初期医
療と二次医療の分化を図る必要
がある。

志太榛原地域救急医療センターにおいて週３日（３／７）の
深夜帯診療を平成２２年１１月から実施した。
志太・榛原地域救急医療センターの施設改修及び機器整
備を行った。

２次救急医療への負担を低減させるため、初期救急医療体
制の充実を図る。
当医療圏における救急医療センターの機能向上を図る。
初期救急の充実を検討し、二次救急への負担の軽減を図
る。

志太榛原医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師派遣に係る大学間協議
会設置事業 2,500

医学部定員増に伴う奨学金
設置事業 30,000

大学と連携した研修拠点病院
整備事業 50,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療連携のための有識
者会議設置事業 2,500

地域医療連携検討ワーキン
ググループ設置事業 22,000

地域医療連携に係る病院間
の医師応援の支援事業 6,000

愛知県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域の公立病院等の医師不足
により、県内の救急医療体制や
周産期医療体制の維持に深刻
な影響を及ぼしている。地域医
療を守るためには、医師の確保
が喫緊の課題である。

医学部を有する4大学の病院長等を構成員とした「医師派
遣に係る大学間協議会」を開催し、医師派遣に係る検討を
行っている。

「医師派遣に係る大学間協議会」の開催により、4大学におい
て地域医療の現状等に係る情報の共有化が図られ、医師派
遣に係る4大学の連携の重要性に対する共通認識が高まっ
た。今後は、地域医療の確保のために必要な医療機関への
具体的な医師派遣の検討を進めるなど、本県独自の医師派
遣システムの構築を目指す。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足により医療提供体制機
能が低下する中、地域における
医療機関相互の機能分担を始
めとしたネットワーク化が急務と
なっている。

地域医療再生計画の実現に向けた調整機関として、「地域
医療連携のための有識者会議」を開催し、医療機関相互の
機能分担・連携のあり方や医師の派遣体制について検討を
行っている。
医療圏ごとに地域医療を確保するための協議組織として
「地域医療連携検討ワーキンググループ」を県内全医療圏
（12医療圏）に設置し、地域における救急医療及び周産期
医療体制の確保に係る課題や当課題解決に向けた連携方
策等について検討を行っている。

各圏域におけるワーキンググループにおいて、それぞれの課
題や各医療連携の推進について検討を行い、その中での提
言や要望を全県的な組織である「地域医療連携のための有
識者会議」に報告し、当有識者会議においてさらに検討・検
証をすることで、愛知県の医療の現状や課題についての情
報を共有し、今後の更なる医療連携の推進が期待される。
また、各ワーキンググループでの検討を通して、地域医療を
確保するための医師応援体制の構築が進んでいる。

尾張地域 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療連携施設設備整備
事業 1,415,300

地域医療連携医師派遣事業
18,000

休日急病診療所運営費助成
事業 69,600

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
女性医師等就労環境改善救
急対策事業 24,000

女性医師に対する現場復帰
セミナー開催事業 720

バースセンター施設整備事業
355,000

重症心身障害児施設の整備
200,000

PICUの整備
232,380

ＭＦＩＣＵ整備事業
72,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足の中、救急医療を守る
ためには、必要な医師の確保と
ともに、入院救急と外来救急医
療の機能分担を図り、入院救急
においては365日24時間緊急性
の高い疾患に対応できる医療機
関の確保、外来救急においては
地区医師会の協力による定点診
療の推進が喫緊の課題となって
いる。

一宮市立市民病院及び総合大雄会病院に対し、救命救急
センター指定にあたり必要となる救急医療設備の整備費用
を助成し、併せて一宮市立市民病院と県立循環器呼吸器
病センターとの医療機能統合に伴う結核・感染症病床の整
備費用の助成を行った。
一宮市立市民病院から稲沢市民病院、厚生連海南病院か
ら津島市民病院、名古屋第一赤十字病院からあま市民病
院への医師派遣を行い、派遣元医療機関に逸失利益分の
助成を行った。
一宮市休日夜間急病診療所、海部地区急病診療所、津島
地区休日急病診療所に対し、休日（夜間）診療を行うために
必要となる経費の助成を行った。

一宮市民病院及び総合大雄会病院が救命救急センターとし
て指定され（H22年4月・5月)、当該圏域において24時間365
日、緊急性の高い疾患について、複数医療機関で対応でき
る体制が整備された。両病院における重症者搬送受入も増
加している。
地域の病院間における臨時的な医師派遣を支援することに
より、地域の救急医療提供体制の確保を支えている。
外来救急医療（平日夜間や休日の外来患者）の定点化を推
進することで、休日急病診療所の患者が増えている。今後
は、病院への時間外患者が減尐し、勤務医の負担軽減につ
ながることが期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足のため、多くの病院で
小児科・産婦人科の診療制限が
行われている中、通常分娩にお
いては分娩を取り扱う医師及び
医療機関が不足している。また、
ハイリスク分娩においてはＭＦＩＣ
Ｕ（母体・胎児集中治療室）及び
ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）が全
県的に不足するとともに、ＮＩＣＵ
の長期入院患者に対応するため
の重症心身障害児病床やＰＩＣＵ
（小児集中治療室）も不足してい
る。

子どもを持つ医師や医療従事者が働きやすい職場作りを
総合的に推進している施設として、22年度にトヨタ記念病院
に対し、就労環境改善に係る費用の一部を助成した。23年
度については、名古屋第一赤十字病院の取組に対し、助成
を実施している。
育児などで離職した女性医師を対象とした現場復帰セミ
ナー（講習会）を開催した。

子育てと仕事を両立しやすい就労環境を整えることで、女性
医師の離職を防止し、さらに育児等で離職した女性医師の復
職を促すことにより、女性医師の割合の高い産婦人科医・小
児科医確保が期待される。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急医療学寄附講座設置事業 350,000

地域医療支援センター運営
費助成事業 311,500

医学部定員増に伴う奨学金設置事業
96,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療再生調査研究事業

188,000

地域医療再生研修事業 12,000

愛知県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域の公立病院等の医師不足
により、県内の救急医療体制や
周産期医療体制の維持に深刻
な影響を及ぼしている。地域医
療を守るためには、医師の確保
が喫緊の課題である。

救急医療学講座を愛知医科大学、名古屋市立大学、藤田
保健衛生大学の3大学に設置した。
名古屋大学に地域医療支援センターを設置し、医師研修の
受入や若手医師への実地指導等を行っている。
名古屋大学及び名古屋市立大学の地域枠の学生10名に
対し、新規貸付（各年5名）を行った。

地域医療の確保に資する救急専門医の養成が見込まれる。
地域医療支援センターにおいて、医学部卒業後の専門医教
育課程にある医師に対し教育を行うことで、地域医療を担え
る医師の養成が見込まれ、また病院への実地実習を行うこと
で、医師が不足している病院への診療支援ともなっている。
平成27年度以降卒業予定の地域枠学生20名の確保が見込
まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足により医療提供体制機
能が低下する中、地域における
医療機関相互の機能分担を始
めとしたネットワーク化が急務と
なっている。

在宅医療（在宅歯科医療・在宅服薬指導を含む）について、
実態把握のための調査を行うとともに、在宅医療推進に資
するためのモデル的な研究を行った。
地域医療連携を行うために医師や医療スタッフ、事務職員
に対し必要性や具体的方策等を習得させるための講習会
及びワークショップを開催した。

地域において、包括的、継続的な医療提供体制を構築する
ために必要となる在宅医療について、多職種連携や訪問歯
科診療促進のための取組や在宅服薬指導の人材育成など
モデル的な取組が広がりつつある。
地域医療を支える立場となる医療スタッフや事務職員の地域
医療連携の必要性等の認識が高まりつつあり、職種を越え
た更なる医療連携が進んでいる。

東三河地域 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療連携医師派遣事業

42,000

休日急病診療所運営費助成
事業 84,000

地域医療連携施設・設備整
備事業 452,000

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
周産期医療学寄附講座設置
事業 117,500

シミュレーションセンター整備
費用 210,000

総合周産期母子医療セン
ター施設・設備整備事業 185,531

分娩可能医療機関紹介事業
15,000

バースセンター施設整備事業
105,000

ＮＩＣＵ整備事業
131,469

重症心身障害児施設整備事業
200,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足の中、救急医療を守る
ためには、必要な医師の確保と
ともに、入院救急と外来救急医
療の機能分担を図り、入院救急
においては365日24時間緊急性
の高い疾患に対応できる医療機
関の確保、外来救急においては
地区医師会の協力による定点診
療の推進が喫緊の課題となって
いる。

豊橋市民病院から蒲郡市民病院及び厚生連渥美病院、名
古屋第一・第二赤十字病院から東栄病院、豊橋医療セン
ターから厚生連渥美病院、豊川市民病院から蒲郡市民病
院への医師派遣を行い、派遣元医療機関の逸失利益分の
助成を行った。
豊橋市休日夜間急病診療所、豊川市休日急病診療所、蒲
郡市休日急病診療所、新城市夜間診療所の休日（夜間）診
療に係る費用の助成を行った。

地域の病院間における臨時的な医師派遣を支援することに
より、地域の救急医療提供体制の確保を支えている。
外来救急医療（平日夜間や休日の外来患者）の定点化を推
進することで、休日診療所の患者が増える一方で、病院への
時間外患者は減尐しており、勤務医の負担軽減に資する効
果が見られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足のため、多くの病院で
小児科・産婦人科の診療制限が
行われている中、通常分娩にお
いては分娩を取り扱う医師及び
医療機関が不足している（特に
東三河北部では分娩を取り扱う
医療機関がない）。また、ハイリ
スク分娩においてはＭＦＩＣＵ（母
体・胎児集中治療室）及びＮＩＣＵ
（新生児集中治療室）が全県的
に不足するとともに、ＮＩＣＵの長
期入院患者に対応するための重
症心身障害児病床やＰＩＣＵ（小
児集中治療室）も不足している。

周産期医療学講座を名古屋市立大学に設置した。
名古屋市立大学病院シミュレーションセンターを整備し、寄
附講座と連携して、小児科・産科医師の養成を実施してい
る。
厚生連安城更生病院にMFICU6床整備した。
豊橋市医師会が運営する病診連携室において、各医療機
関における分娩受入可能数を調査・把握し、分娩希望者や
医療機関へ情報を提供する事業に対し、助成を行う予定で
ある。

寄附講座及びシミュレーションセンター設置により、小児・周
産期医療に従事する医師の養成が見込まれる。
厚生連安城更生病院が、H22年12月に総合周産期母子医療
センターに指定され、三河地域の周産期医療の拠点として機
能を果たしている。
分娩紹介事業は、東三河地域の限られた産科の医療資源を
有効に活用することができ、分娩を行う医療機関の負担軽減
や分娩希望者が安心して出産を行うことができる体制の整備
が期待される。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師修学資金貸付金 584,624

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
画像による遠隔医療システム
導入 5,000

ドクターヘリ検討事業 257,053
救命救急センター運営補助 159,919
救急医療施設設備整備事業 95,946
診療所医師活用二次救急医
療機関支援 12,393

地域医療体制再構築事業 1,259,000
消防法改正に伴う受入困難患者受入 14,169

三重県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・医師数が、全国平均に比べて著
しく尐なく、特にへき地の医療機関
や小児科・産婦人科など、特定の
診療科における医師の不足が顕
著であることから、医師の確保対
策が課題。
・看護師が地元に定着せず、県外
を含めた都市部に就職先を求め
る傾向が顕著になっている。

南勢志摩医療圏にまとめて記載 南勢志摩医療圏にまとめて記載

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・二次輪番病院の勤務医の負担
が増加している。
・医療機関への円滑な救急搬送、
受入体制の強化が必要。
・圏内に救命救急センターがない
ため、他の医療圏への影響が懸
念されている。
・伊賀地域の救急医療体制が困
難となり、受入不能件数が大幅に
増加している。

・平成22年度に津市内の二次輪番病院等と三重大学救命
救急センターとを専用回線で接続し、救急患者のCTやMRI
などの画像を送受信するシステムを稼働した。
・平成23年度にドクターヘリを導入した。
・地域の診療所医師が夜間・休日の診療支援を行うための
経費を助成した。
・平成22年度に設置した三重大学医学部附属病院の救命
救急センターに運営費を補助している。
・伊賀地域の救急医療体制の維持・確保等に向けて、必要
な医療機器の整備、医師派遣を伴う寄附講座の設置に係
る経費の一部を助成している。
・名張市への在宅医療支援センターの整備助成を行った。

・救急患者の画像等を、津市内の二次輪番病院等と三重大
学救命救急センターが共有することにより、二次輪番病院へ
の後方支援が促進されるとともに、二次救急医療機関と三次
救急医療機関との役割分担が図られる。
・県内全域を対象とする県独自のドクターヘリを導入すること
により、県内の三次救急医療体制が充実し、さらなる救命率
の向上や後遺障害の軽減が期待される。
・これまで未設置であった中勢伊賀地域に救命救急センター
を設置することにより、同地域内の三次救急医療体制が確立
されるとともに県内全域の体制強化が期待される。
・名張市立病院、伊賀市立上野総合市民病院の院内システ
ム、電子化を支援したことにより、三重大学附属病院の救命
救急センター等との連携、強化を図った。
・伊賀地域において二次救急を担う3病院に対し、救急医療
に必要な医療機器購入を支援し、地域内の医療提供体制の
連携、強化が図られる。また、寄附講座の設置等に伴い、常
勤医師１名の他、非常勤医師の派遣による支援を受けてい
る。
・平成２３年４月に在宅医療支援センターが開設され、以降医
療機関や福祉施設等の連携が促進され、在宅医療サービス
体制づくりが進んだ。

中勢伊賀医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
母体胎児診断センター整備 26,097
NICU整備 19,687
産科オープンシステム構築事業 2,580

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児救急医療体制の整備に
向けた検討 2,212

小児救急医療の運営支援 60,187
小児初期救急センター運営事業 1,133

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・NICU不足による総合周産期母子
医療センターへの搬送が増加し、
機能維持に支障をおこしかねない
状態。

・平成22年度に三重中央医療センターが母体胎児診断セン
ターを設置した。

・母体・胎児診断センターの設置により、妊娠中の母体と胎
児の異常を早期に発見、治療する体制が整備され、妊産婦
死亡率、周産期死亡率の低減に貢献。
・隣接医療圏の病院にＮＩＣＵ３床を増床することにより、総合
周産期母子医療センターへの搬送が減尐するため、本来の
機能が発揮できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・小児救急患者の疾患や重傷度
に関わらず、受け入れる総合的な
病院がない。

平成22年度に小児救急検討会議を開催した。 ・小児救急に関する関係者の合意により、小児救急医療の
機能分担と集約化が進み、小児救急患者の搬送医療機関受
入困難事案が減尐する。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師修学資金貸付金 294,786
臨床研修医研修資金貸付金 138,000
研修病院支援事業 65,811
地域医療医師支援事業 19,047
地域医療学生支援事業 9,008
地域医療確保補助事業 10,000
病院勤務医師負担軽減対策事業 35,488
三重県版医師定着支援システム 35,078

助産師養成確保対策 42,533
高度在宅看護技術実務研修事業 8,371
病院内保育所施設整備事業 29,140
看護師等養成所運営費補助金 86,632
看護職員研修体制構築事業 22,960
潜在看護職復帰支援事業 6,263
看護職員修学資金貸付事業 97,080
助産師修学資金貸付事業 21,000

三重県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・県内でも医師数が尐なく、病院
勤務医師数についても減尐して
おり、地域医療の確保のために
は医師の確保が喫緊の課題。

・医師不足の影響を当面緩和する取組として、勤務医負担
軽減対策、県内基幹病院から医師不足病院への医師派遣
支援等を実施したほか、H23年度より新設した臨床研修医
研修資金貸与制度の運用を行った。また、中長期的な視点
に立った取組として、医師修学資金貸与制度の運用、臨床
研修病院の魅力づくりの支援、へき地診療所の労働環境改
善支援、修学資金貸与学生等への地域医療体験実習の実
施等、地域医療教育の充実などに取り組んだ。

・医師不足の影響を当面緩和する取組では、臨床研修医研
修資金貸与制度において、臨床研修医14名（別に追加募集4
名選考中）に貸与することとし、県内で勤務する若手医師の
確保につなげた。このほか、バディ・ホスピタル・システムとし
て平成21年度から継続して一組の医療機関間において医師
派遣支援を行っている他、病院勤務医の負担軽減対策として
5病院を支援し、県内医療機関への定着化に向けた環境づく
りを行った。
　中長期的な視点に立った取組では、医師修学資金貸与制
度の運用において、基金により累計140名（平成24年1月末
現在・返還者除く）に貸与し、将来県内で勤務する若手医師
の確保を図った。また、平成22年度から臨床研修病院におけ
る魅力化を支援し、臨床研修医を確保する環境づくりを行っ
た。（マッチング率：平成23年度72.7％、平成22年度72.1％、
平成21年度68.3％　）。
このほか、修学資金貸与学生等への地域医療教育の充実等
の取組を進め、今後、県内のへき地を含む地域医療への医
師の確保、定着に繋がっていくことが期待される。

・看護師が地元に定着せず、県
外を含めた都市部に就職先を求
める傾向が顕著となっていること
が課題。

・助産師養成所1校に運営費補助を行うとともに、実習受入
施設5施設への支援を行っている。
・訪問看護に従事する看護職員23名に対して、研修を実施
した。
・平成22年度から10校の看護師養成所に運営費補助を
行っている。
・看護職員に対する研修責任者研修を実施した。
・潜在看護職の状況把握をするとともにナースバンクへの
登録を働きかけ、復帰支援研修を実施した。
・看護学生65名に修学資金の貸与を行っている。
・助産師養成課程に在席する9名の学生に修学資金の貸与
を行っている。

　助産師については、養成所の運営費補助等を行うことによ
り、年間３０名の卒業生が輩出され、県内の医療機関へ従事
することになる。また、修学資金の貸与を受けたものは、継続
して県内の医療機関へ従事することになる。
　潜在看護職への研修を行うことにより、年間１０名以上の復
帰が見込まれる。
　訪問看護に必要な研修を実施し、年間２０名以上の看護職
員の資質向上が見込まれる。
　研修責任者研修を実施し、新人看護職員研修の質の向上
を行い、早期離職者の減が見込まれる。
　養成所の運営費補助の加算補助を行うことにより、学生の
卒業率、合格率、県内就業率の向上、質の向上が見込まれ
る。
　修学資金を貸与し、修学生が県内へ継続して従事すること
により、県内従事者数の向上が見込まれる。

南勢志摩医療圏 



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
認知症医療学寄附講座 80,000
脳卒中地域連携ネットワーク
構築事業 100,000

病院前救護体制整備事業 8,744
救急医療情報センター事業 278,000
救急車の受入実績に応じた補助 33,750

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
産科オープンシステム構築事業 2,580

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
山田赤十字病院整備事業 583,462
大台厚生病院と報徳病院の
再編整備 473,123

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
在宅歯科診療設備整備 18,000
在宅歯科医療研修 1,144

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・脳卒中医療連携の取組におい
ては、地域連携クリティカルパス
のデータ集計方法が確立されて
おらず、計画管理病院と連携し
ていない病院における患者の転
院情報の収集が困難。
・認知症について、地域の医療・
福祉に係る関連機関相互の情
報共有や連携を進めることが必
要。

・平成22年度から三重大学に認知症医療学講座を設置し、
認知症予防の啓発や早期診断・治療と福祉サービスとの連
携構築など、認知症に関する地域連携の促進に向けた研
究及び医師不足地域の病院等への医師派遣を行ってい
る。
・平成23年度に救急医療情報システムを、より利便性、操
作性の高いシステムに更新した。
・医師、看護師、救急救命士などの医療従事者を対象に病
院前救護に関する研修会（H22年度7回、H23年度11回）を
開催し、実施基準運用における取組を支援している。

・医師不足地域の病院等へ常勤1名、非常勤3名の寄附講座
医師の派遣が行われた。
・研究の成果により、県内の認知症予防の啓発や早期診断・
治療と福祉サービスとの連携構築など、認知症に関する地域
連携の促進が期待される。
・システムが機能的になったことにより、時間外に応需可能な
医療機関がシステムに参加しやすくなる。より多くの時間外
応需情報を県民に提供できるようになるため、初期救急患者
の受診行動の適正化が図られ、救急医療体制全体の充実・
安定化につながる。
・病院前救護における資質向上による救急医療体制の充実
が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・分娩を取り扱う医療機関が限ら
れており、地域周産期母子セン
ターとの機能分担を促進する必
要がある。

・産科オープンシステムは、平成25年度に導入予定。 ・地域の分娩取扱い医療施設と周産期母子医療センターの
機能分担が進み、周産期母子医療センター本来の機能が発
揮できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・医師不足等により救急医療へ
の対応が困難となっている病院
がある。

・山田赤十字病院の移転新築に伴い整備する集中治療室
専用機器、医学的リハビリテーション機器等の助成を行って
いる。

救急、周産期等の医療体制が充実されることにより、医療資
源が脆弱である県南地域の安定的な医療提供体制の確保
が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・在宅療養支援歯科診療所の届
け出数が尐ないうえ、診療設備
が十分に確保されていない。
・歯科医療従事者に対する在宅
歯科診療研修の充実が必要。

・12歯科医療機関への在宅歯科診療設備整備支援を行っ
ている。
・研修会を年4回実施している。

研修の成果により病院等での口腔ケアへの理解が深まって
きているとともに、機器整備により訪問診療を実施する歯科
医療機関が増加している。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

寄附講座設置（滋賀医大） 448,000

看護学校機器整備 10,000

看護師奨学金 10,000

寄附講座設置（京都府立医大） 156,000

医師養成奨学金 90,000

研修センター整備 300,000

看護師確保啓発 24,245

看護学生精神保健サポート 4,000

看護職員養成所充実強化 26,846

助産師キャリアアップ応援 8,557

看護職員研修支援 11,463

がん認定看護師育成 12,089

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

機能転換・機能分化 116,000

回復期・維持期機能強化 50,000

ITネットワーク整備 216,000

滋賀県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○医師不足により救急病院群輪
番制が担えなくなっている病院
が出ている。
○圏域内における看護職員数は
平成18年から平成20年の間で
40名減尐している。県全体でみ
ても、全国平均よりも低い水準と
なっていることから看護職員を安
定的に確保できる体制の整備が
課題。

【当該地域における事業】
○滋賀医科大学に「総合内科学講座」・「総合外科学講座」
の2講座を開設。
○近江八幡市立看護専門学校の教材備品の整備等支援。
○国立病院機構滋賀病院の看護学生奨学金事業支援
（H23：7名貸与）。
【都道府県単位の事業】
○京都府立医大に「医療情報通信学講座」を開設。
○滋賀医大医学部新入生10名（H22：5名、H23：5名）に対し
て奨学金の貸与。
○看護師さんありがとうメッセージ募集事業（165件応募）、
中高生向け看護職キャリア支援冊子作成事業（H23：冊子
10,000部、概要版20,000部）を実施。
○看護学生精神保健サポート事業としてカウンセラー（１
名）を配置。
○華頂看護専門学校の施設改修を支援。
○助産師キャリアアップ研修を実施（H22：中堅助産師6名、
H23：中堅助産師8名、新人助産師18名）。
○在宅医療推進のための看護職員研修を実施（H22：28
名、H23：29名）
○糖尿病専門分野看護師研修を実施（H22：15名、H23：9
名）
○看護協会が行う研修モデル構築や研修機器整備の支援
等を実施。
○がん認定看護師養成課程の受講を支援（H22：3名、H23：
3名）。

【当該地域における事業】
○H23年10月現在、「総合内科学講座」において7名、また
「総合外科学講座」において3名、計10名の医師が国立病院
機構滋賀病院に派遣されている。最終的には「総合内科学
講座」において9名、「総合外科学講座」において5名、計14名
が派遣される予定。
○圏域内の病院勤務常勤医数は、H15年からH21年に205人
から179人と26人減尐していたが、H23年には208人となり、対
H15年比で3名増加となった。
○圏域の看護職員の確保・養成への貢献が見込まれる。
【都道府県単位の事業】
○平成28年以降、順次卒業予定の奨学生が県内病院で勤
務することが見込まれる（H31年、最大20名）。
○看護職に対する関心が高まるとともに、将来の看護職員の
確保・養成への貢献が見込まれる。
○看護職員の資質向上および研修体制、研修環境の充実が
図られた。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○療養病床の在院日数が県内
で一番長いため、地域連携パス
や在宅医療の推進のために、医
療機能の分化と連携を図ってい
くことが必要である。

【当該地域における事業】
○圏域の回復期・維持期病院において機能強化のための
設備整備。（青葉病院、近江温泉病院、神崎中央病院、東
近江敬愛病院）

【当該地域における事業】
○圏域の医療提供体制の機能分化が図れ、平均在院日数
は一般病床・療養病床とも短縮傾向にある。
○今後、IT活用による医療情報の共有や地域連携パスの電
子化などの取り組みを進め、多職種連携による地域完結型
医療の実現を図っていく。

東近江医療圏 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

三次救急医療体制整備 150,000

救急医療研修会 400

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

周産期医療設備整備 72,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○救命救急センターである近江
八幡市立総合医療センターでの
救急搬送受け入れが増加してお
り、その負担増から医師等の疲
弊を招いている。また、三次救急
医療機関として、重篤患者に対
応できる体制の充実が求められ
ている。
○医師不足により救急病院群輪
番制が担えなくなっている病院
が出ている。

【当該地域における事業】
○近江八幡市立総合医療センターにおいて医療機器整
備。
【都道府県単位の事業】
○NPO法人への委託により、保護者向けの応急手当や適
正な医療機関のかかり方等についての講座開催（H22：計
40回）。

【当該地域における事業】
○圏域内の救急患者搬送人員はH21年の6,746人に対しH23
年は7,768人と約1,000人増加しているが、救急医療体制の充
実を図ることで、重篤な救急患者の受け入れを確保してい
る。
○救急病院群輪番制が担えなくなっていた国立病院機構滋
賀病院では、寄附講座設置による医師派遣などの体制強化
により、過去３年間で約5.6倍に増加した救急患者の受け入
れが図れた。
○今後、国公立３病院再編による新病院開設に伴い、二次
救急医療体制がより強化され、圏域内の救急搬送時間の短
縮と、三次救急を担う救命救急センターの負担軽減が図れる
見込みである。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○地域周産期母子医療センター
と周産期協力病院の機能を充実
させることで、圏域内の周産期
医療体制を確立する必要があ
る。

【当該地域における事業】
○近江八幡市立総合医療センターにおいてＮＩＣＵ等の機器
整備。
○国立病院機構滋賀病院において分娩室改修等。

【当該地域における事業】
○地域周産期母子医療センターである近江八幡市立総合医
療センターの機能充実が図れ、ハイリスク分娩、未熟児・新
生児に対し、より安全で高度な治療が可能となった。
○周産期協力医療機関である日野記念病院の産科がH22年
4月に廃止となったが、国立病院機構滋賀病院の機能強化を
図り、平成23年4月から産婦人科を開設することにより圏域
の周産期医療体制の維持が図れた。



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

地域医療支援センター整備 432,000

在宅医療推進のための看護職員研修 6,400

在宅療養支援センター整備 254,000

基幹薬局体制整備 4,000

訪問看護ステーション職員研修 12,800

訪問看護ステーション実習環境整備 44,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

難病対策 29,200

協議会設置運営 12,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○家族の負担感や医療者の抵
抗感などを解決しながら、在宅
医療を提供する体制を整備して
いく必要がある。

【当該地域における事業】
○地域医療支援センターの機能や運営について協議する
ため、関係者による地域医療連携部会および地域ごとの整
備検討委員会を設置。
【都道府県単位の事業】
○看護協会への委託により研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを策定し、集合研
修、現地研修を実施（H22：28名修了、H23：29名修了見込）
○県医師会において在宅療養患者の情報を一元化し共有
できる仕組みづくりについて検討。在宅療養支援ネットワー
ク（簡易版システム）の試験運用実施。
○滋賀県薬剤師会内にクリーンルーム、クリーンベンチ等
整備。
○看護協会への委託により事業管理者育成研修や訪問看
護提供に係る技術研修など実施（H22：29回延480人、H23：
20回延300名見込）
○看護学生実習の受け入れ等を行った訪問看護ステーショ
ンに対して経費補助（H22：36事業所、H23：31事業所見込）

【当該地域における事業】
○今後、圏域内2か所で整備する地域医療支援センターや県
医師会による在宅療養支援センター機能の充実を図ることに
より、地域における在宅医療が推進できる見込みである。
【都道府県単位の事業】
○県内の在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院は徐々
に増加傾向にある。(対H21年比：支援診療所11か所増加、
支援病院4か所増加)
○看護職員研修等により在宅医療推進のための人材育成が
図れた。
○クリーンルームの設置により注射薬の無菌調製や在宅医
療に関する研修が実施できる環境整備が図れた。
○訪問看護提供に係る緩和ケア、糖尿病ケア等の専門的技
術の強化が図れた。
○対H22年比で訪問看護ステーション数が3か所増加し、訪
問看護従事者は30名増加、また訪問看護利用者数の増加も
図れた。
○看護学生の実習受入可能な訪問看護ステーションが4か
所増加した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○神経難病医療については、圏
域内の患者の約40％が他の圏
域での対応となっている。

【当該地域における事業】
○圏域における難病患者一時入院受入れ体制の充実を図
るため３病院に対して補助。
○各種事業の調整、意見交換等の場として、東近江医療圏
地域医療再生計画推進協議会を設置・運営（病院、医師
会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、大学、行政等）。

【当該地域における事業】
○圏域内の神経難病患者等が地域の医療機関で入院等で
きるような体制整備が図れた。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

へき地医療拠点病院医師確保支援 20,000

寄附講座設置（周産期） 166,000

寄附講座設置（精神） 80,000

医師不足病院支援 30,000

ドクターバンク機能強化 16,193

臨床研修病院等連絡協議会 1,126

臨床研修医確保定着プログラム 10,134

ベビーシッター費用補助 4,076

救急医等負担軽減 70,050

中堅医師応援事業 79,707

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

回復期医療体制確保 530,000

地域医療ネットワーク構築 230,000

滋賀県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○産科医療・救急医療（小児含
む）・へき地医療に携わる医師が
不足しているため関係大学と連
携した医師確保対策により医療
体制を充実する仕組みを構築す
る必要がある。
○精神科救急医療施設におい
て措置入院や救急医療を安定
的に実施するため、精神保健指
定医を確保・養成し、必要な医療
機関に配置できる仕組みが必要
である。
○県内病院医師数は全国平均
と比較して低い水準にあることか
ら、県全体としても医師の確保は
喫緊の課題となっている。

【当該地域における事業】
○へき地医療拠点病院である長浜市立湖北病院が雇用し
た常勤医師(2名)への支度金および非常勤医師(勤務実施
360回)への賃金の支出に対して補助。
【都道府県単位の事業】
○滋賀医科大学に「地域周産期医療学講座」を開設。
○滋賀医科大学に「地域精神医療学講座」を開設。
○医師不足病院支援として、医師確保のための支度金補
助（H22：2病院5名分、H23：1病院3名分見込）。
○病院協会への委託によりドクターバンクホームページ改
訂。
○県内臨床研修病院等連絡協議会の設置。各臨床研修病
院をＰＲするためのパンフレット作成。
○研修医教育プログラム開発。若手医師定着プログラム検
討。
○子育て医師のためのベビーシッター費用補助（H22：1病
院76件、H23：2病院295件見込）
○救急医療機関における非常勤医師雇用に要する経費補
助（H22：11病院、H23：15病院見込）。
○中堅医師の働く意欲を引き出す職場環境改善（H22：15
病院、H23：15病院見込）。

【当該地域における事業】
○医師確保支援によりへき地医療体制の維持が図れてい
る。
【都道府県単位の事業】
○医師確保に係る各種事業を実施することにより、H23年8月
現在の県内病院勤務常勤医師数は対前年比で40名増となっ
ている。
○ただし医療圏や診療科による偏りが解消されていないこと
から、引き続き効果的な取り組みを進めていく必要がある。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○回復期リハビリテーション病床
を有する病院が湖東・湖北医療
圏にないため、入院から在宅療
養への円滑な移行を図るため、
患者の病期に応じた　適切かつ
効率的な医療が提供できる体制
の整備が必要である。

【当該地域における事業】
○豊郷病院において回復期リハビリ病棟整備。
○市立長浜病院において人工透析ベッド増床整備。

【当該地域における事業】
○湖東医療圏では豊郷病院に回復期リハビリテーション病床
30床が整備中（H24年6月開設予定）。
○湖北医療圏では市立長浜病院に人工透析ベッド増床(20
床→40床)予定（H24年4月開設予定）。
○湖北医療圏では市立長浜病院に回復期リハビリテーション
52床が整備予定（H25年5月開設予定）。
○両医療圏において回復期・維持期医療の充実を図ること
ができ、圏域の機能分化の推進が期待できる。
○また、現在両医療圏の関係者で検討が進められているIT
を活用した医療情報連携システムが構築されることにより、
医療機関の連携強化が図れる。

湖東・湖北医療圏 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

三次救急医療体制強化 195,000

二次救急医療体制強化 100,000

救急医療確保支援 82,212

救急医療適正利用啓発 13,948

県民フォーラム開催 1,249

救急医療情報システム 35,000

ドクターヘリ共同利用 25,194

精神科措置診察応需促進 11,111

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

寄附講座設置（周産期） 再掲

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○一次救急医療体制が十分で
ないことから、二次救急、三次救
急を担う医療機関の病院勤務医
に過重な負担がかかっている
た。
○あわせて、二次救急医療機関
と三次救急医療機関の充実を図
ることで救急医療の受け入れを
確実なものとすることが必要であ
る。

【当該地域における事業】
○彦根市立病院において医療機器整備。
【都道府県単位の事業】
○救急告示病院17病院の運営経費に対する補助。
○救急医療への理解・受診行動の適正化普及啓発。（広報
番組制作放映、新聞広告掲載、ガイドブック作成、フォーラ
ム開催［参加者H22：165名、H23：110名］）
○救急医療情報システム改修、運用開始（H22.12～）。
○大阪府とのドクターヘリ共同利用開始（H23.4～）［出動件
数7件（H24年1月現在）］。
○県立精神医療センターにおける確実な空床確保のため、
支援病院4病院の転院受入れに要する経費に対して補助。

【都道府県単位の事業】
○滋賀県の救急患者搬送数はH21年の47,713人対しH23年
は53,769人と約6,000人増加しているが、二次救急および三
次救急医療機関の体制強化を進めることで、救急患者の確
実な受け入れが図れている。
○ドクターヘリの共同利用開始により、救急医療体制の充実
強化が図れ、救命率向上等への大きな効果が期待できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○湖東医療圏では、現在休止し
ている彦根市立病院の産科医
師の確保による分娩の再開が最
大の課題である。
○ハイリスク分娩は、地域周産
期母子医療センターである湖北
医療圏の長浜赤十字病院が
担っているが、湖東医療圏から
の受け入れが増加している。

【都道府県単位の事業】
○滋賀医科大学に「地域周産期医療学講座」を開設。

【都道府県単位の事業】
○寄附講座において4名のスタッフを確保し、産科医師の養
成を進めている。
○今後とも、彦根市、彦根市立病院、滋賀医科大学と連携し
て、計画期限のH25年度末までには分娩が再開できるよう努
める。



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

地域医療支援センター整備 600,000

協議会設置運営 10,000

地域から医療福祉を考える懇話会 18,802

在宅歯科医療充実 59,198

基幹薬局体制整備 6,000

リハステーション運営支援 105,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

○一次救急医療、在宅医療(歯
科、薬剤管理を含む。）、訪問看
護ステーション、地域連携クリ
ティカルパス等の地域医療連携
の取り組みを推進するための体
制整備が必要である。

【当該地域における事業】
○各種事業の調整、意見交換等の場として、湖東・湖北医
療圏地域医療再生計画推進協議会を設置・運営（病院、医
師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、行政等）。
○地域医療支援センターの機能や運営について協議する
ため、関係者による整備委員会を設置。
○湖北地域医療支援センターの一部機能（一次救急医療）
整備。
【都道府県単位の事業】
○各医療圏において住民参加による「地域から医療福祉を
考える懇話会」を設置。地域フォーラムの開催。圏域ビジョ
ンの策定。医療福祉を守り育てる啓発。
○各医療圏において在宅歯科治療設備2台（計14台）を整
備。
○糖尿病患者への歯周疾患治療に関する研修会等開催。
○滋賀県薬剤師会内にクリーンルーム、クリーンベンチ等
整備。
○在宅リハステーションを設置する９市町に対して運営補
助。

【当該地域における事業】
○今後、湖東・湖北医療圏においては、圏域内2か所で整備
する地域医療支援センターを核とした多職種連携を進め、在
宅医療のさらなる推進が期待できる。
【都道府県単位の事業】
○懇話会の会議等を通して、関係者が圏域の現状や課題等
を共通認識でき、自分たちの地域医療のあるべき姿について
考える機会となった。
○歯科、薬剤管理等を含む在宅医療推進のための環境整備
が整いつつある。
○また、各医療圏においては、圏域ごとに策定されたビジョン
を着実に実践することにより、地域の実情に応じた取り組み
を進め、地域・住民が守り育てる医療福祉の実現を目指して
いく。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
舞鶴市域病院機能強化・連携事業 2,300,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
舞鶴市域病院機能強化・連携事業 2,300,000
（再掲）

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
中丹医療圏医療機能強化事業 200,000

京都府の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

中丹医療圏の舞鶴市では、公的
４病院が併存し、人口減尐傾向
の中、病床数の過剰とともに、医
師不足により、各病院における
各診療科医師の配置のアンバラ
ンスと偏在が生じている。

現行計画（平成２２年１月）の課題等を踏まえながら、舞鶴
市からの見直しの意向を反映して計画変更案を作成、関係
者会議（平成２３年１１月８日）において合意を得た。
この計画変更案について、国変更承認を得て、取組を進め
て行く予定。

新たに設置する「舞鶴地域医療連携機構（仮称）」により、寄
附講座の開設や、奨学金貸付事業、舞鶴市内の各病院の特
徴を活かした独自の研修プログラムの作成・研修支援などに
より、必要な医師の確保を行う。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

舞鶴市内の公的４病院は総合病
院として併存しているが、各々が
特徴的な機能を有しながら、そ
れぞれ独自の運営を行っている
ため、各機能の充実とともに、連
携強化により、トータルな医療の
提供が求められている。

同上 舞鶴医療センター（脳卒中センター、周産期サブセンターとし
て機能充実）、舞鶴共済病院（循環器センター）、舞鶴赤十字
病院（リハビリセンター）及び舞鶴市民病院（療養病床特化）
など、各病院における機能充実を図るとともに、「舞鶴地域医
療連携機構（仮称）」により、二次救急輪番制度の実施や、病
院間・病診間の連携強化を図る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

中丹医療圏として医療機能向上
のため、福知山市域及び綾部市
域の救急医療の充実を図ること
が必要。

同上 舞鶴市域における安定的で持続可能な医療提供体制を確立
した上で、福知山市域及び綾部市域の救急医療の充実によ
り、中丹医療圏全体として医療機能の向上が実現される。

中丹医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

総合医療・医学教育学講座
設置等事業 313,433

地域枠、医師確保奨学金定
員の増 36,000

地域医療教育推進事業 35,512
診療所設備高度化事業 146,976
共同利用保育所等整備事業 83,064
院内保育設置促進事業 60,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

病診連携システム構築等事業 61,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

救急医療体制強化事業 72,745

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
高度医療研修等キャリア形
成支援等事業 40,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

４疾病・５事業等強化事業 1,651,270

京都府の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足と診療科の偏在が顕著であ
るため、府全域における安定的な医師
確保をはじめ、医療資源の有効活用
が課題

①府立医大に総合医療・医学教育講座を設置。（平２３年１
月）京都大学に医学教育用機器を整備。（平２３年度中）
②地域医療に従事する医師を確保するため、府立医大の
地域枠学生の２名増。
③医学生、看護学生に対して、地域医療体験実習を実施。
（平22年度１４１名、平23年度１４５名参加）
④看護師等の確保のため、院内保育所整備等を行った。

①総合医療・医学教育学講座の教授が、府立医大における臨床研修
センター・副センター長として取り組み、フルマッチ（６１名）を達成。京
都大学において地域医療に貢献する医師の教育・研修環境を充実。
②将来、府内の医師確保困難地域で医師として従事する、地域枠学
生4名（平22年度：2名、平23年度：2名）の増。
③北部地域7病院における体験実習を通じて、将来の地域医療従事
に対する関心を惹起。
④圏内の医療従事者が共同で利用できる院内保育所を病院に整備
した。（H22：1病院、H24予定：1病院）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

高齢化に進行等による医療ニーズの
増加が一層見込まれる中、医療資源
の不足を補うために、医療圏内外との
ネットワーク体制の構築が課題

・圏内の中核病院と診療所（かかりつけ医）との連携に寄与
する電子カルテシステムの整備を行っている。

・共同利用型電子カルテシステムを整備することで、診療所との
連携による検査等の効率化が図れる見込み。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急患者の増加と質の変化に対応で
きる救急医療体制の充実が課題

・圏内の各病院間で円滑な病院間搬送を実現するために、
患者搬送車を整備した。
・圏内の中核病院と京都市内の病院を遠隔画像診断を行う
ことにより、救急医療体制の充実を図った。

・圏内の2病院に対して、患者搬送車を整備し、救急医療体制の
充実を図った。（H22:1病院、H23:1病院）
・遠隔画像診断　約2万4千件（H22：1万2千件・H23見込：1万2千
件）を行うことができた。

・在宅医療の要である訪問看護サービスの充実等を図るた
め、潜在看護師の復職支援体制を整備した。

・圏内の潜在看護師の復職のための講習を実施予定。（年間３０
人の受講を予定）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

「がん」等の4疾病に対応するため、人
的・施設的な医療提供体制の充実が
課題

・圏内の医療機関が共同で利用できる３次元ＣＴ等の高度
医療機器を圏内の中核病院に整備した。

・高性能の高度医療機器を整備したことで、圏内の検査体制の充
実を図ることができ、３次元ＣＴでは患者数が前年度比で約２割増
加した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

面積が広く高齢化が進んでいる圏内
で、在宅医療の要となる訪問看護サー
ビスの充実が課題

丹後医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
奨学金制度創設事業

55,200

女性医師の確保対策事業
18,440

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
各病院の特長（強み）を伸
ばすための施設・設備の
整備事業

577,226

診療機能の一体的な提供
事業 846,500

機能再編に関する検討事
業 80,000

地域の医療機関との連携
事業 58,200

医師にとっての魅力ある
病院づくり事業 664,434

大阪府の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

人口あたりの医師数は地域別・診療科別
に偏在が生じており、事態が深刻化。府
内における医師の偏在状況の是正に向
けた取り組みが急務。

女性医師の結婚・出産による退職が今日
の医師不足の原因の一つ。女性医師の
離職防止と復職支援の取り組みが急務。

地域医療等に従事する意思を持った学生に対する奨
学金制度を創設。
近畿大学の学生５名、大阪市立大学の学生４名に対
し新規貸し付けを実施。

女性医師等就労環境改善策として短時間正規雇用
支援事業を実施。

奨学金制度の運用により、平成31年度までに地域枠学生49
名の確保が見込まれる。

短時間正規雇用支援事業の実施により、勤務をしながら育
児等をすることができる環境をつくることにより、８名の就業
継続を実現。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

泉州医療圏の医療提供体制は府内でも
特に脆弱。
泉州医療圏内でも南部は医療提供体制
がより脆弱で、一般病床150床以上の病
院は３か所の公立病院のみ。
限られた医療資源の中、地域医療の中核
を担うべき公立病院それぞれがフルセット
の診療機能を安定的に提供していくこと
は限界。
医療圏全体の医療水準の向上のために
は、南部の医療機能の底上げに重点化
することが必要。
とりわけ、南部の公立病院の機能再生へ
の取り組みがキーポイント。

ハイリスク分娩数が増加傾向で、受入体
制の充実が急務。
産科機能の集約化・重点化の取り組みを
行っている北部の公立病院の機能強化
が必要。

病院間の機能分担の明確化と診療体制の方向性に
関する検討体制を構築。
市立貝塚病院・りんくう総合医療センター（元市立泉
佐野病院）内に院内保育所を設置。

大阪市立大学・関西医科大学に周産期領域に関する
寄附講座を開設。

泉州南部の公立病院において、小規模単位で分散している
診療科を集約・再編し、医師等の働きやすい（集まりやすい）
環境づくり通じて、下記のように住民に対する安心の医療提
供体制整備が見込まれる。
・それぞれの病院の特長を活かしながら機能分担を明確化
し、医師等の働きやすい環境づくりと安心の医療提供体制を
実現
・機能再編を行う中で、外来や入院診療を病院間で相互応援
しながら一体的に提供するための必要な体制を実現。
・勤務医の負担軽減や在宅療養への円滑な移行を図るた
め、地域の医療機関との相互連携強化を実現
・医師にとって魅力あるキャリアパスを提示するとともに、多
様なライフスタイルに対応した勤務環境の改善により、安定
的な医師の養成と確保を実現

寄附講座の開設により、周産期医療に係る医師養成・確保に
向けた環境の充実を図り、新たに地域周産期母子医療セン
ターを確保。周産期医療体制の拡充と安定化を実現。

泉州医療圏 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急搬送患者の増加、救急告示病院の
減尐が相まって救急医療体制が疲弊。
基幹となるべき公立病院における救急医
療の機能を整備するとともに、医療機関
の裾野を広げつつ機能分担を図ることに
よって、軽症患者対応の負担分散を図
り、搬送困難な重症患者を着実に受け入
れる体制を構築することが必要。

民間病院の協力のもと、緊急性・専門性の高い患者
の当番制受入体制を確立。

救急医療に携わる医療機関を増やし、医療圏内における救
急搬送受入のルールを構築し、初期から三次に至る地域の
基幹的救急医療体制を形成。

二次救急搬送体制の連携
強化事業

200,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
奨学金制度創設事業

（55,200）

女性医師の確保対策事業
（18,440）

※基金投入額は、泉州医療圏計画に計上したものを再掲。

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
市立堺病院救命救急セン
ター整備事業

1,038,000

救急管制塔機能整備事業

47,740

二次救急医療連携強化事
業（堺市）

244,780

二次救急医療連携強化事
業（南河内）

200,000

大阪府の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

人口あたりの医師数は地域別・診療
科別に偏在が生じており、事態が深刻
化。府内における医師の偏在状況の
是正に向けた取り組みが急務。

女性医師の結婚・出産による退職が
今日の医師不足の原因の一つ。女性
医師の離職防止と復職支援の取り組
みが急務。

地域医療等に従事する意思を持った学生に対する奨
学金制度を創設。
近畿大学の学生５名、大阪市立大学の学生４名に対
し新規貸し付けを実施。

女性医師等就労環境改善策として短時間正規雇用
支援事業を実施。

奨学金制度の運用により、平成31年度までに地域枠学生49
名の確保が見込まれる。

短時間正規雇用支援事業の実施により、勤務をしながら育
児等をすることができる環境をつくることにより、８名の就業
継続を実現。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

堺市医療圏は府内二次医療圏で唯
一、救命救急センターがなく、救命救
急センターに搬送されるべき重症救急
患者の受入れについて、堺市圏域の
二次救急医療機関、および他圏域の
救命救急センターの負担となってい
る。
また、堺市および南河内医療圏での
二次救急患者の搬送において、吐下
血患者など重症患者につき、病院で
の搬送受入までに長い時間を要して
いる。
このため、堺市圏域の基幹病院に救
命救急センターを整備し、救急搬送の
管制塔機能を整備するとともに、堺市
および南河内医療圏の二次救急医療
機関の受入体制の強化が求められ
る。

堺市圏域の基幹病院である市立堺病院へ救命救急
センターを整備すべく、基本設計・実施設計業務を推
進。
また、市立堺病院に圏域における救急管制塔機能を
整備し、搬送先病院で受入困難となった場合にも対
応できる体制整備に向け、ドクターカーの整備や圏域
の救急医療に関する情報の収集等を実施。

堺市および南河内圏域の二次救急医療機能の強化
に向け、二次救急医療機関の協力も得ながら、二次
医療圏域での当番制救急受け入れ体制を整備。

堺市圏域での救命救急センター整備により、再生計画期間
終了後には、圏域での救命救急センター機能の発揮が見込
まれる。
また、救急管制塔機能の整備により、市立堺病院への救命
救急センター整備時に合わせ、同病院が圏域の救急管制塔
機能を発揮することが見込まれる。

堺市および南河内圏域の二次救急医療体制については、重
症患者の二次救急搬送当番制受け入れ体制の運営により、
再生計画終了時には重症患者の救急搬送時間が抑制され
ることが見込まれる。

堺市・南河内医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
周産期医療機能強化事業 320,000

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児急病診療センター整
備事業 170,000

小児初期救急医療体制の
確保支援事業 49,480

小児重症患者への対応強
化事業 430,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

堺市圏域において、ハイリスク患者や
母体合併症などへの医療機関の整備
が十分とはいえず、早急な対応が求
められている。

圏域の地域周産期母子医療センターであるベルラン
ド総合病院へのNICU,MFICU機能の強化等に向け、
基本設計・実施設計業務を推進。

ベルランド総合病院への周産期医療機能強化に向けた取り
組みにより、再生計画期間終了時には、圏域でのハイリスク
患者、母体合併症などに対応する医療機能が強化されること
が見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

堺市圏域の小児初期救急について、
現在設置されている診療センターが後
送病院と離れて立地し、夜間一人診療
での医師の負担が医師確保の弊害と
なっており、安定的な小児初期救急医
療体制の確保のため、基幹病院に隣
接した診療センターの整備が求められ
ている。

また、重症小児患者について、受入機
能を担う府立母子保健総合医療セン
ターにおいて手術待ち患者が多数存
在するなど、小児重症患者の受入体
制が十分でなく、小児重症患者受入れ
体制強化が求められている。

堺市小児急病診療センターの市立堺病院に隣接した
整備に向け、基本設計・実施設計業務を推進。
また、圏域における小児救急医療の整備に関する関
係者協議の場を設置し、小児急病診療センター整備
後の小児初期救急医療体制につき調整を実施。

府立母子保健総合医療センターへの小児手術室、
PICU等の整備に向け、基本設計・実施設計業務を推
進。

堺市小児急病診療センターの整備により、再生計画期間終
了後には、圏域において安定した小児初期救急医療体制が
整備されることが見込まれる。

府立母子保健総合医療センターの施設・設備整備により、再
生計画期間終了後には、圏域の小児医療機能の充実強化
が見込まれる。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

医療人材養成研修事業 4,000

圏域内において、内科、神経内
科、産婦人科など救急に係る医
師が減尐しており、これらの救急
に係る医師の確保が必要となっ
ている。
また、全県的な医師の地域偏
在、診療科偏在の問題に対応で
きる仕組みづくりが必要となって
いる。

・県内の医師不足地域の勤務医の確保を図るため、「経済
財政改革の基本方針2009」に基づく医学部入学定員増に
あわせて修学資金枠を新たに創設し地域医療に従事する
医師を養成する。
＊医師の地域偏在解消のための修学資金貸与制度
神戸大、鳥取大、岡山大の地域枠の学生計１２人に対し新
規貸し付けを行っている。

・医療人材育成システムの検討
兵庫県保健医療計画に基づく地域医療に必要な人材を確
保するため、大学等と連携し、マグネットホスピタルを拠点と
した、医療人材の養成・派遣の仕組みづくりについて検討し
ている。
・医師の必要数と適正配置に関するモデル検討
政策医療を担う医師の適正な確保・配置ができるよう、先進
事例調査や有識者ヒアリング等を実施し、モデル的な検討
を行っている。

・医師の地域偏在解消のための修学資金貸与制度により、
地域医療に従事する医師が養成（毎年度６名）されている。
・当該事業及び従来から実施している医師養成事業により、
県が政策的に派遣する県養成医師数を平成21年度の18名
から、平成38年度には95名まで増加させる。

・医療人材育成システムの検討、医師の必要数と適正配置
に関するモデル検討により、医療人材の養成・派遣の仕組み
づくり、適正配置のモデルが確立される。

地域医療支援医師修学資金
貸与制度

69,500

地域医療人材養成・確保検
討事業

6,500

兵庫県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

阪神南医療圏 



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
300,000

阪神地域における初期救急
医療機関と後送病院との連
携強化支援事業

2,000

阪神南圏域における地域医
療支援病院の連携推進支援
事業

3,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

小児の２次救急医療体制は９病
院で輪番制を組んでいるが、各
病院とも医師確保が難しく、体制
維持は厳しい状況が続いてい
る。
また、圏域の出生数、低出生体
重児出生数が増加する中、産婦
人科を標榜する病院で、休止、
分娩制限しているところもあり、
小児救急、周産期医療の安定的
な提供体制の構築、ハイリスク
分娩への対応充実が必要となっ
ている。

・休日夜間急病診療所等のＩＴ化によるネットワーク構築（休
日夜間急病診療所間、２次救急輪番病院等との連携）
阪神地域において、休日夜間急病診療所等の初期救急医
療機関と２次、３次にわたる救急医療を担う医療機関との連
携について、ＩＴ化によるネットワークを構築し、重症・重篤な
ケースで転送された場合でも、治療情報等を共有すること
により、継続した医療の提供を可能にし、救急医療の充実
を図っている。これまで、ネットワーク化を図る情報、システ
ム内容等についての検討、システム運用体制等についての
協議を継続実施している。

・阪神南北における初期救急医療機関と2次輪番病院等の
連携支援
阪神南圏域、阪神北圏域ともに、初期救急に課題を抱えて
おり、初期救急医療機関を中心とした２次輪番病院等との
連携を強化する事業（連絡協議会や症例検討会など）を支
援し、1次救急と２次救急医療機関との情報共有を促進する
ことにより、切れ目のない救急医療体制の整備を目指して
いる。これまで、救急医療機関職員等を対象とする研究会
等を継続開催している。

・阪神南圏域の地域医療支援病院の連携推進、地域連携
クリティカルパスの推進等の支援
救急医療機関が、本来担うべきその機能を効率的に果たす
ことができるよう、地域のかかりつけ医や回復期を担う医療
機関との役割分担・連携を促進し、安定した救急医療体制
の基盤を形成している。これまで、地域医療連携関係者を
対象とする研修会や連絡会議を継続開催するとともに、地
域連携クリティカルパスの推進のため研修会、連絡会等を
開催している

・阪神地域救急医療連携協議会等の設置
県立尼崎・塚口病院の統合等をはじめとする阪神地域の状
況の変化を踏まえ、圏域をこえた救急のあり方、役割分担・
連携方法について、協議・調整するため、阪神南圏域と阪
神北圏域の関係機関による協議会を設置、運営するととも
に、課題を抱える阪神地域全体の初期救急のあり方、連携
方策についても、協議・調整する協議会を設置し、運営して
いる。これまで、全体協議会を年２回、小児・成人救急ワー
キングを年２回程度継続開催している。

・休日夜間急病診療所等のＩＴ化によるネットワーク構築、阪
神南北における初期救急医療機関と2次輪番病院等の連携
支援、阪神南圏域の地域医療支援病院の連携推進、地域連
携クリティカルパスの推進等の支援により、医療機関間の連
携、ネットワーク化が強化されるとともに、救急医療機関が本
来担うべき機能を効率的に果たせる体制が確立される。

・阪神地域救急医療連携協議会等の設置により、救急のあり
方や役割分担、連携方法について協議・調整が図られ、限ら
れた医療資源の有効活用が図られるとともに、パンフレット等
の配布、広報誌への記載、フォーラムの開催等により、医療
機関の役割分担等について県民に周知が図られ、コンビニ
受診の抑制等適正な受診行動の促進が図られる。

休日夜間急病診療所等のＩＴ
ネットワーク構築事業

阪神南圏域における救急医
療機関と回復期医療機関の
連携推進支援事業

2,000

阪神地域救急医療連携協議
会の設置等事業

13,000



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
圏域内人口が増加し、救急搬送
件数が増加するとともに、医療
機関への収容時間が延びてい
る。救急告示病院数、2次救急輪
番病院数とも減尐し、大型病院
の救急部門の縮小など救急医
療体制が脆弱化しており、この
状況に対応した総合的な救急医
療体制の充実が必要となってい
る。

・県立尼崎病院と塚口病院の統合再編
周産期から、小児、成人まで、全ての疾患において２４時間
３６５日、救命救急医療を一体的・安定的に提供する総合
的な高度救急医療体制の整備を図っている。
＊総合周産期母子医療ｾﾝﾀｰの設置、妊産婦の合併症等
への対応
＊小児中核病院の指定による小児救急救命24時間365日
体制の確立
＊救急救命センターの設置、ER型総合診療体制の整備
＊マグネットホスピタルとしての展開

・県立尼崎病院と塚口病院の統合再編により、総合的な救急
医療体制が確立されるとともに、小児救急、周産期医療、救
急医療体制の安定的な医療提供体制が構築される。また、
救命救急センターを設置するとともに、ER総合診療部門を新
設し、救急受入体制を充実し、断らない救急体制が確立され
る。

県立尼崎病院と塚口病院の
統合再編による機能強化事
業

2,100,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

地域医療人材育成支援事業 20,000

兵庫県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・圏域内において、小児科、脳神
経外科、心臓血管外科、産婦人
科など救急に係る医師が減尐し
ており、これらの救急に係る医
師の確保が必要となっている。
また、全県的な医師の地域偏
在、診療科偏在の問題もあり、
圏域における医師不足の実態を
踏まえ、これに対応できる人材
を安定的に確保する仕組みを構
築することが必要である。

・マグネットホスピタルの確立による地域の医療人材の育
成
地域における産科・小児科・救急医療をはじめとした医師
不足診療科に対して、持続的な医師派遣システムによる医
療連携体制の構築を図るため、北播磨総合医療センター
（仮称）において、様々な症例経験を積むことのできる環境
を整え、総合医及び専門医を育成できる体制を整備し、研
修医を含む若手医師にとっても魅力のある病院づくり（マグ
ネットホスピタル）に取り組む。
＊神戸大学、圏域公立病院、各市による研究会で統合病
院（マグネットホスピタル）を核とした地域循環型医師育成
のシステムについての研究
＊臨床研修指定病院、研修協力機関による評価委員会
で、圏域内において、お互いの研修プログラムに互換性を
持たせるための情報交換や研修成果の評価及び到達度の
確認などを行う北播磨臨床医師研修評価委員会の設置
＊圏域の医療専門職が地域連携を深めるため、地域の課
題について研究成果を発表できる北播磨地域医療学会の
開催
＊研修医を含む若手医師を育成し、周辺の病院へも医師
を配置できる人事の循環・交流機能の構築

・県内の医師不足地域の勤務医の確保を図るため、「経済
財政改革の基本方針2009」に基づく医学部入学定員増に
あわせて修学資金枠を新たに創設し、地域医療に従事す
る医師を養成する。
＊医師の地域偏在解消のための修学資金貸与制度
神戸大、鳥取大、岡山大の地域枠の学生計１２人に対し新
規貸し付けを行っている。

・北播磨総合医療センター（仮称）において、様々な症例経
験を積むことができる環境を整え、総合医及び専門医を育成
できる体制を整備し、研修医を含む若手医師にとっても魅力
のある病院（マグネットホスピタル）として、圏域の医療人材
育成の拠点となり、医療人材の養成・派遣の仕組みづくり、
適正配置のモデルが確立される。

・医師の地域偏在解消のための修学資金貸与制度により、
地域医療に従事する医師が養成（毎年度６名）されている。
・当該事業及び従来から実施している医師養成事業により、
県が政策的に派遣する県養成医師数を平成21年度の18名
から、平成38年度には95名まで増加させる。

地域医療支援医師修学資金
貸与制度

80,000

北播磨医療圏 



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

救急医療体制整備事業 9,000
地域住民理解促進支援事業 20,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・小児の1次救急医療体制は、
在宅当番医制等、２次救急医療
体制は３病院で輪番制を組んで
いるが、週３日救急対応ができ
ない空白日が生じており、体制
維持は厳しい状況が続いてい
る。
・圏域の周産期死亡率の悪化、
低出生体重児出生率が増加す
る中、産婦人科を標榜する医療
機関が、年々、減尐しており、小
児救急、周産期医療の安定的な
提供体制の構築、ハイリスク分
娩への対応の充実が必要となっ
ている。

・救急医療を軸とした疾患ごとの連携構築（救急医療の連
携）
圏域内における医療機関の連携を強化するため、患者情
報を共有する地域医療連携システムの構築、周産期に関
する医療機関を結ぶ地域周産期医療システムの整備を行
うとともに、脳血管疾患及び心疾患地域連携クリティカルパ
スのネットワークシステムを構築する。
地域医療連携システムについては、これまで、情報提供病
院（公立３病院）と情報閲覧病院（23診療所）において平成
23年12月からモデル運用を開始しており、翌年度以降、モ
デル運用検証を通して段階的に拡大していく。
また、地域において中心的な役割を果たす公立（的）６病院
による検討会、症例検討会を開催するとともに、３次救急医
療機関（県立加古川医療センター）との協議会を開催し、限
られた医療資源を効率的に活用して、圏域の医療連携体
制を確立する。
＊救急：２次救急のあり方検討会、県立加古川医療セン
ターと公立(的)６病院の協議会、公立(的)６病院による症例
検討会等の開催によるネットワークの構築。
これまで救急医療体制整備にかかる検討会を年２回程度
開催。
＊脳血管疾患：市立西脇病院の脳卒中センター（仮称）を
拠点とした地域連携クリティカルパス等によるネットワーク
を構築。
＊心疾患：北播磨総合医療センターの心臓血管センター
（仮称）を拠点とした地域連携クリティカルパス等によるネッ
トワークを構築。
＊周産期：遠隔医療を活用した周産期医療ネットワークの
構築。
＊小児救急：小児救急の圏域ネットワークの構築。これま
でに小児救急医療フォーラム等を開催。

・地域住民の理解促進、協働体制の確立
地域住民等に対して、医療圏内の医療機関の役割分担
（急性期医療、回復期医療、維持期医療、在宅医療等）や
各医療機関が連携していることをリーフレットや講演会など
で周知することにより、地域医療に関する理解を深め、切
れ目のない医療が受けられることに対して安心感を持って
もらい、病状に応じた医療機関を受診することを促す。
また、地域住民等に地域の病院勤務医の勤務状況等を理
解してもらうため、病院フェスタなどを開催するなど地域全
体で地域医療を守るという意識を醸成する。
＊西脇小児医療を守る会等とのコラボレーションによる地
域の意識の醸成
＊病院見学ツアー、病院フェスタ、オープンホスピタルの実
施
＊AED普及啓発事業の実施等

・公立病院間で患者情報を共有する地域医療連携システム
の構築、遠隔医療を活用した地域周産期医療システムの整
備、地域連携クリティカルパスの推進により、医療機関間の
連携、ネットワーク化が強化されるとともに、救急医療機関が
本来担うべき機能を効率的に果たせる体制が確立される。

・地域住民等に対して、医療圏内の医療機関の役割分担（急
性期医療、回復期医療、維持期医療、在宅医療等）や各医
療機関が連携していることをリーフレットや講演会などで周
知することにより、県民が地域医療に関する理解を深め、切
れ目のない医療が受けられることに対して安心感を持っても
らい、病状に応じた医療機関を受診できる。

・病院フェスタの開催などにより、地域全体で地域医療を守
るという意識が醸成され、コンビニ受診の抑制等適正な受診
行動の促進が図られる。

診療情報ネットワークシステ
ム構築事業
（↑統一電子カルテ・コアシス
テム導入事業を統合）

171,000



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
関連事業名

              （基金投入額：単位千円）

・圏域内の公立（的）７病院への
救急搬送件数が、全搬送件数
の約８割を占めている。重篤な
救急患者の大半は、他圏域の
救命救急センターに搬送されて
おり、救急医療体制が脆弱化。
この状況に対応した総合的な救
急医療体制の充実が必要となっ
ている。

疾患軸による各病院の特性を活かした救急医療等の再生
(救急医療等の拠点整備)

・三木・小野両市民病院の統合による機能強化→北播磨総
合医療センター（仮称）の開設
心疾患の救命救急機能、小児救急医療機能を強化すると
ともに、すべての救急患者を受け入れる北米型のＥＲ救急
医療を構築し、圏域における救急医療体制の中心機関と
位置づける。重篤な患者については、30分以内に搬送可
能な隣接圏域の救命救急センターと連携する体制を構築
する。
これまで、基本設計、実施設計の後、用地造成を行い、本
体工事に着手している。

・市立西脇病院による周産期、脳血管疾患の救命機能強
化
＊圏域内の周産期医療機能を強化するため、地域周産期
母子医療センターを指定する。
＊脳血管疾患の救命救急機能を強化するため、脳卒中セ
ンター(仮称)を設置する。
これまで、CT（64列）の設置、MRI棟の増築に係る基本計
画、実施設計等を実施。

・この地域は、北播磨総合医療センター（仮称）の開設、市立
西脇病院の機能の強化により、施設間の役割を明確化し、
医療機関同士の連携を強化するなど、総合的な救急医療体
制が確立されるとともに、小児救急、周産期医療、脳血管疾
患、心疾患をはじめとした救急医療体制の安定的な医療提
供体制が構築される。

北播磨総合医療センターの
整備による機能強化事業

1,700,000

市立西脇病院周産期・脳血
管疾患治療機能強化事業

500,000



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

緊急医師確保修学資金貸付金、
医師確保修学研修資金貸付金 553,824

トリアージナースの養成 5,536
看護職員の臨床研修支援 4,862

mata,
（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急医療連携体制構築事業 12,480
重要疾患医療機能収集分析事業 251,133
糖尿病医療連携支援事業 154,321
在宅歯科医療連携室整備事業 2,742
救急搬送・受入実施基準策定事業 55,424
救急搬送及び医療連携協議会運営事業 1,438
救急医療情報システム改良事業 1,800

奈良県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

○麻酔科医の不足により十分な
医療が提供されていないことか
ら、麻酔科の効率的な運用が求
められている。
○初期・後期臨床研修医の確保
が十分でないなど医師･看護師
が不足していることから、人材の
確保･養成が求められている。
○臨床研究を推進する十分な施
設と人材が不足していることか
ら、充実強化が求められている。

○県立医科大学及び近畿大学の緊急医師確保特別入学
試験合格者に修学資金を貸与
○小児科・産婦人科・麻酔科・救命救急セン ターやへき地
での勤務を希望する県内外の医学生・研修医に奨学金を
貸与

○県内の医師不足、医師の偏在が解消される。また、H24新
規貸与に向け奨学金返還免除対象診療科に「救急科」「総合
診療科」を追加したことで、断らない救急の実現に必要な医
師や複数の疾患を診られるような能力を備えた「総合医」の
養成・確保が図られる。
○高度医療拠点病院の運営に必要な看護師が確保される。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

○地域の医療機関との患者情
報の共有が図られていないこと
から、地域、院内及び救急隊を
含めたＩＴ化による診療情報の共
有化が求められている。
○県内には地域医療支援病院
がなく、病病連携、病診連携が
地域の拠点病院を中心に活発
に行われているとは言えず、地
域医療連携パスの普及も芳しく
ない。今後は、一層の病病連
携、病診連携を推進していくこと
が求められている。
○地域の中核病院を中心にした
地域医療ネットワークにおいて、
診療情報等を共有し、地域医療
連携パスに活用することが求め
られている。

○救急の重要疾患における医療機関の役割分担及び連
携・ネットワーク化の推進。脳卒中について地域連携パスを
作成し、運用開始
○県内医療機関の連携体制充実に向け、医療機能の内容
である診療過程、結果に関するデータを収集・分析し、医療
機能の提供状況を把握。まずは県立病院及び県立医大附
属病院をモデルとしてデータの収集・点検・分析を実施。
○糖尿病の診療連携支援として専門医と非専門医の診療
連携に向けた糖尿病診療支援システムの設計、開発及び
異職種研修会の実施
○在宅歯科医療の推進
○救急患者を速やかに適切な医療機関へ搬送するための
実施基準策定、運用開始（H23.1.31～）
○傷病者の搬送・受け入れの実施に関する基準の運用を
検証するため、消防機関・医療機関等を構成員とする協議
会を運営

○脳卒中に係る地域連携パスの先行運用に伴い、今後、検
証しながら県下全域に広めていく。また、他の重要疾患（重症
外傷、急性腹症、周産期疾患）についても検討することで、切
れ目のない医療提供体制が構築される。
○収集・分析したデータを数値化し、公表することで、病院に
とっては医療の質の向上に利用できるとともに、患者にとって
は医療機関がどのような治療を行っているかを知ることがで
きるようになる。
○糖尿病診療における医師の診療レベルのばらつき、患者
による治療の中断、血糖コントロールの悪化など、合併症を
起こしやすい状況が改善される。
○在宅歯科医療における医科や介護等の他分野との連携が
図られる。

北和版 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

北和地域高度医療拠点病院
整備事業 1,162,492

新生児搬送体制整備事業 5,809
休日夜間応急センターの整備 150,223
救急医療管制システム（e-
MATCH）事業 137,916

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

○休日夜間応急診療所など一
次救急医療体制が十分でないた
め、二次救急病院に軽症者が多
く受診し、本来の重症患者の治
療に支障を来している。
○二次救急病院や救命救急セ
ンターにおける受け入れ体制が
十分でないことから、救急医療
の充実強化が求められている。
○急性心筋梗塞の診断、適切な
治療を行う体制は整備されてい
るが、今後も現体制を維持・充実
していくことが求められている。
○脳卒中の診断、適切な治療を
総合的に行える施設が整備され
ていない。
○ハイリスク妊婦について県外
への母胎搬送が依然として存在
することから、周産期医療の機
能強化が求められている。
○小児科医の減尐から地域の
小児二次輪番体制の維持が困
難となってきており、県立病院の
医師の負担が大きくなっている。
○がんにおける手術、放射線治
療及び化学療法等を組み合わ
せた効果的な集学的治療を行う
人材・施設が不足しており、ま
た、十分な緩和ケア体制が整備
されていないことから、がん診療
拠点病院の機能強化が求めら
れている。
○災害拠点病院における耐震化
やヘリポートが整備されていな
いことから、災害拠点病院の機
能強化が求められている。

○北和地域の医療を支える高度医療拠点病院として、県立
奈良病院の移転整備を推進。建築・造成工事基本設計等
に着手。
○ハイリスク新生児を搬送するための医療機器をH22に整
備
○一次救急医療体制の充実に向けた市町村との協議の場
を設定
○傷病者の搬送・受け入れの実施に関する基準の運用を
支援するためのICTを活用したシステムの構築、運用

○県立奈良病院に「重症な疾患について断らない救命救急
室」を整備することで、断らない救急の実現と医師の安定的
な確保が図られる。
○ハイリスク新生児を搬送するための医療機器をH22に整備
○北和地域の拠点となる休日夜間応急診療所を整備するこ
とにより、小児科を含めた一次救急体制が空白となる時間帯
や地域が解消される。
○救急要請（覚知）から医療機関受け入れまでの時間が短
縮される。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

医師配置システムの運営 128,807
医師確保推進事業 24,205
へき地医師確保推進事業 11,835

県立医大地域医療マインドを
持った医師養成事業 8,800

「病院経営社会人講座」開催事業 7,560
看護師キャリアアップ等支援事業 28,203
看護職員の多様な働き方実
現支援事業 2,417

ナースセンター事業 3,931
訪問看護管理者研修事業 975
県立病院看護のあり方検討事業 800
看護職員メンタル相談事業 5,578
トリアージナースの養成 5,536
看護職員の臨床研修支援 4,862

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急医療連携体制構築事業 12,480
ならのがん地域医療連携事業 24,877
ならのがん登録基盤整備事業 178,535
健康・医療情報提供事業 101,815

奈良県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

○医師不足により、診療科の閉
鎖、病院・診療所の存続が危機
的な状況にあるほか、診療科に
よる医師の偏在も起こっている。
また、初期、後期臨床研修医の
確保が十分でないなど医師・看
護師が不足している。

○県立医科大学内に地域医療学講座（H22.10）及び地域医
療総合支援センター（H23.5）を設置した。
○医師募集サイトの運営、臨床研修病院説明会での奈良
県合同ブースの設置、臨床研修指導医講習会を実施する
病院に対する支援
○総合医を養成する研修プログラムを実施、医学生や研修
医等を対象とした地域医療ワークショップの開催（H22五條
市、H23曽爾村）やへき地診療所体験実習を実施
○大学在学中から地域医療マインドを醸成するため、奨学
生等を対象とした診療所実習等を実施
○「病院経営夏期セミナー」の開催（H23.8.25～H23.9.5のう
ち計5日）
○認定看護師資格取得を支援する病院への支援（9病院（9
人））
○医療機関管理者向け研修の実施(H22.9～12月、5日
間）、多様な働き方実現モデル病院（1病院）への支援
○看護師等学校養成所進学ガイダンスの実施(H22.7月)、
合同就職相談会の実施(H22.6月、H23.2月）
○看護職員や看護学生の定着促進を図るため、ナースセ
ンター内にメンタル相談窓口を設置

○地域に必要な医師の適正配置が推進される。
○臨床研修医が奈良県に定着し、奈良県の地域医療を支え
る医師が増える。
○多くの医学生や研修医に奈良県のへき地医療について知
る機会を提供できた。
○県立医科大学が行うメンター実習等を支援して大学在学
時から地域医療への意欲を醸成し、医学生の県内への誘
引・定着が図られる。
○医療スタッフがその能力を最大限発揮でき、高いモチベー
ションを維持できる病院となることが期待できる。
○認定看護師資格取得の支援や働き続けられる環境整備等
により、看護職員の県内就業、定着及び離職防止が図られ
る。
○高度医療拠点病院の運営に必要な看護師が確保される。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

○県内には地域医療支援病院
がなく、病病連携、病診連携が
地域の拠点病院を中心に活発
に行われているとは言えず、地
域医療連携パスの普及も芳しく
ない。今後は、一層の病病連
携、病診連携を推進していくこと
が求められている。
○現在、健康･医療に関する
様々な情報は、患者･住民にとっ
て分かりづらく、また、一方的に
配信されている。

○救急の重要疾患における医療機関の役割分担及び連
携・ネットワーク化の推進。急性心筋梗塞について地域連
携パスを作成し、運用開始
○がん医療の実態把握、院内がん登録のモデル実施、地
域がん登録の開始、がん地域連携パスの作成、運用開始
○県民の関心が高い健康・医療に関する情報（糖尿病・が
ん）を、健康・医療ポータルサイトによりわかりやすく提供

○急性心筋梗塞に係る地域連携パスの先行運用に伴い、今
後、検証しながら県下全域に広めていく。また、他の重要疾
患（重症外傷、急性腹症、周産期疾患）についても検討する
ことで、切れ目のない医療提供体制が構築される。
○質の高いがん医療提供体制が確保される。
○健康診断等で異常を指摘された方等に対する受診を勧奨
や、精密検査の実施機関等の情報を提供することで、合併症
や症状の重篤化予防が期待される。

中南和版 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

中南和地域高度医療拠点病
院整備事業 1,440,810

休日夜間応急センターの整備 150,224
救急安心センター運営事業 357,750

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

○休日夜間応急診療所など一
次救急医療体制が十分でないた
め、二次救急病院に軽症者が多
く受診し、本来の重症患者の治
療に支障を来している。
○二次救急病院や救命救急セ
ンターにおける受入体制が整備
されていないことから、救急医療
の充実強化が求められている。
○脳卒中の診断、適切な治療を
総合的に行える施設が整備され
ていない。
○ハイリスク妊婦について県外
への母胎搬送が依然として存在
することから、周産期医療の機
能強化が求められている。
○小児二次輪番病院が多数の
一次患者の受入により二次救急
患者の対応に支障をきたす恐れ
が生じているなど、小児科二次
輪番体制の維持が難しくなって
いる。
　また、より重篤化した患者に対
する三次救急医療の機能強化
が求められている。
○増加を続けるがん患者に対し
て、最先端の放射線治療や、よ
り高精度の検査への対応が求
められている。
○災害拠点病院における耐震化
が図られていないことから、災害
拠点病院の機能強化が求めら
れている。
○急を要さない症状や軽い症状
での時間外救急受診やタクシー
代わりの救急車利用などの不適
切な救急利用がある。

○高度医療拠点病院として、機能の充実を図るため、県立
医科大学附属病院に（仮称）中央手術棟の整備を推進。
○一次救急医療体制の充実に向けた市町村との協議の場
を設定
○救急車要請の適否や医療機関案内等の救急相談窓口と
しての救急安心センターを運営

○県立医科大学附属病院に設置される「重症な疾患につい
て断らない救命救急室」において、２４時間体制で断らない救
急が実現される。
○中南和地域の拠点となる休日夜間応急診療所を整備する
ことにより、小児科を含めた一次救急体制が空白となる時間
帯や地域が解消される。
○安易な救急車の要請が抑制され、真に急ぐべき患者が受
診を控えることのないよう誘導することにより、適正な救急医
療が確保される。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療支援センター 601,000
医師修学資金貸付 27,000
潜在看護職員復職等支援 32,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
串本病院・古座川病院再編・統合 1,000,000
那智勝浦町立温泉病院連携
基盤整備 200,000

在宅歯科診療体制整備 25,000
基幹薬局体制整備 6,000
薬剤処方歴共同管理等推進 9,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
新宮市立医療センター救急
機能強化 200,000

救命救急センター機能強化 200,000

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域周産期母子医療セン
ター機能強化等 200,000

和歌山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

紀南地域をはじめ全県的に医師
不足が問題化。地域医療の拠点
的役割を果たしている公的病院
の医師不足は深刻であり、地域
医療体制の維持が喫緊の課題

和歌山県立医科大学に地域医療支援センターを設置した。
和歌山県立医科大学地域医療枠の学生９名、近畿大学医
学部和歌山県枠の学生７名に新規貸し付けを行った。
和歌山県看護協会において、潜在看護職員等の登録シス
テムを構築、再就業のための研修を行った。

和歌山県立医科大学県民医療枠・地域医療枠学生等の卒
後９年間の研修体制等を検討。
平成27年度卒業予定の学生7名、平成28年度卒業予定の学
生9名を確保。
潜在看護職員等について、５２９名が登録（H23.12末）し、２２
年度末で２４名が復職。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

高齢化が進む当該地域におい
て、限られた医療資源を有効に
活用しながら、地域で必要な医
療を受けられる体制づくりが急
務

串本病院と古座川病院と統合した「くしもと町立病院」が平
成２３年１１月に開院した。
在宅歯科診療を推進するため、県歯科医師会に往診車を
整備した。
県薬剤師会において、薬剤師を対象とした研修拠点を整備
するとともにお薬手帳の普及啓発を行った。

新病院において、ヘリポート設置など設備が充実するととも
に、医師が増加し、診療体制が充実。
紀南地域を中心に移動困難な高齢者等に対し、往診車を活
用し口腔ケア等を実施。
薬剤師会を中心に、病院、診療所、薬局と連携し、「お薬手
帳」を普及推進。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

高度医療機関のある都市部から
交通アクセスが悪く、田辺医療
圏を含めた紀南地域で完結でき
る医療体制を確保することが必
要

新宮市立医療センターの救急機能の充実を図った。
救命救急センターのある南和歌山医療センターにおいてヘ
リポートを整備中。

田辺医療圏を含めた紀南地域において、救命救急センター
（南和歌山医療センター）を中心に、地域の拠点病院等が連
携した地域完結型の救急医療体制を強化。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

高度医療機関のある都市部から
交通アクセスが悪く、田辺医療
圏を含めた紀南地域で完結でき
る医療体制を確保することが必
要

地域周産期母子医療センターである紀南病院において、Ｇ
ＣＵ（後方病床）の拡充、周産期関係機器の整備や院内保
育所の整備等を行った。

紀南地域で唯一ＮＩＣＵを備えた紀南病院の診療機能が強化
するとともに、医師等の勤務環境が充実。

新宮医療圏 



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
管制塔機能強化 1,200,000
拠点病院救急医療体制強化 540,000

初期救急体制基盤強化 30,000
病院勤務医と開業医の連携 51,600

病院群輪番制再構築 100,000
精神科救急医療センター機
能強化 250,000

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
総合周産期母子医療セン
ター機能強化 100,000

小児医療センター整備 100,000
分娩等の医療機関等機能強化 113,400
病院勤務医と開業医の連携 15,000

和歌山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

軽症患者の集中等により、大学
病院等中核的病院の負担が過
大となっている。県全体の救急
医療体制の確保するため、広域
的な観点での連携体制基盤の
再構築と充実強化が喫緊の課
題。

和歌山県立医科大学附属病院と日本赤十字社和歌山医療セン
ターの救命救急センターに救急外来観察室を整備した。
二次救急医療機関に救命救急センター観察室管理の患者を早期
に受け入れるための設備整備を実施した。
地域の拠点病院の救急医療体制を強化するための設備整備を実
施した。
地域の開業医と病院勤務医の病診連携体制を強化するたの運営
費支援を行った。
精神科救急医療機関である県立こころの医療センターにMRI設備
を整備した。

救命救急センターの外来機能と患者逆紹介体制及び二次救
急医療機能の受け入れ体制を強化するとともに、拠点病院
勤務医と開業医の連携等の推進により、救急医療連携体制
を充実・強化。
県立こころの医療センターにおいて、高水準の認知症等の診
断機能確保の基盤となるMRI等を整備し、精神科救急医療体
制を確保。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

総合周産期母子医療センターに
正常分娩患者が集中する等、医
療機能の維持が困難となってい
る。分娩取扱医療機関の減尐に
より地域の拠点病院の分娩数も
増加しており、周産期医療機関
相互の機能分担と連携体制の
確保が必要。

和歌山県立医科大学附属病院のGCU病床を増床した。
分娩を行う医療機関及び助産所への設備整備を実施した。
分娩をやめた産科開業医が拠点病院に当直として参加・連
携を行うための運営費支援を行った。

リスクの高い妊婦や新生児を適切に受け入れるため、県立
医科大学附属病院のGCU病床を増床し、総合周産期母子医
療センターとしての診療機能を強化。
分娩取扱医療機関等への設備整備、地域の開業医が病院
の当直業務等を行う病診連携を推進し、地域において安心し
て出産出来る医療体制を堅持。

和歌山医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
【2】臨時特例医師確保対
策奨学金貸与事業

342,000

【6】医師等環境改善事業
180,000

【7】研修医用機器整備へ
の支援

42,500

【8】看護教育教材整備事
業

34,000

【9】看護教員・実習指導
者養成支援事業

50,400

【10】看護師養成所施設
整備事業

200,000

【11】認定看護師養成研
修受講補助事業

12,000

【13】病院内保育所施設
整備費補助事業

17,136

【14】病院内保育所運営
費補助事業

30,684

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
【15】地域医療連携推進
事業 38,400

【16】地域医療向上研修
会開催支援事業 36,000

【19】テレビ会議システム
構築事業 18,000

【24】医療連携のためのＩＴ
化促進への支援 750,000

【25】医療連携体制充実
施設設備整備事業 425,000

鳥取県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師、看護師の不足により、病
院勤務医や看護師の負担が増
大し、その役割を十分に果たす
ことができていないことから、医
師、看護師の確保や負担軽減
が必要。

【2】臨時養成枠１９人（H22：８人H23：１１人）、一般枠２０人（H21：８人
H22：９人H23：３人）に新規貸付を行った。

【6】医師事務作業補助者や看護師事務作業代行職員を新たに採用し
た場合の人件費及び新たに派遣を受けた場合の委託料に対して補助
を行った。
 ・H22：９医療機関において医師事務作業補助者１０名、看護師事務
作業代行職員９名を配置
 ・H23：６医療機関において医師事務作業補助者１１名、看護師事務
作業代行職員３名を配置

【7】臨床研修病院の施設設備整備について、H22：５病院H23：５病院
に対し補助を行った。
【8】H22、H23とも４施設の看護教育教材整備を実施した。
【9】看護教員（H22：2人）、実習指導者（H22：５人、H23：５人）の養成を
行った。
【10】県立倉吉総合看護専門学校の定員増に伴い実習棟の増築及び
本館等の改築を行った。
【11】認定看護師養成研修受講補助（４名）を行った。
【13】【14】H24年度に１医療機関の院内保育所整備及び運営に補助を
行う予定。

【2】左記貸付者が、将来は県内で勤務する見込である。

【6】事務作業を軽減することにより、医師や看護師に、本来の診療業
務等に専念してもらうことができる。その他、過重労働による離職防止
にも寄与することができる。

【7】臨床研修病院が施設設備の充実を図り、全県でH22マッチング
（H23から研修）４４人H23マッチング（H24から研修）３８人と増加した。
【8】【9】看護教育教材を整備するとともに看護教員・実習指導者を養
成したことにより、より質の高い看護師を養成するための環境が整備
された。
【10】県立倉吉総合看護専門学校第１看護学科において、平成２３年４
月から１０名の定員増を行った。看護師養成数の増加を図ることによ
り、県内に就業する看護師数の増加が今後期待される。
【11】認定看護師を養成することで、今後、看護体制が充実し、資質の
高い看護が提供されるようになると見込まれる。
【13】【14】子どものある看護職員や女性医師等の医療従事者が、安心
した勤務の継続や再就業できる環境の整備を行うことで、今後、医療
従事者の離職防止や確保が図られるようになると見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

急性期、回復期、慢性期、在宅
までの医療機関の連携体制の
充実が必要。
限られた医療資源を有効活用
するために、ＩＴを活用した遠隔
画像診断や診療情報の共有化
を推進するなどスムースな連携
体制を構築するための整備が
必要。

【15】H22：脳卒中パスを策定、H23：がんパスを策定

【16】４疾病６事業に関する研修に対して補助を行った。
・H22：４箇所（在宅医療：２回、災害医療：２回、周産期医療、救急医
療、がん、脳卒中、糖尿病：各１回）
・H23：４箇所（災害医療：２回、救急医療：２回、在宅医療：１回）

【19】医療従事者の負担軽減のため、県医師会を運営为体とし東部・
中部・西部の各拠点に医療従事者が活用できるシステムを整備した。

【24】H22から協議を重ね、H23から電子カルテシステム新規導入及び
更新に対する補助を実施。H23：１医療機関

【25】各圏域で必要な医療機器等についての検討を行い、設備整備の
補助を行った。H22：４医療機関、H23：１２医療機関

【15】各種パスの策定をきっかけに地域医療連携が進んでいる。
【16】４疾病６事業について、既存の医療資源を有効に活用し、地域の
医療機関間で連携した研修を実施することにより、医療機関間の連携
を円滑化させることができる。
【19】各種会議に参加する医療関係者等にとって負担となっている移
動時間を低減させることで参加への負担軽減効果が見込まれるととも
に、会議や研修会などの参加者の資質向上と地域医療連携の深化に
資することが見込まれる。
【24】ＩＴによる地域医療連携の実現の基盤となる電子カルテシステム
導入を促進することにより、地域医療連携に寄与するだけでなく、医
師、看護師等の医療従事者の負担軽減が図られる。
【25】４疾病６事業に対応する医療機関の機能をより高めるため、地域
で協議した計画に従って整備を実施することで、地域全体での医療体
制の充実が図られる。

東部（中部）医療



（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
【21】ヘリコプターを活用し
た救急医療体制整備事業 121,580

【23】救急医療・災害医療
施設等施設整備事業 137,300

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
【4】地域医療資源将来予
測事業 20,000

【17】県民への適正受診
啓発推進事業 45,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

初期、二次、三次の救急医療体
制の充実と医療用ヘリコプター
を活用した搬送体制の充実が
必要。

【21】H22に消防防災ヘリを医師搭乗型運用とするため設備整備を
行った。またH22年度から本事業によりドクターヘリの負担金を支払っ
ている。
【23】
 ・県立病院の救命救急センターの施設・設備整備を行った。
 ・二次救急医療機関の設備整備に対して補助を行った。H22：４医療
機関、H23：２医療機関
 ・災害拠点病院に対し、災害時に必要となる医療機器や透析機器の
整備の補助を行った。H22：３医療機関（当該圏域の災害拠点病院：３
箇所）
 ・鳥取DMATの体制整備及び研修経費に対して補助を行った。H22：３
医療機関、H23：３医療機関（当該圏域のDMAT指定医療機関：３箇
所）

【21】より迅速かつ重層的な救急搬送が可能となる体制となった。

【23】救命救急センター、二次救急医療機関への搬送患者が年々増加
していること、また、重篤患者の治療のためにも施設・設備の整備が
必要と考えられることから、本事業を実施して各病院の体制を強化す
ることで、救急医療体制を確保することができる。また、災害時におい
ても、多数の重篤救急患者の救命医療を行うためには高度な診療機
能が必要であることから、本事業を実施することにより、より確実な災
害医療体制が構築できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医療機関の役割分担の県民へ
の周知が必要。

【4】平成２２年を起点として、５年後、１０年後、２０年後、３０年後の医
療資源の需要（必要病床数、必要医師数、必要看護師数）と供給（医
師数、看護師数）の推計（将来予測を行った。
【17】医療機関の適正受診に関する出前講座へ補助を行ったり（H22：
３箇所、H23：４箇所）、適正受診を啓発するためのリーフレットの配布・
ラジオ広報等を行ったりした。また特に小児救急については、適正受
診を図るためハンドブックの作成や保育所での講座を開催した。

【4】本県の将来の患者の動向、医師数等の地域医療資源の将来を予
測し、持続可能な医療提供体制の構築に向けての検討･立案を行う際
の参考とする。
【17】様々な方法で啓発を行うことで、不適切な救急受診の事案を減ら
し、医療従事者の負担を軽減し、適正な医療提供体制を目指す。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
【1】鳥取大学医学部寄附
講座開設事業 140,000

【3】とっとり医師養成支援
推進事業 74,800

【5】次世代医師海外留学
支援事業 79,200

【6】医師等環境改善事業
144,000

【7】研修医用機器整備へ
の支援 17,000

【8】看護教育教材整備事
業 34,000

【9】看護教員・実習指導
者養成支援事業 50,400

【10】看護師養成所施設
整備事業 33,000

【11】認定看護師養成研
修受講補助事業 12,000

【12】新卒看護師の卒後
臨床研修 64,000

【13】病院内保育所施設
整備費補助事業 9,176

【14】病院内保育所運営
費補助事業 38,644

鳥取県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師、看護師の不足により、病
院勤務医や看護師の負担が増
大し、その役割を十分に果たす
ことができていないことから、医
師、看護師の確保や負担軽減
が必要。

【1】H22.10に鳥取大学医学部に寄附講座（地域医療学講座）を開設
し、学生教育カリキュラムの検討、学生へのアンケート・面談などの取
組などを行い、平成２３年度には、次世代医師交流事業（特別養成枠
学生自治医科大学訪問、大山交流合宿）、地域医療に関する講義及
び臨床実習、鳥取大学医学部附属病院総合診療外来等での診療支
援、地域医療に関する研究、普及啓発などの取り組みを行っている。
【3】医学生、研修医、若手・女性医師等の県内勤務を推進する各種施
策を実施した。
・医学生地域医療実習支援事業（H21：２件H22：２件H23：２件）
・臨床研修医セミナー開催事業（H21：４回H22：５回H23：４回）
・女性医師就業環境整備事業（H22：５件H23：３件）
・次世代医師リクルーター活動推進事業（H21：リクルーター数１１人勧
誘学生等数５人H22リクルーター数１９人勧誘学生等数５０名H23リク
ルーター数３０人勧誘学生等数６２名）
・とっとりの医療広報事業（H21：２号発行H22：４号発行H23：２号発行）
・女性医師就業支援事業（H23：鳥取大学に委託）
【5】H22：１人H23：３人に新規貸付を行った。
【6】医師事務作業補助者や看護師事務作業代行職員を新たに採用し
た場合の人件費及び新たに派遣を受けた場合の委託料に対して補助
を行った。
・H22：８医療機関において医師事務作業補助者５名、看護師事務作
業代行職員１０名を配置
・H23：６医療機関において医師事務作業補助者７名、看護師事務作
業代行職員８名を配置
【7】臨床研修病院の施設設備整備について、H22：２病院H23：１病院
に対し補助を行った。
【8】H22、H23とも４施設の看護教育教材整備を実施した。
【9】看護教員（H22：2人、H23：１人）、実習指導者（H22：２人、H23：５
人）の養成を行った。
【10】米子医療センター附属看護学校の定員増に伴い必要となる備品
等の整備に対し助成を行った。
【11】認定看護師養成研修受講補助（３名）を行った。
【12】新卒看護師の卒後臨床研修
平成２２年度：新人研修を行う１９施設に対し、研修費を補助すると共
に、他の施設の新人を受け入れ、研修を実施した３施設に対し研修に
係る経費を補助した。
平成２３年度：平成２２年度と同様に自施設で新人研修を行う１９施設
に対し補助し、他施設の新人を受け入れて研修を行った２施設に対し
補助した。
【13】【14】院内保育所整備及び運営に補助を行った。（２病院）

【1】地域医療に対する医学生の関心が高まりつつあり、今後の継続的
な取り組みを通じ、奨学生など将来地域医療を担う医師の増加が期
待される。
【3】各種施策を通じ、医学生の地域医療についての理解が深まり、県
内臨床研修医の増加、女性医師等の離職防止、復職支援の推進など
が期待される。
【5】左記貸付者が、将来は県内で勤務する見込であり、海外で学んだ
知識・技術等の普及啓発も期待される。
【6】事務作業を軽減することにより、医師や看護師に、本来の診療業
務等に専念してもらうことができる。その他、過重労働による離職防止
にも寄与することができる。
【7】臨床研修病院が施設設備の充実を図り、全県でH22マッチング
（H23から研修）４４人H23マッチング（H24から研修）３８人と増加した。
【8】【9】看護教育教材を整備するとともに看護教員・実習指導者を養
成したことにより、より質の高い看護師を養成するための環境が整備
された。
【10】米子医療センター附属看護学校において、平成２３年４月から１０
名の定員増を行った。看護師養成数の増加を図ることにより、県内に
就業する看護師数の増加が今後期待される。
【11】認定看護師を養成することで、今後、看護体制が充実し、資質の
高い看護が提供されるようになると見込まれる。
【12】新人看護職員の離職率の減尐を図り、今後も更に離職率の減
尐、定着促進をはかる。
【13】【14】子どものある看護職員や女性医師等の医療従事者が、安心
した勤務の継続や再就業できる環境の整備を行うことで、今後、医療
従事者の離職防止や確保が図られるようになると見込まれる。

西部医療圏 



鳥取県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

西部医療圏 

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
【15】地域医療連携推進
事業 19,200

【16】地域医療向上研修
会開催支援事業 36,000

【18】Web型電子カルテシ
ステム構築事業 564,000

【24】医療連携のためのＩＴ
化促進への支援 210,000

【25】医療連携体制充実
施設設備整備事業 212,500

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
【20】広域災害救急医療
情報システム整備事業 102,070

【22】休日急患センター施
設・設備整備事業 105,710

【23】救急医療・災害医療
施設等施設整備事業
（除：腎センター・感染症
関連）

554,300

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
腎疾患の治療や腎移植に対応
する施設及び感染症対策のた
めの施設の充実が必要。

【２３】平成２４年度から腎センターの整備へ補助予定であり、平成２３
年度までは事業を実施していない。

【２３】腎移植に関する相談・支援、腎不全への進展予防等を行う腎セ
ンターを整備することにより、県内の腎疾患に対応する体制の強化が
期待される。

【23】救急医療・災害医療
施設等施設整備事業（腎
センター・感染症関連）

100,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

急性期、回復期、慢性期、在宅
までの医療機関の連携体制の
充実が必要。
限られた医療資源を有効活用
するために、ＩＴを活用した遠隔
画像診断や診療情報の共有化
を推進するなどスムースな連携
体制を構築するための整備が
必要。

【15】H22：脳卒中パスを策定、H23：がんバスを策定
【16】４疾病６事業に関する研修に対して補助を行った。
・H22：２箇所（在宅医療・災害医療：各２回、周産期医療・救急医療・が
ん・脳卒中・糖尿病：各１回）
・H23：３箇所（災害医療、救急医療、がん：各１回）
【18】H22年度にＩＴを活用した地域医療連携システムワーキンググルー
プ等を開催し、必要性、運用体制等を検討。導入に積極的な医療機関
にシステムを導入して事業実施することにより、事業効果や今後の地
域医療連携の取組について、その効果や課題の検証を行うこととし、
H23年度は６医療機関間でのシステム構築に対し補助を行った。
【24】H22から協議を重ね、H23から電子カルテシステム導入に対する
補助を実施。H23：１医療機関
【25】各圏域で必要な医療機器等についての検討を行い、設備整備の
補助を行った。H22：２医療機関、H23：１医療機関

【15】各種パスの策定をきっかけに地域医療連携が進んでいる。
【16】４疾病６事業について、既存の医療資源を有効に活用し、地域の
医療機関間で連携した研修を実施することにより、医療機関間の連携
を円滑化させることができる。
【18】地域の医療機関間の連携を図り、質の高い地域医療を実現する
ことができる。
【24】ＩＴによる地域医療連携の実現の基盤となる電子カルテシステム
導入を促進することにより、地域医療連携に寄与するだけでなく、医
師、看護師等の医療従事者の負担軽減が図られる。
【25】４疾病６事業に対応する医療機関の機能をより高めるため、地域
で協議した計画に従って整備を実施することで、地域全体での医療体
制の充実が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

初期、二次、三次の救急医療体
制の充実と医療用ヘリコプター
を活用した搬送体制の充実が
必要。

【20】ＥＭＩＳと鳥取県救急医療情報システムとの間で災害医療情報が
連携できるよう県側システムの改修を行った。
【22】米子市急患診療所の現在地での拡充整備に対して補助を行っ
た。
【23】
・救命救急センターの施設・設備整備に対して補助を行った。
・二次救急医療機関の設備整備に対して補助を行った。H22：２医療機
関、H23：１医療機関
・災害拠点病院に対し、災害時に必要となる医療機器や透析機器の
整備の補助を行った。H22：１医療機関（当該圏域の災害拠点病院：１
箇所）
・鳥取DMATの体制整備及び研修経費に対して補助を行った。H22：１
医療機関、H23：１医療機関（当該圏域のDMAT指定医療機関：１箇
所）

【20】ＥＭＩＳと鳥取県救急医療情報とを接続し、災害時の情報共有を
強化することで、災害医療体制の強化に寄与することができる。
【22】米子市急患診療所の体制を強化し、患者の症状に応じた適切な
医療機関での治療を可能とすることで、救急医療の役割分担に寄与
する。
【23】救命救急センター、二次救急医療機関への搬送患者が年々増加
していること、また、重篤患者の治療のためにも施設・設備の整備が
必要と考えられることから、本事業を実施して各病院の体制を強化す
ることで、救急医療体制を確保することができる。また、災害時におい
ても、多数の重篤救急患者の救命医療を行うためには高度な診療機
能が必要であることから、本事業を実施することにより、より確実な災
害医療体制が構築できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業

地域勤務医師の研修資金への支援 143,000
非常勤医師の交通費への支援 105,418
新人看護職員の確保に
関する支援事業 14,069

離職防止・再就職促進事業 30,925
先輩看護職員キャリア
アップ応援事業 22,544

医療従事者に対する
メンタルヘルス支援事業 13,025

県外看護職員・潜在看護職員
の県内就業促進事業 26,000

○都道府県単位の事業

各種広報媒体を活用した情報収集 21,662
県外大規模病院からの
医師招聘に伴う損失補填等 15,000

医学生への奨学金の拡充 170,619

初期研修医向けの研修資金 63,750

後期研修医向けの研修資金 99,000

研修医の国内外留学支援 18,800

研修用設備等の支援 15,000

専門医資格取得等の支援 3,081
診療単位でのネットワーク支援 2,000

島根大学寄附講座の設置 120,000

地域勤務医師育成支援 315,200
養成所専任教員の資質
向上のための研修事業 8,768

養成所専任教員と看護師
の人事交流支援事業 5,162

養成所の教育環境整備事業 2,000
看護学生修学資金貸与事業 53,400
医師事務作業補助者の雇用への支援

76,337
女性医師等の就労環境の支援 6,820
地域医療を守る普及啓発支援事業 21,242

地域医療教育推進事業 45,234

島根県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師、看護職員等の不足に
より、計画対象地域では、各
医療機関が担う役割を十分
に果たすことができないの
で、医療従事者の確保は喫
緊の課題

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
＜医師確保＞
（呼ぶ）
・県外医師の招へいについては、民間Webサイトへの求人情報等を掲載するなど、各種広報媒体を活用した情
報収集発信を実施した。その結果、H22年度地域医療視察ツアーに32組（※1）が参加、県内医療機関に21名
（※2）が着任。研修医の確保については、島根県研修病院郡として県外の大規模な病院説明会等に参加し、約
200名（※3）の学生等と面談を実施した。注）※1.2.3の数字は、県全体の結果
（育てる）
・医学生への奨学金を拡充し、「医学生地域医療奨学金」を島根大学入学者枠（H22）10名・（H23）12名、鳥取大
学入学者枠（H22）2名・（H23）1名、「特定診療科医師緊急養成奨学金」を（H22）8名・（H23）3名に新規貸与し
た。注）新規貸与者数は県全体数
・初期研修医向けの研修資金は、（H22）6名・（H23）7名に新規貸与した。注）新規貸与者数は県全体数
・後期研修医向けの研修資金は、（H22）6名・（H23）7名に新規貸与した。注）新規貸与者数は県全体数
・研修医の国内外留学支援事業により公立邑智病院（H23見込）へ補助した。
・研修用設備等の支援事業は、島根大学が実施する医療シュミレーターを活用した地域医療機関での研修会に
係る経費を補助した。
・専門医資格取得等の支援事業は大田市立病院他4病院（H22）、大田市立病院他5病院（H23見込）へ補助し
た。
・島根大学医学部に県の寄附講座を設置した。
・地域勤務医師育成支援は、各種学会等参加経費、専門医等資格取得経費、医療シミュレータ機器等の整備経
費などを補助した。
（助ける）
・地域勤務医師の研修資金への支援事業により大田市立病院他4病院（H22）、大田市立病院他5病院（H23見
込）へ補助した。
・非常勤医師の交通費への支援事業により大田市立病院他9医療機関（H22）、大田市立病院他9医療機関（H23
見込）へ補助した。
＜看護職員確保＞
・養成所専任教員の資質向上のための研修事業により、専任教員の研修等を受講するための経費負担及び当
該職員が研修を受講する期間に係る代替職員雇用経費を石見高等看護学院他2養成所（H22）、石見高等看護
学院他1養成所（H23見込）へ補助した。
・養成所専任教員と看護師の人事交流支援事業により、石見高等看護学院へ補助した。
・養成所の教育環境整備事業により、大田准看護学校に対し看護実践能力備品整備、各種修繕工事実施経費
を補助した。
・看護学生修学資金貸与事業は看護師を目指す学生に修学資金を貸与し看護職員確保に努めた。看護学科
（H22）27名・（H23）38名に新規貸付。注）新規貸与者数は県全体数
・新人看護職員の確保に関する支援事業では、看護学生が自病院へ就職するよう勧誘・ＰＲする活動経費を大
田市立病院他6病院（H22）、大田市立病院他6病院（H23見込）へ補助した。
・離職防止・再就職促進事業は、新人看護職員に対する研修経費の支援を行うとともに、研修責任者等への研
修、多施設合同研修等を委託により実施した。
・先輩看護職員キャリアアップ応援事業により、キャリアアップのための研修受講に要する経費を公立邑智病院
他4病院（H22）、大田市立病院他6病院（H23見込）へ補助した。
・医療従事者に対するメンタルヘルス支援事業は、メンタルヘルス対策に取り組む公立邑智病院他5病院
（H22）、大田市立病院他6病院（H23見込）へ補助した。
＜就労環境整備＞
・医師事務作業補助者の雇用への支援は、大田市立病院他5病院（H22）、大田市立病院他6病院（H23見込）へ
補助した。
・地域医療を守る普及啓発支援事業は、地域医療を守るための取り組みをした大田市などの6団体（H22）・大田
市などの5団体（H23見込）へ補助した。

・医学生向けに再生計画事業として拡充した奨学金制度や従前よ
り県で実施している奨学金制度により、奨学金を貸与した医師が
平成26年度には90名（※1）を超える見込みであり、将来の地域医
療の担い手確保に貢献している。（※1：県全体の数字）
・島根大学に設置した県の寄附講座（地域医療支援学講座）によ
り、大学と地域医療機関との連携強化が図られるとともに、地域枠
入学や奨学金貸与医学生など地域医療を志す医学生の医学教
育体制の充実及び医師確保、育成に関する地域の環境整備に寄
与している。
・平成22～23年度において、初期研修医13名（※2）、後期研修医
13名（※3）に研修資金貸与し、研修医への支援を通して医師確保
に貢献している。（※2・3：県全体の数字）
・医療機関に対しては、医師確保への取組み支援として研修資金
支援事業を5病院（Ｈ22実績）、医師の事務負担軽減を図るための
医師事務作業補助者の雇用経費への支援を6病院（Ｈ22実績）、
医療機関の診療機能確保及び常勤医師の負担軽減を図るため
の、非常勤医師に要する交通費等への支援を10病院（Ｈ22実績）
が活用しており、再生計画事業は地域医療の確保に貢献してい
る。
・医師を「呼ぶ」「育てる」「助ける」の三本柱による取り組みは、地
域医療の確保に貢献するものである。

・看護学生修学資金貸与、新人看護職員の確保に関する支援事
業活用による県外に進学した看護学生の県内就業促進、看護師
等学校養成所の環境整備や養成所専任教員の資質向上研修の
実施により、県内看護師等学校養成所の環境等整備が促進さ
れ、看護職の県内就業や県内学生の県内進学に寄与した。
・離職防止再就職促進事業、メンタルヘルス支援事業等離職防止
に対する取り組み効果により、新人看護職員を含めた離職率の低
下が期待される。

・住民団体等を为体とする普及啓発活動が展開され、地域医療を
地域が守っていく意識が醸成されている。

西部医療圏 



島根県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

西部医療圏 

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業

情報ネット地域医療支援事業 382,428

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業
地域の開業医の診療応援に対する支援 3,105
在宅当番医制等に対する支援 7,600
医療拠点機能確保
設備整備支援事業 185,576

ドクターヘリ導入事業 100,484

○都道府県単位の事業
ドクターヘリ導入事業 262,112

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業
中高校生の一日助産師体験 907
院内助産所・助産師外来施設整備事業 5,578

○都道府県単位の事業
助産師確保特別資金貸与事業 31,200
助産師卒後教育研修プログラム構築・運用 4,663

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業
開業医子宮頸がん検診に関する補助 7,283
マンモグラフィー検診機器整備事業　 20,000
乳がん模型を整備　 1,202
乳がん検診精度管理向上
のための体制整備事業 1,686

がん医療従事者等研修支援事業 14,603
がん診療連携推進病院等機能強化事業 29,070
がん診療情報提供促進病院支援事業　 19,447
高度ながん診療機器の活用促進　 5,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足などにより、医療機
関が本来果たすべき医療機
能の確保が難しい状況にあ
り、医療機関連携を一層推
進し、医療機能の確保に努
めていくことが必要

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
・ＩＴを活用した地域医療支援事業は、中山間地域等の公立邑智病院他４病院（H22）、島根大学医学部附属病
院（西部地域を支援）（H23見込）に専門医の助言を得るための遠隔画像診断システムの整備に対する補助を
行った。
・医療機関間で診療情報等を共有するシステムのベースとなるセキュリティの確保されたネットワーク基盤につ
いて、ＮＰＯ法人を事業为体として整備に着手した。また、全県の病院、医師会等の医師等20名で構成する医療Ｉ
Ｔ専門部会を設置し、セキュリティ対策等ネットワーク利用のためのルールづくりや、診療情報共有等の具体的
なシステム（アプリケーション）の仕様等の検討を行っているところ。

・遠隔画像診断システムの整備を支援することで、地域住民が身
近な医療機関で専門的な医療を受けられる環境が整備された。
・厚生労働省のガイドラインに準拠したセキュリティの確保された
ネットワークが整備されつつある。今後、医療機関同士が当該ネッ
トワーク上で診療情報等を共有することにより、医療機関連携がさ
らに円滑になることが期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

広範な中山間地を抱えてお
り、搬送体制の強化、及び病
院の圏域における役割を果
たすための機能強化が必要

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
・地域の開業医の診療応援に対する支援は、益田医師会病院での取り組みに補助した。
・在宅当番医制等に対する支援は、大田市での取り組みに補助した。
・医療拠点機能確保設備整備事業は、救急医療体制の維持・確保を図るため、大田市立病院他2病院
（H22）・益田赤十字病院他2病院（H23見込）への補助を実施した。
・ドクターヘリ導入事業は、H22年度において、H23年度の運航開始に向けて運航調整委員会の開催や格
納庫等のインフラの整備を実施し、H23年6月に運航開始した。

・圏域における救急医療や周産期医療体制等の維持に必要な環
境整備は、地域での医療提供体制の維持に繋がるものである。
・ドクターヘリは、平成２３年６月運航開始以降、１日平均約１．７件
の運航を行っており、救命率の向上、後遺症の軽減に貢献してい
る。また、臨時離着陸場の整備補助により、ドクターヘリの安全な
運航に寄与している。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

分娩取扱い医療機関が減尐
しており、地域の周産期医療
体制の確保が課題

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
・中高生の一日助産師体験事業は、中高生の一日助産師体験を実施する公立邑智病院他3病院（H22）、
公立邑智病院他3病院（H23見込）に対しその経費を補助した。
・助産師確保特別資金貸与事業は助産師を目指す学生に修学資金を貸与し看護職員確保に努めた。助
産専攻（H22）9名・（H23）9名に新規貸付。注）新規貸与者数は県全体数
・助産師卒後教育研修プログラム構築・運用事業は、新任助産師の卒後教育を充実するため、統一した卒
後教育プログラムを構築し、特に実務研修を県内の医療機関が相互に協力する体制を構築した。

・中高生の一日助産師体験事業の実施により、助産師とその業務
に興味を持ち、将来、助産師となることを目標とする学生数の増加
に繋がることが期待できる。
・助産師特別資金貸与により、不足する助産師の県内就業に繋
がった。
・助産師卒後教育研修プログラム構築・運用事業は、新任期に必
要な研修プログラムを構築でき、医療機関相互協力により助産師
の技術力向上、モチベーション向上につながっている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

がん対策を推進しており、が
ん診療医の負担軽減のた
め、検診体制の整備による
がん検診受診率向上、がん
診療に係る医療機関連携の
推進が必要

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
・開業医子宮頸がん検診に関する補助は、子宮頸がん検診の受診率向上を図るため、産婦人科系開業医が行う時
間外の子宮頸がん検診に助成を行った。
・マンモグラフィー検診機器整備事業は、乳がん検診の受診率向上を図るため、公立邑智病院のマンモグラフィー検
診機器の整備に対する補助を行った。
・乳がん模型を保健所に整備し、自己触診の普及を図る。
・高度ながん検診機器の活用促進は、がん検診の最新機器である「ＰＥＴ－ＣＴ」導入の周知及び機器の利用促進を
図るために、浜田医療センターに対して補助を行った。
・乳がん検診精度管理のための体制整備事業は、マンモグラフィー読影の精度管理を図るため、読影医師及び撮影
技師の学習会（４回）を開催した。また、自己検診の正しい手法の普及推進を図るため、がん自己検診指導者の養成
講座を開催する予定。（1回）
・がん診療連携推進病院等機能強化事業は、国の指定する「がん診療連携拠点病院」がない益田圏域のがん診療
の質の向上等を図るため、益田赤十字病院に対し、がん診療にかかる経費に対して補助を実施した。
・がん診療情報提供促進病院支援事業は、地域がん登録の推進、がん相談機能の充実などに取り組む病院をがん
診療情報提供促進病院に指定、指定した大田市立病院他6病院（H22）、大田市立病院他6病院（H23見込）が実施し
た事業に対しその経費を補助した。

・開業医子宮頸がん検診に関する補助は、平成２２年度実績で
は、検診日数１８日、受診者数７２人であり、通常の診療時間内に
受診しづらい人の受診を可能にすることで受診率向上に繋がる。
・マンモグラフィー検診機器整備事業及び高度ながん検診機器の
活用促進は、診療体制整備に貢献するものである。
・自己検診の正しい手法や乳がん検診について正しい知識を啓発
することにより、早期発見につなげる。
・がん診療連携推進病院機能強化事業により、補助対象である益
田赤十字病院において、医療従事者の研修参加による質の向上
や相談機能の充実などが促進された。
・がん診療情報提供促進病院支援事業により、補助対象病院にお
いて、がん相談窓口の設置や、地域がん登録への参加が促進さ
れた。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業

地域勤務医師の研修資金への支援 13,000

非常勤医師の交通費への支援 75,931
新人看護職員の確保に関する支援事業 13,552

離職防止・再就職促進事業 26,860
先輩看護職員キャリアアップ応援事業 11,675
医療従事者に対する
メンタルヘルス支援事業 8,471

県外看護職員・潜在看護
職員の県内就業促進事業 26,000

○都道府県単位の事業

各種広報媒体を活用した情報収集 21,664
「赤ひげバンク」登録医師等
  のデータ管理システム 1,014

県外大規模病院からの
医師招聘に伴う損失補填等 15,000

地域医療再生計画策定
・事業執行に係る事務費 2,618

医学生への奨学金の拡充 176,574

初期研修医向けの研修資金 63,750

後期研修医向けの研修資金 99,000

研修医の国内外留学支援 19,950

研修用設備等の支援 15,000

専門医資格取得等の支援 9,968

診療単位でのネットワーク支援 2,058

島根大学寄附講座の設置 120,000

地域勤務医師育成支援 279,200
養成所専任教員の資質
向上のための研修事業 4,124

養成所の教育環境整備事業 819

看護学生修学資金貸与事業 52,800
医師事務作業補助者の雇用への支援 82,618

女性医師等の就労環境の支援 6,820
地域医療を守る普及啓発支援事業 20,882

地域医療教育推進事業 45,234

島根県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師、看護職員等の不足に
より、計画対象地域では、各
医療機関が担う役割を十分
に果たすことができない。

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
＜医師確保＞
（呼ぶ）
・県外医師の招へいについては、民間Webサイトへの求人情報等を掲載するなど、各種広報媒体を活用した情
報収集発信を実施した。その結果、H22年度地域医療視察ツアーに32組（※1）が参加、県内医療機関に21名
（※2）が着任。研修医の確保については、島根県研修病院郡として県外の大規模な病院説明会等に参加し、約
200名（※3）の学生等と面談を実施した。注）※1.2.3の数字は、県全体の結果
・「赤ひげバンク」登録医師等のデータ管理システムを作成し、医師や医学生の人材情報を一元管理を実施。
H22年度末では688名の登録者があり、定期的に情報誌や求人情報等を送付。
（育てる）
・医学生への奨学金を拡充し、「医学生地域医療奨学金」を島根大学入学者枠（H22）10名・（H23）12名、鳥取大
学入学者枠（H22）2名・（H23）1名、「特定診療科医師緊急養成奨学金」を（H22）8名・（H23）3名に新規貸与し
た。注）新規貸与者数は県全体数
・初期研修医向けの研修資金は、（H22）6名・（H23）7名に新規貸与した。注）新規貸与者数は県全体数
・後期研修医向けの研修資金は、（H22）6名・（H23）7名に新規貸与した。注）新規貸与者数は県全体数
・研修医の国内外留学支援事業により県立中央病院（H22、H23見込）へ補助した。
・研修用設備等の支援事業は、島根大学が実施する医療シュミレーターを活用した地域医療機関での研修会に
係る経費を補助した。
・専門医資格取得等の支援事業は松江医療センター他5病院（H22）、松江医療センター他6病院（H23見込）へ補
助した。
・診療単位でのネットワーク支援では、ネットワーク構築に向けた準備のための会議を開催した。
・島根大学医学部に県の寄附講座を設置した。
・地域勤務医師育成支援は、各種学会等参加経費、専門医等資格取得経費、医療シミュレータ機器等の整備経
費などを補助した。
（助ける）
・地域勤務医師の研修資金への支援事業により安来市立病院（H22）、安来市立病院他1病院（H23見込）へ補助
した。
・非常勤医師の交通費への支援事業により安来市立病院他7病院（H22）、安来市立病院他7病院（H23見込）へ
補助した。
＜看護職員確保＞
・養成所専任教員の資質向上のための研修事業により、専任教員の研修等を受講するための経費及び当該職
員が研修を受講する期間に係る代替職員雇用経費を松江高等看護学院（H22）、松江総合医療専門学校（H23
見込）に補助した。
・養成所の教育環境整備事業により、松江看護高等専修学校に対し看護実践能力備品整備、各種修繕工事実
施経費を補助した。
・看護学生修学資金貸与事業は看護師を目指す学生に修学資金を貸与し看護職員確保に努めた。看護学科
（H22）27名・（H23）38名に新規貸付。注）新規貸与者数は県全体数
・新人看護職員の確保に関する支援事業では、看護学生が自病院へ就職するよう勧誘・ＰＲする活動経費を安
来市立病院他4病院（H22）、安来市立病院他4病院（H23見込）へ補助した。
・離職防止・再就職促進事業は、新人看護職員に対する研修経費の支援を行うとともに、研修責任者等への研
修、多施設合同研修等を委託により実施した。
・先輩看護職員キャリアアップ応援事業により、キャリアアップのための研修受講に要する経費を安来市立病院
（H22）、安来市立病院他2病院（H23見込）へ補助した。
・医療従事者に対するメンタルヘルス支援事業は、メンタルヘルス対策に取り組む安来市立病院他2病院
（H22）、松江医療センター他3病院（H23見込）へ補助した。
＜就労環境整備＞
・医師事務作業補助者の雇用への支援は、松江市立病院他5病院（H22）、松江市立病院他6病院（H23見込）へ
補助した。
・地域医療を守る普及啓発支援事業は、地域医療を守るための取り組みをした安来市などの7団体（H22）・安来
市などの6団体（H23見込）へ補助した。

・医学生向けに再生計画事業として拡充した奨学金制度や従前よ
り県で実施している奨学金制度により、奨学金を貸与した医師が
平成26年度には90名（※1）を超える見込みであり、将来の地域医
療の担い手確保に貢献している。（※1：県全体の数字）
・島根大学に設置した県の寄附講座（地域医療支援学講座）によ
り、大学と地域医療機関との連携強化が図られるとともに、地域枠
入学や奨学金貸与医学生など地域医療を志す医学生の医学教
育体制の充実及び医師確保、育成に関する地域の環境整備に寄
与している。
・平成22～23年度において、初期研修医13名（※2）、後期研修医
13名（※3）に研修資金貸与し、研修医への支援を通して医師確保
に貢献している。（※2・3：県全体の数字）
・医療機関に対しては、医師確保への取組み支援として研修資金
支援事業を１病院（Ｈ22実績）、医師の事務負担軽減を図るため
の医師事務作業補助者の雇用経費への支援を6病院（Ｈ22実
績）、医療機関の診療機能確保及び常勤医師の負担軽減を図る
ための、非常勤医師に要する交通費等への支援を8病院（Ｈ22実
績）が活用しており、再生計画事業は地域医療の確保に貢献して
いる。
・医師を「呼ぶ」「育てる」「助ける」の三本柱による取り組みは、地
域医療の確保に貢献するものである。

・看護学生修学資金貸与、新人看護職員の確保に関する支援事
業活用による県外に進学した看護学生の県内就業促進、看護師
等学校養成所の環境整備や養成所専任教員の資質向上研修の
実施により、県内看護師等学校養成所の環境等整備が促進さ
れ、看護職の県内就業や県内学生の県内進学に寄与した。
・離職防止再就職促進事業、メンタルヘルス支援事業等離職防止
に対する取り組み効果により、新人看護職員を含めた離職率の低
下が期待される。

・住民団体等を为体とする普及啓発活動が展開され、地域医療を
地域が守っていく意識が醸成されている。

東部医療圏 



島根県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

東部医療圏 

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業
情報ネット地域医療支援事業 363,477

○都道府県単位の事業
情報ネット地域医療支援事業 146,296
広域災害緊急医療情報システム導入 30,040

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業
地域の開業医の診療応援に対する支援 3,150

在宅当番医制等に対する支援 5,700
医療拠点機能確保
設備整備支援事業 185,478

ドクターヘリ導入事業 85,000

○都道府県単位の事業
ドクターヘリ導入事業 262,113

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業
中高校生の一日助産師体験 685

○都道府県単位の事業
助産師確保特別資金貸与事業 27,600
助産師卒後教育研修プログラム構築・運用 4,663

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
※平成23年度（見込み）数字は、各事業の平成23年度申請時の場合も含むので、平成23年度実績とは異なる場合があります。

これまでの成果
（今後期待される効果）

○当該地域における事業
開業医子宮頸がん検診に関する補助 4,500
マンモグラフィー検診機器整備事業　 90,000
子宮がん検診車の整備 34,545
乳がん模型を整備　 1,476
乳がん検診精度管理向上
のための体制整備事業 5,284

がん医療従事者等研修支援事業 14,603
がん診療情報提供促進病院支援事業　 20,808

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足などにより、医療機
関が本来果たすべき医療機
能の確保が難しい状況にあ
り、医療機関連携を一層推
進し、医療機能の確保に努
めていくことが必要

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
・ＩＴを活用した地域医療支援事業は、離島・中山間地域等の海士診療所他１病院（H22）、雲南市立病院他
１病院（H23見込）に専門医の助言を得るための遠隔画像診断システムの整備に対する補助を行った。
・医療機関間で診療情報等を共有するシステムのベースとなるセキュリティの確保されたネットワーク基盤
について、ＮＰＯ法人を事業为体として整備に着手した。また、全県の病院、医師会等の医師等20名で構
成する医療ＩＴ専門部会を設置し、セキュリティ対策等ネットワーク利用のためのルールづくりや、診療情報
共有等の具体的なシステム（アプリケーション）の仕様等の検討を行っているところ。

・遠隔画像診断システムの整備を支援することで、地域住民が身
近な医療機関で専門的な医療を受けられる環境が整備された。
・厚生労働省のガイドラインに準拠したセキュリティの確保された
ネットワークが整備されつつある。今後、医療機関同士が当該ネッ
トワーク上で診療情報等を共有することにより、医療機関連携がさ
らに円滑になることが期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

離島や広範な中山間地を抱
えており、搬送体制の強化、
及び病院の圏域における役
割を果たすための機能強化
が必要

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
・在宅当番医制等に対する支援は、奥出雲町での取り組みに補助した。
・医療拠点機能確保設備整備事業は、医療機関間の連携の充実、救急医療体制及び周産期医療体制の
維持・確保を図るため、鳥取大学医学部附属病院、安来市立病院他2病院（H22）・吉岡病院他2病院（H23
見込）への補助を実施した。
・ドクターヘリ導入事業は、H22年度において、H23年度の運航開始に向けて運航調整委員会の開催や格
納庫等のインフラの整備を実施し、H23年6月に運航開始した。

・圏域における救急医療や周産期医療体制等の維持に必要な環
境整備は、地域での医療提供体制の維持に繋がるものである。
・ドクターヘリは、平成２３年６月運航開始以降、１日平均約１．７件
の運航を行っており、救命率の向上、後遺症の軽減に貢献してい
る。また、臨時離着陸場の整備補助により、ドクターヘリの安全な
運航に寄与している。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

分娩取扱い医療機関が減尐
しており、地域の周産期医療
体制の確保が課題

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
・中高生の一日助産師体験事業は、中高生の一日助産師体験を実施する松江赤十字病院他5病院
（H22）、松江赤十字病院他2病院（H23見込）に対しその経費を補助した。
・助産師確保特別資金貸与事業は助産師を目指す学生に修学資金を貸与し看護職員確保に努めた。助
産専攻（H22）9名・（H23）9名に新規貸付。注）新規貸与者数は県全体数
・助産師卒後教育研修プログラム構築・運用事業は、新任助産師の卒後教育を充実するため、統一した卒
後教育プログラムを構築し、特に実務研修を県内の医療機関が相互に協力する体制を構築した。

・中高生の一日助産師体験事業の実施により、助産師とその業務
に興味を持ち、将来、助産師となることを目標とする学生数の増加
に繋がることが期待できる。
・助産師特別資金貸与により、不足する助産師の県内就業に繋
がった。
・助産師卒後教育研修プログラム構築・運用事業は、新任期に必
要な研修プログラムを構築でき、医療機関相互協力により助産師
の技術力向上、モチベーション向上につながっている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

がん対策を推進しており、が
ん診療医の負担軽減のた
め、検診体制の整備による
がん検診受診率向上、がん
診療に係る医療機関連携の
推進が必要

○平成22年度～23年度（見込み）の状況
・マンモグラフィー検診機器整備事業は、乳がん検診の受診率向上を図るため、(財)島根県環境保健公社
他２医療機関のマンモグラフィー検診機器の整備に対する補助を行った。
・子宮がん検診車の整備は、子宮がん検診の受診率向上を図るため、(財)島根県環境保健公社の子宮が
ん検診車の配備に対する補助を行った。
・乳がん模型を保健所に整備し、自己触診の普及を図る。
・乳がん検診精度管理のための体制整備事業は、県全体のマンモグラフィー読影の精度管理を図ため、
マンモグラフィー読影医師の育成のための新規講習会及び更新講習会（1回2日間）や読影医師及び撮影
技師の学習会（５回）を開催した。また、自己検診の正しい手法の普及推進を図るため、乳がん自己検診
指導者の養成講座を開催予定。（1回）
・がん診療情報提供促進病院支援事業は、地域がん登録の推進、がん相談機能の充実などに取り組む
病院をがん診療情報提供促進病院に指定、指定した安来市立病院他8病院（H22）、日立記念病院他8病
院（H23見込）が実施した事業に対しその経費を補助した。

・マンモグラフィー検診機器整備事業及び高度ながん検診機器の
活用促進は、診療体制整備に貢献するものである。
・マンモグラフィー読影講習会により、マンモグラフィー検診精度管
理中央委員会登録医として、新規に31名が合格し、１6名が更新
登録された。
　乳がん検診の体制整備により、受診率の向上につながる
・がん診療情報提供促進病院支援事業は、指定された病院に対し
て経費を補助することにより、がん相談窓口の設置や、地域がん
登録への参加が促進された。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

大学寄附講座の設置 120,000

医師確保等に取り組む市町村支援 11,848

地域で医師を育てる協働プログラム 24,036

岡山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入予定額：単位千円）

人口当たりの医師数が県平均
と比較して４割から５割尐なく、
中でも、救急医療や周産期医
療、小児医療を担う医師が恒常
的に不足しており、人材を安定
的に確保したり、相互に補完し
合う仕組みや既存の医療従事
者による協力体制の構築に取り
組む必要がある。

①岡山大学及び広島大学の地域枠の学生７人に対し、奨学資金
の新規貸付を開始している。
　【津山・英田医療圏計上事業】

②岡山大学大学院医歯薬学総合研究科に寄付講座「地域医療
人材育成講座」を設置している。（２２年５月～）
　【津山・英田医療圏計上事業】

③岡山大学への研究委託により、上記講座の調整等に基づき、
医師不足地域の病院で診療に従事しながら地域医療の課題等に
ついて研究する医師を派遣している。
　【津山・英田医療圏計上事業】

④地域医療を担う人材育成や情報発信の拠点となる「地域医療
人育成センターおかやま」の施設整備を岡山大学が行っている。
　【津山・英田医療圏計上事業】

⑤救急医の尐ない地域に救急医を確保するための寄附講座を川
崎医科大学に設置することとしているが、教員確保が困難なこと
などから進捗していない。

⑥市町村医師等確保支援事業の活用を市町村に呼び掛けてい
る。

⑦保健所において救急医療体制推進協議会を運営し、地域にお
ける救急医療体制の整備を検討するとともに、救急医療の普及
啓発事業を実施した。

①従来の岡山大学地域枠と合わせて、２８年に地域枠出身
の医師８人の確保が見込まれる。また、２６年度以降も県一
般財源により予算措置を継続することで、３５年まで毎年６～
９人の医師の確保が見込まれる。

②地域医療人材育成講座は、地域枠学生に加えて一般枠学
生も対象に、早期地域医療体験実習など地域医療教育に取
り組み、大学での評価も高く、２６年度以降の継続を望む意
見がある。

③医師不足地域の病院に２年間で延べ約１８人（常勤換算）
の医師を派遣しており、２５年度まで毎年１０人程度の医師確
保が見込まれる。

④「地域医療人育成センターおかやま」は、２４年７月にオー
プン予定で、上記講座や医療人キャリアセンター（ＭＵＳＣＡ
Ｔ）の活動拠点となり、医師等の交流や研修、復職支援等に
より、地域医療を担う医師等を総合的に支援することが期待
される。

⑤大学において講座設置が可能となった場合には、迅速に
寄附講座を設置することで、救急医派遣の仕組の構築が期
待される。

⑥これまで実績がないが、今後、市町村の自为的な取組の
契機となることが期待される。

⑦圏域における救急医療体制が強化されるとともに、救急医
療の適正受診により、医師の負担軽減が期待される。

高梁・新見医療圏及び真庭



岡山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

高梁・新見医療圏及び真庭

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

高梁地域の連携機能強化 93,076

真庭地域の連携機能強化 35,248

医療情報システム等の整備 645,589

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

新見地域の救急機能強化 293,106

高梁地域の救急機能強化 292,131

真庭地域の救急機能強化 260,082

連携医療機関の機能強化 283,638

ヘリポート施設等の整備 65,000

救急医療情報システム等の改修 26,135

（周産期医療）

関連事業名
              （基金投入予定額：単位千円）

回復期、在宅医療を担う医療
機関が相互に連携しながら、病
態に応じたリハビリテーションの
提供や療養生活の支援を行うこ
とのできる体制を構築する必要
がある。

良質かつ適切な医療を効率的
に提供するため、医療機関間や
職種間の連携を推進するための
医療情報ネットワークを整備する
必要がある。

①高梁市の病院群輪番制病院であり、市内の他の急性期医療機
関と連携して回復期・維持期の患者も受け入れている大杉病院に
おいて、外科用Ｘ線テレビ装置やＭＲＩを整備した。

②真庭市の病院群輪番制病院であり、市内の他の急性期医療機
関と連携して患者を受け入れている勝山病院や近藤病院におい
て、人工呼吸器やインバーターＸ線撮影装置等を整備した。また、
へき地医療拠点病院でもある湯原温泉病院にＣＴ、ＰＡＣＳを整備
した。

③全県を対象とした医療情報ネットワークを構築するため、学識
経験者や県医師会、病院協会からなる検討委員会を設置し、SS-
MIX標準化ストレージにより医療情報を共有化することを軸に、シ
ステム仕様や整備スケジュール、ネットワークの運営为体などに
ついて検討を重ねている。

①高梁地域における二次救急医療体制の強化が期待され
る。

②真庭地域における二次救急医療体制の強化が期待され
る。

③平成２４年度中のシステム運用開始を目指しており、医療
機関間で診療情報を共有化することにより、医療の機能分化
や効率化が見込まれる。

関連事業名
              （基金投入予定額：単位千円）

圏域面積の広い当該圏域にお
いて、二次救急医療の必要な傷
病者に一定の対応ができるよ
う、救急医療の核となる病院の
受入機能の強化と、救急病院と
連携しながら救急患者や回復期
の患者等を受け入れる体制の構
築が必要である。

①新見市唯一の救急告示病院である新見中央病院において、セ
ントラルモニター等を整備するとともに、平成２５年には、渡辺病
院が救急告示病院として移転新築する予定である。

②高梁市内で最も多くの救急患者を受け入れ、災害拠点病院で
もある高梁中央病院において、救急・災害医療機器の整備を予
定している。

③金田病院の救急医療部門等の施設整備に着手した。

④当該圏域と連携して救急患者の受入れを行っている川崎医科
大学附属病院において、生体情報モニタシステム等を整備した。

⑤川崎医科大学附属病院のドクターヘリ関連施設の整備を検討
しており、また、当該圏域においてヘリポートを整備する医療機関
を募集中である。

⑥救急医療情報システムに表示される応需情報入力科目につい
て、使用頻度が低い入力科目を削除するなど、入力科目の整理
のための改修を実施した。

①救急告示病院が２病院となることで、新見地域の救急医療
体制の強化が図られる。

②高梁地域の救急・災害医療体制の強化が図られる。

③真庭地域の救急医療体制の強化が図られる。

④当該圏域からの救急搬送が円滑に行われることが期待さ
れ、今後、倉敷中央病院における救急医療機器の整備によ
り、さらなる救急医療体制の強化が図られる。

⑤ドクターヘリの安定的運航の確保が図られるとともに、重
篤な救急患者の病院間搬送の迅速化が期待される。

⑥救急医療情報システムについて、入力科目の整理を行うこ
とで、救急搬送先の判断に効果的な科目への再編やシステ
ム入力の簡素化が図られ、効率的な運用が期待される。



岡山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

高梁・新見医療圏及び真庭

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

真庭地域の周産期機能強化 207,630

連携医療機関の機能強化 78,962

周産期医療従事者の資質向上 1,000

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

在宅療養支援モデル事業 62,519

計 2,500,000

関連事業名
              （基金投入予定額：単位千円）

産科診療所・病院と周産期母
子医療センターとの連携強化を
図る必要があるほか、極低出生
体重児の後障害なき救命のた
め、ＮＩＣＵ、ＧＣＵの病床確保と
受入機能の強化が求められてい
る。

①真庭地域で唯一周産期医療を担う落合病院において、超音波
診断装置や分娩監視装置等を設備した。

②倉敷中央病院総合周産期母子医療センターにおいて、ＮＩＣＵ・
ＧＣＵの増床に伴う機能拡充が予定されている。

③県内３箇所の周産期母子医療センターにおいて、周産期医療
従事者を対象とした研修会を実施した。（２５年度まで継続予定）

①真庭地域の分娩に対する安全性が一層強化された。

②当該圏域の周産期医療を支援する倉敷中央病院の機能
拡充により、周産期医療体制の強化が図られる。

③２２年度は、新生児蘇生法や妊娠高血圧症候群等のテー
マについて研修会を実施し、医師、助産師等約１５０名が参
加し、周産期医療従事者の資質向上が図られた。

関連事業名
              （基金投入予定額：単位千円）

救急医療機関の平均在院日数
の短縮化とともに、医療ニーズ
の高い退院患者が在宅で質の
高い医療を継続して受けられる
よう、医療機関、訪問看護事業
所、訪問介護事業所等が連携し
ながら在宅患者の療養生活を支
援する必要がある。

①脳卒中や糖尿病の医療連携体制を推進するため、研修会の開
催や地域住民への普及啓発活動に取り組んだ。

②回復期における効果的なリハビリテーションの推進を図るた
め、県内１７箇所の病院・老健施設において、ロボットスーツＨＡＬ
を活用したリハビリテーションを実施し、有効性や課題などの評価
を行った。（２５年度まで継続予定）

①地域における疾病ごとの医療連携体制が構築されること
が期待される。

②脳卒中患者や移動に支障のある高齢者など約６０名のリ
ハビリにＨＡＬを活用し、歩容改善や意欲向上などの効果が
報告されている。今後、ＨＡＬの軽量化や装着方法の簡素化
を図ることなどによって、リハビリ現場へのＨＡＬの普及が期
待される。



（医師等確保①）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

医学部地域枠の拡充 93,600

大学寄附講座の設置 120,000

地域医療研究委託制度の創設 66,000

地域医療総合支援センター設立支援 500,000

医師育成・確保プログラム 105,700

医師確保等に取り組む市町村支援 25,000

研修奨学金等の創設 116,000

看護職員確保対策事業 65,848

医師育成拠点の整備 118,251

岡山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
          （基金投入予定額：単位千円）

人口当たりの医師数が県平均
を大きく下回っており、地域に必
要な救急医療等を確保するた
め、常勤医師の確保が必要であ
る。

また、多くの医師が地域医療に
魅力を感じ、定着するとともに、
看護師等の離職防止対策の充
実など、医療従事者の安定的な
確保が必要となっている。

①岡山大学及び広島大学の地域枠の学生７人に対し、奨学資金の
新規貸付を開始している。

②岡山大学大学院医歯薬学総合研究科に寄付講座「地域医療人材
育成講座」を設置している。（２２年５月～）

③岡山大学への研究委託により、上記講座の調整等に基づき、医
師不足地域の病院で診療に従事しながら地域医療の課題等につい
て研究する医師を派遣している。

④地域医療を担う人材育成や情報発信の拠点となる「地域医療人
育成センターおかやま」の施設整備を岡山大学が行っている。

⑤ＮＰＯ法人に委託して、医学生や研修医・一般医師を対象に、県内
の臨床研修病院等の紹介や地域医療の魅力を伝えるための情報交
換会やセミナー、地域医療体験実習等を実施している。

⑥市町村医師等確保支援事業の活用を市町村に呼び掛けている。

⑦看護職員確保のための進路ガイダンス・就職フェアを県内２会場
で開催（22年度：259人、23年度：495人）するとともに、中高校生を対
象としたガイドブックを作成し、意識啓発のため出前講座を実施（22
年度：17校・1,374人、23年度：28校・3,491人）した。また、看護職員の
離職防止・資質向上研修（22年度：2,310人）や、就職後の研修指導
体制を確保するための研修（23年度：59施設・652人）なども実施し
た。

⑧医療シミュレーターや研修室を備えた、地域開放型の「医療研修
センター」を津山中央病院内に整備した。

①従来の岡山大学地域枠と合わせて、２８年に地域枠出身
の医師８人の確保が見込まれる。また、２６年度以降も県一
般財源により予算措置を継続することで、３５年まで毎年６～
９人の医師の確保が見込まれる。

②地域医療人材育成講座は、地域枠学生に加えて一般枠学
生も対象に、早期地域医療体験実習など地域医療教育に取
り組み、大学での評価も高く、２６年度以降の継続を望む意
見がある。

③医師不足地域の病院に２年間で延べ約１８人（常勤換算）
の医師を派遣しており、２５年度まで毎年１０人程度の医師確
保が見込まれる。

④「地域医療人育成センターおかやま」は、２４年７月にオー
プン予定で、上記講座や医療人キャリアセンター（ＭＵＳＣＡ
Ｔ）の活動拠点となり、医師等の交流や研修、復職支援等に
より、地域医療を担う医師等を総合的に支援することが期待
される。

⑤２３年度の情報交換会（岡山マッチングプラザ2011）には、
約２００人の医学生や研修医等が参加し、各病院や先輩医
師との交流が図られた。情報交換会や地域医療体験実習等
を通じて、研修医や地域医療に関心のある医師の増加が期
待される。

⑥これまで実績がないが、今後、市町村の自为的な取組の
契機となることが期待される。

⑦２２年度の県内就業率が６３．３％（21年度：60.4%）に上昇
するとともに、出前講座の申込みが増加し、中高校生の看護
職への理解を深めることができた。また、各種研修会の開催
により、２２年度の常勤看護職員の離職率が９．９％（21年
度：11.8%)に、新人看護職員の離職率が６．３％（21年度：
10%）に改善した。

⑧整備した施設を活用することで、県北部において地域医療
を支える医療従事者の育成と定着が図られる。

津山・英田医



岡山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

津山・英田医

（医師等確保②）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

公立病院の救急医支援 64,204

女性医師キャリアセンター運営事業 43,871

女性医師等就労環境改善事業 16,675

地域で医師を育てる協働プログラム 25,400

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

休日夜間急患センターの創設 150,000

病院群輪番制病院の機能強化 68,089

救命救急センターの機能強化 126,049

へき地医療拠点病院の救急機能強化 26,250

連携医療機関の機能強化 601,937

ヘリポート施設の整備 15,000

救急医療従事者資質向上事業 1,087

救急医療情報システム等の改修 26,136

関連事業名
          （基金投入予定額：単位千円）

⑨県内の公立病院の要である岡山市民病院救急センターの人工呼
吸器や麻酔器等を整備した。また、当病院において、公立病院の救
急担当医師を対象とした研修事業の実施を検討中である。
⑩岡山大学に女性医師キャリアセンターを設置し、出産などで現場
を離れた女性医師等の再就業を促進するため、病院実地研修やシ
ミュレーショントレーニングを実施するとともに、きめ細やかなキャリ
ア支援相談事業を実施した。
⑪仕事と育児を両立しやすい職場環境の整備を促進するため、就業
規則に短時間勤務制度と当直免除制度を定めた病院に対して、代
替医師の人件費を補助する制度を創設した。
⑫保健所において救急医療体制推進協議会を運営し、地域におけ
る救急医療体制の整備を検討するとともに、救急医療の普及啓発事
業を実施した。

⑨救急医療部門の充実強化や地域で活躍する救急医の資
質向上が期待される。

⑩２２年度は１２名の女性医師が復職を果たし、２３年度は
１５名の復職が見込まれる。

⑪２３年度は、２病院において短時間勤務制度と当直免除制
度が導入された。今後は、本制度を導入する病院の増加が
見込まれ、女性医師等の確保及び離職防止に繋がることが
期待される。
⑫圏域における救急医療体制が強化されるとともに、救急医
療の適正受診により、医師の負担軽減が期待される。

関連事業名
          （基金投入予定額：単位千円）

救命救急センターに患者が集
中している状況にあるため、初
期、二次、三次の救急医療体制
を担う医療機関の役割分担と連
携促進を図る必要がある。

①圏域の関係機関により、休日夜間急患センターの創設を検討して
いる。

②病院群輪番制病院である芳野病院においてＸ線コンピューター断
層装置を整備し、中島病院において生化学自動分析装置等を整備
した。また、へき地医療拠点病院でもある鏡野町国民健康保険病院
にリハビリ病棟を増築するとともに、ＰＡＣＳを整備した。
③県北唯一の救命救急センターである津山中央病院において、Ｘ線
血管造影撮影装置を整備した。
④へき地医療拠点病院である美作市立大原病院において、ＣＴ、ＰＡ
ＣＳ等を整備した。
⑤当該圏域と連携し、多くの救急患者を受け入れている岡山医療セ
ンター、岡山赤十字病院、岡山済生会総合病院において、救急・周
産期医療機器を整備した。
⑥当該圏域においてヘリポートを整備する医療機関を募集中であ
る。
⑦救急医療に従事する医師、看護師、救急救命士等を対象とする研
究会を開催した。
⑧救急医療情報システムに表示される応需情報入力科目につい
て、使用頻度が低い入力科目を削除するなど、入力科目の整理のた
めの改修を実施した。

①圏域における初期救急医療体制が強化され、患者が一極
集中している津山中央病院の医療従事者の負担軽減につな
がる。
②圏域における二次救急医療体制の強化が図られた。

③今後、津山中央病院救命救急センターを１０床増床するこ
とで、救急患者の受入機能の強化が図られる。
④圏域内のへき地における医療提供体制の充実が図られ
た。
⑤当該圏域からの救急搬送が円滑に行われることが期待さ
れ、今後の施設・設備整備により、さらなる連携機能の強化
が図られる。
⑥重篤な救急患者の病院間搬送の迅速化が期待される。

⑦救急医療関係者の顔の見える関係での連携を深めること
で、より円滑な救急医療体制の確立が図られた。
⑧救急医療情報システムについて、入力科目の整理を行うこ
とで、救急搬送先の判断に効果的な科目への再編やシステ
ム入力の簡素化が図られ、効率的な運用が期待される。



岡山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

津山・英田医

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

周産期医療従事者の資質向上 641

地域周産期母子医療センターの機能強化 2,564

周産期オープンシステム事業 24,516

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

小児救急地域医師研修事業 2,916

小児救急院内研修事業 7,719

関連事業名
          （基金投入予定額：単位千円）

妊婦健診等は地域の診療所や
病院で、リスクの高い分娩は周
産期母子医療センターで連携し
ながら実施するなど、リスクに応
じた安全で安心な周産期医療体
制の構築と、県南圏域の総合周
産期母子医療センターとの一層
の連携強化が必要である。

①県内２箇所の周産期母子医療センターにおいて、周産期医療従
事者を対象とした研修会を実施した。（２５年度まで継続予定）

②県北唯一の地域周産期母子医療センターである津山中央病院に
おいて、分娩監視装置等を整備した。

③津山中央病院において、周産期オープンシステム事業を実施し
た。（２５年度まで継続予定）

①２２年度は、新生児蘇生法や妊娠糖尿病等のテーマにつ
いて研修会を実施し、医師、助産師等約１３０名が参加し、周
産期医療従事者の資質向上が図られた。
②県北の周産期医療体制の強化が期待される。

③地域の産科病院・診療所から２５件のハイリスク妊産婦の
受入を行うとともに、地域の産科病院・診療所が参加する連
絡協議会を開催し、妊婦のリスク管理等について意見交換を
行った。

関連事業名
          （基金投入予定額：単位千円）

初期救急医療を担う当番医の
小児救急患者への対応能力の
向上に加え、救急病院における
小児救急対応能力の向上と医
師の勤務環境改善を図る必要
がある。

①地域で小児初期救急医療に対応する医師を対象に、対応に当
たっての留意点等に関する研修を実施した。（２５年度まで継続予
定）

②小児救急医療に対応する病院において、小児科医師の診療負担
を軽減するため、院内トリアージを担当する看護師等を対象に、トリ
アージに当たっての留意点等に関する研修を実施した。

①２２年度は、内科医のための小児科診療ミニレクチャーや
児童虐待の早期発見等をテーマとした研修会に、小児科医
や内科医など２３４名が参加し、小児救急患者への対応能力
の向上が図られた。

②２２年度は、シミュレーション機器による実技を交えた院内
トリアージ研修に１９名の看護師等が参加し、トリアージ技術
の向上が図られた。



岡山県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

津山・英田医

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

在宅医療推進実地研修事業 9,117

訪問看護支援モデル事業 5,889

在宅療養支援モデル事業 57,009

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

発達障害児（者）支援医師研修事業 3,656

おかやまＤＭＡＴ事業 10,876

計 2,500,000

関連事業名
          （基金投入予定額：単位千円）

救急医療機関の平均在院日数
の短縮化とともに、医療ニーズ
の高い退院患者が在宅で質の
高い医療を継続して受けられる
よう、医療機関、訪問看護事業
所、訪問介護事業所等が連携し
ながら在宅患者の療養生活を支
援する必要がある。

①要介護者やがん・糖尿病などの生活習慣病の患者が、住み慣れ
た地域で療養しながら生活できるよう、在宅医療を提供する体制の
整備を目的として、地域のかかりつけ医に対し、医療手技や疾病の
早期診断技術の向上を図る研修を実施した。

②訪問看護の推進方法について協議するため、行政・医療関係者
からなる協議会を設置し、関係機関の協力体制を確立した。また、訪
問看護ステーションと医療機関の看護師を対象に、最新・高度な医
療処理及び看護ケアに関する技術、退院支援、地域連携等の研修
を行った。

③脳卒中や糖尿病の医療連携体制を推進するため、研修会の開催
や地域住民への普及啓発活動に取り組んだ。

④回復期における効果的なリハビリテーションの推進を図るため、県
内１７箇所の病院・老健施設において、ロボットスーツＨＡＬを活用し
たリハビリテーションを実施し、有効性や課題などの評価を行った。
（２５年度まで継続予定）

①在宅医療推進実地研修を年１７回開催することとしており、
地域のかかりつけ医の在宅医療の高度化への対応力や質
の向上が期待される。

②協議会の取組により、関係機関の協力体制が確立するこ
ととなり、これまで在宅医療の利用が尐ない地域に訪問看護
ステーションが設置されるなどの効果が期待される。また、訪
問看護ステーションの看護師については、最新・高度な医療
処理及び看護ケアに関する知識と技術を身につけることによ
り、医療機関の看護師については、在宅医療移行に向けた
ケアの視点、退院支援及び地域連携に関する知識を得るこ
とにより、訪問看護ステーションと医療機関が連携して、在宅
医療が効果的に推進されることが期待される。

③地域における疾病ごとの医療連携体制が構築されること
が期待される。

④脳卒中患者や移動に支障のある高齢者など約６０名のリ
ハビリにＨＡＬを活用し、歩容改善や意欲向上などの効果が
報告されている。今後、ＨＡＬの軽量化や装着方法の簡素化
を図ることなどによって、リハビリ現場へのＨＡＬの普及が期
待される。

関連事業名
          （基金投入予定額：単位千円）

・地域の小児医療等に従事する
医師や乳幼児健康診査にあたる
医師の発達障害に関する理解を
深める必要がある。
・災害時において最前線で医療
業務に従事するＤＭＡＴについ
て、連携体制の確保や活動時の
問題点の検討を行い、より効果
的な活動ができる体制を構築す
る必要がある。

①２２年度は発達障害児（者）支援医師研修会を計３回開催し、延べ
２１２名の医師が参加した。２３年度も引き続き、研修会を３回程度開
催する予定である。

②DMAT活動の前提となる県と各DMAT指定機関との協定を締結し、
おかやまDMAT運営協議会において訓練結果や活動時の課題等に
ついて議論するとともに、東日本大震災でのＤＭＡＴ活動の総括等を
テーマとした研修を開催した。

①非常に熱心な参加者が多く、地域の小児医療等に従事す
る医師や乳幼児健康診査にあたる医師の発達障害に関する
理解促進につながり、今後の発達障害児（者）への医療及び
支援に大きく寄与するものと考える。

②おかやまＤＭＡＴ運営協議会等を通じて、各ＤＭＡＴ指定機
関及び消防等の関係機関との連携強化が図られるとともに、
中国地区ＤＭＡＴ実働訓練への参加等による、大規模災害発
生時におけるＤＭＡＴ活動の円滑な実施能力の獲得が期待さ
れる。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

●広島県地域医療総合支援
センター（仮称）の施設整備 182,557

◆広島県地域医療推進機構
（仮称）の創設・運営 129,258

▼広島大学寄附講座の開設 160,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

●救急医療コントロール機能
を担う病院の整備 361,685

◆安佐地区夜間急病セン
ター（仮称）の設置 82,500

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

●高精度放射線治療セン
ター（仮称）の設置 1,584,000

広島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　広島県の地域医療の提供体制
を確保するための医療人材の
ニーズに対し，中山間地域はも
とより都市部も応えきれず，地域
医療が崩壊の危機に直面してい
る。当面，医師の絶対数の確保
が最大の課題となっている。

●広島県地域医療総合支援センター準備委員会等を開催
し，設置・運営方針や施設整備の形態等について協議・調
整を行った。
◆地域医療を確保するための組織として，県，市町，広島
県医師会，広島大学などで構成する「財団法人広島県地域
保健医療推進機構」を平成23年7月1日に設立した。
▼大学との連携による地域医療体制の確保と地域医療に
携わる医師の育成を図るため，広島大学医学部に「地域医
療システム学講座」を設置するとともに，地域医療実習，地
域医療研究会，地域セミナー等を実施した。

●◆県内の医師数を増加させるとともに，勤務医等の離職率
や就業復帰率を改善し，病院勤務医数を増加させる。
●◆県内のがん治療専門医や救急科専門医など専門医を
増加させる。
▼自治医科大学卒業医師や大学医学部ふるさと枠（地域枠)
卒業医師など地域医療に従事する医師の県内定着率を改善
する。
▼若手医師の育成支援と定着促進を図り，広島県内の初期
臨床研修医在籍数を増加させる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　都市医療の最大の課題である
救急医療の現場は，勤務医の減
尐に加え，二次救急輪番制病院
の減尐，救急搬送件数の増加に
より，さらなる救急担当医師の忌
避を招き，勤務環境の相対的悪
化という悪循環になっている。

●広島市民病院が効率的に管制塔機能を担うよう情報シ
ステムを整備し，広島市民病院，圏域内医療機関及び消防
機関に配備するとともに広島市民病院の救急患者の増加
に対応するため，救急外来診察室等の増改築工事に着手
した。
●支援医療機関への転送の迅速化を目的に広島市民病院
に救急車を整備した。
◆初期救急患者を受け入れる「安佐医師会可部夜間急病
センター」を設置し，平成23年3月22日から診療開始した。

●救急隊が3以上の病院に受入要請を行い，不調に終わっ
た救急患者は，すべていったん広島市民病院が受け入れて
処置を行うことにより，受入交渉回数4回以上の受入困難事
案を解消する。
●救急搬送受入医療機関の効率的な選定により，救急搬送
時間を短縮する。
◆夜間急病センター開設後，近隣の中核的二次救急医療機
関である安佐市民病院の内科系時間外軽症患者数が4割以
上減尐しており，二次救急医療機関の負担軽減に成果をあ
げている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

  都市部に集中する大規模4基
幹病院（広島大学病院，県立広
島病院，広島市立広島市民病
院，広島赤十字・原爆病院）の機
能分担・連携を推進することによ
り，広島都市圏における高度で
効果的な医療の提供体制を充
実・強化することが求められてい
る。

●具体的な新たな取組として「高精度放射線治療センター
（仮称）」を設置し，高度な放射線治療機能の再編・集約化
を図り，今後の更なる4基幹病院の機能分担・連携を推進
することとした。
●設置为体を広島県，運営为体を広島県医師会とし，4基
幹病院と協力して運営する体制を構築。
●施設の設計着手及び事業用地6,000㎡の取得など

●県内での，頭頸部がんや前立腺がんに対する強度変調放
射線治療などの高精度放射線治療の実施件数を増加させ
る。
●県内の放射線治療専門医の数を増加させる。
●放射線治療以外の分野においても，4基幹病院の機能集
約や連携に係る取組の具体化を図る。

広島医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

●大学医学部地域枠の拡大 288,500

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

●府中地域の医療機能の強
化 749,000

◆公立世羅中央病院及び三
原市立くい市民病院の機能
強化

733,000

▼府中地域及び世羅地域医
療機能連携合同会議の開催 1,500

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

●福山地域救急支援診療所
（仮称）の設置 678,000

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

●瀬戸内海巡回診療船「済
生丸」の建造 50,000

広島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　医師不足が直撃している中山間
地域の医療体制を維持していくた
めには，早急に医師の供給数の改
善が必須である。

●広島大学「ふるさと枠」として20名，岡山大学「地域枠」として1
名，一般募集分として3名に奨学金の貸付を行った。

●中山間地域の医師数を増加させる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　地域医療の崩壊，とりわけ，中山
間地域における医療提供体制の危
機状況を改善し医療機能の充実強
化に向けて，医療機能の集約化，
重点化とともに，連携の促進等地域
の取組みを支援する必要がある。

●府中地域において将来にわたって持続的に確保できる医療提
供体制の構築を図るため，府中市地域医療再生協議会を設置開
催するとともに，平成23年3月に府中市地域医療再生計画を策定
した。
◆三原市立くい市民病院は，平成22年4月に世羅中央病院企業
団と経営統合後，平成23年10月に病床（45床）を公立世羅中央
病院に移し，無床診療所の公立くい診療所として再編した。
◆公立世羅中央病院は増築工事を行い，平成23年10月に救急
等急性期対応の45床分の病棟を整備した。
▼医療機能連携合同会議の設置に向けた協議・調整を行う「府
中地域及び世羅地域医療機能連携行政会議」を開催した。

●厚生連府中総合病院の分娩及び小児救急医療を再開す
る。
●府中地域の医師数を増加させる。
◆公立世羅中央病院における救急搬送患者の受入率を向
上する。
◆世羅・久井地域で在宅療養患者を支援する医療機関を
増加する。
▼府中地域及び世羅地域の医療連携を促進し，医療機能
の維持を図る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　救急医療の強化を図るためには，
医療機能分担を明確にし，搬送や
救急応需体制の効率化が不可欠で
ある。

●福山地域救急支援診療所（仮称）を建築するための用地取得
や実施設計を行った。

●東部地域で二次救急医療機関を受診する軽症患者数を
減尐させる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　医師不足が直撃している中山間
地域，とりわけ受療機会に恵まれな
い瀬戸内海の離島・島しょ部におい
ては，巡回診療船等により住民へ
の医療提供体制を確保していく必
要がある。

●「済生丸」事業の検証及び今後のあり方検討を行うため，済生
丸運営関係県为管課長会議及び社会福祉法人恩賜財団済生会
との合同会議を開催した。

●診療対象島嶼部におけるがん検診受診率を向上する。
●地域医療に従事する医師の研修機会の確保を図る。

福山・府中医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師確保対策強化事業

194,400

医師確保促進事業
12,563

潜在看護職員再就業支援事業
13,415

訪問看護師育成支援事業
8,948

医師等確保対策事業
184,167

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
休日急患診療センター及び地
域医療連携支援センター整
備・運営事業

929,115

地域医療連携情報システム
構築事業 136,718

ドクターヘリ導入促進事業
340,966

救命救急センター機能強化
事業 265,617

萩・長門地域医療提供体制
強化事業 1,880

災害派遣医療チーム（ＤＭＡ
Ｔ）体制整備事業 399,811

災害時歯科医療用機器整備
事業 12,400

山口県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・萩医療圏の人口１０万人対の
医師数は１６１人であり、全国平
均２０６人、全県平均２２８人と比
較して低い水準にある（県内
ワースト１位）
・萩医療圏の人口１０万人対の
看護師数は５８７人であり、全県
平均の８０４人と比べると低い水
準になっている（県内ワースト１
位）

・山口大学の「地域医療再生枠」の学生１７名及び「外科
枠」学生４名に対し修学資金を貸与した。
・県内外の医学生・医師に対し、本県の医師確保対策、医
療機関の概要、臨床研修等の情報提供を行うとともに、県
外医師に対し、県内医療機関への就業の紹介・斡旋を行っ
た。
・看護職員の再就業を支援するコーディネーターを新設し
た。
・訪問看護師の職位別研修会を開催した。
・萩医療圏内の取組として、薬剤師３名、看護師１７名及び
准看護師１７名に対する修業資金を、歯科衛生士学生２名
に対する修学資金の助成を見込む。

・平成２２年度は臨床研修医を県全体で７８名確保した。
･平成２３年度は臨床研修医を県全体で８３名確保した。
・県全体の看護師の再就業を促進し、訪問看護師を確保し
た。
・萩医療圏内の医療従事者の確保に貢献。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

【救急医療】
・開業医等の高齢化により地域
の初期救急を担う在宅当番医制
の維持が困難になっている。初
期救急医療体制が崩壊すれば、
連鎖的に二次救急を支える輪番
制病院への負担が増大し、地域
の救急医療全体に悪影響を及
ぼすおそれがある。
・萩医療圏には、救命救急セン
ターが未整備であるため、重篤
患者の広域搬送を行っている。

・休日急患診療センターの建設地が確定し建設基本設計が
完了した。
・ドクターヘリの円滑な運航開始に向けて、関係機関との連
携体制の強化や臨時離着陸場の確保などを推進。基地病
院の整備や救命救急センターのヘリポート整備を図り、平
成２３年１月に運航開始した。
・ドクターヘリの運航にあわせて、新たに１救命救急セン
ターを整備するとともに、救命救急センターに医療機器を整
備した。

・これまで在宅当番医制によって保たれている二次救急医療
機関における特別な医療処置を必要としない時間外受診者
割合（１２．５％）を今後も維持する。
・患者と医療機関の最適なマッチングを行うことによって、地
域の医療資源を効果的に運用できる医療提供体制を構築す
る。
・二次医療機関について、個々の病院の専門性を生かした機
能分化と連携を促進する。
・ドクターヘリを活用して搬送時間を短縮し、また救命救急セ
ンターの機能を高めることにより、救命率の向上や後遺症の
軽減を図った。

【災害医療】
・萩医療圏には多くの災害危険
箇所が存在するにもかかわら
ず、ＤＭＡＴが未整備であり、災
害医療体制の整備が必要であ
る。

・萩医療圏内の地域災害拠点病院にＤＭＡＴを養成、また、
全県の災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）に対して、移動用緊
急車両等を整備した。
・災害発生時に応急処置及び口腔ケアを実施するための仮
設歯科診療所を設置できるよう歯科診療機器の整備を行っ
た。

・萩医療圏及び全県の災害医療体制を強化した。

萩医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医師臨床研修推進事業

65,356

臨床研修医確保促進事業
37,075

臨床研修体制充実強化事業
7,700

地域医療推進学講座開設事業
160,000

地域医療教育研修センター整備事業

466,579

プレナース応援事業
10,188

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
休日夜間診療センター及び地
域医療連携支援センター整
備事業

565,300

休日夜間診療センター及び地
域医療連連携支援センター
運営事業

13,000

専門外診療科に係るプライマ
リケア研修事業 3,136

地域住民に対する適切な医
療受診の啓発活動事業 9,406

地域連携情報システム構築事業 636,000
災害時口腔ケア対応要員要請事業 4,000
薬局ネットワーク構築事業 5,648
長門地域医療再生計画推進
協議会設置事業 17,510

萩・長門地域医療提供体制強化事業 1,879

山口県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・長門医療圏の人口１０万人対
の医師数は１７０人であり、全国
平均２０６人、全県平均２２８人と
比較して低い水準にある（県内
ワースト２位）
・長門医療圏の人口１０万人対
の看護師数は７２５人であり、全
県平均の８０４人と比べると低い
水準になっている。

・県全体の医師臨床研修体制の強化や臨床研修医支援を
目的とした「山口県医師臨床研修推進センター」を新たに設
置した。
・臨床研修病院合同説明会や臨床研修医交流会等を開催
した。
・地域医療を担う総合医の要請や地域医療の人材確保の
仕組みの構築に向けた取組を行う「寄附講座」を山口大学
医学部に設置した。
・県内の臨床研修体制の充実と地域医療に関する教育・研
修の円滑な実施を目的として、その拠点となる「地域医療教
育研修センター」を整備した。
・看護学生などを対象に看護業務の概要や県内病院の紹
介等、看護に係る情報のＰＲをした(プレナース応援事業）。

・平成２２年度は臨床研修医を県全体で７８名確保した。
･平成２３年度は臨床研修医を県全体で８３名確保した。
・平成２２年度はプレナース応援事業により看護職員を県全
体で８０名確保した。
・平成２３年度はプレナース応援事業により看護職員を県全
体で７０名程度確保する見込み。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・初期救急医療体制が確立され
ておらず、中核病院等の二次救
急医療機関に特別な医療処置
を必要としない時間外受診者が
集中している。

・休日夜間診療センターの建設予定地を購入し、建設基本
設計が完了した。
・小児、周産期医療を支援するため、専門外医師へのプラ
イマリケア研修を実施した。
・地域住民に対して医療機関の適切な受診を促す啓発活動
（地域医療フォーラムの開催等）を実施した。
・圏域の病院、診療所の情報ネットワークを構築するため、
診療所へ電子カルテシステムを整備し、ネットワーク上の画
像カンファレンスシステムを整備した。
・圏域内の薬局でネットワークを構築し、他薬局の薬品在庫
状況を迅速に確認できるシステムを構築した。
・災害時の避難住民等への口腔ケア対応要員の養成を
行った。

・中核病院等の二次救急医療機関における、特別な医療処
置を必要としない時間外受診者の割合を県平均３２％まで引
き下げる。
・患者と医療機関の最適なマッチングを行うことによって、地
域の医療資源を効率的に運用できる医療提供体制を構築す
る。
・中核病院等の二次医療機関の専門性を生かした機能分化
と連携を促進する。
・圏域内の薬局全体で備蓄薬の管理を行い、休日夜間診
療、在宅医療等の円滑な推進が図られる。

長門医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
周産期医療情報システム開
発のための基礎調査事業 19,880

総合周産期母子医療セン
ター等機能強化事業 477,343

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・分娩取扱い可能医療機関が圏
域内に１箇所しかなく周産期医
療体制が脆弱である。

・周産期母子医療センター等の実態調査を行い、周産期医
療体制の課題を整理し、地域の医療機関と総合周産期母
子医療センターの連携強化のための調査事業の具体策を
作成した。
・総合周産期母子医療センターのＮＩＣＵ等増床の整備目標
を策定し、具体的取り組み内容を検討し、あわせて、ＮＩＣＵ
稼働率緩和のための長期入院児への指導、後方施設や在
宅等への移行支援内容を検討。

・基礎調査事業の成果から周産期医療情報システムの仕様
を作成し、県の救急医療情報システムに反映させる。
・調査事業や症例検討により、地域のハイリスク妊婦の在宅
管理や医療機関と総合周産期母子医療センターの搬送や医
療の連携体制の推進
・ＮＩＣＵ，ＧＣＵの増設により、総合周産期医療センターのＮＩ
ＣＵ稼働率を１０％程度緩和する。
・地域の長期療養児の在宅等の療養支援環境の整備。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医学部定員増に伴う医師修学資金貸与枠の拡大 129,406
看護学生修学資金の拡充 25,920
「総合メディカルトレーニングセンター」の整備 313,000
看護師等養成所の教育環境整備 10,000
徳島県臨床研修連絡協議会への支援強化 4,000
看護師等養成所の専任教員養成費の補助 14,649
認定看護師（訪問看護、がん、糖尿病）等の養成 12,552
新人看護職員卒後研修の実施 960

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
「がん対策センター」の設置 110,600
脳卒中クリティカルパスの構築 2,000
急性心筋梗塞クリティカルパスの構築 2,000
患者情報地域連携基盤システム及び遠隔医療診断システムの整備

310,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
寄附講座(ER・災害医療診療部）の設置 160,000
ドクターヘリコプターの導入 256,993
医師事務作業補助者の設置補助 56,000
開業医等による応援診療に対する助成・支援体制の整備

32,000

徳島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

東部Ⅰ医療圏における医療施設
従事医師数は増加しているが、
県下全域においては地域偏在、
診療科偏在があり、県南部、県
西部においては医師不足の状
況が続いている。

・H22.4月から徳島大学医学部定員増に対応し修学資金
貸与者を7名から12名に拡大。
・看護学生修学資金の拡充は、看護職、准看護職を目
指す学生に貸し付けし、新規貸付枠を60名から83名に
拡大。
・県内にある臨床研修病院と県医師会などが連携し、臨
床研修連絡協議会を開催するとともに、東京、大阪など
で合同説明会を開催するなど臨床研修医の確保に向け
た取組を実施。
・認定看護師等の養成支援を実施中。

・平成27年度以降は卒業予定である地域特別枠学
生12名の確保が継続でき、県内定着医師の増加が
見込まれる。
・修学資金貸付者の増加に伴い、看護師等の県内
定着が促進される。
・特に死亡率の高いがん、糖尿病などの認定看護師
の試験及び登録費用の補助、養成研修への派遣等
に要する経費の補助など、全ての医療機関を対象と
して実施することで認定看護師の増加が図れる。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

本県における死亡原因の第1位
はがんであり、今後、高齢化に
伴って増加することが予想され
るが、放射線治療や化学療法並
びに医療従事者や患者への情
報提供などを一元的に行う体制
になっていない。

H22.8月から総合メディカルゾーンに「徳島がん対策セン
ター」を設置し、「在宅緩和ケア支援事業」、「がん患者支
援事業」、「情報発信事業」など、地域におけるがん医療
等の体制強化を実施。

「がん対策センター」の設置により、H22.8月には
ホームページを開設し、がんに関する相談に応じる
とともに、緩和ケア研修会や県民講座の開催など医
療従事者のみならず県民にも広く情報発信を図るこ
とができた。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

・二次、三次救急医療機関に軽
症患者が多数集中し、救急従事
医師の疲弊が深刻化している。
・圏域内外の超急性期患者の迅
速な搬送、あるいはへき地、遠
隔地における重篤な患者への医
師確保ができていない。

・H22.4月から徳島大学病院に寄附講座「ER・災害医療
診療部」を設置し、2名の医師が県立中央病院をフィール
ドとして診療等に従事。
・　ドクターヘリ運航に向けて、導入検討委員会を開催
し、諸課題の検討とドクターヘリ運航会社の選定を実
施。また搭乗医師等の育成に向けて研修に派遣。

・県立中央病院の救命救急センターでの診療支援を
始め、研修会（ICLS、外傷セミナー）の開催など救急
医療従事者の育成を図ることができた。
・県内の消防機関や医療機関と連携を強化し、ドク
ターヘリ導入の目的や運用に対する意識の共有を
図ることができた。

東部Ⅰ医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
総合周産期母子医療センターのNICU増床 50,000
ポストNICU病床の整備 20,000
NICU専任看護師の養成 8,000
周産期医療連携体制構築・運営事業（搬送ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ設置） 28,000

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
「小児医療支援センター」の設置 96,000

小児救急電話相談事業(#8000)の実施 14,000

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
寄附講座(総合診療医学分野・地域産婦人科診療部）の設置

404,000
県立海部病院「地域医療研究センター」の整備 266,000
開業医等によるへき地応援診療に対する助成・支援体制の整備

64,000
自治医スキルアップ研修・ドクターバンク医師特定研修の実施

12,000
「地域医療再生創造機構」の運営 32,000

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

県内で新生児集中治療室
（NICU）を有する医療機関が2病
院のみであるため、NICUの稼働
率が高く、早産児や低体重児等
の集中的な管理・治療の需要に
対して供給が不足している。

・総合周産期母子医療センターである徳島大学病院が
実施するNICUの3床(6→9)増床整備を支援し、H23.1月
に稼働を開始。
・国立病院機構徳島病院のNICU後方病床の4床(4→8)
増床に必要な機器を整備中。

・NICUの増床とNICU退院後の受皿を整備することに
より県下全域での周産期医療体制の強化が図られ
た。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

東部圏域には小児救急医療拠
点病院が未設置であるため、時
間外の小児救急患者は隣圏の
小児救急医療拠点病院（徳島赤
十字病院）へ通院するなど、圏
域内での小児救急医療体制の
充実がなされていない。

・H22.4月から徳島大学病院に「小児医療支援センター」
を設置し、2名の医師が県立中央病院等をフィールドとし
て診療等に従事。
・H21.11月から、小児救急電話相談の時間をそれまでの
「365日午後6時から午後11時まで」から、「365日午後6
時から翌朝8時まで」に拡大。

・「小児医療支援センター」の設置により、県立中央
病院による小児救急輪番が週4日から5日に拡大。
H24年度からは、東部圏域において唯一となる24時
間、365日対応の小児救急医療拠点病院となる予
定。
・#8000の利用可能時間の拡大により、拡大前の
H21.10月末時点の平均相談件数14.0/日から平成
22年度末では21.2/日とおよそ1.5倍の相談に対応で
きた。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

平成13年度から、公立５病院を
へき地医療拠点病院に指定し、
へき地診療所への代診医派遣
等に取り組んできたが、へき地
医療拠点病院自体の勤務医師
不足が生じており、安定した「地
域医療支援体制」の構築がなさ
れていない。

・徳島大学との連携により、へき地をフィールドとする「総
合診療医学分野」、地域における周産期医療の研究等
を行う「地域産婦人科診療部」の寄附講座をそれぞれ開
設し、7名の医師が県立海部病院をフィールドとして診療
等に従事。

・「総合診療医学分野」、「地域産婦人科診療部」の
２つの寄附講座の開設により、7名の医師が診療、
研究、教育に従事することで、地域医療に対する医
学生の意識を醸成するとともに、平成19年9月から
休止していた分娩を3年ぶりに再開することができ
た。



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
歯科診療受診困難者対策事業 50,000
薬剤師在宅医療連携の推進 2,500

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
精神科救急医療体制整備事業

4,420

計画策定等経費
9,000

・県歯科医師会に訪問歯科診療機器と心身障害者用歯
科診療機器を整備し、高齢者や心身障害者など自力で
の歯科受診が困難な患者の診療を行う体制整備を実
施。
・県薬剤師会が在宅医療支援を促進するためのマップ等
の製作やインターネットを通じて在宅医療連携を行う薬
局の検索ができるシステムの整備支援を実施。

・県下の歯科医師会各支部への在宅歯科診療機器
の配備により、在宅歯科診療に取り組む歯科診療
所が３割増加し、在宅歯科診療への参入が促進さ
れた。
・在宅医療支援薬局マップを作成しインターネットに
よる閲覧を可能にしたことで、薬局情報などを容易
に把握できる環境が整備された。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

精神科救急などの輪番病院の
指定はなされているが、夜間・休
日における受入調整を行う機関
がなく、必要な空床確保がなさ
れていない。

平成24年度に県内初となる精神科救急情報センターの
開設に向けた取組を実施中。

夜間・休日の相談窓口を一本化することで輪番病院
や空床情報の提供など精神科救急医療の情報を総
合的に提供できる環境整備が図られる。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

高齢化の進展や在院日数の短
縮により在宅医療の需要は増加
するが、それを補完する在宅歯
科診療や在宅医療支援薬局情
報などの整備がなされていな
い。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
看護学生修学資金の拡充 25,920
認定看護師（訪問看護、がん、糖尿病）等の養成 12,552
院内保育所の共同実施の施設・設備整備 46,000
看護師等養成所の教育環境整備 5,000
看護師等養成所の専任教員養成費の補助 4,081
医師の短時間正規雇用支援 24,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
「がん診療連携地域センター」機能強化事業 25,000
公立３病院等総合医療情報連携システムの構築 410,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
寄附講座(地域外科診療部）の設置 180,000

県立三好病院の救急医療機能整備 1,584,447

医師事務作業補助者の設置補助 40,000

西部圏域夜間休日診療体制の整備 62,000

徳島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

県下全域においては地域偏在、
診療科偏在があり、特に当圏域
においては勤務医をはじめ医療
従事者の減尐が続いている。

・看護学生修学資金の拡充は、看護職、准看護職を目
指す学生に貸し付けし、新規貸付枠を60名から83名に
拡大。
・認定看護師等の養成支援を実施中。

・修学資金貸付者の増加に伴い、看護師等の県内
定着が促進される。
・特に死亡率の高いがん、糖尿病などの認定看護
師の試験及び登録費用の補助、養成研修への派遣
等に要する経費の補助など、全ての医療機関を対
象として実施することで認定看護師の増加が図れ
る。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

・日常生活圏域の中で質の高い
がん治療を受けることができる
体制確保がなされていない。
・圏域内の基幹的病院における
医療情報の共有がされていな
い。

・H22.4月から県立三好病院において、「相談支援業務」
や「院内がん登録業務」等、がん診療連携拠点病院に準
じた事業を実施。
・公立3病院間における医療情報の共有に加えて、地域
の医師会も含めた連携方策の検討を実施。

・がん診療従事者研修の実施や院内がん登録の促
進を図るとともにがん手術後やターミナル期の転院
支援にも応じた。
・公立3病院と地域の医師会も含めた情報の共有化
により、急性期から在宅へと連なる切れ目のない医
療提供体制が構築できる。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

・三次救急医療機関である県立
三好病院に軽症患者が多数集
中し、救急従事医師の疲弊が深
刻化している。
・圏域の84%が森林という地理的
要因により、救急搬送所要時間
が平均を上回っている。

・H22.4月から徳島大学病院に寄附講座「地域外科診療
部」を設置し、3名の医師が県立三好病院をフィールドと
して診療等に従事。
・県立三好病院の高層棟改築工事を平成24年度から本
格的に着手。

・県立三好病院の救命救急センターでの診療支援
を始めることで、救急疾患への対応が常時可能と
なった。また、徳島大学病院と通信技術を用いた鏡
視下手術は、外科医の育成につながった。
・県立三好病院の高層棟改築工事によりヘリポート
を整備することで、急性期患者の救急搬送時間を短
縮し救命率の向上が図られる。

西部Ⅱ医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
院内助産所、助産師外来の施設・設備整備 5,000
周産期医療連携体制構築・運営事業 36,000

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
無医地区出張診療所の施設・設備整備 40,000

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

H21.3月から県立三好病院の医
師不足による分娩休止に伴い、
圏域内の分娩取り扱い施設は存
在しなくなり、隣圏の病院への負
担が増加している。

産科医の負担軽減に向けた助産師外来等の設置や周
産期医療連携体制の構築については関係医療機関と調
整中。

・産科医の負担軽減や関係病院との連携による三
好病院での妊婦検診が可能になれば、地域におけ
る周産期医療体制の強化が図られる。

関連事業名
（基金投入額：単位千円）

圏域内には無医地区が２地区、
準無医地区が２地区存在し、地
区内の600人以上の住民が遠隔
地の医療機関での受診を余儀な
くされている。

三好市を事業为体として、H23.11月に既存施設の改築
による無医地区出張診療所の整備に着手。H24.4月の
開設に向けて施設・設備整備を実施中。

圏域内における地域住民にとって、医療機関へのア
クセスが向上するとともに、無医地区の解消が図ら
れる。



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
高松市公立病院の統合再編 500,000
３次救急と連携する後方支援体制の強化 400,000
遠隔医療ネットワークの機能強化 21,735

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
県立中央病院の３次救急体制強化 1,000,000
夜間急病診療所の機能強化 70,000
夜間救急電話相談の拡充 71,000
救急災害・周産期システム開発 89,900
救急歯科診療体制の強化 3,000

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

島しょ部の看護職員確保 36,000
離島における歯科救急体制の充実 20,000
島しょ部のがん検診体制の強化 15,225

香川県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

３次救急医療機関からの患者を
受け入れる後方病床が不足す
るとともに、高松・大川地域にお
ける公立病院の機能分担を進
める必要がある。

・かがわ遠隔医療ネットワーク（Ｋ－ＭＩＸ）のシステム強化
を実施した。
・大川地域の県立・市立病院を再編し、さぬき市民病院の
建替えを実施した。
・高松地域の新病院については、病院整備に係る実施設
計などを実施中。

・医療連携の構築を目的とした「かがわ遠隔医療ネットワー
ク」への参加機関数が、目標としていた100機関を達成し、さ
らに拡大する見込みとなっている。
・大川地域の中核的医療機関の整備により、２次救急体制
の強化とともに、３次救急と連携する後方支援機能が強化さ
れた。
・高松地域の市立３病院を統合再編して整備する新病院の
完成後には、市南部地域の救急等の機能強化が図られる
見込みである。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

初期救急体制が脆弱であるとと
もに、２次救急体制が十分機能
せず、結果として３次医療機関
への救急患者の集中がある。ま
た、将来患者推計を踏まえ、３
次救急機能の強化も必要であ
る。

・小児救急電話相談事業の回線拡充・早朝までの時間延
長を実施した。
・成人向け夜間救急電話相談事業を開設した。
・広域災害救急医療と周産期医療のネットワークシステム
を統合・開発した。
・高松市歯科救急医療センターの画像診断装置を新設し
た。

・小児電話相談は機能強化後、相談件数が２倍以上に増加
するとともに、都道府県レベルでは全国初の成人向け救急
電話相談にも、一定件数の相談が寄せられている。いずれ
も、８割超の相談者は相談結果に納得しており、時間外の
救急医療機関への受診抑制に貢献している。
・救急システムの再構築により、昨年より運用を開始してい
る「消防法の基づく搬送実施基準」の円滑化が図られるほ
か、周産期との機能統合により、関係者により分かりやすい
システムが構築された。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

島しょ部における歯科・がん検
診体制が弱く、また、島しょ部に
おける看護職員が不足が深刻
である。

・島しょ部に派遣された看護師の研修事業参加を支援し
た。
・老朽化が著しい離島の歯科診療所の機器整備を実施し
た。
・島しょ部の中核病院に乳がん検診機器を整備した。

・人材確保が困難な島しょ部の医療機関において、必要な
看護師確保を図る。
・島しょ部の歯科診療所にレントゲン装置が整備され、島内
で対応可能な診療体制が確保された。
・小豆島地域の中核的病院にマンモグラフィーが整備され、
検診体制が強化された。

高松医療圏 



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
訪問看護ステーションの充実強化 99,000
在宅医療ネットワーク構築 4,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

精神科救急体制の強化 105,076
がん検診体制強化 36,000
がん登録体制の強化 29,064

・在宅医療に関するモデル的な人材ネットワークの構築を
目指し、「高松地域在宅医療推進委員会」を立ち上げ、調
査・検討を実施した。
・２４時間体制でショートステイをモデル的に実施する在宅
ケアステーション「みちしるべ」を整備し・本年度より運用を
開始した。

・高松在宅医療推進委員会での議論・検討成果を県内全域
へ波及させ、人的ネットワークを構築する。
・訪問看護ステーションと連携した療養通所介護機能の拡充
により、地域の在宅医療機能が充実した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

（精神科救急）総合病院の精神
科は医師が相次ぐ中、身体合併
症を含む精神科救急体制の確
保が困難化が顕在しつつある。
（がん関係）がん検診受診率が
低迷するとともに、県内の登録
体制が不十分。

・身体合併症拠点医療機関を指定し、空床を２床確保して
合併症患者に対する救急対応を実施している。
・精神科救急の最終拠点病院を指定し、空床を２床確保し
て、精神科救急患者に対する対応を実施している。
・県内全域を対象とする乳がん専用検診車両を整備した。

・身体合併症拠点病院である回生病院においては、常時空
床を２床確保するとともに、最終拠点病院である県立丸亀病
院においては、常時空床を２床確保するなど、精神科救急
体制の強化が図られている。
・院内がん、地域がん登録のシステム化を支援し、登録作業
の自動化等により、登録件数の増加が図られる見込みであ
る。
・乳がん検診車の利用は、目標としている年間１万人を越
え、乳がんに係る受診率向上が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

在宅医療機関や関係機関との
連携体制が脆弱であり、また、
在宅医療を担う訪問看護ステー
ションの充実強化が必要であ
る。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
香川県医師育成キャリア支援
プログラム 149,480

地域医療に関する寄附講座 140,000

県民医療推進枠学生への奨学金 105,120
地域医療・キャリアサポートセ
ンター整備 200,000

看護職員の多様な勤務形態
導入支援 7,750

助産師養成機能の強化 12,705
病院内保育所運営費補助 20,000
歯科衛生士復職支援事業 4,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
３次救急と連携する後方支援
体制の強化 400,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
県西部の地域救命センター
の整備 600,000

中讃地域の２次救急医療機
関の強化 300,000

休日救急歯科診療の充実 7,600
地域医療に関する普及啓発 19,150

香川県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域（医療圏）や診療科目による
医師の偏在や、若手医師の県外
流出が顕著。看護師・助産師等
も、離島などやへき地等では不
足している。

・「医師育成キャリア支援プログラム」を策定し、これまでに
１４名が参加した。
・香川大学及び愛媛大学の県民医療推進枠の学生に対し、
修学資金の貸付けを実施した。
・香川県保健医療大学に助産師専攻科を開設した。
・香川大学に地域医療に関する寄附講座を設置するととも
に、「地域医療・キャリアサポートセンター」を整備した。
・公的病院の病院内保育所の運営費を支援した。

・県単独の貸付け枠対象者も含め、平成３０年までに地域医
療推進枠を卒業した県内従事義務者が３０名確保される見
込みである。
・医師育成キャリア支援プログラムの参加者を３０名以上確
保し、若手医師の県内定着が図れる見込みである。
・地域医療に関する寄附講座やキャリアサポートセンター整
備のほか、地域の医療機関と連携した実習等の実施により、
医学生の地域医療についての関心が高まった。
・香川県保健医療大学の助産師専攻科設置により、２４年度
以降、年間１０人の助産師が育成される見込みである。
・短時間雇用など看護職員のライフステージに応じた就労環
境が導入されている。
・病院内保育所の整備により、女性医師や看護師などの離
職防止や復職支援が図られている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

急性期病院から患者を引き継ぐ
後方病床が不足するとともに、
連携体制の強化が必要。

・救命救急センターと連携する後方支援病床を滝宮総合病
院に回復期リハ病棟を整備した。
・救急救命センターと連携する後方病院としての、坂出市立
病院の建替えについては、実施設計などを実施中。

・中讃の中核的医療機関の整備により、２次救急体制の強化
とともに、３次救急と連携する後方支援機能が強化される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足などから、地域の初
期・２次救急体制が十分機能せ
ず、また、県西部地域には３次
救急体制がなく、今後の患者推
計を踏まえると、体制強化が必
要。

・三豊総合病院の新救急棟を整備した。
・市町などが実施する地域医療に関する普及啓発事業を支
援するとともに、電話相談事業などに関する県民向けリーフ
レット（３万部）を作成し、行政機関等へ配布した。
・歯科診療に係る休日当番医制を実施した。

・県西部地域初となる「地域救命救急センター」を三豊総合病
院の新築した救急棟に整備するとともに、初期救急にも対応
するＥＲ型の急患センターとして運用し、中西讃地域の救急
体制が強化された。
・中讃地域の２次救急体制強化のため、香川労災病院のＩＣ
Ｕを１０床増床し、救急対応が強化される。

中讃医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

周産期医療の強化 450,000

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

新済生丸の整備 50,000

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

在宅歯科診療体制の充実 18,195

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

臓器医療体制の強化 16,000

在宅歯科診療を新たに行おうとする歯科診療所に関連機
器等を整備した。

新たに１２診療所において在宅歯科診療を開始した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

低出生体重児や高齢出産の増
加に伴い、ハイリスク妊婦等へ
の対応が喫緊の課題となってい
る。

香川小児病院と善通寺病院を統合した新病院を整備中。 ・総合周産期母子医療センター（香川小児病院）のＮＩＣＵを６
床、ＭＦＩＣＵを３床増床するほか、ＮＩＣＵからの後方病床を５
０床整備することにより、周産期母子医療機関の強化が図ら
れる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

（臓器移植）改正臓器移植法の
円滑な施行のため、適切な県民
への周知を図るなど、体制強化
が必要とされている。

臓器移植法に関する普及・啓発や、関係機関との調整を担
う（財）かがわいのちのリレー財団の職員を増員し、体制強
化を図った。

イベントなど開催回数を増加し県民向けの啓発を強化したほ
か、関連医療機関への周知を徹底し、本年度には、県内初
の脳死下での臓器提供事例が生まれた。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

島しょ部などの診療体制が不十
分な地域を巡回している診療船
「済生丸」が老朽化している。

４県の済生会支部において検討を行うとともに、設計などの
業務実施中。

新たな済生丸を整備し、引続き、瀬戸内海沿岸４県の島しょ
部等を巡回し、島民等への診療を実施するとともに、医学生
が地域医療について学ぶ実習の場となる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

在宅歯科診療が実施できる体制
が不十分である。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

地域医療再生学講座等設置事業費 205,200

認定こども園整備事業（H25予定） 42,500

地域医療医師確保奨学金貸付金 64,701

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
保健医療計画推進事業費 4,000

在宅歯科診療設備整備事業費 1,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
休日夜間急患センター施設・設備整備事
業費

44,800

休日夜間急患センター運営事業費 25,824

医療施設施設整備事業費 1,025,000

医療施設設備整備事業費 821,976

「愛媛の救急医療を守る県民運動」推進事
業費

3,700

愛媛県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本圏域の複数の二次救急医療機関では、救急
医療に加え、個別の診療科においても、産婦人
科や小児科を中心に、医師の減尐の歯止めが
かからず、診療の休止を余儀なくされている状
況にあり、医師確保か喫緊の課題となっている。
また、医師等の定着を図るため、医療従事者の
子育て支援体制の充実を図る必要がある。

圏域の地域医療提供体制の維持に必要な医師を継続的・安
定的に確保できる体制を構築するため、愛媛大学医学部内に
地域医療再生学講座を開設するとともに、活動拠点として四国
中央市役所内にサテライトセンターを設置した。

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金を活用】
平成22年度からの大学医学部定員増員枠入学生に対して県
奨学金の貸与した。（22年度：愛媛大学4名、香川大学2名、23
年度：愛媛大学5名、香川大学2名）
※全県的な取組み

同講座よりサテライトセンターに教員４名を派遣し、現地の診療
支援等を実施している。
また、同講座による医学生への講義・実地研修等を実施するこ
とにより地域医療を担う医師の育成・確保に資することが期待さ
れる。

地域枠学生（医師）13名の確保が見込まれる。 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金】

※全県事業のため、両圏域に各1/2計上

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本圏域は医療資源に乏しいため、既存の医療
資源を有効に活用し、地域全体での医療の連携
が円滑に行う必要がある。

・行政、関係医療機関、医師会、住民代表等で構成する「宇摩
圏域医療再生計画推進協議会」を設置し、再生計画に基づく
取組みを円滑に実施するため協議を行った。（22年度：1回、23
年度：1回（見込））
・県歯科医師会郡市支部と地元歯科診療所が連携し、高齢者
や寝たきり者等に対する口腔ｹｱを推進するため、高齢者等の
在宅歯科診療を実施するための必要な機器の購入について
の補助を行った。

・再生計画に基づく取組みの進捗状況の検証、計画の見直し・
修正等関係者間での調整が可能となる。

・高齢者・寝たきり者等に対する在宅歯科診療の普及向上が期
待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本圏域では、時間外二次救急患者の８割以上
が軽症患者を占めている状況にあり、また、圏
域唯一の初期救急医療の拠点施設である急患
医療センターは、診断や治療に必要な検査機
器・施設等を備えていないことなどから、急患医
療センターの機能、運営体制等の見直しにより、
『初期救急医療機能の強化』を図ることが求めら
れている。

また、本圏域では、４病院の輪番で二次救急医
療を支えているが、いずれも、中小規模病院で
あり、近年の医師不足やコンビニ受診の増加等
により、輪番体制の維持が困難な状況になって
いるため、二次救急医療を安定的、持続的に担
える『中核的な医療機関』を整備すること、及び
圏域内の医療機関が相互の役割分担のもと、そ
れぞれ“強み”を持つ診療科に焦点をあてた医
療機能の強化を行うことが求められている。

・四国中央市急患医療センターの診療機能を拡充（診療時間
の30分延長、老朽化した同センターの建替え及び医療機器の
整備）した。

・二次救急医療機関の診療機能強化のため以下の事業を実
施した。
　①石川病院の新築移転工事（～H25）
　②三島医療センターの中央監視装室、地下機械室改修工事
　③四国中央病院の小児・周産期・乳腺・がん治療及び専門
外
　来のための医療機器整備
　④三島医療センターの多項目自動血球分析装置整備

・救急医療機関の適正受診啓発用資材(チラシ、冊子、マグ
ネット）の配布及び意識啓発のための講演会(22年度：3回、23
年度：3回）を開催した。

・軽症患者の受け皿となる初期救急医療体制の拡充・強化及び
二次救急医療機関の負担軽減が図られる。

・圏域内の二次救急医療機関における診療機能の強化が図ら
れるとともに、二次救急医療体制の維持・強化が期待される。

・コンビニ受診の抑制等による二次救急医療機関の負担軽減が
図られる。

宇摩医療圏 



（へき地医療）※全県の取組み

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ふるさと愛媛医療再生ネットワーク事業費

医師育成キャリア支援事業費（H24～予定）

瀬戸内海巡回診療船済生丸建造事業（H25予定） 25,000

（その他）※全県の取組み

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療支援センター（仮称）整備事業 250,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本県では、自医大制度のもと、地域医療を支え
る総合医の育成に取り組んでいるが、義務年限
を終了した医師の３分の１は、県外に転出してい
る状況にある。
そのほか、瀬戸内４県の離島医療を担ってきた
巡回診療船済生丸は老朽化が進んでおり、事
業継続のためには、新船への更新が喫緊の課
題となっている。

首都圏における本県出身医師と県内医療関係者との交流を
図るためのセミナー等の開催した。（22年度）
県内へのUターン等を検討している医師を対象に県内医療機
関の視察会を実施予定。（23年度）

県内医療機関と県外在住医師とのネットワークを構築すること
により、当該ネットワークを活用した地域医療支援や県外在住
医師のUターン等が期待される。

51,000

※全県事業のため、両圏域に各1/2計上

※全県事業のため、両圏域に各1/2計上

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本県では、「地域医療学講座」を開設し、愛媛大
学医学部生を対象として地域医療実習等を通
じ、地域医療に貢献する総合医の養成に着手す
るとともに、更に、新たに、「地域救急医療学講
座」及び「地域医療再生学講座」を開設し、学生
や研修医の教育等を行いつつ、地域の医療連
携による救急医療や専門診療機能の強化にも
取り組むこととしている。

医師派遣をはじめ学生の実習や臨床研修機能等の強化
を通じ、地域医療を担う医師の養成を図る拠点施設とし
て、愛媛大学医学部内に「地域医療支援センター」を整備
した。

「地域医療学講座」「地域救急医療学講座」「地域医療再生
学講座」のほか医師の卒後臨床教育機能を担当する総合
臨床研修センター、医師や研修医、医学部生が地域医療に
必要な技能等を修得するトレーニング施設等が一括配置さ
れており、大学の持つ人的ネットワークの活用、学生の実
習、臨床研修機能等の強化を通じ、地域医療を担う医師の
養成が図られることが期待される。

※全県事業のため、両圏域に各1/2計上



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

地域医療再生学講座等設置事業費 205,200

地域医療医師確保奨学金貸付金 64,701

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
保健医療計画推進事業費 2,500

在宅歯科診療設備整備事業費 1,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
休日夜間急患センター施設・設備整備事業費

休日夜間急患センター運営事業費

看護師等支援事業費 6,424

医療施設施設整備事業費 150,000

医療施設耐震化整備事業費 250,000

医療施設設備整備事業費 1,020,076

「愛媛の救急医療を守る県民運動」推進事
業費

3,700

愛媛県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本圏域の複数の二次救急医療機関では、救急
医療に加え、個別の診療科においても、産婦人
科や小児科を中心に、医師の減尐の歯止めが
かからず、診療の休止を余儀なくされている状
況にあり、医師確保か喫緊の課題となっている。

圏域内の救急医療提供体制の維持に必要な医師を継続的・
安定的に確保できる体制を構築するため、愛媛大学医学部内
に地域救急医療学講座を開設するとともに、活動拠点としてに
市立八幡浜総合病院内にサテライトセンターを設置した。

【地域活性化・経済危機対策臨時交付金を活用】
平成22年度からの大学医学部定員増員枠入学生に対して県
奨学金の貸与した。（22年度：愛媛大学4名、香川大学2名、23
年度：愛媛大学5名、香川大学2名）
※全県的な取組み

同講座よりサテライトセンターに教員４名を派遣し、現地の診療
支援等を実施している。
また、同講座による医学生への講義・実地研修等を実施するこ
とにより地域医療を担う医師の育成・確保に資することが期待さ
れる。

地域枠学生（医師）13名の確保が見込まれる。 【地域活性化・経済危機対策臨時交付金】

※全県事業のため、両圏域に各1/2計上

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本圏域は医療資源に乏しいため、既存の医療
資源を有効に活用し、地域全体での医療の連携
が円滑に行う必要がある。

・行政、関係医療機関、医師会、住民代表等で構成する「八幡
浜・大洲圏域医療対策協議会」を設置し、再生計画に基づく取
組みを円滑に実施するため協議を行った。（22年度：3回、23年
度：2回）
・県歯科医師会郡市支部と地元歯科診療所が連携し、高齢者
や寝たきり者等に対する口腔ｹｱを推進するため、高齢者等の
在宅歯科診療を実施するための必要な機器の購入について
の補助を行った。

・再生計画に基づく取組みの進捗状況の検証、計画の見直し・
修正等関係者間での調整が可能となる。

・高齢者・寝たきり者等に対する在宅歯科診療の普及向上が期
待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本圏域では、初期救急医療を担う体制が十分に
出来ていないため、軽症の患者であっても二次
救急医療機関を受診する場合が多く、二次救急
医療機関の負担になっている。

また、各医療機関の役割分担が明確でなく、病
院間で機能分化ができていないため、結果とし
て二次救急医療機関の疲弊を招くなど、圏域と
しての救急医療体制の構築とその連携が出来
ていない状態になっている。
このため、二次救急は３つの地区別に運営され
ているが、医師不足が進むとともに、人口も減尐
しつつある中、二次医療圏内で救急医療や専門
医療を確保し、地域完結型医療を目指すために
は、３地区の区域を超えた機能分担と連携を検
討する必要がある。

・大洲喜多休日夜間急患センターを新たに整備した。

・救急患者の重症度を判断し、診察の優先順位を決めるトリ
アージナース（救急看護認定看護師）の養成される見込み。
（23年度：3名）

・二次救急医療機関で診療科目単位の広域的な機能分担を
図るため以下の事業を実施した。
　①市立大洲病院の全身用X線CT、医用画像保管装置、超音
　　波診断装置、内視鏡マネージメントシステム等整備（消化
　　器系疾患対応）
　②喜多医師会病院の全身用X線CT整備（循環器系疾患対
　　応）
　③大洲中央病院の血管撮影装置、全身用Ｘ線ＣＴ等整備（脳
　　神経外科領域疾患等対応）
　④加戸病院の全身MRI、CT等整備（内子町移転後の救急対
　　応）
・救急医療機関の適正受診啓発用資材(かかりつけ医カード、
啓発用冊子）の配布及び圏域の救急医療体制等の周知のた
めの住民懇話会（22年度：5回、23年度：6回（見込））を開催し
た。

・軽症患者の受け皿となる初期救急医療体制の拡充・強化及び
二次救急医療機関の負担軽減が図られる。
・圏域内に３名のトリアージナース（救急看護認定看護師）が配
置される見込み。

・圏域内の二次救急医療機関における診療機能分担体制の構
築が図られるとともに、二次救急医療体制の維持・強化が期待
される。
また、24年度より新たに八幡浜地区と大洲地区で二次救急の広
域輪番体制が実施される見通し。

・コンビニ受診の抑制等による二次救急医療機関の負担軽減及
び圏域における救急医療体制ついての住民向けの周知が図ら
れる。

535,100

八幡浜大洲医療圏 



（へき地医療）※全県の取組み

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ふるさと愛媛医療再生ネットワーク事業費

医師育成キャリア支援事業費（H24～予定）

瀬戸内海巡回診療船済生丸建造事業（H25予定） 25,000

（その他）※全県の取組み

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療支援センター（仮称）整備事業 250,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本県では、自医大制度のもと、地域医療を支え
る総合医の育成に取り組んでいるが、義務年限
を終了した医師の３分の１は、県外に転出してい
る状況にある。
そのほか、瀬戸内４県の離島医療を担ってきた
巡回診療船済生丸は老朽化が進んでおり、事
業継続のためには、新船への更新が喫緊の課
題となっている。

首都圏における本県出身医師と県内医療関係者との交流を
図るためのセミナー等の開催した。（22年度）
県内へのUターン等を検討している医師を対象に県内医療機
関の視察会を実施予定。（23年度）

県内医療機関と県外在住医師とのネットワークを構築すること
により、当該ネットワークを活用した地域医療支援や県外在住
医師のUターン等が期待される。

51,000

※全県事業のため、両圏域に各1/2計上

※全県事業のため、両圏域に各1/2計上

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

本県では、「地域医療学講座」を開設し、愛媛大
学医学部生を対象として地域医療実習等を通
じ、地域医療に貢献する総合医の養成に着手す
るとともに、更に、新たに、「地域救急医療学講
座」及び「地域医療再生学講座」を開設し、学生
や研修医の教育等を行いつつ、地域の医療連
携による救急医療や専門診療機能の強化にも
取り組むこととしている。

医師派遣をはじめ学生の実習や臨床研修機能等の強化
を通じ、地域医療を担う医師の養成を図る拠点施設とし
て、愛媛大学医学部内に「地域医療支援センター」を整備
した。

「地域医療学講座」「地域救急医療学講座」「地域医療再生
学講座」のほか医師の卒後臨床教育機能を担当する総合
臨床研修センター、医師や研修医、医学部生が地域医療に
必要な技能等を修得するトレーニング施設等が一括配置さ
れており、大学の持つ人的ネットワークの活用、学生の実
習、臨床研修機能等の強化を通じ、地域医療を担う医師の
養成が図られることが期待される。

※全県事業のため、両圏域に各1/2計上



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
病院GPを含むキャリア養成
拠点整備支援事業 2,348,000

高知医療再生機構の運営費 152,000

　

高知県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

当保健医療圏で医療再生を果
たすためには医師の確保が不
可欠であるが、再編統合して新
病院を整備するにあたり、単に
施設整備を行い、大学医局に医
師派遣を依頼する従来の方法
では医師確保は不可能であり、
新たなコンセプトによるシステム
構築が必要となっている。

・病院ＧＰ養成プログラムや拠点病院間ネットワーク整備の
ための検討会の開催
・病院ＧＰ等のキャリア形成拠点となる新県立病院の整備
・指導医資格取得のための研修支援、及び指導医の招聘
・医学生・臨床研修医の研修支援、及び臨床研修医の確
保のための事業への支援

・専門医等資格取得のための支援、及び先進的医療機関
への留学支援等
・コメディカル職員の研修支援、及び認定看護師等の資格
取得支援
・県内医療機関への医師の就業斡旋・広報活動の実施
・高知医療再生機構の運営

・病院ＧＰ養成プログラム及び拠点病院間ネットワークの構
築

・病院ＧＰ等のキャリア形成拠点となる新県立病院の整備
・指導医資格取得  1名
・臨床研修医
      H21：36名→H22：41名
・臨床研修後の医師の確保
 　　H21：32名→H22：34名
・専門医資格取得　10名

・認定看護師資格取得　4名

・県外からの医師の招聘　１名

安芸保健医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

地域医療教育研修拠点施設
整備支援事業 1,000,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ドクターヘリ運航体制整備事
業 275,638

病院前救護体制強化事業 75,060
医療機関施設・設備整備支
援事業

88,636

啓発事業＜救急医療＞ 6,279
災害医療救護体制強化事業 134,015
医療施設耐震化促進事業

146,364

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
周産期医療確保事業 3,000

高知県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

再生計画に定める施策の前提にな
る医師確保に必要な教育研修拠点
の整備

・医師等医療従事者の宿舎及び研修センターの整備 ・医師等医療従事者の宿舎及び研修センターの整備
・医師のキャリア形成支援

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師不足などの理由から、救急患
者の受入れが可能な医療機関が固
定化され、受入れ医療機関の負担
が増加するなど、地域における救
急医療体制の維持が困難になって
いる。

・ドクターヘリの運航のために要する経費を補助した。
・ドクターヘリ基地病院へのヘリ基地建設に係る経費を補助し
た。
・救急医療に従事する医療関係者に対する技術研修を実施し
た。
・救急医療の適切な利用等についての広報事業を実施した。
・南海地震対策として、医療救護活動に関する研修・訓練を実
施した。
・災害医療救護活動に必要な資機材の整備や日本ＤＭＡＴ研修
への参加に要する経費を補助した。

・早期治療開始による救急患者の救命率の向上や後遺症の
軽減に貢献。
・医療従事者の救命救急医療の専門技術の習得及び向上が
図られた。
・救急医療体制の実情についての理解の促進が見込まれ
る。
・大規模災害時における、災害対応能力の向上、関係機関と
の連携などが図られた。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

周産期死亡の減尐のため、要因の
一つとなっている胎児の適切な管
理・評価に基づく早期母体搬送や
新生児搬送が確実に実施できる体
制の充実

・周産期指標の改善に向け、死亡症例の検討を行った。 ・周産期指標の改善が見込まれる。

中央・高幡保健医療圏 



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児救急医療確保事業 20,172
地域における小児医療確保
事業 5,284

基幹医療機関施設・設備整
備事業 85,000

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
施設・設備整備事業 72,000
ＩＣＴネットワーク構築事業 177,773
医療従事者等レベルアップ事業 22,128
訪問看護体制整備支援事業 34,653
地域医療提供体制整備支援事業 86,170
嶺北地域医療再生事業 89,782
地域包括ケアシステム構築事業 45,257
在宅医療普及啓発事業 7,789
モデル研究事業 75,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
高知医療センター精神科病
棟整備事業 50,000

・嶺北中央病院に急性期医療設備の整備を行った。
・仁淀川流域において、医療機関間、医療と介護の連携強化に
よる円滑な在宅移行の仕組みづくりを行った。
・訪問看護師61名、訪問薬剤師214名の養成を行った。
・訪問看護に関する専門知識を習得するため、「訪問看護認定
看護師研修」を受講する看護師を支援した。
・在宅歯科診療に必要な機材等の整備を行った。（H22：5歯科
医院、H23：4歯科医院）
・県民及び医療従事者向けのフォーラム・研修会等を開催し、在
宅医療に関する理解を深めた。
・訪問看護相談窓口を設置した。（H22の相談対応実績：85件）
・訪問看護相談窓口の普及啓発を行った。（チラシ2千部配布）
・訪問看護ステーションへのコンサルテーションを行った。
　（H22の実施実績：14件）

・嶺北地域において二次救急医療を提供する体制が整備で
きた。
・多職種による連携が進み、自宅で療養できないことを理由
に長期の入院や施設入所を余儀なくされていた患者が、自
宅等で生活できる地域が増える。
・県内全域で在宅歯科診療が提供できる環境が整備される。
・ステーションへのコンサルテーションの実施により、より質の
高いサービスの提供が可能となり、安定した運営につながっ
た。
（訪問看護利用件数21年度11,216件→22年度11,502件）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

専門医志向や夜間受診の増加など
県民の小児医療に対する意識が変
化する一方、地域の小児科医が減
尐し、医師の年齢も高齢化するなど
小児医療の提供が難しくなってい
る。

医師不足から二次医療の充実は困
難なため、医師等が一定確保でき
ている中央医療圏に医療機能を集
中することにより医療機能の維持拡
充を図る必要がある。

・小児救急患者のトリアージを担当する看護師を設置する医療
機関に対して看護師設置に必要な経費を補助した。
・地域の医師等の協力により小児医療提供体制を維持するため
に行う研修等を支援した。

・尐ない症例の疾病の小児の受け入れができるよう高度医療機
器を整備するようにした。

・小児科医の負担軽減が見込まれる。
・地域における小児医療の確保が見込まれる。

・県内で高度医療が提供できる体制が整備されるようにな
る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

精神科救急や身体合併症、急性期
重症者や措置入院、児童・思春期
の精神科治療を行う中核的病院の
中央医療圏内への設置、民間では
確保が困難な精神科医療の確保が
必要。

平成21年度　　　　　　　　　　　　　　基本設計
平成22年度　　　　　　　　　　　　　　実施設計
平成23年3月～平成24年3月　　　精神科病棟施設・設備整備

平成24年4月　高知医療センターこころのサポートセンター開
設予定
・精神科30床・児童精神科14床を整備。
・民間の精神科病院等では対応の困難な、措置入院や身体
合併症のある者などの受け入れ。
・児童・思春期の精神疾患の専門治療や、児童福祉機関や
教育機関と連携しこころのケアが必要な子どもの診療などを
実施。
・民間病院や高知大学と連携して臨床実習の場を提供。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

中山間地域においては地域医療の
維持のために地域ケアの観点から
の総合的・一体的な施策が必要、
在宅医療の取組みが相対的に遅
れている。
都市部においては在宅医療推進の
基盤整備や人材育成が必要。
訪問看護ステーションの経営規模
が小さく、ステーションの運営・管理
や看護技術の向上等について支援
が必要となっている。
在宅歯科医療連携体制を進める上
で必要な在宅歯科医療機器の整備
配置が充分でない。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医学部を有する大学に３大学に寄付講座を設置

寄附講座設置事業 320,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

地域医療連携ネット
ワーク構築事業

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

急患センター等整備
急患センター等の改築に向けた設計等の実施 事業 1,100,901

福岡県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　比較的医療資源に恵ま
れた福岡県においても、恒
常的な医師不足など地域
の医療資源の不足が顕著
　看護師が、就職先を都
市部に求める傾向が顕著
となっており、看護人材の
安定的な確保が困難

医師不足の医療機関に医師を派遣し、現状の医
師不足対策とあわせて将来地域医療を担う医師
の育成にも貢献

看護学校学生に対する奨学金制度を創設し、12
名に対し新規貸付

奨学金利用卒業生の地元定着とあわせて、看護
学校改築による看護師養成環境の向上、出産・
育児等で離職中の潜在看護師の復帰を図ること
により、地域における看護人材の安定的確保に
貢献

看護学校奨学金事業 39,600

老朽化した看護学校の改築に向けた設計等の
実施

看護師職場復帰
支援事業

27,600

看護学校改築事業 200,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　尐ない医療資源を有効
活用する観点から、医療
機関の連携体制の向上が
必要

ネットワークの構築に向け、整備内容の詳細に
ついて関係者間協議の実施

診療情報の共有化等により医療機関間の円滑な
連携が可能となり、在宅医療の強化にも寄与

700,655

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　二次救急医療機関が２ヶ
所しかなく三次救急は他
の医療圏に依存するなど
救急医療体制が脆弱

急患センターにおける耐用年数の経過した緊急
度の高い医療機器を更新

老朽化した急患センターの改築・機能強化によ
り、地域の初期救急医療体制を確保

軽症患者については、急患センターで対応するこ
とにより、限られた二次救急医療機関の負担を軽
減

京築医療圏 



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

デイホスピス強化事業 98,530

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

検討中 12,714
　計画の進捗状況を踏ま
え、計画事業の更なる充
実や計画策定後に生じた
新たな地域医療の課題へ
の対応が必要

上記のとおり、目標達成に向け、計画に掲げる
事業について取組み

地域医療再生基金の有効活用による地域医療の
課題解決

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　地域の限られた開業医
等の医療資源では、在宅
療養の継続が困難

医療依存度が高い在宅療養者が日中通所でき
る場を新たに開設し運営

在宅療養者の受け入れ人数を増やし、自宅で生
涯を終えたいという患者の声に応えた在宅療養
の継続に寄与

介護家族の負担を緩和し、在宅療養者の生活の
質の向上に貢献

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

京築医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医学部を有する大学に３大学に寄付講座を設置

寄附講座設置事業 307,500

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

138,765

福岡県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　比較的医療資源に恵ま
れた福岡県においても、恒
常的な医師不足など地域
の医療資源の不足が顕著

医師不足の医療機関に医師を派遣し、現状の医
師不足対策とあわせて将来地域医療を担う医師
の育成にも貢献

久留米大学の地域枠の学生に対する奨学金制
度を創設し、５名に対して新規貸付

平成28年度以降順次卒業予定の地域枠卒業医
師の確保

緊急医師確保対策
奨学金事業

40,800

　女性医師、看護師等の
離職防止のための就業環
境の改善が必要

地域枠の設定による入学定員増に対応した、教
育環境整備を実施

医学部教育環境
整備事業

118,851

共同託児所の整備に向けた関係者間協議の実
施

女性医療従事者の就労促進、出産・育児による
離職期間の短縮による人材確保

共同託児所施設整備
事業

57,634

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　地域における検査・薬剤
処方等の患者情報を共有
する体制が未整備

システム整備に向けた関係者間協議の実施 医療機関における患者情報の共有化による地域
における効率的な医療の提供、患者住民への
サービス向上に寄与

地域医療連携システム
整備事業

91,126

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　二次救急医療機関の偏
在、山間へき地の地理的
要因等により、迅速な救急
医療の提供に支障

地域の中核的な二次救急医療機関の医療機器
を整備

中核二次救急医療機関の整備・機能強化により、
救命率の向上等に寄与

救急・災害医療体制
整備事業

969,080

地域の为要な精神科医療機関の精神科ＩＣＵを
整備

圏域内に多い自殺未遂者を含む精神科救急患者
の早期回復、利便性の向上に寄与

精神科救急医療体制
整備事業

122,771

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　出産を取扱う産科医の
減尐により生活している地
域での出産が困難

助産師外来等の整備に向けた関係者間協議の
実施

助産師外来や病院内助産所の整備等により、住
みなれた地域において安心して出産できる体制
の構築に貢献

周産期医療対策事業

八女・筑後医療圏 



（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

ＡＥＤ整備事業 6,300

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

医療機関等関係者との協議・連絡の実施

検討中 39,609

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　山間へき地の地理的要
因等により、地域住民の
医療ニーズへの対応に支
障

へき地診療所（１ヶ所）を整備するとともに、へき
地診療所の新設等に向けた関係者間協議の実
施

山間へき地における医療提供体制の確保（無医
地区化の回避等）及び地域住民の利便性向上

へき地診療所整備事業 148,058

ＡＥＤの活用、救急医による早期治療開始、搬送
時間の短縮化による救命率の向上ドクターヘリの夜間運航に対応したヘリポートの

整備に向けた調査等を実施するとともに、基地
病院の建替工事にあわせた照明設備を整備

へき地ヘリポート
整備事業

228,472

ドクターヘリ夜間運航
事業

94,923

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　過疎化・高齢化の進展に
対応した新たな医療資源
の確保が困難

老朽化した訪問看護ステーションを改築するとと
もに器材等を整備

地域の限られた医療資源の充実・有効利用によ
り、過疎化・高齢化が進む本圏域において今後重
要性が増加するものと見込まれる在宅医療の安
定運営に寄与

訪問看護ステーション
整備事業

120,108

麻薬等医薬品の備蓄情報共有化システムを構
築し運用

地域医療情報管理シス
テム整備事業

13,650

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　計画に掲げる事業の着
実な実施

地域医療再生計画の実施による地域医療の課題
解決

事業管理事務費 2,353

　計画の進捗状況を踏ま
え、計画事業の更なる充
実や計画策定後に生じた
新たな地域医療の課題へ
の対応が必要

上記のとおり、目標達成に向け、計画に掲げる
事業について取組み

地域医療再生基金の有効活用による地域医療の
課題解決

八女・筑後医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
短時間正規雇用導入支援 13,632
医師事務作業補助者支援 52,080

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療支援協議会 2,000
住民啓発事業 4,000
医療従事者の研修 6,000
ICT医療連携推進事業 275,000
病院群輪番制病院設備整備 84,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急情報システム整備 235,000
D-MAT設備整備 5,138
夜間対応薬局施設整備 50,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
唐津赤十字病院施設整備 1,513,150
唐津救急医療センター施設整備 260,000

救急医療情報システムを整備した。
災害派遣医療チーム（D-MAT）資器材を整備した。

救急医療情報システムにICTを活用することにより、救急搬
送の時間短縮に貢献した。
D-MAT資器材を整備することにより、災害時医療への対策
が強化された。
今後は、地域医療センターエリアとして一次救急との連携が
整備されていく。

佐賀県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急医療、周産期医療、小児医
療に係る医師が不足しており、
早急に医師を確保する必要があ
る。

医師の負荷軽減のため、５名の医師事務作業補助者（医
療クラーク）の採用に対し補助した。

医師の労働環境を整備することで、勤務医の負担が減尐し、
離職防止に貢献。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

唐津赤十字病院を中心とした医
療提供体制の再構築にあたり、
経年老朽化した同病院の建替え
整備が必要である。

地域医療センターエリアの核となる唐津赤十字病院の移転
新築計画を進めている。

唐津赤十字病院の移転に伴い、地域医療センターエリアとし
て、一次救急等の医療機能の集約により、効率的な医療体
制が整備される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

中核医療機関である唐津赤十
字病院を中心として、救急医療
をはじめ、周産期医療、高度医
療、災害医療において地域完結
型の医療提供体制を再構築す
る必要がある。

地域医療支援協議会を年６回（H22）開催した。
住民への啓発シンポジウムを開催した。
医療従事者の研修を年９回（H22）実施した。
ICTを活用した医療連携体制を構築した。
ICTを活用し医療情報番組を毎月放送した。
ICTがん登録事業を実施した。

地域医療支援協議会により、地域医療の役割分担が協議さ
れ、効率的な医療提供体制の構築に貢献している。
また、ICTを利用した医療連携体制を構築し、住民に対する
質の高い医療に貢献している。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師等スタッフが不足する救急
医療において、救急患者の症状
に応じた適切な救急搬送を支援
するなど、救急医療情報システ
ムを実効的に改善していくことが
必要である。

北部医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療支援センター施設整備 300,000
地域医療支援学講座（寄附講座） 822,000
医師修学資金 135,112
女性医師復職支援 35,914
短時間正規雇用導入支援 13,632
医師事務作業補助者支援 52,080
救命救急センター支援 43,600
病院内保育所施設整備 43,994
医師留学支援 72,000
離島診療所等医師確保 20,000
薬剤師等の臨床技術向上 14,024
糖尿病コーディネート看護師育成 60,200
排泄ケアネットワーク 13,270
COPD地域診療体制整備 36,843

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ICT医療連携推進事業 18,000
地域医療支援協議会 4,000
住民啓発事業 4,000
医療従事者の研修 4,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急情報システム整備 9,813
休日夜間救急医療センター移転新築整備 76,000
夜間対応薬局施設整備 50,000

（その他）

救急医療情報システムを整備した。
伊万里市の休日・夜間急患医療センターを移転新築整備し
た。
伊万里有田共立病院の機能に応じた夜間対応薬局を整備
した。

救急医療情報システムにICTを活用することにより、救急搬
送の時間短縮に貢献した。
伊万里市休日夜間急患医療センターを移転新築整備したこ
とにより、初期救急体制が強化された。

佐賀県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急医療、周産期医療、小児医
療に係る医師が不足しており、
早急に医師を確保する必要があ
るが、医師等の確保は当医療圏
だけでなく、全県的な課題であ
る。

佐賀大学に地域医療支援センターを整備し、寄附講座によ
り地域の医療機関に１４名の研修医を派遣した。
佐賀大学等の学生、研修医５０名に対し修学資金を貸与し
た。
女性医師復職支援として１８件の相談及び４名の研修を実
施した。
医師の負荷軽減のため、補助により２３名の医師事務作業
補助者（医療クラーク）を採用した。
救命救急センターの救急医確保を支援し、３名の医師採用
及び１名の指導医確保を行った。

佐賀大学に総合内科医育成の寄附講座を置き研修医を派
遣することによって、地域の医療機関の医師の安定確保に
貢献。
修学資金を貸与することにより、地域の将来的な医師確保に
貢献。
医師の労働環境を整備することで、勤務医の負担が減尐し、
離職防止及び復職に貢献。
不足している救急医の確保により、救急医療体制を確保し
た。
今後は、医師のみでなく、各種医療従事者の育成を実施し、
質の高い医療を実現する。
また、離島等の医師確保や病院内保育所整備等の対策を
強化する。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

圏域と比較して医療機能の不足
が見られ、圏域内における医療
の完結性が低いことから、拠点
となる中核病院を整備し、医療
体制の再構築を図る必要があ
る。

ICTを活用した医療連携体制を構築した。 ICTを利用した医療連携体制を構築し、住民に対する質の高
い医療に貢献している。
今後は伊万里有田共立病院を中心とした地域医療支援協議
会を開催し、住民啓発や研修事業を実施していく。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

高次の救急医療機関を直接受
診することで、救急医療に支障
を来たしていることが指摘されて
いることから、初期救急医療を
担う休日・夜間急患医療セン
ター等を充実強化する必要があ
る。

西部医療圏 



地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
伊万里有田共立病院施設整備 660,018
ドクターヘリ離発着施設整備 11,500

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医療提供体制の再構築にあた
り、経年老朽化した伊万里市民
病院と有田共立病院の統合によ
る建替え整備が必要である。

伊万里有田共立病院の移転新築整備を実施した。 伊万里市民病院と有田共立病院を統合し、新病院を整備し
たことにより、医療資源の有効活用や地域の医療機能の役
割分担の再構築に貢献した。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

大学地域枠奨学金貸与事業 92,916

医療研修環境整備事業 50,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

公立病院診療支援事業 12,000
しまの医療スタッフネットワーク事
業 20,000

有川医療センター整備事業 90,000

奈良尾病院移転整備事業 210,084
対馬いづはら病院、中対馬病院
再編・整備事業 2,000,000

上対馬病院整備事業 25,000

長崎県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

離島地域は、慢性的な医師不足
及び医師の退職により、医療機
能が低下し、緊急度の高い脳卒
中、急性心筋梗塞、産科、小児
科などの不足が顕著であり、島
内で二次救急医療が担えていな
い。

大学地域枠奨学金貸与により、長崎大学４名、佐賀大学１
名に対し、新規貸付けを行った。
医療研修環境整備事業により、長崎大学内でシミュレー
ター等研修機器を導入した。

平成29年に卒業予定の地域枠学生5名の確保が見込まれ
る。
初期臨床研修医や後期研修医等の研修環境が整備され、県
内定着に寄与するものと見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

地域（離島・へき地）において将
来にわたって安定的に医師、看
護師等を派遣するシステム及び
診療情報ネットワークシステムの
構築を図る必要がある。

公立診療所支援事業により患者情報共有システムを導入し
た。
しまの医療スタッフネットワーク事業により、国立長崎医療
センターから上五島病院へ医師、看護師のローテーション
派遣を行った。
有川医療センター内にリハビリテーション施設整備、人工透
析設備の増設を行った。
奈良尾病院を診療所化し移転新築整備を行った。

島内の基幹病院と公立診療所間で連携が強化され、効率的
な医療提供体制が図られる。
本土高次医療機関との連携が強化され、上五島地域におい
て、産科医1名、看護師2名が確保されるとともに、派遣職員
の技術向上、意識改革が図られた。
上五島地域では、入院機能を上五島病院に集約化し、有川、
奈良尾病院は診療所とすることにより、上五島病院は地域の
基幹病院として専門医の獲得、最先端の医療機器の整備な
ど医療機能の強化が図られるとともに、役割分担の徹底によ
る診療機能の再編により地域の医療が確保される。

離島医療圏 



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

回復期リハビリ病棟整備事業 50,000

医療情報救急システム構築事業 320,000

地域医療支援センター運営事業 70,000

救急画像伝送システム整備事業 100,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
佐世保市立総合病院救命救急セ
ンター整備事業 1,126,500

長崎労災病院救急外来拡張事業 50,000
佐世保共済病院救急体制整備事
業 50,000
佐世保中央病院救急体制整備事
業 50,000

ドクターヘリ施設・設備整備事業 410,500
大学病院救命救急センターヘリ
ポート事業 100,000

拠点病院医師確保事業（佐世保） 36,500

拠点病院医師確保事業（県北） 36,500

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
へき地病院再生研修センター整
備事業 50,000

小離島医師確保対策事業 50,000

長崎県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

県北地域において、急性期後の
回復期リハビリ機能を担う医療
機関が不足している。
患者情報の共有等医療連携体
制が不十分である。

県北医療機関において回復期リハビリ病棟の整備、設備整
備を行った。
医療情報救急システム（あじさいネット）へホスティングシス
テムを導入するとともに佐世保地域において加入に向け医
師会会員向けに説明会等を開催した。
佐世保市において地域医療連携推進センターを設置した。

県北地域に急性期医療機関の後方支援を行う回復期リハビ
リ病棟を有する施設を２病院以上整備する見込みである。
あじさいネットの普及により、病院・診療所等の診療情報の共
有化、連携パスの運用などを進め、地域の医療の質の向上
を図る。
地域医療連携推進センターにより、救急搬送体制の再構築、
住民教育等が実施され、入院を要しない救急患者の減尐、
医療資源の有効活用が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

佐世保地域は、救命救急セン
ターがなく、高次医療機能を有す
る病院間での役割分担が不明
確である。一方、県北地域は、慢
性的な医師不足にあり、地域の
医療機能が低下し、佐世保地域
での救急患者の流入が多く、基
幹病院の勤務医の疲弊も生じて
いる。

佐世保市立総合病院が救命救急センター整備計画を策定
長崎労災、佐世保共済、佐世保中央の基幹３病院におい
て、救急室等の施設設備整備を実施した。
県ドクターヘリの格納庫、給油施設整備のための調査を実
施

救命救急センターの整備により、佐世保県北地域内で初期
～三次救急医療の完結が図られる。
循環器（急性期心筋梗塞、脳卒中）救急医療体制整備を行
い、疾患別の輪番体制を整える。
ドクターヘリ施設・設備整備により、効率的な搬送体制を整
え、救命率の向上が図られる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

当該医療圏には、人口300人以
上の離島診療所が４箇所あるな
ど長期的な離島・へき地医療体
制の確保が重要である。

平戸市民病院内に研修医師を受け入れるための研修室と
宿泊施設を兼ね備えた「へき地再生研修センター」を整備し
た。

平戸市民病院と長崎大学（へき地病院再生支援・教育機構）
との連携で、地域で医師を育てるシステムの充実や環境整
備が図られる。
全国の研修医（年間約25名）を受入れ、総合医として必要な
知識を技量を持った医師の養成が見込まれる。

佐世保・県北医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①重症心身障がい学寄附講座 100,000
②脳卒中・急性心筋梗
  塞医療推進事業 130,600

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①阿蘇中央病院整備事業 1,038,080
②蘇陽病院救急機能強化事業 25,000
③病診連携推進事業 5,546
④脳卒中等地域連携クリティ
  カルパス（地域版）策定事
  業

12,920

⑤医療連携パス研修事業 9,600
⑥医療従事者研修事業 3,200
⑦遠隔医療システムの整備 38,000

熊本県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　産科医が不足していること
から周産期医療については、
基本的レベルから高度なレベ
ルまで、すべてを阿蘇医療圏
内で完結させることは困難な
状況である。NICUにおける処
置等の高度な治療を必要とす
る場合には、対応の医療施設
を保有する熊本医療圏との連
携が必要であるが、NICUの長
期入院児の割合が高く、周産
期救急から円滑な在宅移行に
向けたシステムの構築が必
要。
　阿蘇医療圏の病院では、脳
卒中や急性心筋梗塞などの急
性期治療ができず、急性期患
者の大半が圏域外で受診せざ
るを得ない状況。

①熊本大学医学部附属病院内に重症心身障がい学寄附
講座を設置。（H22～H25年度　4年間）
　熊本大学医学部附属病院内に脳卒中・急性冠症候群
医療連携寄附講座を設置。（H23～H25年度　3年間）
②地域完結型医療体制及び救急医療体制の構築を補完
するため、住民への脳卒中、心筋梗塞初期症状の対応
に関する啓発キャンペーンを実施。

①重症心身障がい児の医療連携ネットワーク構築のため
の、関連施設会議を実施するとともに、NICU長期入院児
の在宅支援のためのアセスメントシートの運用を開始
し、阿蘇地域のNICU長期入院児１例を在宅に移行（H２
２年度）。
　阿蘇地域に在住する小児在宅重症心身障がい児を対象
として訪問実態調査（13例）を実施（H23.10月～12月）
し、阿蘇地域の重症心身障がい児の医療及び療養環境の
提供体制の課題を明らかにすることによって、地域の実
情に即した在宅移行の方策を検討が可能となる。
②脳卒中・急性冠症候群医療連携寄附講座の関係医師
（常勤1名、非常勤3名）が阿蘇中央病院で診療及び当直
の支援を行うことにより、常勤医師の当直の負担が軽減
し、就労環境が改善されるとともに、救急車の受入れ件
数が対前年比で約9％（36件）増加した。（H23.4月～
H23.12月実績）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　阿蘇中央病院が医師不足や
施設の老朽化等により中核的
機能を果たしておらず、ま
た、地域の医療機関間の連携
体制が不十分であり、地域完
結型医療体制ができていな
い。

①阿蘇地域において実施する取組みについて進捗管理
を行う阿蘇地域医療再生会議を開催(3回)。
③阿蘇中央病院主催により、地域連携や脳疾患・心疾
患に関する病診連携研修会を開催(2回)。

①阿蘇中央病院の老朽化した建物や医療機器の整備を行
うことにより阿蘇医療圏の二次救急医療機能の向上が期
待できる。特に脳卒中急性期、急性心筋梗塞での患者の
圏域内受診率の向上、また、初期から二次まである程度
の地域完結型医療体制が整う。
③地域での医療機関間の連携体制が十分でない阿蘇医療
圏で関係者が一堂に会し、地域での課題等の検討行うこ
とで医療圏全体での連携体制の構築が期待できる。ま
た、広範囲な阿蘇医療圏を3地区に分け中核的病院であ
る公立3病院による作業部会も立ち上げ、より地域の課
題等について検討を行っていく体制が整った。
③中核的病院である阿蘇中央病院が主体となり地域の医
療機関の関係者を対象とした救急医療に関する講演会や
症例検討会等の実施することで病病・病診連携体制の充
実が期待できる。

阿蘇医療圏 



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
④脳卒中地域連携クリティカルパス作成に向けて県医
師会と委託契約を締結。関係会議の開催等を実施。
　・県医師会、熊本大学医学部附属病院との検討会
　・阿蘇郡市医師会との意見交換会
　・阿蘇地域リハビリテーション等連絡会
　・阿蘇地域の脳卒中回復期医療機関の医療機能調査
の実施。
　・看護師や理学療法士等を対象とした研修会を支
援。
⑦阿蘇中央病院のt-PA実施に係る遠隔医療支援モデル
事業（熊本大学医学部附属病院神経内科による支援）
の実証実験を実施中。
⑦小国公立病院に遠隔医療支援システム機器を整備。

④阿蘇地域の脳卒中回復期医療機関の医療機能を地域全
体で共有（データベース化予定）するにより、医療機関
相互の連携を強化するとともに、急性期からのパス活用
実績を向上させることが期待できる。
⑦熊本大学医学部附属病院神経内科の支援により、阿蘇
中央病院の医師が脳梗塞の治療に効果の高いt-PA治療に
対応できるようになることで、脳梗塞発症患者の救命率
の向上が期待される。
⑦遠隔システムの整備により、今まで圏域外での診療を
受ける必要のあった患者が一定の疾患について地域の医
療機関で診療を受けられる。

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①休日・夜間等初期救急支援事業 46,000
②救急医療情報システムの整備 131,063
③ヘリによる救急医療提供体制の整備 727,861
④救急ワークステーションの整備 45,000
⑤画像転送システムを活用
  した救急搬送体制の整備 24,500

⑥救急搬送実態の検証 40,000
⑦県境地域の救急医療体制の整備 5,082

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　重症で高度な医療処置を要
する患者の熊本市への搬送事
案が多く、搬送時間が長くな
る要因となっている。的確か
つ迅速な治療の開始や三次救
急医療機関等への搬送手段の
確保、三次救急医療機関等に
よる支援体制の整備が求めら
れる。

①阿蘇郡市医師会主催により、地域の医師を対象とし
た専門的な初期救急医療に関する研修会を平成22年度
から年2回開催。
①阿蘇郡市医師会において、阿蘇医療圏における休日
夜間救急センターの実施に向けた検討を開始。
①圏域内の2つの病院で、地域の開業医等の協力による
夜間救急センターの運営を開始（週1回から）。
②救急医療情報ｼｽﾃﾑの整備は、H22.12月から医療機能
情報システムと統合し、新システムにて運用開始。
③・④・⑤・⑥地域救急医療支援体制の構築について
は、
・ヘリ救急搬送体制の構築に向けて、救命救急セン
ター（熊本医療センター）のヘリポートを整備。
・熊本県ヘリ救急搬送体制専門委員会を設置し、防災
消防ヘリとドクターヘリの連携体制を検討。ドクター
ヘリの運航を開始するとともに、防災消防ヘリと連携
した運航体制を稼働。
・熊本県全体の救急医療の課題（救命救急医療体制の
枠組み）について検討を実施。
・地域の救急医療を支援する体制として、救急車がリ
アルタイムで心電図や画像等を救命救急センター等に
伝送するシステム導入の可能性について検討するた
め、阿蘇地域において、画像等伝送システムの実証試
験を実施中。
・救急ワークステーション事業の実現可能性について
検討を実施。
⑦県境の救急医療等に係る課題を協議するため、蘇陽
地域と宮崎県五ヶ瀬町との県境医療連携連絡会議を開
催。

①地域の開業医の協力による「休日・夜間救急セン
ター」を設置することで、阿蘇圏域外への救急搬送及び
受診患者の流出が低減される。
②救急医療情報システムの整備
・医療機能情報システムと統合することにより、各医療
機関の詳細な情報についても、一元的に提供できる。
③・④・⑤救命救急医療体制の充実
・ドクターヘリと防災消防ヘリと連携した運航体制が稼
働し、それぞれの特長を活かした活動や相互補完を行う
ことにより、更なる救命救急医療体制の充実が期待され
る。
・熊本市内に立地する救命救急センター全てに、敷地内
ヘリポートの設置が完了し、ドクターヘリ基地病院だけ
ではなく、各救命救急センターが協力しながら重篤な傷
病者の受け入れを行うことで、それぞれの負担軽減につ
なげることが可能となる。
⑥地域の救急医療を支援する体制の充実
・阿蘇地域における画像等伝送システムの実証試験を通
じ、その有用性について、実際的な具体的な検討を進め
ることができる。
⑦県境地域の関係者で意見交換を行い、各々が持つ課題
を共有することができた。



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①圏域内周産期医療体制の構築 4,825
②総合周産期母子医療
  センターの機能強化 65,903

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①小児救急医療拠点病院の強化 7,620
②小児二次医療機能の強化 4,000
③適正な受診に関する啓発 4,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　全県的に周産期関係医師・
看護師等が不足していること
から、阿蘇医療圏内で周産期
医療の高度なレベルまで対応
することは困難な状況。
　このため、圏域内では基本
的なレベルの医療を確保する
とともに、阿蘇医療圏を支援
する熊本市の総合周産期母子
医療センター等の機能強化、
連携体制の推進が必要であ
る。

①救急関係者向け新生児蘇生法講習会を開催し、28名
が受講。
①阿蘇温泉病院（地域産科中核病院）の医師・看護師
等の研修会を開催。
①阿蘇温泉病院（地域産科中核病院）に分娩監視等に
係る産科機器を整備。
②熊本市民病院（総合周産期母子医療センター）に新
生児用救急車を配備、高度なＮＩＣＵ機器を整備。

①周産期に係るコメディカル及び救急隊員の新生児の蘇
生スキルが向上することにより、周産期母子医療セン
ターへの新生児の搬送件数を減尐させることが期待でき
る。
①産科中核病院への適切な妊娠及び分娩管理により、重
症事例の母体搬送を減尐させる。
②新生児用救急車の配備を通じて、児の状態に即した適
切な搬送が可能になるとともに、総合周産期母子医療セ
ンターでの高度な医療管理のもと、救命率の向上を図る
ことができる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　全県的に小児科医師が不足
しており、阿蘇医療圏内で二
次救急医療機能を確保するこ
とは困難であるため、阿蘇医
療圏を熊本医療圏が支援する
体制をつくるために、熊本医
療圏の小児救急医療機能をも
つ医療機関の機能を強化する
ことが必要である。
　小児を持つ保護者が、平素
からかかりつけ医を持ち、急
病時に適切な対処ができるよ
うになるための講習、啓発等
が必要である。

①阿蘇圏域を支援する熊本赤十字病院（小児救急拠点
病院）にモニタリングシステム等の医療機器を整備予
定。
②小国公立病院小児科医の研修機会確保事業を実施
し、小児科医(1人体制)の学会参加等を支援。
③小児救急ガイドブック・阿蘇地域版を作成し、管内
市町村に配布。また、小児救急の広報キャンペーンを
実施。

①小児救急拠点病院である熊本赤十字病院の医療機器を
整備することで、高度な処置を必要とする小児患者の受
入体制が強化される。
②小児科医1人体制の病院を支援することにより、初期
から二次までの小児救急医療体制が強化される。
③小児の保護者が、子どもの急病時の対処方法を理解
し、適正に受診するようになる。



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①訪問看護推進事業 30,000

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①地域住民との連携に係る取組み 1,200

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　阿蘇医療圏の訪問看護ス
テーションは４ヶ所しかな
く、いずれも小規模であるた
め、２４時間及び遠隔地の訪
問看護提供は訪問看護師の負
担が大きい。
　一般病床から療養病床への
転院者も多く、在宅医療体制
が不十分である。
　急性期の治療後、早期に退
院し、在宅等での生活に復帰
できるような在宅医療体制を
整備するため、訪問看護に対
し支援を行い推進していく必
要がある。

①訪問看護ステーションに対して、訪問看護師の確保
や定着支援のための人件費一部補助、２４時間または
遠隔地への訪問看護提供体制を整備するための備品等
購入費の補助を実施。
①阿蘇郡市医師会主催で、平成２３年度に阿蘇地域訪
問看護推進委員会６回開催し、訪問看護推進について
検討を行い、訪問看護事業啓発研修会を１回開催。
①訪問看護の啓発用パンフレットを作成し、阿蘇地域
の保健・医療・福祉関係者へ配布。

①訪問看護師の研修及び訪問看護提供のための備品等の
購入を行うことで、効率的な訪問看護サービス提供がで
き、遠隔地等を含む訪問看護提供数が増えることが期待
される。
①訪問看護利用の普及啓発を行うことで、関係者の理解
が深まり、訪問看護サービスの利用が増えることが期待
される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　阿蘇医療圏の医療機能の整
備及び連携を進めるに当たっ
ては、地域住民が参画する機
会を設け、地域全体で地域医
療を考え、守り育てる気運を
醸成する必要がある。

①阿蘇市主催による、住民を対象とした地域医療
フォーラムを開催。
①小国町・南小国町共同主催による、住民を対象とし
た地域医療フォーラムを開催。
①山都町主催による、住民を対象とした地域フォーラ
ムの開催に向け内容を検討中。

①Ｈ24年度までに阿蘇医療圏を3地域に分けた全地域で
住民を対象とした地域医療に関する講演会を実施。今
後、市町村が主体となって啓発活動の取組みへと繋がっ
ていくことが期待される。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①専門医派遣寄附講座開設事業 560,000
②総合医育成寄附講座開設事業 80,000
③総合医養成プログラム
   作成補助事業 1,859

④総合医確保対策補助事業 145,063
⑤熊本県医師修学資金
  貸与制度拡充事業 79,430

⑥臨床研修医確保強化事業 30,942
⑦糖尿病医療スタッフ
  養成支援事業 40,000

⑧看護師等養成力強化事業 88,600
⑨専門性の高い看護職
  員の養成支援事業 44,337

⑩看護職員の継続教
   育体制の拠点整備 50,000

⑪中小病院における看護
  職員確保対策支援事業 112,000

⑫県医師確保対策事業の拡充 40,178
⑬キャリア支援センター設置事業 17,340
⑭自治体病院院内保育所整備事業 7,285
⑮自治体病院病児・病
  後児保育所設置事業 34,539

熊本県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　大学附属病院からの医師派
遣システムの再構築が必要。
　総合的な診療のできる医師
の育成とそのための実践的な
活動が必要。
　将来地域医療に従事する医
師を確保することが必要。
　臨床研修医を確保し、医師
を県内定着させることが必
要。
　糖尿病患者は年々増加傾向
にあるが、「糖尿病専門医」
や「糖尿病療養指導士」等の
医療スタッフが十分に確保で
きていない。
　糖尿病診療においてチーム
医療は有効であると言われて
おり、関係者のネットワーク
構築が急務。
　新人看護職員の離職防止の
ため、看護学生の看護実践能
力強化が必要。
　住民に身近な自治体病院や
中小病院の看護の専門性を強
化することが必要。
　体系的な研修を企画実施す
る体制づくりが必要。

①熊本大学に地域専門医療推進学寄附講座を設置
②熊本大学に設置していた地域医療システム学寄附講
座を拡充。
③基幹型臨床研修病院の後期研修での総合医養成プロ
グラム設置。
⑤熊本大学医学部学生１０名に対して修学資金（地域
枠）を貸与し、将来地域での勤務を希望する者を確
保。
⑥県内基幹型臨床研修病院を会員に連絡協議会を設
置。
　東京、福岡で開催される卒後臨床研修医募集の合同
説明会に基幹型臨床研修病院合同で参加。
　研修環境の充実を推進するため、熊本大学ににおい
て臨床研修指導医を育成。
⑦熊本大学医学部附属病院に糖尿病医療スタッフの人
材育成やネットワーク構築を進めるためのコーディ
ネーター（特任助教）を配置。
　コーディネーターが中心となり、糖尿病専門医・療
養指導士資格取得研修会や糖尿病連携医スキルアップ
研修会、二次保健医療圏毎の保健医療関係者ネット
ワーク研究会を開催。
⑧５養成所の教育環境整備の実施、６養成所の教育環
境整備の実施及び看護教員７名の実習施設研修を実
施。
⑨１９名の認定看護師受講者の受講費を助成。
⑩モデル医療圏域において継続教育検討会を２回、研
修会を２回開催。
　熊本県立大学に委託し、5つのモデル医療圏域で看護
職員の教育体制つくりと看護職員教育研修プログラム
の企画、検討を実施。
　教育体制整備運営委員会を2回開催。

①新規で19名の医師を地域の拠点病院に配置。また、19
名の医師を雇用し、医局を強化。
②熊本大学での地域医療に関する講義やゼミ、地域医療
セミナー、代診医派遣、若手医師の指導、若手医師の遠
隔カンファレンス等指導方法の研究などを実施。
③基幹型臨床研修病院の後期研修に総合医養成プログラ
ムを設置。
⑤修学資金を貸与した学生が地域医療に従事することが
期待される。
⑥病院協議会を設置することで各研修病院間で問題点を
共有し、臨床研修医確保に共同して取組む体制を構築。
　H23年度は、卒後臨床研修医のマッチング率が全国１
位（95.0％）
　これまでに９２名の臨床研修指導医を育成。
⑦糖尿病専門医数（H22.3：73名→H24.2：80名）、糖尿
病療養指導士数（H22.3：405名→H23.6：423名）の増加
　二次保健医療圏（10圏域）でネットワーク研究会を開
催。
　症例検討等を通してお互いの役割等を確認し、顔の見
える関係が構築されつつある。
　今後は、医療連携パス等の連携ツールを活用した切れ
目のない保健医療サービスが住民（患者）に提供される
ことを期待している。
⑧平成２５年度までに、延べ２７養成所の教育環境整
備、延べ８７人の看護教員の実習施設研修を実施すると
ともに、３６名の専任教員及び教務主任研修の受講促進
を図り、看護学生の看護実践能力の強化する。
⑨平成２５年度までに、１０９名の認定看護師を育成す
る。
⑩平成２３年度までに、熊本県の１０医療圏域のうち、
５圏域の看護職員の地域ごとの課題を明らかにし、教育
体制の構築、教育プログラムの企画、検討を行い、具体
的な課題の研修会を開催している。平成２４年以降は、
県内の全ての圏域で、看護職員の研修体制を整備する。
また、看護職員の研修情報の収集や発信の一元化を行
い、拠点つくりを行う事で、看護職員のニーズにあった
研修が受けられるような体制を整備する。

天草医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
　看護師等が働き続けたいと
考える職場環境整備等に対す
る支援が必要。
　女性医師の就業継続に対す
る支援が必要。

⑪４病院が施設・職員調査を実施し、ワークショップ
を開催。看護職員の確保対策推進会議を２回開催。ま
た、潜在看護師のニーズ調査を行い、再就職支援とし
て現場体験（病院実習）を踏まえた研修会を開催。
⑬・⑭・⑮院内保育所及び病児・病後児保育所設置に
ついて、事業者を訪問して事業を周知。H24年度に病児
病後児保育所を５箇所程度を整備予定。

⑪魅力ある病院づくり支援事業のモデル４病院の改善に
向けた検討事例を学ぶことで、他の病院の取組みの参考
とし、職場環境の改善を促す。
　潜在看護師のニーズ調査を踏まえ、再就職支援のため
の研修会を開催し、潜在看護師の再就職を促進する。
　看護職員の子育て支援として院内保育所設備整備、備
品購入に対し補助を行い、環境改善を支援する。
⑬・⑭・⑮医師が仕事と育児を両立できる環境を整備
し、女性医師の就業継続を支援する。

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①地域連携クリティカルパス支援事業 78,500
②天草医療圏連携体制検討事業 3,000
③遠隔医療システム導入費補助 550,591
④天草地域医療センター診療支援体制整備 140,000
⑤上天草総合病院の診療体制整備 49,690

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①ヘリポート等整備補助事業 200,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　地域の医療資源を活用した
連携体制の構築が必要である
が、連携体制を構築するコー
ディネーターが不在のため、
円滑な運用が困難な状況で
あったこと。
　地域の医師不足から、病病
連携、病診連携など、地域の
医療機関が連携し、医療提供
体制を維持していくことが必
要。

①H22.4、熊本大学医学部附属病院に業務委託のうえ
「熊本県私のカルテがん診療センター」を開設。（事
務職員1名、コーディネーター4名。）
　がん診療連携拠点病院並びに各郡市医師会等、がん
診療に従事する医療従事者に対する助言・指導、これ
に県民を加えてパスの普及活動を行っている。
②天草地域医療再生推進会議を設置し、その下に遠隔
医療、医師確保、ヘリポート設置の３つのワーキング
会議を設置し、地域医療について検討していく体制を
構築。
③地域の拠点となる病院に遠隔医療システム等を導
入。
④天草地域医療センターに検査機器（MRI）を導入。

①熊本県が独自に指定するがん診療連携拠点病院も含
め、現在、パスの担い手となる病院は１７箇所。これら
のすべての病院に対してコーディネーターによる助言・
指導を行っており、パスの導入件数も順調に増加（パス
導入累計　646件（H22.3月～H23.11月））。
　今後も、運用に当たっての医療機関相互の調整、患者
への対応や各医療機関の連携担当者への研修を行うこと
で、地域の医療資源を最大限活用するがん診療連携体制
が整備されると期待できる。
②地域の医療関係者による協議の場を持つことで、問題
解決への動きが出てきた。
③遠隔医療システムの運用を図るとともに、病病連携、
病診連携の推進が期待できる。
④MRIの導入により、これまで設備の老朽化により難し
かった検査が可能になり、医療の質の向上が期待でき
る。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　天草医療圏は、高度な三次
医療を提供できる病院へのア
クセスが２時間以上かかって
おり、ヘリコプター等の高速
な搬送手段が不可欠であるこ
と。

　天草地域医療センターの新外来棟屋上にヘリポート
を設置することで、地域の医療機関、自治体、消防本
部が合意。

　平成２４年度中にヘリポートを整備し、拠点病院の救
急体制を強化する。



（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①医師住宅整備事業補助 67,033

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①在宅歯科診療医支援事業 13,613

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
①移植医療推進支援事業 50,000
②医薬品等安全性情報等の提供 20,000

①在宅歯科診療の件数増加のみならず、安全な処置、患
者の負担軽減及び治療内容の拡大が図られている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　世界的に自国内での移植臓
器の確保が求められており、
県内においても多数の移植希
望者がいる状況の中で、移植
医療体制の基盤強化を図るこ
とが必要。
　地域でも格差のない医薬品
情報を得ることが必要。

①熊本大学附属病院にＨＬＡ検査機器を整備するとと
もに、検査技師１名を確保し、年間２４名の新規登録
者のHLAタイピング等を行うなどＨＬＡ検査体制を構
築。
　移植医療に係る市民公開講座及び医療関係者向け研
修会を年１回開催するとともに、移植関連学会に１０
名派遣するなど移植医療の推進啓発及び人材育成を推
進。
②事業実施の検討を図った。

　今後、年間２０名程度の新規登録者のHLAタイピング
等を行うとともに、ドナー発生時のHLAクロスマッチン
グ検査にも迅速に対応できる体制を維持する。
　また、県民に対する移植医療に係る普及啓発及び人材
育成が進み、県民の臓器提供意思表示率の向上及び移植
医療に対応できる医療機関の増加が期待できる。

　へき地等における医師確保
の重要な条件であるにも関わ
らず、必要な医師住宅の整
備・改修が進んでいない。

①公立多良木病院及び湯島へき地診療所に医師住宅を
整備した。

①医師の住環境を整備することで、医師の確保・定着が
見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　歯科診療を必要とする在宅
要介護者数に対し、不足して
いる在宅歯科診療に携わる歯
科医師を増やすことが必要。

①県内の在宅歯科診療に積極的に携わる意志のある歯
科医師に対し、在宅歯科診療用機器購入に際して一部
補助を行った。（H21・22年度25件、H23年度7件予定）



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
大分医学生修学サポート事業 62,430
地域医療教育・研修推進事業 140,000
医師事務作業補助者
等確保等推進事業 194,575

看護実践能力強化事業 10,000
看護職員研修機能
強化施設整備事業 50,000

訪問看護師養成事業 11,000
看護学指導者教育力向上事業 986

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療情報ネットワーク体制整備事業 160,752
リハビリテーション病棟整備事業 51,332
緩和ケア病棟整備事業 183,672

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

救命救急棟整備事業 962,061
救命救急センター設備整備事業 27,600
救命救急棟ヘリポート整備事業 31,447
地域医療提供体制整備事業 187,775
患者搬送車整備事業 40,859

大分県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　地域における医師や看護師の
確保が喫緊の課題となってお
り、大学と連携し地域の中核病
院に安定的に医師を派遣するた
めの仕組みづくりや医師の県内
定着、看護師の負担軽減や新人
看護師の離職防止、潜在的な看
護師の復職対策などが必要と
なっている。

・　大分大学医学部ＡＯ入試地域枠入学生の枠を5名から
10名に拡大し、平成22年度及び平成23年度に学士編入学
地域枠を含め、修学資金をそれぞれ13名に貸与した。
・　豊後大野市民病院内に「地域医療研究研修センター」を
設置した。
・　看護師事務作業補助者を平成22年度に45名、平成23年
度に40名雇用した。
・　4看護師養成所に演習資機材を導入した。
・　看護職員研修機能強化のための施設整備を行った。
・　平成23年度に訪問看護師のeラーニング研修を27名受
講した。

・　平成29年度以降、地域枠出身の医師が地域で勤務するこ
ととなり、ピーク時には46名となる。
・　地域医療現場での教育研修が充実し、今後地域医療を担
う医師の育成及び県内定着が期待できる。
・　看護師の負担軽減が図られるとともに、今後看護師の離
職防止や訪問看護師の増加が期待できる。
・　看護研修受講者が平成22年度の延べ10,926名（研修回数
243回）から平成23年度延べ15,476名（研修回数355回）（平
成24年1月現在）に増加した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・　地域の医療連携を推進する
ため、画像診断等医療情報の
ネットワーク体制の構築が必要
となっている。
・　急性期と回復期の機能分担と
連携が求められている。
・　終末期がん患者に対応できる
緩和ケア病床が不足している。

・大分市内の二次救急医療機関等と中部・豊肥医療圏の医
療機関を結ぶ画像診断情報等のネットワークを構築した。
・　津久見中央病院のリハビリテーション病棟の整備を行っ
た。
・　大分市医師会立アルメイダ病院の緩和ケア病棟（21床）
の整備を行った。

・　医療機関間で画像情報や診療情報を共有化することによ
り、医療機関間の連携が推進され、より迅速で高度な医療を
患者に提供することができる。
・　津久見中央病院においてリハビリテーション機能が強化し
たことで、中部医療圏の中心部と役割分担と連携体制が図ら
れ、地域内でリハビリ医療を受けることができる体制の構築
が期待できる。
・　人口が集中する中部医療圏に緩和ケア病床が整備された
ことで、地域の診療所等との連携のもと終末期がん患者の待
機数の減尐が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・　中部医療圏では、救急搬送
の増加など二次・三次救急医療
機関の負担が大きくなるととも
に、さらなる体制強化が求めら
れている。
・　豊肥医療圏では、管外搬送
人員数が多く、搬送時間も県平
均や全国平均を上回っているこ
とから、救命率の向上等を図る
ため地域の中核病院の機能強
化及び広域救急医療体制の充
実が必要となっている。

・　大分大学医学部附属病院の救命救急棟の施設整備を
行った。（平成24年度完成予定）
・　豊後大野市民病院（平成22年10月に県立と市立の病院
を統合した病院）において高度医療機器等の整備を行っ
た。
・　二次救急医療機関において患者搬送車を5台導入した。

・　大分大学医学部附属病院において救急救命棟整備後
は、病床が14床増加するなど救急医療体制の強化が期待で
きる。
・　二次救急医療機関において患者搬送車を導入したこと
で、救急車による病院間搬送の件数の割合が低下し、救急
隊の効果的な活動が期待できる。

中部・豊肥医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

周産期医療体制整備事業 28,790

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児初期救急センター運営事業 2,427
小児初期救急センター整備事業 47,682

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
脳卒中在宅ケア体制整備事業 3,977
地域連携事業 1,700

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

感染症指定医療機関施設
・設備整備事業 300,000

・　豊肥圏域脳卒中地域連携会議や実務者会議を行った。
・　豊肥医療圏では、複数医療圏域在宅ケアシステムの構
築や地域リハビリテーションと連携したケアシステムモデル
の構築と運用を行った。
・　県全域では、県脳卒中地域連携推進協議会や研修会を
行うとともに、脳卒中の地域連携の実態調査を行った。

・　複数医療圏域在宅ケアシステムモデルができた。
・　介護と地域リハビリテーションの連携によるケアシステム
モデルの運用が開始された。
・　医療と介護の連携の重要性について、関係者の理解が深
まり、情報共有の仕組みづくりや人材育成、研修体制づくり
が推進された。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　NICUが年間を通して満床状態
にあり、周産期母子医療セン
ターの体制強化や後方支援病
床の確保が必要となっている。

　平成24年度に大分市医師会立アルメイダ病院で、産科病
床5床の増床のための施設整備を実施予定

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　中部医療圏では、開業医と二
次救急医療機関との役割分担と
連携による安定的な小児救急医
療提供体制を構築が必要となっ
ている。

・　小児夜間在宅当番医制にかかる医師の交通費に対し、
補助を行った。
・　大分市の小児初期救急センターの施設・設備整備を行っ
た。

・　小児の二次救急医療機関の負担軽減を図るため、大分市
において、平成22年度から暫定的な措置として小児の夜間
在宅当番医制が実施され、平成24年度からは小児初期救急
センターが設置されることとなった。
・　人口が集中している大分市に小児初期救急医療センター
が設置されることにより、初期救急と二次救急の役割分担が
図られ、安定的な小児救急医療体制の構築が期待できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　今後新型インフルエンザウィル
スの強毒化が懸念されることか
ら、感染症指定医療機関におけ
る感染防止対策が必要となって
いる。

　大分県立病院（大分市）において、新型インフルエンザの
重症患者に対応できる完全個室の陰圧病床６床を整備し
た。

　新型インフルエンザ等の感染症重症患者に対応できる体制
が整備された。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　豊肥医療圏では、今後ますま
す高齢化が進むことが想定され
るため、在宅医療連携体制の構
築が課題となっている。またその
取組を県内全域に広げることが
必要となっている。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

短期宿泊施設整備事業 19,333
遠隔画像診断等支援事業 188,074
県立病院地域医療支援事業 49,200
後期研修医研修資金貸与事業 112,500
地域中核病院医師研修支援事業 36,000
短時間正規雇用支援事業 19,145
専門・認定看護師養成事業 15,943

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医療情報ネットワーク体制整備事業 68,949

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急・周産期医療機能等
強化施設・設備整備事業 835,402

救命救急センター設備整備事業 8,250
ヘリポート整備事業 6,666
ドクターヘリ導入調査検討事業 570,709

大分県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　地域における医師や看護師の
確保が喫緊の課題となってお
り、大学と連携し地域の中核病
院に安定的に医師を派遣するた
めの仕組みづくりや医師の県内
定着、看護師の負担軽減や新人
看護師の離職防止、潜在的な看
護師の復職対策などが必要と
なっている。

・　豊後大野市民病院に研修医の短期宿泊施設（4戸）を設
置した。
・　大学医学部と研修医等が勤務する医療機関との間で画
像情報等のネットワーク体制を構築した。
・　地域中核病院で研修を行う後期研修医に対して、平成
22年度は3名に研修資金を貸与した。
・　地域中核病院勤務医の国内外での研修に対して、補助
を行った（平成22年度1名）。
・　女性医師の短時間正規雇用に対し、補助を行った。（平
成22年度は1増の2病院）
・　認定看護師を平成22年度11名、平成23年度13名を養成
した。

・　地域中核医療機関等で研修医が研修しやすい環境を整
備したことで、安定的な医師派遣が期待できる。
・　後期研修医への研修資金貸与や国内外での研修に対す
る補助を行うことにより、大学病院が地域中核病院に医師を
派遣しやすい環境づくりが進むことが期待される。
・　子育て中の女性医師などが働きやすい環境づくりのため
に補助制度を周知し、医療機関に活用してもらうことで、女性
医師の就業促進が期待できる。
・　認定看護師を養成することで、看護の質の向上が図られ
るとともに、看護師全体の仕事に対するモチベーションが高
まっていくこことが期待できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　地域の医療連携を推進するた
め、画像診断等医療情報のネッ
トワーク体制の構築が必要と
なっている。

・　別府医療センター（別府市）と北部医療圏の医療機関を
結ぶ画像診断情報等のネットワークを構築した。

・　医療機関間で画像情報や診療情報を共有化することによ
り、医療機関間の連携が推進され、より迅速で高度な医療を
患者に提供することができる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・　北部医療圏では、管外搬送
人員数が多く、搬送時間も県平
均や全国平均を上回っているこ
とから、救命率の向上等を図る
ため、地域の中核病院の機能強
化及び広域救急医療体制の充
実が必要となっている。
・　東部医療圏の三次救急医療
機能を有する医療機関は北部医
療もカバーしており、その機能の
充実と連携が課題となっている。

・　中津市民病院の新病院建設にあわせ、救急医療体制の
強化に必要な施設・設備整備を行った。（平成24年度完成
予定）
・　新別府病院にドクターカーを導入し、すべての救命救急
センター（4施設）に整備された。
・　ドクターヘリの基地病院を大分大学医学部附属病院に
決定し、平成24年9月運航開始に向け、ハード・ソフト両面
からの準備を進めている。

・　北部医療圏の中核病院である中津市民病院の機能強化
を図ることにより、域内で対応できる救急患者の増加が期待
できる。
・　北部医療圏をカバーする東部医療圏の三次救急医療機
関の救急搬送体制を強化することにより、北部医療圏の救急
医療が充実することが期待できる。
・　ドクターヘリの導入により、無医地区や離島の広域救急医
療体制が強化されることが期待できる。

北部医療圏・東部
三次機能医療機関 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
NICU等後方支援病床
等施設・設備整備事業 176,553

新生児搬送用高規格救急車整備事業 9,498
救急・周産期医療機能等
強化施設・設備整備事業

（救急医療に計上）

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児初期救急センター運営事業 1,134
小児初期救急センター整備事業 59,468

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
脳卒中在宅ケア体制整備事業 3,745

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
初診対応医療機関
施設・設備整備事業 118,439

災害対策施設整備事業 193,840
地域医療再生推進事業 6,010

・　北部圏域脳卒中在宅ケア推進協議会や作業部会を開
催した。
・　単一医療圏域地域連携クリティカルパスの作成、運用を
開始した。

・　単一医療圏域における地域連携クリティカルパスの運用
が開始され、今後利用の拡大が期待できる。
・　医療機関間の連携体制が構築された。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・　NICUが年間を通して満床状
態にあり、周産期母子医療セン
ターの体制強化や後方支援病
床の確保が必要となっている。
・　平成19年から分娩取扱休止
となっている中津市民病院での
分娩再開が課題となっている。

・　別府発達医療センターの重度障がい児のための病床
（20床）等の施設・設備整備を行った。（平成24年度完成予
定）
・　中津市民病院の新病院建設にあわせ、周産期医療体制
の強化に必要な施設・設備整備を行った。（平成24年度完
成予定）
・　別府医療センターに新生児搬送用高規格救急車を導入
した。

・　NICUの後方病床等を別府発達医療センターに確保するこ
とで、満床状態にあるNICUの稼働率を高めることが期待でき
る。
・　中津市民病院の分娩が平成22年7月に再開され、今後は
地域周産期母子医療センターとして機能が強化されることが
期待される。
・　北部医療圏をカバーする東部医療圏の三次救急医療機
関の周産期の救急搬送体制を強化したことにより、北部医療
機関の周産期医療が充実することが期待できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　北部医療圏では、開業医と二
次救急医療機関との役割分担と
連携による安定的な小児救急医
療提供体制を構築が必要となっ
ている。

・　中津市民病院の小児初期救急センターの施設整備を
行った。（平成24年度完成予定）

・　北部医療圏の小児救急医療の安定的な体制の構築が期
待できる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

・　今後新型インフルエンザウィ
ルスの強毒化が懸念されること
から、初診対応医療機関におけ
る感染防止対策が必要となって
いる。
・　地震や津波を伴う大規模災
害等ににおける災害医療体制の
整備・充実が課題となっている。

・　13初診対応医療機関に、発熱外来としてのプレハブの設
置やゾーニング等の施設・設備整備を行った。

・　新型インフルエンザ等の感染症に対応できる外来診療体
制が整備された。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　北部医療圏では、今後ますま
す高齢化が進むことが想定され
るため、在宅医療連携体制の構
築が課題となっている。またその
取組を県内全域に広げることが
必要となっている。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療学講座設置・運営 312,534
医師修学資金貸与枠拡大 81,545
県内医師需給状況調査 10,100
地域医療情報発信 9,900
臨床研修病院説明会実施 10,351
延岡市夜間急病センター医師確保 40,000
院内保育実施 40,000
日向入郷医療圏勤務医処遇改善 198,816

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ドクターヘリ導入・運営 458,220
救急医療機関医師勤務環境改善 70,000
看護師スキルアップ支援 24,310
延岡市夜間急病センター増改築 170,000
救急医療機関機能強
化・新規参入促進 338,500

輪番医療機関機能強化 52,500
県立延岡病院増改築 680,000

宮崎県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師の数が尐なく、医療資源の層
が薄いという根本的な課題があり、
現場の医師の負担が重いため、医
師の負担を軽減するための取組を
早急に推進するとともに、医師を安
定的に供給できる仕組みの構築が
課題である。

・宮崎大学地域医療学講座を平成２２年４月に開設し、医学
部学生及び高校生等に対する地域医療の教育・啓発等を
実施
・地域特別枠の医学部合格者を１８人確保
・医師修学資金を新たに３１人に貸与（うち地域特別枠１８
人）
・本県の医療情報を発信するためのパンフレットやホーム
ページを作成
・臨床研修病院説明会を新たに県外３箇所で実施
・延岡市夜間急病センターの診療を支援する非常勤医師を
確保
・県立延岡病院の施設整備、院内保育施設の設置・運営を
実施
・日向入郷圏域の３病院の救急勤務医手当を支援

・医学生や医学部進学を目指す高校生等の地域医療に対する関
心が高まり、将来地域医療を担う医師の育成に貢献
・医師不足地域に地域医療学講座所属医師（常勤３人、非常勤２
人）が派遣され、地域医療に貢献
・平成２５年度までに地域特別枠の医学部合格者を４０人確保の見
込であり、将来の地域医療への貢献が期待される。
・平成２５年度までに医師修学資金を６３人に貸与見込（うち地域特
別枠４０人）であり、将来の地域医療への貢献が期待される。
・本県の医療情報をパンフレットやホームページで広く発信すること
により、県外在住医師の本県勤務を促進
・臨床研修病院説明会の実施等により、２３年度の臨床研修マッチ
ングのマッチ者数が前年度と比較して倍以上に増加
・延岡市夜間急病センターの診療を支援する非常勤医師３人を確
保し、地域医療に貢献
・院内保育施設の設置・運営により女性医療スタッフの出産・育児
等と勤務が両立できる環境を整備
・日向入郷圏域の３病院に救急勤務医手当が創設され、勤務医の
処遇が改善

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師の数が尐なく、医療資源の層
が薄いという根本的な課題があり、
そのことが、圏域全体の救急医療
体制の確保に影響しているため、
医師の安定的な確保を目指すとと
もに、医療施設・設備などハード面
を充実させることが課題である。

・宮崎大学医学部附属病院医療スタッフ（１７人）や消防機
関職員（１７５人）のドクターヘリ研修を実施
・延岡市夜間急病センターの施設整備を実施
・救急医療機関（５施設）、輪番医療機関（５施設）の設備整
備を実施
・看護職を対象とした救急看護研修会を実施（県内７医療
圏１９回延１９３４人）

・基地病院となる宮崎大学医学部附属病院の医療スタッフ（延１７
人）や県内消防機関職員（１７５人）のドクターヘリ研修を実施し、ド
クターヘリの円滑な運用が期待される。
・延岡市夜間急病センターの施設増設等により、医師の勤務環境
や患者サービスが向上
・救急医療機関（５施設）の設備整備により、地域の中核病院を支
える救急医療機関の機能が向上
・地域の中核病院で対応できない疾患患者の受入を行っている輪
番医療機関（５施設）の設備整備により、受入機能が向上
・看護師研修の実施により、スキルアップが図られ、医師の負担軽
減、救急医療機能が向上

宮崎県北部医



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児救急医療電話相談日数拡大 3,224

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

夜間の救急医療受診割合の高い
小児患者の不要不急の受診を抑制
し、救急医療を支える医師等の負
担軽減を図ることが課題である。

・小児救急医療電話相談の受付を３６５日に拡大 ・夜間の相談を毎日実施することにより、相談者の不安解消が図ら
れ、不要不急の受診抑制に貢献



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
宮崎大学救急部門の医師等確保 321,544

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
電子カルテの導入・ネットワーク化 100,000
地域医療連携室の設置促進 75,000

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
宮崎大学救命救急センター機器整備 250,000
救急部門医師、看護師研修 20,000
救急医研修プログラム開発・普及 18,016
都城市郡医師会病院移転整備 1,200,000
国立都城病院口腔外科機能強化 30,418

（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
国立都城病院産婦人科機能強化 340,560
小林市立病院産科医療機器整備 29,400
周産期医療機関連携促進等 75,062

宮崎県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

医師の数が尐なく、このことが救
急医療体制の確保にも影響して
いることから、医師等の確保を図
ることが課題である。

・宮崎大学医学部附属病院救急部の救命救急センター化
に向けた医師等の確保を実施

・救命救急センター化される平成２４年４月までに、医師１４名
程度、看護師４２名程度の確保が見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

限られた医療資源の効率的かつ
効果的な活用を図るため、医療
機関相互の連携を強化すること
が課題である。

・地域医療連携室の設置促進のための課題等について検
討

・本圏域の医療機関を対象とした電子カルテの導入・ネットト
ワーク化により、患者情報の共有化による連携強化が図ら
れ、効率的かつ効果的な医療提供が期待される。
・地域医療連携室の設置が図られることにより、患者からの
相談対応や退院調整、在宅療養サービス利用調整など、地
域の医療機関の機能分化の促進が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

救急医療の中核を担う病院が老
朽化等により本来有するべき機
能を発揮できていないため、施
設の移転整備や設備の整備等
により、救急医療機能全体の底
上げを図ることが課題である。

・宮崎大学医学部附属病院救急部の救命救急センター化
に向けた設備整備を実施
・宮崎大学医学部附属病院医療スタッフ（２２人）の研修を
実施
・国立病院機構都城病院の口腔外科設備整備を実施

・救命救急センター化に必要となる医療機器等が全て整備さ
れ、平成２４年４月から稼働予定
・医療スタッフ延２２人の研修等を実施し、救命救急センター
の円滑な運営が期待される。
・国立病院機構都城病院の口腔外科設備整備により急性期
の患者に対する早期の口腔ケア機能が向上

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

周産期医療の中核を担う病院の
体制が弱体化しており、施設・設
備の整備や関係医療機関との
連携強化により体制の強化を図
ることが課題である。

・国立病院機構都城病院の産科手術室施設・設備整備を
実施
・中核病院と産科医療機関のネットワーク強化のための機
器整備を実施

・国立病院機構都城病院の産科手術室施設・設備整備によ
り、施設の老朽化や衛生面での課題等が解消し、周産期医
療機能が向上
・周産期中核病院と県西部地域の産科医療機関とのネット
ワークが強化されることで、当該地域全体の周産期医療機能
が向上

都城北諸県医療



（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児救急拠点病院強化 0

（その他）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
調剤薬局機能充実 40,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

他圏域までカバーする小児救急
医療拠点病院の老朽化や医師
不足により、本来有するべき機
能を発揮できていないため、施
設・設備整備や医師確保によ
り、小児救急医療機能の向上を
図ることが課題である。

都城市郡医師会病院の移転に伴い、必要となる設備整備
や医師確保等について検討

拠点病院の施設・設備整備や医師確保等により、小児救急
に関して、他圏域を含めた広範囲をカバーするための体制強
化が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

時間外の救急患者に対応するた
め、調剤を中心とした医薬品や
医療・衛生材料等を提供する拠
点としての薬局整備が課題であ
る。

都城市郡医師会病院の移転に併せ、必要となる施設・設備
整備等について検討

救急医療の拠点となる病院等の整備に併せて、拠点となる
薬局を整備し、時間外の救急患者に対応する機能の充実を
図ることにより、救急医療機能の向上が期待される。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）

総合臨床研修センター整備事業 564,874
臨床研修病院連携強化対策事業 24,000
初期臨床研修医研修奨励金 114,000
地域医療支援センター設置事業 300,000
地域医療支援方策検討事業 19,640

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急医療遠隔画像診断センター整備事業 455,513

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
鹿児島大学病院救命救急機能強化事業 276,002
鹿児島市立病院救命救急機能強化事業 500,000
周産期医療施設設備整備事業 3,333
ドクターヘリ運航事業 69,377
県消防・防災ヘリコプター関係機材等整備事業 20,560
救命救急センター施設整備事業 103,521
大隅地域夜間急病センター設備整備事業 49,180

鹿児島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　医師の地域的偏在や特定診
療科における医師不足から，地
域の拠点病院における医師不
足が生じている。特に，臨床研
修医は新臨床研修制度開始以
降大きく減尐しており，臨床研修
医の確保は喫緊の課題である。

・鹿児島大学病院内に研修医宿舎を設置した。
・鹿児島大学病院内に設置する，総合臨床研修センターは平成２
５年度に完成予定。
・鹿児島大学病院に「地域医療支援システム学講座（寄附講座）」
を開設するとともに，その研究成果の具体化を図る「地域医療支
援センター」を設置した。
・県内における地域・診療科毎の適正な医師配置についての協
議を行うため，県，地域の拠点病院，医師会，大学等の委員で構
成する委員会（７回）及び協議会（３５回）を開催した。
・平成２３年度中に，県内における地域・診療科毎の適正な医師
配置等を盛り込んだ「地域医療フェニックスプラン（仮称）」を策定
予定。

・研修医宿舎は，平成２３年３月に完成。（平成２４年２月現
在，１３戸のうち１０戸入居）
・研修医宿舎や総合臨床研修センターの整備により，研修環
境の充実が図られることから，臨床研修医の増加及び勤務
医等の県内定着促進が期待される。
・医師派遣の総合相談窓口となる地域医療支援センターに
おける，医師派遣の調整や医師キャリアパス形成支援等に
より，効率的・安定的な医師派遣体制の構築が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　医療資源が鹿児島医療圏に
集中する本県においては，県内
のどの地域においても，一刻を
争う重篤な患者が，迅速に適切
な医療を受けることのできる救
急医療体制の充実・強化が重要
な課題とである。

・県医師会において，救急医療遠隔画像診断センターを２３年度
中に設置予定。

・救急医療遠隔画像診断センターを設置することにより，病
院放射線科医が不在である夜間や休日等に，遠隔画像診
断システムを活用した放射線科専門医による読影支援が得
られることで地域における救急医療の充実及び医師の疲弊
防止が期待される。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　本県の救命救急センターは，
鹿児島地域に１箇所しかないこ
とから，高度救急医療を必要と
する患者の迅速な搬送体制の
整備や救命救急センターの複数
化などの三次救急医療機能の
充実・強化を図る必要がある。

・鹿児島大学病院の救急集中治療棟の改修は，平成２４年度に
実施予定
・鹿児島市立病院の救命救急センターに係る事業は，平成２５年
度に実施予定。
・平成２３年１２月から，県本土，熊毛地域を対象とするドクターヘ
リを運航開始。
・鹿児島市立病院のヘリポート整備は，平成２５年度に整備予
定。
・大隅地域の初期救急医療体制の確保のため，「大隅広域夜間
急病センター」を設置。

・鹿児島大学病院，鹿児島市立病院救命救急センターの救
急医療機能を強化することにより，県下全域を支える高度救
急医療の体制整備が図られるものと期待される。
・鹿児島市立病院救命救急センターのドクターヘリの導入に
より，患者を適正な医療機関により迅速に搬送する機能が
充実された。（１２月２６日から本格運航し，１月末までに４９
件の出動。）
・大隅広域夜間急病センターの開設（H２３．４）により，医師
の疲弊防止，地域の初期救急医療体制の確保が図られて
いる。
　（診療実績：診療月平均５３９件，電話相談月平均５４８件）

鹿児島医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
県立大島病院医師公舎整備事業 281,295
医師修学資金貸付事業 155,200

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
県立大島病院地域救命救急センター整備事業 1,730,391
県立大島病院地域救命救急センター運営事業 149,102
遠隔画像支援システム構築事業 89,052
奄美ドクターヘリ運航事業 60,874
場外離着陸場等基盤整備事業 21,016

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域枠修学生離島・へき地医療実習等 7,701
離島・へき地医療視察支援事業 5,369

鹿児島県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　奄美地域の基幹病院である県
立大島病院の医師不足は，地域
住民に対し，診療機能の低下な
ど多大な影響を与えることから，
医師にとって魅力ある環境整備
等の促進を図る必要がある。

・県立大島病院の医師（臨床研修医，勤務医）公舎は，平成
２５年度に完成予定。
・鹿児島大学医学部の地域枠の学生２０名に対し新規貸し
付けを行った。

・県立大島病院における初期臨床研修希望者の増加が期待
される。
・平成２８・２９年に卒業予定の地域枠学生計２０名の確保が
見込まれる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　奄美地域は，本土から約
400Kmの距離にあり，重篤な患
者は自衛隊等の協力を得て，沖
縄県や本土医療機関に航空搬
送していることから，圏域内に救
命救急センターとしての診療機
能の整備を図る必要がある。

・県立大島病院の地域救命救急センターは，平成２５年度
に完成予定。
・遠隔画像支援システムについては，鹿児島地域の救急医
療遠隔画像診断センターでの包括等を検討中。
・ドクターヘリの運航条件となる地域救命救急センターの設
置が平成２６年度以降になることから，事業変更等を検討。
・和泊町場外離着陸場の照明施設の整備を，平成２４年度
に行う予定。

・地域救命救急センターを整備することにより，ほとんどの重
篤患者の受入が可能となる。
・奄美地域の南三島（徳之島，沖永良部，与論）は，沖縄県
のドクターヘリが運航しており，場外離着陸場の整備により，
迅速かつ円滑な急患搬送が可能となる。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

　本県の多くの離島・へき地にお
いては，医師の絶対数が不足す
るとともに，全般的に医療供給
基盤の整備が立ち遅れており，
多くの無医地区等が存在してい
ることから，中長期的な観点も踏
まえながら，離島・へき地で勤務
する医師を確保する必要があ
る。

・地域枠修学生３７名に対し，離島（甑島，屋久島，奄美群
島）医療実習を行った。
・本県の離島・へき地医療機関での勤務を希望する県外在
住医師１名に対し，医療機関の視察に係る経費を支援。

・地域枠修学生が今後勤務する可能性のある離島医療機関
やへき地医療等に対する理解を深めることができた。

奄美医療圏 



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
研修医等宿舎確保事業 200,000
後期臨床研修医派遣事業 7,350
医師等の離職防止･再就職の促
進対策 92,938

専門医人材育成・人材確保事業 18,000
医学教育者・指導医育成事業 14,000
臨床研修医確保対策合同説明会
参加モデル事業 30,000

沖縄県看護師等修学資金貸与事
業の拡大 275,000

看護研修センターの建設 316,000
看護職教育研修事業 80,000
沖縄県ナースセンター事業の充
実･拡大 40,000

島しょ・へき地の看護職者の人材
養成・人材確保事業 10,000

離島診療所医師の代診
医派遣事業

39,960
遠隔画像支援システム 70,000
Ｗeb会議システム導入
による連携推進事業

4,284
離島・へき地診療所等の医療機
器等整備 207,276

沖縄県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   宮古及び八重山保健医療圏と
も人口１０万人当たり医師数が、
県や全国平均の約７５％と尐な
い。慢性的な医師不足に悩む離
島に対して、県全体として安定的
に医師を供給できる仕組みを構築
することが根本的な解決策と考え
る。
   平成１７年に策定した「沖縄県
看護職員需給見通し(平成１８年
～２２年）」では、平成２２年の需
要数と供給数について、６９４人の
不足が見込まれていることや平成
１８年の診療報酬改定に伴う看護
職員の人員配置の引き上げに対
応するため、看護職員の養成・確
保を推進していく必要がある。

   医師不足の解消ため、医師等の離職防止･再就職の促
進対策を創設・実施した。
   看護職員需給数に見合う供給数確保のため、新任看護
師研修、新修学資金制度を創設し、育成と離職防止を行っ
た。
   離島診療所の支援を強化し、医師の勤務環境の改善す
るため、離島・へき地診療所等の医療機器等整備を行っ
た。

   ①復職支援研修を２病院で計画、１病院にて実施した。②
就労環境改善について８病院で計画、８病院で実施した。①
②の実施により医師の離職防止、医師確保対策を実施した。
   看護職第一種修学資金127名、第二種修学資金17名、計
１４４名の貸与実績。H21年度の貸与者数は86名だったた
め、基金を活用しての予算拡充により貸与者数増加につな
がった。
   ①新人看護職員研修「責任者研修」定員30人に対し、51人
の研修を実施し修了した。②新人看護職員研修「実施指導者
研修」定員50人に対し、65人の研修を実施し修了した。①②
により新人看護職員研修を実施する指導者に必要な知識・
技術を習得させることができた。
   ナースセンター事業における相談の窓口として職員を雇用
し、事業の充実を図った（求人相談件数：922件、求職相談件
数：1072件、就職者数：172人）。労働環境・研修等その他の
相談の増加等事業の強化が図れた。
   17箇所の離島診療所等で医師の円滑な診療実施を支援
する医療機器の整備した。
   宮古及び八重山保健医療圏の平成１４年から平成１８年ま
での医師数の増加は、宮古保健医療圏では９人、八重山保
健医療圏では１２人となっていることから、その平均の伸びの
１．５倍の医師数の増加を見込み、医師数として１５人以上、
人口１０万人当たりの医師数を１９０人以上とする。
   看護職員の平成２２年の需要数と供給数について、６９４
人の不足が見込まれていることに対応する。

宮古・八重山医療圏 



（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
ＩＴを活用した地域医療連携シス
テムの構築 470,000

地域医療連携推進協議会の設
置・運営 14,000

医療機能提供制度機能拡充事業
8,000

準がん診療連携拠点病院整備事
業 40,000

地域がん診療拠点病院機能強化
事業 20,000

がん医療連携体制推進事業 21,000
がん患者相談支援モデル事業 7,000
がん罹患者生存確認調査事業 9,900

（救急医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
救急医療体制強化のための施
設・設備の整備 64,308

救急設備の改修 61,396
救急患者搬送車整備事業 30,485
小児救急電話相談事業（＃８００
０事業） 30,000

災害時医療資器材整備事業 21,900

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   尐ない医療資源の中で、医療を
効率的、効果的に提供するために
は、中核的役割を担う県立病院と
地域の医療機関との連携を図る
必要がある。特に、医療機関が連
携するＩＴを活用した体制整備が必
要である。
   地域連携クリティカルパスを導
入し、患者が急性期から回復期を
経て、自宅療養まで安心して医療
が受けられるよう医療機関の医療
連携体制を確立する必要がある。
   宮古及び八重山保健医療圏に
は、地域がん診療連携拠点病院
がない。地域格差なく、最適で標
準的な質の高いがん医療等を受
けられる体制の構築を推進する。

   各地区で脳卒中、糖尿病に関する医療連携委員会の開
催、県民に向けた疾病予防に関する講演会等が実施され、
地域医療連携体制が推進された。
   がん診療連携支援病院において、がん診療に係る医師
等の研修事業、相談支援事業、がん登録促進事業等を実
施した。

   平成24年度に県立宮古病院、平成25年度に県立八重山
病院を中心に、ITを活用した地域連携クリティカルパスの運
用ができるようにすることで、地域連携を推進する。
   がん診療連携支援病院（宮古・八重山病院）において、が
ん診療に係る医師等の研修事業（延べ192人）、相談支援事
業（のべ49件）、院内がん登録等を実施した。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   県立宮古病院は、宮古保健医
療圏内の２次救急医療機関として
の役割を果たしているが、休日・
夜間の初期救急患者も受け入れ
ていることから、救急患者の受入
数が多い。本来の救急医療の役
割を果たすために、休日・夜間の
初期救急受入体制を整備する必
要がある。
   県立八重山病院では、年間
25,000人の救急患者を取り扱って
おり、処置・診察スペースの拡張、
施設設備整備等が必要となってい
る。
   第２次及び第３次救急医療機関
に多くの軽症患者が直接受診して
おり、特に、小児の救急患者の疾
患の程度による適切な受診を推
進する必要がある。

   県立宮古病院の改築に際し、新宮古病院内に宮古島市
が運営する休日夜間診療所の整備に着手した。
   県立八重山病院は、救急室の改修と必要な医療機器整
備を行っている。
   ＃８０００により小児患者の保護者向けの電話相談体制
を整備し、地域の小児救急医療体制の補強と医療機関の
機能分化を推進している。

   宮古島市休日夜間診療所は、事業費ベースで約66.7%を執
行し、平成25年５月に予定通り開院する。
   八重山病院の救急室改修工事を平成23年度で実施し、面
積の増加（救急処置用ベッド４床→６床）、医師・看護師の動
線確保、必要医療機器の整備ができた。
   H22年7月から電話による＃８０００相談業務を開始し、本
年3月までに、268日間で4,389件、１日平均16件の相談に対
応した。平成23年度の平均は、さらに増加する見込みであ
る。電話相談をした保護者の約75%は、深夜の受診を控えて
おり、一定の事業効果が現れてきている。



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
院内助産所整備事業 47,537
新生児集中治療室の改修 50,604

（小児医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
小児救急電話相談事業（＃８００
０事業）（再掲）

（へき地医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
離島診療所の整備 126,000

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   宮古及び八重山保健医療圏に
おいて、産婦人科医の確保が不
安定であり、産婦人科を補完する
ための助産師の活用が必要であ
る。
   県立八重山病院は,圏域内の妊
娠分娩産褥、周産期の病態の入
院医療を全て取り扱っている。し
かしながら、施設及び設備が不十
分であるため、その整備を行い、
低体重児出生率の高い状況に十
分対応できるようにする必要があ
る。

   県立宮古病院及び県立八重山病院の助産師外来におい
て、必要な医療機器の整備と助産師の研修を行っている。
   県立八重山病院では、新生児集中治療室の改修と必要
な医療機器整備を行っている。

   助産師外来により、正常妊婦に関して助産師为体の分娩
介助を行うことで産科医師の業務負担軽減に貢献できてい
る。また妊婦から「ゆっくりと話が聞けて安心」など満足度は
高く、助産師のモチベーションアップにもつながっている。
   八重山病院の新生児集中室改修工事を平成23年度で実
施し、新生児室、処置室の面積増、必要医療機器の整備が
できた。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   第２次及び第３次救急医療機関
に多くの軽症患者が直接受診して
おり、特に、小児の救急患者の疾
患の程度による適切な受診を推
進する必要がある。

   ＃８０００により小児患者の保護者向けの電話相談体制
を整備し、地域の小児救急医療体制の補強と医療機関の
機能分化を推進している。

   H22年7月から電話による＃８０００相談業務を開始し、本
年3月までに、268日間で4,389件、１日平均16件の相談に対
応した。平成23年度の平均は、さらに増加する見込みであ
る。電話相談をした保護者の約75%は、深夜の受診を控えて
おり、事業効果が現れてきている。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   宮古及び八重山保健医療圏と
も離島であるため、継続して離島
診療所に勤務を希望する者が尐
なく、医師の定着率が低い。その
ため、医師の勤務環境の改善が
必要である。

   医師の快適な勤務環境を確保するため、老朽化した竹富
診療所・医師住宅及び黒島診療所・医師住宅を改築する。

   震災の影響により国庫事業の着手が遅れたが、予定施設
を再生計画期間中に竣工できるよう執行していく。
   魅力ある勤務環境を整備し、医師を確保する。



（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
在宅歯科支援研修事業 12,100
在宅歯科診療機器整備事業 14,000
在宅療養を支える環境づくり事業 19,266
難病患者等人工呼吸器用外付け
ﾊﾞｯﾃﾘｰ等給付事業 13,196

重症難病患者入院施設確保事業
14,500

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   県民意識調査では、約42.9％が
「自宅で最期を迎えたい」としなが
ら、「自宅で最期まで療養したい」
と回答した人は約16.8％であり、
在宅における療養支援が必要で
ある。
   宮古及び八重山の両保健医療
圏においては、在宅歯科医療を支
援している歯科診療所がほとんど
ない。
   難病患者等の在宅療養環境の
整備が十分でない。

   在宅においても、全身ケアを維持し、快適に暮らせる支援
が必要であり、病院から地域の診療所とタイアップした在宅
医療へスムーズにつなげるため、在宅の歯科医療対策を
充実する。

   在宅歯科支援研修（８回）、ポータブル機器整備（２台）を実
施し、在宅歯科診療を推進する体制整備が図られた。
   難病患者等の在宅療養環境を整備（入院施設確保、災害
対策等）することで、安心して在宅で療養できるようにする。



（医師等確保）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
医学部定員に地域枠を設定し、
学生に対する医師修学資金貸与
事業を拡充

128,000

琉球大学に寄附講座の設置 250,000
クリニカルシミュレーションセン
ターの設立 1,400,000

（医療連携）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
地域医療連携体制総合調整事業

180,000
準がん診療連携拠点病院整備事
業 20,000
ＩＴを活用した地域医療連携シス
テムの構築 295,015

沖縄県の地域医療再生計画のこれまでの実績及び成果
（平成21年度補正予算にかかる計画分）

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   人口１０万人当たり医師数が、
全国水準より尐ない。慢性的な医
師不足に悩むへき地・離島に対し
て、県全体として安定的に医師を
供給できる仕組みを構築すること
が根本的な解決策と考える。

   地域枠入学の学生（H22年度 12人、平成23年度 24人）
に係る県が貸与する修学資金を、地域医療再生基金にて
充当し、貸与学生数を拡充した。
   地域医療の向上と県民の健康増進を目的に、琉球大学
へ寄附講座を設置し、地域医療教育を開始した。
   シミュレーションを用いた医学・医療教育を行うシミュレー
ションセンターを整備する。

   平成24、25年度も地域枠入学の貸与学生数をそれぞれ12
人拡充する予定である。
　 平成24年度以降も地域医療の向上と県民の健康増進を目
的に、地域医療教育を実施していく予定である。
   平成24年度から、シミュレーションセンターを用いた医学教
育・研修を沖縄県全体で実施する。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   尐ない医療資源の中で、医療を
効率的、効果的に提供するために
は、中核的役割を担う県立病院と
地域の医療機関との連携を図る
必要がある。特に、医療機関が連
携するＩＴを活用した体制整備が必
要である。
   地域連携クリティカルパスを導
入し、患者が急性期から回復期を
経て、自宅療養まで安心して医療
が受けられるよう医療機関の医療
連携体制を確立する必要がある。
   北部保健医療圏には、地域が
ん診療連携拠点病院がない。地
域格差なく、最適で標準的な質の
高いがん医療等を受けられる体
制の構築を推進する。

   北部保健医療圏で、地域医療連携を推進するため、中核
病院である県立病院と圏域の病院・診療所の医療情報のＩ
Ｔ化を図り、診療情報を共有化するための取組を実施して
いる。

   平成24年度に県立北部病院を中心に、ITを活用した地域
連携クリティカルパスの運用ができるようにすることで、地域
連携を推進する。
   がん診療連携支援病院（北部地区医師会病院）において、
がん診療に係る医師等の研修事業、相談支援事業（のべ81
件）、院内がん登録等を実施した。

北部医療圏 



（周産期医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
妊婦・新生児搬送用救急車の配
備 36,959
北部地区周産期医療体制整備事
業 120,000

（在宅医療）

地域医療の課題 これまでの取組状況（進捗状況）
これまでの成果

（今後期待される効果）
在宅歯科支援研修事業 34,000
在宅歯科支援センターの設置 12,000
在宅歯科診療機器整備事業 16,000
在宅医療を推進するための基幹
薬局（在宅医療支援センター）の
体制整備事業

8,026

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   県民意識調査では、約42.9％が
「自宅で最期を迎えたい」としなが
ら、「自宅で最期まで療養したい」
と回答した人は約16.8％であり、
在宅における療養支援が必要で
ある。
   北部保健医療圏において、在
宅歯科医療を支援している歯科
診療所、薬局がほとんどない。

   在宅においても、全身ケアを維持し、快適に暮らせる支援
が必要であり、病院から地域の診療所とタイアップした在宅
医療へスムーズにつなげるため、在宅の歯科医療対策を
充実する。
   薬剤師不足を補うため、基幹病院を中心とした薬局間、
医療機関等との連携のためのネットワークを作り、在宅患
者訪問薬剤管理指導、無菌製剤処理加算等を算定できる
薬局を増やし、薬局の在宅医療への参加システムを構築す
る。

   在宅歯科支援研修（６回）、ポータブル機器整備を実施し、
在宅歯科診療を推進する体制整備が図られた。
   ①医薬品情報在庫情報システムおよび在宅業務支援シス
テムの導入。関連の検討小委員会を実施した。②在宅医療
に関する検討会を実施した。③麻薬小売業者免許取得のた
めの説明会を実施し、３薬局が許可を取得した。④会営薬局
に薬袋発行機、麻薬備品金庫を導入した。以上により、基幹
薬局が在宅医療に携わるための知識の習得、環境の整備を
することができた。

関連事業名
              （基金投入額：単位千円）

   北部圏域では、県立北部病院
が中等度のリスクのある妊婦・新
生児の医療を担っているが、産
科・新生児科医を安定的に確保す
ることが難しく、周産期医療体制
の維持が大変厳しい状況にある。
圏域内のハイリスクの妊婦は、中
部圏域の総合周産期母子医療セ
ンターへ紹介、搬送されている。

   本医療圏から中部医療圏や南部医療圏へ安全に妊婦・
新生児を搬送し、そのための病院間搬送をするための専用
の救急車を設置する。

   平成23年度に妊婦・新生児搬送用救急車を配備する。
   北部医療圏からのハイリスク妊産婦及びＮＩＵＣに入院が
必要な新生児の受入体制を強化するため、総合周産期母子
医療センターの県立中部病院の医療機器の整備充実を図
る。


